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はじめに 

本準備書面は，一審原告らの控訴審第２及び第３準備書面に続いて，一審被告国

の控訴答弁書のうち，規制権限不行使の違法性判断枠組み及び敷地高さを超える津

波の予見可能性に関し，反論するものである。同控訴答弁書のうち結果回避可能性

については，追って反論を行う予定である。 

この点，一審被告国の控訴答弁書の内容は，一審被告国の一審における主張の繰

り返しにすぎない部分も多々あるが，本件責任論の争点との関連でいえば，原判決

が規制権限不行使の判断枠組みから予見可能性を基礎付ける知見の評価，結果回避

義務，回避可能性の判断構造，知見の評価に至るまで，原子力に関する法の趣旨や

目的はもとより一審原告らの主張も十分に理解しないまま誤った判断を行っている

ことから，これら責任論に関する原判決及び一審被告らの主張の誤りをあらためて

明らかにするためにも，本書面では，繰り返しをおそれず一審原告らの責任論に関

する主張を，一審被告国の規制権限不行使の違法性を肯定した福島地裁判決（甲イ

２０号証）にも沿いながら総括的に行うものである。 

なお，争点との関連で必要に応じて，一審被告国の控訴審における第１準備書面

以降の主張についても適宜反論をする。 

 

 

第１ 規制権限不行使の違法性の判断枠組みについて  

１ 最高裁判例に沿って原子炉施設の安全規制に関する法令の趣旨目的を踏まえた

判断がなされるべきこと 

（１）規制権限不行使の違法性の一般的な判断枠組みについて 

 ア 一審原告らは，「被告国の規制権限の不行使は，その権限を定めた法令の趣旨，

目的や，その権限の性質等に照らし，具体的事情の下において，その不行使が許容

される限度を逸脱して著しく合理性を欠くと認められるときは，その不行使により

被害を受けた者との関係において，国賠法１条１項の適用上違法となる」として，
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最高裁判決の定立した規制権限不行使の違法性の一般的な判断枠組みを踏襲し，か

つ，過去の５つの最高裁判決（宅建業者訴訟，クロロキン薬害訴訟，筑豊じん肺訴

訟，水俣病関西訴訟，泉南アスベスト訴訟）を引用して主張した。本件と同種の事

案で一審被告国の規制権限不行使の違法性を肯定した福島地裁判決（平成２９年１

０月１０日・甲イ２０）も同様である。 

 イ 過去の５つの最判が用いている文言は同じであるが，最判は，宅建業者訴訟，

クロロキン薬害訴訟においては，行政庁の裁量の存在を重視し，他方，筑豊じん肺

訴訟，水俣病関西訴訟，泉南アスベスト訴訟においては，行政庁の裁量を問題とせ

ず，規制権限は「適時にかつ適切に」行使すべきであることを明確にしている。 

 ウ なお，一審被告国が引用する泉南アスベスト訴訟最判に係る角谷昌毅調査官

による解説が，規制権限不行使の違法性の判断枠組みとして，被害の重大性及び切

迫性，規制権限行使における専門性，裁量性等を考慮要素として挙げているが，こ

の「諸事情」はすべての分野において必ずしも同じレベルで考慮の対象となってい

るものではない。 

エ 一審原告らは，原審において，過去の５つの最判を詳細に検討し，筑豊じん

肺訴訟，水俣病関西訴訟，泉南アスベスト訴訟の各最判が規制権限不行使の違法性

判断の考慮要素として取り上げるのは，被害法益の重大性，予見可能性の存在，結

果回避可能性の存在であり，それ以外の事情は基本的には考慮要素としていない

し，規制権限を有する行政機関の「裁量」の存在を問題としていないこと，各考慮

要素のうち，「被害法益の重大性」を基本に総合判断する必要があること，この３

つの最判が，被害法益の重大性，予見可能性の存在，結果回避可能性の存在だけを

違法性判断の考慮要素として取り上げ，とくに行政機関の「裁量」の存在を問題と

していないのは，この最判の事案の被害法益が生命・健康という不可侵の重大な法

益であり，これに対する規制される側の不利益が事業主や産業界の物的・経済的負

担であるというところにあること，つまり国民の生命・健康を保護する行政のあり

方は，行政機関が「裁量」を理由に介入（規制権限の行使）に消極的になることは
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許されず，「適時にかつ適切に」介入することが求められる分野であること，本件

の原子炉施設の安全性確保の分野においても，筑豊じん肺訴訟，水俣病関西訴訟，

泉南アスベスト訴訟の各最判のとった考慮要素に基づく判断枠組みによって判断

されるべきであることを主張した。 

オ 本件と同様に一審被告国の規制権限不行使の違法性について判断した福島

地裁判決（甲イ２０）は，規制法令の趣旨・目的，被害法益の重大性を十分に踏ま

えた上で，行政庁の裁量を問題にすることなく，「適時にかつ適切に」の基準によっ

て判断をしているところであり，ここに一審被告国が論難するような判例違反はな

い。 

以下において，福島地裁判決の判断枠組みについて一審原告らの評価を指摘する。 

（２）原子炉施設の安全規制に関する法令の趣旨，目的 

 規制権限不行使の違法性を判断するに際しては，何よりも，当該規制権限を定め

た法令の趣旨，目的，及びその権限の性質等を踏まえた判断がなされるべきことは，

これまで累次の最高裁判決によって示されてきたところである。 

 この点について，福島地裁判決は，「（１）規制権限不行使の違法性の判断枠組み」

についての判示に続けて，次のとおり，「（２）津波対策義務に関する法令の趣旨，

目的」を明らかにしている1。 

これら法令の趣旨，目的は，すでに一審原告らの控訴理由書でも指摘していると

ころであるが，本件違法性の判断枠組の前提となる重要な点であるため，改めて福

島地裁判決に基づき指摘する（同判決にて引用されている証拠番号は省略する）。 

津波対策義務に関連する法令の趣旨，目的 

「ア 原子力基本法 

平成１４～１８年当時，原子力基本法（平成２４年法律第４７号による改正前の

昭和３０年法律第１８６号。）は，「原子力の研究，開発及び利用を推進することに

よつて，将来におけるエネルギー資源を確保し，学術の進歩と産業の振興とを図り，

 
1 福島地裁判決（甲イ３４）５４頁 
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もつて人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄与すること」を目的として（１

条），「原子力の研究，開発及び利用は，平和の目的に限り，安全の確保を旨として，

民主的な運営の下に，自主的にこれを行うものとし，その成果を公開し，進んで国

際協力に資するものとする。」（２条。下線部は強調のため裁判所で付した。以下同

じ）という原子力利用の基本方針を定めていた。 

本件事故後，平成２４年法律第４７号による改正により，原子力基本法２条２項

に「前項の安全の確保については，確立された国際的な基準を踏まえ，国民の生命，

健康及び財産の保護，環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的とし

て，行うものとする。」とする規定が追加されているが，平成１４年及び平成１８年

当時においても，原子力の利用は「安全の確保」を旨として行うこととされていた

のであるから，国民の生命，健康及び財産の保護は同法の目的とされ，我が国にお

ける原子力政策の基本とされていたものといえる。 

イ 炉規法 

原子力発電所の設置については，炉規法（平成２４年法律第４７号による改正前

の昭和３２年法律第１６６号「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律」。）が，「原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）の精神にのつとり，核

原料物質，核燃料物質及び原子炉の利用が平和の目的に限られ，かつ，これらの利

用が計画的に行われることを確保するとともに，これらによる災害を防止し，及び

核燃料物質を防護して，公共の安全を図るために，製錬，加工，貯蔵，再処理及び

廃棄の事業並びに原子炉の設置及び運転等に関する必要な規制等 を行うほか，原子

力の研究，開発及び利用に関する条約その他の国際約束を実施するために，国際規

制物資の使用等に関する必要な規制等を行うこと」を目的として（１条，実用発電

用原子炉の設置には） 経済産業大臣の許可を必要とすること（２３条１項１号），

設置許可に当たっては原子炉施設の位置，構造及び設備が原子炉による災害の防止

上支障がないものであることが必要であること（２４条１項４号）などを定めてい

た。 
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本件事故後，平成２４年法律第４７号による改正により，炉規法の目的が「原子

力施設において重大な事故が生じた場合に放射性物質が異常な水準で当該原子力施

設を設置する工場又は事業所の外へ放出されることその他の核原料物質，核燃料物

質及び原子炉による災害を防止し，及び核燃料物質を防護して，公共の安全を図る 

ために，製錬，加工，貯蔵，再処理及び廃棄の事業並びに原子炉の設置及び運転等

に関し，大規模な自然災害及びテロリズムその他の犯罪行為の発生も想定した必要

な規制を行うほか，原子力の研究，開発及び利用に関する条約その他の国際約束を

実施するために，国際規制物資の使用等に関する必要な規制を行い，もつて国民の

生命，健康及び財産の保護，環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目

的とする」（１条）ものであることが明確にされているが，平成１４年及び平成１８

年当時においても，原子力災害を防止して「公共の安全を図る」こと，すなわち国

民の生命，健康及び財産の保護は炉規法の目的とされていたものといえる。 

ウ 電気事業法 

設置許可がなされた後の，電気事業の用に供する原子力発電所の運転については， 

炉規法（平成２４年法律第４７号による改正前のもの）７３条で２７条から２９条

までの適用が除外され，電気事業法（平成２４年法律第４７号による改正前の昭和

３９年法律第１７０号。）による規制が行われていた。 

電気事業法は「電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめることによつて，電気

の使用者の利益を保護し，及び電気事業の健全な発達を図るとともに，電気工作物

の工事，維持及び運用を規制することによつて，公共の安全を確保し，及び環境の 保

全を図ること」を目的として（１条），事業用電気工作物を設置する者は，事業用電

気工作物を経済産業省令で定める技術基準に適合するように維持しなければならな

いこと（３９条１項），その技術基準を定める経済産業省令においては，事業用電気

工作物は，人体に危害を及ぼし，又は物件に損傷を与えないようにすること（３９

条２項１号），経済産業大臣は，事業用電気工作物が３９条１項の経済産業省令で 定

める技術基準に適合していないと認めるときは，事業用電気工作物を設置する者に
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対し，その技術基準に適合するように事業用電気工作物を修理し，改造し，若しく

は移転し，若しくはその使用を一時停止すべきことを命じ，又はその使用を制限す

ることができること（４０条。技術基準適合命令），技術基準適合命令に違反した者

は３００万円以下の罰金（１１８条７号。法人にも罰金併科（１２１条）。平成１ ４

年法律第１７８号による改正後は，３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金，

又はその併科（１１６条２号），法人には３億円以下の罰金（１２１条１号））を科

せられることなどを定めていた。 

本件事故後，平成２４年法律第４７号による改正により，炉規法７３条の適用除

外が削除され，技術基準は炉規法４３条の３の１４に，技術基準適合命令は同法４ 

３条の３の２３に引き継がれた。 

エ 省令６２号 

電気事業法３９条１項による委任に基づき，省令６２号（昭和４０年通商産業省

令第６２号「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令」。平成１４年７月３

１日時点においては，平成１５年経済産業省令第１０２号による改正前のもの。）４

条１項は，技術基準として，「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆

動される蒸気タービン及びその附属設備が地すべり，断層，なだれ，洪水，津波又

は高潮，基礎地盤の不同沈下等により損傷を受けるおそれがある場合は，防護施設

の設置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならない。」と定めてい

た。 

平成１８年１２月３１日時点における省令６２号（平成２０年経済産業省令第１

２号による改正前のもの。）４条１項は，「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷

却材により駆動される蒸気タービン及びその附属設備が想定される自然現象（地す

べり，断層，なだれ，洪水，津波，高潮，基礎地盤の不同沈下等をいう。ただし，

地震を除く。）により原子炉の安全性を損なうおそれがある場合は，防護措置，基礎

地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならない。」と定めていた。  本件

事故後，平成２３年経済産業省令第５３号による改正により，省令６２号５条の２



18 

 

に「津波による損傷の防止」の基準が追加されるなどし，平成２５年６月２８日に

は技術基準規則（平成２５年原子力規制委員会規則第６号「実用発電用原子炉及び

その附属施設の技術基準に関する規則」。）が制定され，実用発電用原子炉に適用す

べき技術基準の内容は同規則に引き継がれた。」 

 

福島地裁判決は，以上みたように，原子力基本法において「安全の確保を旨とし

て」（２条）とされていること，原子炉等規制法において「災害を防止し・・公共の

安全を図る」（１条）とされていること，電気事業法において「公共の安全を確保し，

及び環境の保全を図ること」（１条）とされ，技術基準を定めるに際しては「人体に

危害を及ぼ（さ）・・・ないようにすること」（３９条），そして技術基準省令６２号

４条１項においては「津波・・により損傷を受けるおそれがある場合」（平成１４年

時点），「想定される・・津波・・により原子炉の安全性を損なうおそれある場合」

（平成１８年時点）には防護措置等を講じなければならないとされていることを整

理した上で，原子炉施設の津波等の自然現象に対する安全規制の権限が定められた

法令の趣旨，目的について，次のとおり的確に整理している。 

「平成１４～１８年当時の原子力基本法，炉規法及び電気事業法の目的並びに電

気事業法３９条，４０条の趣旨に鑑みると，経済産業大臣の有する技術基準適合命

令を発する規制権限は，原子炉が，原子核分裂の過程において高エネルギーを放出

するウラン等の核燃料物質を燃料として使用する装置であり，その稼働により，内

部に多量の人体に有害な放射性物質を発生させるものであって，原子炉施設の安全

性が確保されないときは，当該原子炉施設の従業員やその周辺住民等の生命，身体

に重大な危害を及ぼし，周辺の環境を放射能によって汚染するなど，深刻な災害を

引き起こすおそれがあることに鑑み，基本設計について安全性が審査された上で設

置許可処分が行われて稼働を開始した原子炉施設についても，その後の時の経過に

より進展した最新の科学的知見等に照らして，技術基準への適合性を通じて安全性

を審査する必要があり，審査の結果，原子炉施設が技術基準に適合しないときには
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技術基準適合命令を発することによって，原子炉施設の事故等がもたらす災害によ

り直接的かつ重大な被害を受けることが想定される範囲の住民の生命，身体の安全

等を保護する趣旨で，経済産業大臣に付与されていたものと解される。そして，こ

の規制権限は，上記の趣旨によれば，上記周辺住民等の安全の確保を主要な目的と

して，最新の科学的知見等を踏まえて，適時にかつ適切に行使されるべき性質のも

のである。 

これを本件で問題となる津波対策についてみると，経済産業大臣は，福島第一原

発１～４号機の原子炉施設の一部である非常用電源設備が「津波により損傷を受け

るおそれがある」と認められるにもかかわらず，設置者である被告東電が適切な措

置を講じない場合には，適時にかつ適切に技術基準適合命令を発すべき権限を有す

るとともに，その権限の不行使が，許容される限度を逸脱して著しく合理性を欠く

と認められる場合には，その不行使により被害を受けた周辺住民等との関係におい

て国賠法１条１項の責任を負う。」2 

福島地裁判決の以上の整理は，原子力基本法以下の技術基準省令６２号に至るま

での原子炉施設の安全規制に関する法令をその趣旨，目的を十分に踏まえて整理し

たものであるが，とりわけ， 

① 原子炉施設において深刻な災害が発生した場合には，日本国憲法１３条によっ

てわが国の法制上もっとも重要な位置を与えられている，住民の生命，身体，

生存の基盤となる財産に重大な危害が生じることから，かかる災害を防止し原

子炉施設の安全の確保し，住民等の安全の確保することを主要な目的としてい

ること， 

②  原子炉施設が最先端の科学技術を集約して設置される施設であり，かつ巨大

な危険性を内包することを踏まえて，その安全性の確保に際しては，最新の科

学的知見等を踏まえて，適時にかつ適切に行使される必要があること， 

を明らかにしている点で的確なものといえる。 

 
2 福島地裁判決（甲イ２０）５４～５８頁 
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（３）法の趣旨，
．．．．．

目的
．．

については
．．．．．

伊方原発訴訟最判の判示が参考とされるべきこと 

なお，福島地裁判決は直接には引用をしていないものの，原子炉施設の安全規制

に関する法令の趣旨，目的を明らかにした判例として，伊方原発訴訟最高裁判決が

ある。 

 伊方原発訴訟最判 は，「（原子炉等）規制法２４条１項４号は，原子炉設置許可の

基準として，原子炉施設の位置，構造及び設備が（中略）原子炉による災害の防止

上支障がないものであることと規定しているが，それは，原子炉施設の安全性に関

する審査が，（中略）多方面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に

基づいてされる必要がある上，科学技術は不断に進歩，発展しているのであるから，

原子炉施設の安全性に関する基準を具体的かつ詳細に法律で定めることは困難であ

るのみならず，最新の科学技術水準への即応性の観点からみて適当ではない」と判

示し，また原子炉等規制法２４条１項３号，４号の趣旨について，「原子炉が原子核

分裂の過程において高エネルギーを放出する装置であり，その稼働により，内部に

多量の人体に有害な放射性物質を発生させるものであって，原子炉を設置しようと

する者が，原子炉の設置，運転につき所定の技術能力を欠くとき，又は原子炉施設

の安全性が確保されないときは，当該原子炉施設の従業員やその周辺の住民等の生

命，身体に重大な危害を及ぼし，周辺の環境を放射線によって汚染するなど，深刻

な災害を引きおこすおそれがあることにかんがみ，右災害が万が一にも起こらない

ようにするため，原子炉設置許可の段階で（中略）申請にかかる原子力施設の位置，

構造及び設備の安全性につき，科学的，専門技術的見地から，十分な審査を行なわ

せることにあると解される」としている。 

つまり，同判決も，原子力の有する危険が，国民の生命，身体（健康）や生存の

基盤としての財産や環境に対する「重大な危害を及ぼし，周辺の環境を放射線によ

って汚染するなど，深刻な災害を引きおこすおそれがある」ことを前提に，万が一

にも事故が発生して生命，身体等に対する深刻な被害が生じないようにする必要が

あると述べている。そのためには，科学的，専門技術的知見に基づく安全性確保の
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措置が必要であるが，科学技術が不断に進歩，発展していることを前提に，万が一

にも事故が発生しないようにするため，最新の科学技術水準へ即応させる必要があ

るとしているのである。 

この最高裁判決は，原子炉等規制法に基づく原子炉施設の設置許可処分の適法性

が争われた行政（取消）訴訟における判断であり，その前提として，原子炉施設の

安全規制を定めた原子炉等規制法の趣旨，目的について最高裁判所としての判断が

示しているものである。これに対して本件は，電気事業法に基づく運転段階におけ

る安全規制権限の不行使が違法と評価されるか否かが問われている事案であり，伊

方原発訴訟とは訴訟の類型，及び設置段階か運転段階かという場面は異なるものの，

原子炉等規制法等の一連の「法令の趣旨・目的」を
．．．．．．．．．．．

明らかにしている
．．．．．．．．

ものとして
．．．．．

，

本件における判断に際しても十分に参照されるべきものである。 

 

２ 原子炉施設の安全に関する規制権限の行使に関しては原子力安全委員会が定め

る指針類が十分に尊重されるべきこと 

 原子炉の安全規制に関する権限の行使に際しては，規制権限を規定した法令の趣

旨，目的を十分尊重するに加えて，規制権限行使の基準（指針）を示すことを法令

上の任務とする原子力安全委員会によって示される各種指針類を尊重する必要があ

る。 

（１）原子力安全委員会の設置の経過 

原子力安全委員会は，１９７８（昭和５３）年の法改正によって，原子炉施設の

安全の確保に関する業務を独立して所掌とする機関として新設されたものである。 

 この法改正に至る経過としては，１９７４（昭和４９）年以降，原子力をめぐる

不祥事，原子力発電所の故障の続発，原子力船「むつ」の漂泊等によって，「原子力

行政全般に対する国民の不信感が高まって，いまだに原子力政策を軌道に乗せられ

ないでいる」（甲ハ８７号証「原子力行政体制の改革，強化に関する意見」昭和５１

年７月３０日・原子力行政懇談会）という状況があった。 
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 この懇談会の「意見」は，内閣総理大臣からの諮問に答え，「原子力の開発利用に

当たっては，国民の健康と安全が確保されなければならないこと」を基本姿勢とし

て，「安全性の確保に万全を期」すことが必要であるとして，原子力の安全確保につ

いては，従来の原子力委員会を分割して，新たに独立して設置する原子力安全委員

会の所掌とすべきとした。 

その上で，具体的には，同委員会の所掌としては，「安全規制に関する政策（安

全研究の計画も含む。）」「安全規制基準及びガイドライン等の策定」「行政機関の安

全規制のダブルチェック」等の業務を担うべきとした。 

さらに，行政機関との関係については，同委員会の意見は「当然のことながら内

閣総理大臣及び関係各省大臣によって尊重されなければならない。」とされ，安全規

制に関しても「行政庁の行う規制を国民の健康と安全を守るという観点から原子力

安全委員会がチェック（いわゆるダブルチェックシステム）する必要がある。」と提

言しているところである。 

 こうした懇談会「意見」を踏まえて行われた１９７８（昭和５３）年の法改正に

よって原子力の安全について専門的な知識等を踏まえて行政機関の規制権限行使を

監督する機関としての原子力安全委員会が新設されたが，同時に，原子力基本法２

条の「基本方針」についても「平和の目的に限り」に続けて，「安全の確保を旨とし

て」が追加され，原子力利用について従前にも増して安全の確保を徹底すべきこと

が示された。 

（２）原子力安全委員会の所掌事務 

原子力委員会等設置法１３条は，原子力安全委員会の所掌事務として，「一  原

子力利用に関する政策のうち，安全の確保のための規制に関する政策に関すること。」

「二  核燃料物質及び原子炉に関する規制のうち，安全の確保のための規制に関す

ること。」等について「企画し，審議し，及び決定する。」としている。 

そして，原子力安全委員会の下に「原子炉に係る安全性に関する事項を調査審議

する」組織として，学識経験者からなる原子炉安全専門審査会を設置して，専門的
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な調査審議を行うものとしている（同法１６条）。  

以上から，原子力に関する国による安全規制は，直接的には経済産業大臣等の行

政機関によって行われるが，原子力安全委員会は，これらから独立した中立的な立

場で，一審被告国による安全規制についての基本的な考え方を決定し，行政機関な

らびに事業者を指導する役割を担っており，この目的を達するために，原子力安全

委員会は，内閣総理大臣を通じた関係行政機関への勧告権を有するなど，通常の審

議会にはない強い権限を有するものとされている（同法２４条）。 

（３）指針類は経済産業大臣の安全規制権限行使において考慮すべき基準であるこ

と 

 原子力安全委員会の活動のうち，特に重要なものは原子力の安全規制に関する各

種指針類の策定である。 

原子炉等規制法等に基づく原子炉の安全規制に関しては，法律上の直接の規制権

限は経済産業大臣などの各規制権限者に属するが，原子力委員会等設置法における

原子力安全委員会の所掌事務の定め及び同委員会に関係行政機関に対する勧告権限

が認められた趣旨から，実際の規制に際しては，原子力安全委員会の決定する各種

の指針類が，経済産業大臣等による規制権限行使の基準としての役割を果たすべき

ものとして予定されているところである。 

 よって，経済産業大臣が電気事業法３９条１項及びこれに基づく技術基準省令６

２号によって技術基準を定め原子炉施設の安全に関する規制を実施するに際しては，

原子力安全委員会の定める「安全に関する規制権限行使の基準」である各種指針類

を十分に尊重すべきことは，法令が当然に予定しているところである。 
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３ 規制権限不行使の違法性判断の前提として，原子炉施設に求められる安全性の

基準を定め規制の根拠とされている技術基準省令の意義を，法令の趣旨，目的，お

よび各種指針類から確定すべきこと 

（１）技術基準省令６２号４条１項の意義 

ア 津波対策の規制権限行使の基準を定める技術基準省令 

一審原告らが原審で主張してきたとおり，電気事業法４０条の技術基準適合命令

の根拠法令は技術基準省令６２号４条１項である（以下「省令４条１項」ともいう。）。 

すなわち，省令４条１項は，平成１５年改正前，技術基準として，「原子炉施設

並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン及びその附属設備

が地すべり，断層，なだれ，洪水，津波又は高潮，基礎地盤の不同沈下等により損

傷を受けるおそれがある場合は，防護施設の設置，基礎地盤の改良その他の適切な

措置を講じなければならない」と定め，２００６（平成１８）年１２月３１日時点

では，「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン

及びその附属設備が想定される自然現象（地すべり，断層，なだれ，洪水，津波又

は高潮，基礎地盤の不同沈下等をいう。ただし，地震を除く）により原子炉の安全

性を損なうおそれがある場合は，防護措置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を

講じなければならない」と定めていた。 

イ 技術基準省令の意義は法令の趣旨，目的及び指針類から確定すべきこと 

 経済産業大臣は，原子炉施設の津波対策については，この省令４条１項の規定に

基づいて規制権限行使を行うものとされていたのであるから，その規制権限の不行

使の違法性の判断の前提として，規制権限の基準を定めるこの４条１項の「津波」

又は「想定される・・津波」の意義を，法令解釈を通じて可能な限り明確にするこ

とがまず求められるところである。そして，これまで述べたとおり，この法令解釈

にあたっては，原子力基本法以下の技術基準省令の上位の法令の趣旨，目的，及び

規制権限行使の基準（指針）とされている原子力安全委員会の指針類を十分に踏ま

える必要がある。 
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（２）福島地裁判決が省令４条１項の意義を明らかにしていること 

 この点に関しては，後に詳述するように，福島地裁判決は，省令４条１項の「津

波」又は「想定される・・津波」の意義を，上位法令の趣旨，目的及び安全設計審

査指針の趣旨を踏まえて，法令解釈を通じて可能な限り明確にして，その解釈に基

づいて，津波による原子炉施設への影響についての経済産業大臣の予見義務を認め

ているところである。  

 

４ 原子炉の抱える危険の特性と安全規制の法令の趣旨，目的に照らせば，原子炉

施設には高度の安全性が求められること 

（１）一審原告らの主張が絶対的安全性を求めているとの一審被告国の批判につい

て 

ア 一審被告国の批判 

 一審被告国は，同種訴訟での主張を含め，原子力基本法に関して，その目的とし

て「原子力の研究，開発及び利用を推進することによって，将来のエネルギー資源

を確保確保」を掲げており，「原子力技術という科学技術を受け入れて利用すること

が前提」とされており，そこで求められるのは達成不可能な「絶対的安全性」では

なく，「相対的安全性」，すなわち，その危険性の程度が科学技術の利用により得ら

れる利益の大きさとの対比において，社会通念上容認できる水準であれば足りる等

と主張する。そして，これに対して，一審原告らの主張は実質的には絶対的な安全

性を求めているに等しく，原子炉施設の安全規制に関する法の趣旨，目的に反して

いるなどと批判している（控訴答弁書３頁等）。 

 そして，相対的安全性の観点から，津波の予見可能性を基礎づける知見の程度に

ついても一審段階では，「通説的見解といえる程度に形成，確立した科学的知見」が

求められると主張し（その後，後述のとおり主張を後退させている），控訴審に至っ

ても，「客観的かつ合理的根拠を有する科学的知見」であれば足りるとする一審原告

らの主張はあくまで絶対的安全性を求めるものであり，国に対して結果責任を負わ
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せる結果となるとか，原子力規制法令の基本的考え方が根底から覆され，原子力発

電所という社会的に有用で重要なインフラの存在意義を否定するものなどと論難し

ているのである（同２～４頁）。 

しかしながら，以下のとおり，そもそも一審原告は，あくまで原子力規制法令の

趣旨目的に基づき適時にかつ適切な規制を実施すべきと主張している。その上で，

一審被告らが長期評価に基づいて予見することができたとされる敷地高さを超える

津波に対し，当時から可能であった津波防護策を実施すべきで，それができていれ

ば事故を防ぐことができたと主張しているにすぎないのであって，絶対的安全性を

求めているものでは全くないことは明らかで，一審被告国の主張は，一審原告らの

主張を意図的に歪曲するものといわざるをえない。。 

イ 一審原告らの主張が「絶対的安全性」を求めているとの批判は失当であること 

そもそも「絶対的安全性」，「相対的安全性」という概念自体が曖昧であり，かか

る概念を持ち出して批判をすること自体失当である。 

上記のとおり，一審原告らは，原子力発電の利用を前提とした原子力基本法以下

の電気事業法等の法令によって「規制権限が付与された趣旨，目的や規制権限の性

質等に照らし，規制権限の行使を義務づける程度に客観的かつ合理的根拠を有する

科学的知見」を求めているのであり，一審被告国のいうところの「絶対的安全性」

を求めているとのレッテル貼りは失当である。 

（２）予見可能性を基礎づける知見の程度について 

ア 一審被告国の控訴答弁 

 一審被告国は，一審においては，規制権限不行使の違法性が認められた過去の最

高裁判決の事案はいずれも規制権限不行使の違法が問われた時点において既に被害

が発生していた事案であるとして，いまだ被害が発生していない本件との違いを強

調し，予見可能性を基礎づける知見の程度はより高度なものが要求されると主張し

ていた。そして，規制権限行使の義務付けのためには「客観的かつ合理的根拠をも

って形成，確立した科学的知見に基づく具体的な法益侵害の危険性が予見できるこ
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と」が必要と主張し，「学会や研究会での議論を経て，専門的研究者の間で正当な見

解であると是認され，通説的見解といえる程度に形成，確立した科学的知見」であ

ることを求めていた。 

しかしながら，一審被告国の控訴答弁書２７頁でも明らかなとおり，一審被告国

はその後，他地裁での同種訴訟での主張と足並みを揃えるように，この点に関して，

通説的見解といえる程度に形成，確立した科学的知見が必要などとは一切主張しな

くなり，「少なくとも審議会等の検証に耐えうる程度の客観的かつ合理的根拠に裏付

けられた」知見が必要との主張に何らの理由もなく変遷させた。 

このことは，これまでの一審被告国の判断枠組みに関する主張が誤りであったこ

とを自ら認めるものである。また，一審被告国が本件一連の訴訟の当初において，

いずれの訴訟でも，通説的見解といえる程度に確立した科学的知見が必要との立場

を取っていたことからすると，長期評価を公表後から本件事故前までにおいても，

同様の立場に基づいて，通説的見解といえる程度に確立した科学的知見に至らない

知見は，安全規制に取りこむに際し考慮をしていなかった蓋然性が高い。そうなれ

ば，後述する一審被告国の権限不行使の長年にわたる怠りは，より一層明らかなも

のといわざるをえない。 

 

イ 福島地裁判決及び一審原告らの主張は，法の趣旨，目的を踏まえて求められ

る知見の程度を判断すべきとしていること 

上記のとおり，一審被告国が主張を変遷させたことにより，この点について争い

はなくなった。もっとも，念のため一審原告らが主張する，予見可能性を基礎付け

るには「客観的かつ合理的な根拠を有する知見」で足りることについて，以下触れ

ておく。 

福島地裁判決は，「予見可能性を基礎づける知見の程度」に関して，「規制権限の

行使によって，被規制者に対する権利，利益が制限され，あるいは義務，負担が発

生し，場合によっては刑事罰等による制裁が伴うことがあるのであるから，これを
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行使するためにはその必要性を基礎付けるに足りる客観的かつ合理的な根拠が必要

であり，予見可能性の対象としては，規制権限の行使を客観的かつ合理的な根拠を

もって正当化できるだけの具体的な法益侵害の危険性が認められることが必要であ

る。」（７０頁）と判示している。 

 予見可能性に関するこの判示は，「規制権限行使の必要性を基礎付けるに足りる客

観的かつ合理的な根拠」を求めていることから明らかなように，電気事業法４０条

の技術基準適合命令，及びその前提としての技術基準省令６２号４条１項の「（想定

される）津波」の該当性を基礎づける予見可能性について，その意義を法令解釈を

通じて明らかにしたものである。 

 同判決は，上記の一般的な基準の呈示に続いて，この点に関する一審被告国の主

張の検討と，その排斥に進んでいる。この点は，極めて重要な判示であり，以下，

該当部分を引用する（７０～７１頁）。 

「被告国は，規制権限不行使の違法が問われた最高裁・・（の５つの判決）・・ 

を見ても，規制権限を行使すべき作為義務を導くのに必要な予見可能性が存在する

と認められた事案は，いずれも規制権限の不行使が違法とされた時点で，被害が現

実に発生し，かつ，当該規制権限の行使が正当化でき，さらにその行使が作為義務

にまで至っているといえるだけの科学的知見が既に形成，確立し，具体的な法益侵

害の予見可能性があった事案であり，『形成，確立された科学的知見』とは，専門的

研究者全員の意見の一致までは求められないものの，単に一部の専門家から論文等

で学説が提唱されただけでは足りず，少なくとも，その学説が学会や研究会での議

論を経て，専門的研究者の間で正当な見解であると是認され，通説的見解といえる

程度に形成，確立した科学的知見であることを要するべきであり，本件のように，

いまだ発生していない被害の発生防止のための規制権限の不行使においては，より

一層，確立された科学的知見に基づく具体的な危険発生の予見可能性があって初め

てその違法が問題とされるべきである，などと主張する（被告国主張要旨１７～１

８頁）。 
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しかし，客観的かつ合理的根拠を有する科学的知見であっても，常に学会や研究

会で通説が形成されるというプロセスがあるわけではなく，また，常に異論が出さ

れることはあり得ることからすれば，規制権限行使の必要性を導く前提としての予

見可能性の対象となる事項は，規制権限が付与された趣旨，目的や規制権限の性質

等に照らし，規制権限の行使を義務付ける程度に客観的かつ合理的根拠を有する科

学的知見であれば足り，『学会や研究会での議論を経て，専門的研究者の間で正当な

見解であると是認され，通説的見解といえる程度に形成，確立した科学的知見であ

ること』は，当該知見が『規制権限の行使を義務付ける程度に客観的かつ合理的根

拠を有する科学的知見』であることを示す一資料であるにとどまり，常にそのよう

な程度の知見の確立が要求されるものではないと解するのが相当である。 

また，原子力発電所に対する規制権限の行使は，被害が発生してからでは取り返

しが付かないのであるから，いまだ被害が発生していないからといって，その性質

上被害が発生してからでないと規制権限行使の必要性が明らかにならない薬害，じ 

ん肺，水俣病，石綿肺といった類型よりも類型的に高度の予見可能性が要求される

と解することはできない。」 

ここで示された予見可能性を基礎づける知見の程度についての福島地裁判決の

判示は，原子炉施設の安全規制について定める法令の趣旨，目的を踏まえたもので

あり，適切なものである。 

ウ 一審被告国の主張は各地裁の判決でも斥けられていること 

京都地裁平成３０年３月１５日判決（甲イ２１）は，「原子炉施設に求められる

高い安全性と，地震や津波等の発生予測に関わる自然科学の分野の特殊性に鑑みれ

ば，未だ見解の一致をみない知見であっても，客観的かつ合理的な根拠となる場合

があり得るというべきである。」（６７頁）と判示しており，福島地裁判決と同趣旨

といえる。 

さらに，東京地裁平成３０年３月１６日判決（甲イ２２）も，原子炉施設に要求

される高度の安全性を指摘した上で，「発生可能性や頻度を科学的に一義的に特定す



30 

 

ることが困難な津波について，安全側に立って，科学的な立証や学会の統一的な見

解の形成まではなくとも，相当な権威ある機関や専門家等によって相当な手続で，

相当な根拠を持って作成された科学的に十分に合理的な見解に基づく結果に関して

は，予見義務があると解するのが相当である」（３１１頁）と判示している。これも

福島地裁判決と同趣旨の判示である。 

これらの判決において示された予見可能性を基礎づける知見の程度についての

判示は，原子炉施設の安全規制について定める法令の趣旨，目的を踏まえたもので

あり，極めて妥当である。 

一審被告国の従前の主張は，各地裁の判決において厳しく斥けられているのであ

る3。 

エ 原子炉施設には高度の安全性が求められることに異論はないこと 

既に述べたように，伊方原発訴訟最判は，「原子炉が原子核分裂の過程において

高エネルギーを放出する核燃料物質を燃料として使用する装置であり，その稼働に

より，内部に多量の人体に有害な放射性物質を発生させるものであって，原子炉を

設置しようとする者が原子炉の設置，運転につき所定の技術的能力を欠くとき，又

は原子炉施設の安全性が確保されないときは，当該原子炉施設の従業員やその周辺

住民等の生命，身体に重大な危害を及ぼし，周辺の環境を放射能によって汚染する

など，深刻な災害を引き起こすおそれがあることにかんがみ，右災害が万が一にも

起こらないようにする」ことを求めている。 

オ 事故による被害が甚大であることからすれば安全規制を基礎づける知見の程度

は安全側に立って判断されるべきこと 

原発事故に限らず，一般に事故等による損害発生の危険の大きさは，「事故によ

 
3 なお，原判決も予見可能性の程度においては，通説的見解といえる程度に確立した科学的知見

を求めるとする一審被告国の主張を排斥している。ただし，法の趣旨，目的を無視して予見可能

性の程度の高低と結果回避義務のみを関連付け，予見可能性が認められるにもかかわらず専門的

裁量を強調して結果回避義務を否定するという決定的な矛盾を犯していることは控訴理由書で

指摘したとおりである。 
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って発生することが想定される損害の大きさ」と「事故が発生する可能性」という

二つの要素を（乗じて）総合考慮することによって導くことができる。原子炉施設

においていったん重大な事故が発生した場合においては一般の産業施設等における

被害とは比べものにならない甚大な被害が発生することが法規制の当然の前提に据

えられていることからすれば，原子炉施設における重大な事故の発生確率（その信

頼性は推計を基礎づける知見の信頼性によって規定される）が一般の産業施設等に

おける事故等に比べて相対的に低いものであったとしても，その知見が客観的かつ

合理的な根拠によって基礎づけられる以上は，その知見に基づいて想定される危険

は抽象的なものとはいえず，結果回避措置を義務づけるだけの現実的な危険と評価

されるべきものといえる。 

後述するように，本件の最大の争点である２００２年「長期評価」の知見の程度

の評価を行うに際しては，その知見に基づいて想定される原子炉施設の重大な事故

による被害の甚大性をも考慮し，その総合判断の上で「規制権限の行使を義務づけ

る程度に客観的かつ合理的根拠を有する科学的知見」と評価し得るか否かが判断さ

れるべきものである。 

カ 小括 

以上より，規制権限行使を基礎づける予見可能性の程度につき，通説的見解とし

て確立した知見を要件としていた一審被告国の主張が失当であることはすでに明ら

かである。だからこそ，一審被告国はこのことを自覚し，控訴審に至って主張を変

遷，後退させたものである。そして，前記のとおり，一審被告国は訴訟当初はこの

ような確立した知見がなければ規制権限を行使することはできないとの立場に立っ

ていたことからすると，そもそも長期評価公表後，本件事故前においても，一審被

告国は，その安全規制に取りこむに際し確立した知見に至らないものは何ら考慮し

ていなかった可能性が極めて高いといわざるをえないものである。 

本件の最大の争点である２００２年「長期評価」の知見の程度の評価を行うに際

しては，その知見に基づいて想定される原子炉施設の重大な事故による被害の甚大
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性をも考慮し，その総合判断の上で「規制権限の行使を義務づける程度に客観的か

つ合理的根拠を有する科学的知見」と評価し得るか否かが判断されるべきである。 

 

５ 専門技術的事項に関して行政庁に裁量が認められる実質的な理由まで遡れば，

原子炉施設が地震等に対して有すべき安全性に関する規制権限について，経済産業

大臣及び原子力安全保安院に認められる裁量の余地はほとんどないこと 

（１）規制権限行使における裁量についての一審被告国の控訴答弁 

 一審被告国は，規制権限の判断は，その当時の科学技術水準に基づく原子力発電

所の安全性の判断にとどまらず，我が国の社会がどの程度の危険性であれば容認す

るかという観点をも踏まえた判断ということになるなどと主張したうえで，この原

子力発電所における科学技術水準に基づく安全性（裏返せば危険性）の判断は，原

子力工学，機械工学，土木工学などの工学分野のほか，地震学，津波学，地質学な

どの理学分野や放射線防護学などの医学分野等多方面にわたる専門分野の知識経験

を踏まえた将来予測となるとし，本件における規制権限行使の判断は，規制行政庁

の高度な専門技術的な判断を必要とするものであるから・・・その裁量の幅は高度

の専門性に裏付けられた広汎なものといわざるを得ないと主張している。 

（２）経済産業大臣の裁量について 

 そもそも行政庁の規制権限行使に際して裁量が認められる趣旨は，当該規制権限

の行使に際して，①多岐にわたる専門的・技術的事項にわたる判断が求められるこ

と，及び②規制の目的を達するためにできる限り速やかに技術の進歩や最新の知見

に適合したものとすべきことによるものである。 

②の最新の知見への即応性の確保という趣旨からすれば，知見の進歩に応じて

「適時に」規制権限を行使すべきことが求められるのであり，その場合に規制を遅

らせることについての裁量は極めて限定されることとなる。 

他方で，①規制行政の分野が専門的・技術的事項にわたることに基づいて認めら

れる裁量についても，その裁量の有無及び広狭，さらにどの行政庁が裁量権を行使
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すべきであるかという点について判断するためには，その裁量の行使が合理化され

る根拠まで遡って，実質的に考察する必要がある。 

（３）本件で行政庁の判断が具体的に問題となる場面とそれを担う行政庁 

 すなわち専門技術的事項に関する行政庁の裁量が認められる実質的な理由まで遡

って検討すると，この裁量が認められる根拠は，「科学技術に関する専門組織による

判断の尊重の必要性」にある4。 

 原子炉施設の自然現象に対する安全性を確保すべき規制行政に関して「科学技術

に関する専門組織による判断」が求められる事項として，本件に関しては， 

①  原子炉施設の安全性についての一般的に求められる安全性の水準の判断，そ

の内の一要素としての自然現象による災害発生の危険を一般的にどこまで想定

すべきであるかという判断（原子力安全委員会の指針類によって示される判断）， 

② 想定すべき自然現象（地震・津波）についての具体的にどの地域に，どのよう

な地震及び津波を想定すべきであるかという個別具体的な地震の発生可能性

に関する判断（地震調査研究推進本部の「長期評価」等によって示される判断）， 

③ ②によって想定される自然現象による原子炉施設の安全性への影響を評価し，   

これに対してどのような防護措置を講じるかという専門技術的判断， 

が求められる。 

 以上のうち，①原子炉施設の安全性についての一般的な水準の判断については，

既に（第２の２）詳述したとおり，原子力安全委員会が専門的な判断を行うものと

されており，経済産業大臣（原子力安全・保安院）の規制権限はその判断（指針類）

に基づいて行使されるべきものとされている。そして，原子力安全委員会の判断は，

指針類として取りまとめられており，設置許可の判断に留まらず，原子炉の運転中

の安全性の基準である技術基準においても，原子力安全委員会の定める指針が参照

されるべきものとされている5。よって，その範囲で，技術基準に基づく経済産業大

 
4宇賀克也「行政法概説Ⅱ（第４版）」３１４頁 
5 福島地裁判決（６８頁）は，技術基準省令６２号４条１項の意義が安全設計審査指針と整合的
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臣の専門技術的裁量は制約されているといえる。 

具体的には，原子炉施設の地震及びこれに随伴する津波に対する安全性の確保に

関する基準は，原子力安全委員会が定める耐震設計審査指針，安全設計審査指針に

よって示されるものとされているのであり，原子力安全委員会は，その内容の改訂

に向けて専門家による長期間の調査・審議を踏まえて，地震等に対して求められる

安全性の水準についての判断を耐震設計審査指針として取りまとめている。そして，

原子力安全・保安院は，この指針に基づいて既設の原子炉施設に対しても耐震バッ

クチェックを行っているのであり，その際には原子炉施設が地震等に対して有すべ

き安全性の一般的水準の決定に関しては，原子力安全・保安院には裁量を認める余

地はほとんどないのである。 

 また，②津波及びその原因である地震の発生可能性に関しては，こうした事項に

ついて「科学技術に関する専門組織による判断」を行うのは，地震防災対策特別措

置法によって，地震調査研究推進本部がその任に当たるものとして定められており，

かつ実際にも「科学技術に関する専門組織による判断」は，「長期評価」として取り

まとめられ，公表されているところである。 

これに対して，原子力安全・保安院は，③の想定される自然現象が原子炉施設に

与える影響の予測・評価，及びそれを踏まえて安全性を確保するために具体的にど

のような防護措置を講ずべきかという工学的判断に関しては専門的な知識・情報は

有するものの，他方で，②将来においてどこで，どのような規模の地震・津波が発

生するか，その可能性を判断する「科学技術に関する判断を行う専門組織」とはい

えない。 

そもそも，原子力安全・保安院は，その内部に地震・津波に関して知見と情報を

収集し判断する専門的組織を有しないことから，阿部勝征氏（地震学），首藤伸夫氏

（津波工学）などの経済産業省顧問に，単発的に，かつ個人としての意見を照会す

 
に解釈されていたことを判示している。 
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るのみであった6。 

これに対して，地震調査研究推進本部は，地震等に関する知見と情報を組織的に

収集・整理しており，かつ，そうした情報を踏まえて，多数の専門家によって構成

される委員会・部会・分科会を通じての重層的な検討を体系的に行っており，そう

した活動を支えるために地震学に関する専門知識を有する事務局も擁しており，こ

れらの活動を支える財政的な基礎をも有していたものである。 

よって，「想定される津波」として，どこに，どの程度の地震（及びそれに起因

する津波）を想定すべきかという地震の発生可能性に関する長期的な評価について

は，地震調査研究推進本部という「科学技術に関する判断を行う専門組織」の判断

がなされることが法令上も予定されているのであり，原子力安全・保安院はその判

断を尊重すべき立場に留まるといえるのであり，この限度で，原子力安全・保安院

の裁量は狭いのである。 

 

６ 想定される地震に対する安全規制の要否は，その想定を基礎づける地震学の知

見が規制権限行使を義務づける程度に客観的かつ合理的な根拠を有するかという地

震学的判断及びこれに対する法的・規範的な判断によって決せられるべきであるこ

と，他方で工学的判断は，安全対策が必要とされた後に，安全対策の実行可能性の

有無や複数の防護措置の間の合理性の比較検討等の際に求められるにとどまり，安

全規制の要否自体に際して工学的な判断を踏まえる必要はないこと 

（１）一審被告国の控訴答弁 

 一審被告国は，その主張において，大要，地震・津波のような自然災害に関する

分野における知見が，規制に取り込むべき知見か否かについては，地震学・津波学

の理学分野における知見の成熟性の評価や津波工学に基づいた専門技術的判断が必

 
6 ２００２年「長期評価」の公表の直後には，原子力安全・保安院の地震・津波対策の責任者で

あった川原修司班長は，自らは「長期評価」の津波地震に関する判断の根拠を検証することもで

きず，規制対象者である一審被告東電の担当者に対して，「長期評価」の判断の根拠を確認する

ように依頼することしかできなったところである（丙ハ８６号証・川原陳述書参照）。 
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要であることとし，さらに，地震や津波などの自然現象に対する安全対策を考える

ためには，ベネフィットとコストの両面を総合的に考慮する必要があるため，知見

の成熟性に対する専門技術的判断を踏まえた上で，原子力工学に基づく専門技術的

な判断も必要として，地震・津波についてどの程度まで想定することが求められる

かという「安全対策（安全規制）の要否」の判断に際しても，工学的な検討が必要

とされると主張している。 

（２）理学的判断，法的・規範的判断とそれを踏まえた工学的判断の関係の整理 

ア 想定される地震・津波に対する対策の必要性の判断と，必要性を前提とした上

でどのような対策を講じるかという判断は異なること 

一審被告国の主張（そしてその基となる今村意見書）は， 

① 地震対策の必要性を基礎づける「地震の発生可能性に関する長期的な予測・評

価」という地震学に基づく理学的な判断と， 

② ①の理学的な判断を前提として，その情報の信頼性を踏まえて「防災対策の基

礎に据える必要があるか否か」についての法的・規範的な判断， 

③ ②で防災対策の必要性が認められることを前提として，「想定される地震を前提

としてどのような防護措置を講じることが可能であり，かつ適切であるか」と

いう工学的な判断， 

とは本来場面を異にする判断であるにもかかわらず，意図的にこれを混同している

といわざるを得ない。 

イ 理学に基づく知見を現実の対策に「役立てる」のが工学の役割であること 

理学的判断としての「地震調査研究の成果」と，それを前提とし工学的な判断を

踏まえた「地震防災対策」の立案・実施の関係については，地震調査研究推進本部

自体が，次のとおり整理している（２９頁）。 

「（地震調査研究推進本部による）地震調査研究の成果は地震防災対策に直接活用で

きる場合もあるが，その成果が工学的な応用を経て，はじめて地震防災対策に結び

つく場合も多い。このように，地震調査研究の成果を具体的な地震防災対策に役立
．．
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てていくため
．．．．．．

には，地震防災工学の果たす役割が極めて重要であり，地震調査研究

と連携した地震防災工学研究の推進が必要である。」（丙ロ１３９号証８頁）。 

 つまり， 

① 地震学に基づく「地震調査研究の成果」を前提として（地震学に基づく判断およ

びこれを防災対策の基礎に据える必要があるという法的・規範的判断）， 

② それを現実の地震防災対策に具体化し役立てていくために 

ⅰ 有効な対策を講じることが可能であるのか， 

ⅱ 複数の考えられる対策の中からどのような対策を選択することが工学的に妥当

であるのか， 

という工学的な判断を行って，最終的に実際に行う地震防災対策を確定していくこ

ととなる。 

 今村意見書も，理学と工学の関係について，「一般に，工学とは理学等の知見を用

いて社会的に有用なものや環境を構築することを目的とする学問です。特に，津波工

学は，津波に関する理学的知見を社会における物づくりや環境づくりに役立てるとと

もに，津波災害の減災・防災対策を行うことを目的とする学問のことを言います。」

（丙ロ７８号証３頁）として，工学が理学の知見を前提として，それを実際の物づく

り等に役立てる関係に立つものであり，工学の知見をもって理学の知見の信頼性を判

断する関係には立たないことを，工学者の立場から明らかにしている。 

これは，原子炉の安全規制についても同様の関係となる。 

 ①の「地震調査研究の成果」の知見の成熟度の評価，すなわちその知見を安全規制

に取り入れることに合理性があるか否か（規制の必要性の判断＝省令６２号４条１項

「想定される津波のおそれ」の該当性判断）については，地震学の知見，及びこれに

対する安全規制の法令の趣旨，目的に基づく法的・規範的な評価に基づいて判断され

るべきことであり，その評価に際して工学的な判断が介在する余地はない。 

ウ 工学的判断の名のもとに経済性優先の判断をすることは許されないこと 

なお，一審被告国は，「工学に基づく専門技術的な判断も必要になる」と主張する
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ものの，その実質的な考慮要素については，「安全対策を考えるためには，ベネフィ

ットとコストの両面を総合的に考慮する必要がある」とし，今村氏も「既設炉にハー

ド対策を要求することは，莫大な支出を民間企業である事業者に強いることになりま

すから，慎重な検討が必要です。」とし，Ｂ／Ｃ（コストとベネフィット）分析の観

点による経済性を優先する判断を正当化する主張を行っており，要するに「工学的検

討が必要」という名目のもとで，経済性と住民の生命・身体等の権利を天秤に懸ける

判断を正当化しているといえる。 

しかし，伊方原発訴訟最高裁判決も判示するとおり原子炉施設には高度の安全性が

求められるものである。よって，地震学に基づく「地震調査研究の成果」を前提とし

て，（規制権限を定めた法の趣旨，目的を踏まえて）法的・規範的な判断として，安

全対策の必要性があると判断される以上，コストが高い，すなわち原子力事業者の経

済的な負担が増大するという理由を，「工学的な判断」の名のもとで正当化して，対

策を不要とすることはできない。経済的な負担が大きいとして「工学的判断」を口実

として必要な防護措置を先送りすることができるとするのは，原子炉等規制法等の趣

旨を没却するものといわざるを得ない。 

 

７ 原発事故回避のための安全規制に複数の専門領域の知見の統合が求められる場

合には各専門領域の専門家が原発事故の発生を予見できないのは当然であり，原子

力事業者及び規制庁こそが関連する複数の専門領域の知見を統合して原子炉施設へ

の安全規制・防護措置の要否を予見する必要があること 

（１）一審被告国の控訴答弁 

 一審被告国は控訴答弁書において，「事故当時，専門家を含め誰一人として，福島

第一原発にこのような想定を超える大津波が押し寄せることを具体的に予見し，そ

の危険性を指摘する者はいなかった」にもかかわらず，一審原告らの主張と軌を一

にする福島地裁判決に対しては，地震・津波や工学に関係する専門家の見解をこと

さらに無視して結果から遡った素人的で安易な評価判断を基に国の法的責任を認め
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た等として論難する。 

（２）一審被告国の主張に対する総論的反論 

ア 本件事故が発生する危険性を具体的に予見するために必要な情報の整理 

 一審被告国は，福島第一原子力発電所において「敷地を超える大津波が押し寄せ

ることを具体的に予見し，その危険性を指摘する者はいなかった」とするが，本件

事故の危険性を具体的に予見することを基礎づける最も重要な根拠は， 

① 明治三陸地震と同等の津波地震が福島県沖の日本海溝沿いでも相当の確率で発

生する可能性があり， 

② その地震による津波は主要建屋敷地高さを大幅に超える浸水深（敷地南側で５．

７ｍ，共用プール建屋で５ｍ）をもたらす可能性があり， 

③敷地高さを超える津波の襲来によって非常用電源設備等が被水して全交流電源喪

失に至り過酷事故に至る可能性が高い， 

 という事実である。 

 そして，①の津波地震の発生可能性については，地震調査研究推進本部の２００

２年「長期評価」の判断が前提となる。 

②のＯ.Ｐ.＋１５．７ｍの津波高さは，①の津波地震の想定を理解した上で，土

木学会の「津波評価技術」による津波シミュレーションを実施して初めて認識でき

る結果である。 

 さらに，②の「Ｏ.Ｐ.＋１５．７ｍの津波高さ」という推計結果の持つ危険性を

具体的に認識するためには，原子炉施設が被水に対して有する耐性のレベルと仮に

被水した場合の結果についての知見が前提となって，はじめて「非常用電源設備等

の被水による機能喪失」から「全交流電源喪失」に至り，その結果として「炉心の

冷却機能喪失」による重大事故へと発展する可能性があることが認識できるのであ

る。 

イ 本件原子力発電所において重大事故が発生する危険性を具体的に予見するため

には複数の専門領域の知見の統合が必要であること 



40 

 

 上記①を基礎づける情報は，政府の公的機関である地震調査研究推進本部の２０

０２年「長期評価」によって広く周知されていた。 

②の「津波評価技術」の津波シミュレーションの手法自体は，土木学会という公

益団体によって作成され原子力関係者には相当程度認識されていたものの，２００

２年「長期評価」に基づいて実際に津波シミュレーションを行わない限り，福島第

一原子力発電所において主要建屋敷地高さを超えるＯ.Ｐ.＋１５．７ｍの津波の襲

来可能性を知ることはできない。 

③については，主要建屋敷地高さを越える津波の襲来が全交流電源喪失の原因と

なり得ることは原子力発電の安全設計に関係する者にとっては周知の事実ではあっ

た7。しかし，②の情報が与えられていなければ福島第一原子力発電所の主要建屋敷

地は，いわゆる「ドライサイト」であることが当然の前提とされるのであり，本件

事故のような重大事故発生の「危険性を指摘」する前提を欠くこととなる。 

ウ 本件事故の責任は個々の専門領域の専門家ではなく，それらの専門領域の知見

を統合して福島第一原子力発電所に適用することを怠った一審被告国と東京電力に

あること 

 すなわち，２００２年「長期評価」の作成に関与した地震学者ら，及び行政機関

としての地震調査研究推進本部・地震調査委員会は，２００２年「長期評価」の作

成の当時，福島第一原子力発電所の敷地に津波が遡上することは予見していなかっ

た。それは彼らの仕事ではなかったからである。 

 同様に「津波評価技術」の作成に関与した地震学者や津波工学者，及び団体とし

ての土木学会・津波評価部会も，２００２（平成１４）年２月の「津波評価技術」

公表当時に，福島第一原子力発電所の敷地に津波が遡上することは予見していなか

った。彼らの仕事は，津波シミュレーションの手法を体系化することであり，個々

の原子力発電所への影響を評価することは，彼らの仕事ではなかったからである。 

 他方で，原子力工学の研究者も，福島第一原子力発電所の主要建屋敷地を超える

 
7 甲ロ１２４号証・東京電力のプレスリリースによる自認 
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津波の危険性を指摘していないし，対策を求めることもなかった。それは，そもそ

も，彼らに対して津波が敷地を超えることがあり得る（ウェットサイトである。）と

いう情報が与えられなかったからに過ぎない。その意味で，原子力工学の専門家に

本件事故の責任があるということもできない。 

 要するに，２００２（平成１４）年以降，敷地を超える津波による過酷事故の「危

険性を具体的に指摘する者がいなかった」のは，それを基礎づける知見が得られて

いなかったということによるものではなく，逆に，①，②，③の知見は，当時に公

表され，又は容易に知り得た情報であったにもかかわらず，①に基づいて②の津波

シミュレーションを行うという予見義務を尽くさなかったことによるものである。

この予見義務さえ尽くしていれば，その結果と③の知見を踏まえて，本件事故のよ

うな津波による敷地の浸水によってもたらされる全交流電源喪失に基づく過酷事故

は容易に想定し得るのであり，「危険性を指摘する」ことは容易だったのである。そ

して，こうした複数の専門領域にわたる知見を統合して，具体的に福島第一原子力

発電所の津波に対する安全性を確認すべき立場にあったのは，原子力事業者である

一審被告東電とそれを監督すべき規制機関である原子力安全・保安院だったのであ

る。しかるに，原子炉施設の津波防災対策に生かすという責務を負っていた一審被

告東電と原子力安全・保安院が，地震学や津波シミュレーションの専門家や専門機

関が提供した有益な情報を統合して，原子炉施設の安全の確保に生かすという責務

を怠ったことが，本件事故の原因なのである。 

 

 

第２ 津波の予見可能性 

１ 責任論の最大の争点は，２００２年「長期評価」の信頼性にある 

（１）予見可能性における一審被告国の主張の主眼～２００２年「長期評価」の信

頼性の否定 

一審被告国は，控訴答弁書第７において，その記述の大半を，一審原告らの主張
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が平成１４年の長期評価の位置づけや評価を誤っているなどの反論に充てている

（控訴答弁書３０～１３８頁）。 

また，一審被告国の第１準備書面においても，この点に関する反論にもっとも多

くの紙幅を割いている（３３頁以降）。２００２年「長期評価」の信頼性を何として

も覆そうというのが，一審被告国の本控訴審における主張の主眼である。 

（２）一審被告国の証拠も２００２年「長期評価」の信頼性否定に集中すること 

一審被告国は，同種訴訟における佐竹健治氏の証人尋問の終了後の時期から，本

訴訟を含め類似の集団訴訟が係属する全国各地の裁判所において，専門家の意見書

を次々に提出し，２００２年「長期評価」の知見は未成熟であったという自身の主

張の根拠としている。 

本控訴審においても，多数の専門家（津村健四朗，松澤暢，今村文彦，首藤伸夫，

谷岡勇市郎，笠原稔，佐竹健治等）の意見書に依拠して，上記主張を展開している。 

こうした意見書の集中により２００２年「長期評価」の信頼性を否定した上で，

原子力安全・保安院（当時）の川原修司耐震班長の陳述書（丙ハ第８６号証）によ

り，２００２年「長期評価」の知見は未成熟ゆえ決定論ではなく確率論で扱うこと

を「決定した」と主張する。 

さらに一審被告国は，２００２年「長期評価」の信頼性を否定する一方で，同年

２月に土木学会が策定した「津波評価技術」につき，「津波の波源設定から敷地に到

達する津波高さの算定までにわたる津波評価を体系化した唯一のもの」であり，こ

の「津波評価技術」に依拠して「既往最大の津波」に基づき，設計津波水位を求め

ることは不合理ではないと，原審から一貫して主張している。 

以上が，一審被告国の責任論の主張の骨格である。 
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２ 予見可能性に関する総論 

（１）２００２年「長期評価」の信頼性を否定する主張に何ら根拠がないことを明

らかにすること 

ここでは，第１に，２００２年「長期評価」の信頼性を否定する一審被告国の主

張への反論を行い，その誤りを明らかにする。 

２００２年「長期評価」の意義と信頼性を明らかにするためには，それに先立つ

地震・津波に関する知見の発展や，津波推計計算の手法の発展を踏まえる必要があ

る（本準備書面「第４」）。 

これらをまず示した上で，２００２年「長期評価」の信頼性の検討に進むことと

する。さらに，一審被告国の控訴審における立証の中心をなすと思われる７人の専

門家の意見書の内容を具体的に検討し，それらが２００２年「長期評価」の信頼性

を否定する根拠とはならないことを示す（本準備書面「第５」）。 

（２）前提となる主張～予見可能性の対象についての一審被告国の主張の誤りを明

らかにすること 

上述のとおり，２００２年「長期評価」の信頼性を明らかにすることが本準備書

面の主要な目的であるが，その前提として，原判決は予見可能性の対象となる津波

の判断を誤っているとの一審被告国の主張について，その誤りを明らかにしておく

こととする（本準備書面「第３」）。 

（３）津波想定を既往最大に限る「津波評価技術」に依拠することが合理的であっ

たとの一審被告国の主張の誤りを明らかにすること 

さらに，本準備書面では，第２に，津波想定を既往最大に限る「津波評価技術」

に依拠することが合理的であったという一審被告国の主張（控訴答弁書３２～４６

頁）の誤りについても，明らかにする（本準備書面「第６」）。 
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第３ ２００２年「長期評価」の信頼性を論じる前提～予見可能性の対象に関する

一審被告国の主張の誤りについて 

１ 予見可能性の対象となる津波に関する原判決の判示と一審被告国の控訴答弁 

原判決は，「予見可能性の対象は，（中略）福島第一原発１号機から４号機の建屋

の敷地高さを前提に，敷地高さ O.P.＋１０ｍを超える津波が発生し得ること」（原

判決１１８頁）と判示する。また，福島地裁判決においても，「現実に発生した事象

の発生経過を具体的に予見できなかったとしても，結果発生の現実的危険性のある

事象を予見することが可能であり，当該事象の発生により現実的に予想される結果

についての回避義務を果たしていれば，結果として現実に発生した結果を行為者に

帰責することができると解される。換言すれば，予見可能性の対象は，現実に発生

した具体的な因果経過の全てである必要はなく，その主要部分についてあれば足り

る」とした上で，「福島第一原発１～４号機付近における浸水高がＯ．Ｐ．＋１０ｍ

を超える津波の予見可能性があれば，敷地高さを超える津波の予見可能性があった

ものとして，結果回避義務が発生する」（６９～７０頁）と判示する。 

これに対し，一審被告国は，全交流電源喪失に陥るか否かは，地震・津波の規模

に大きく左右される様々な要因によって定まるのであり，「福島第一原発の敷地地盤

面を超える程度の津波では，本件事故を発生させる規模の津波にはならない」と主

張する（控訴答弁書１３８～１４１頁） 

２ 敷地地盤面を超える津波は本件事故を発生させる規模の津波にはならないとす

る一審被告国の主張が誤っていること 

（１）溢水事故が全交流電源喪失をもたらすことに関する知見の集積8 

しかし，以下に示すとおり，すでに２００２年「長期評価」公表の時期以前から，

敷地高さを超える津波の襲来があれば非常用電源設備等が被水によって機能喪失し

原子炉施設の冷却機能が失われ，炉心溶融から重大事故に至る可能性が高いとの知

見が存在しており，一審被告らはこれを容易に認識でき，かつ現に認識していたの

 
8 一審原告ら原審最終準備書面２０頁以降 
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である。 

（２）１９９１年福島第一原子力発電所１号機における内部溢水事故 

ア 事故の概要  

１９９１（平成３）年１０月３０日に，福島第一原子力発電所１号機において，

「補機冷却系海水配管からの海水漏えいに伴う原子炉手動停止」の事故が発生した

（以下，「平成３年溢水事故」という。）。 

当時，１号機タービン建屋地下１階には，１号機専用及び１－２号機共通の非常

用ディーゼル発電機が２台設置されていたところ，「海水漏えい箇所周辺の機器類に

ついて調査を行った結果，１－２号共通ディーゼル発電機及び機関の一部に浸水が

確認された。このため，当該ディーゼル発電機及び機関について工場で点検修理を

行った」とされる。この事故による発電停止時間は１６３５時間２０分（約６８日

間）とされており，事故の結果の大きさを示している。9 

イ 非常用電源設備等の溢水に対する脆弱性が示されたこと 

平成３年溢水事故は，原子炉施設，とりわけ非常用ディーゼル発電機などの非常

用電源設備等が溢水に対して極めて脆弱であることを明らかにした。 

いわゆる「吉田調書」10においても，その事故の重大性が次のとおり指摘されて

いる。 

「（吉田所長） 福島第一の１号機，これは・・・平成３年に海水漏れを起こし

ています。あの溢水を誰が想定していたんですか。あれで冷却系統はほとんど死ん

でしまって，ＤＧ（ディーゼル発電機。引用注）も水に浸かって，動かなかったん

です。あれはものすごく大きいトラブルだといまだに思っているんです。今回のも

のを別にすれば，日本のトラブルの１，２を争う危険なトラブルだと思うんですけ

れども，余りそういう扱いをされていないんですよね。あのときに私はものすごく

水の怖さがわかりましたから，例えば，溢水対策だとかは，まだやるところがある

 
9  甲ハ１２，甲ハ２４～２８号証，一審原告原審最終準備書面２０頁以降 
10  甲イ１９号証の５の１・平成２３年１１月３０日聴取結果書４６頁 
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なという感じはしていましたけれども，古いプラントにやるというのは，一回でき

たものを直すというのは，なかなか。・・・・完璧にやっていくのは非常に難しいし，

お金もかかるという感覚です。」 

（３）１９９９年ルブレイエ原子力発電所における外部溢水事故 

ア 事故の概要  

フランス・ルブレイエ原子力発電所はボルドーの北方，ジロンド河口に位置して

いるが，１９９９（平成１１）年１２月２７日から２８日夜にかけての，例外的な

悪天候で，うねりによる外的要因の浸水リスクを考慮した防護対策が不適切なこと

とあいまって，発電所の蒸気供給系および安全関連系統の多くの区画が浸水する結

果となった。 

すなわち，「強い低気圧による吸い上げと非常に強い突風（約５６ｍ/ｓ）による

高波により，満潮と重なってジロンド河口に波が押し寄せた。大きな波により堤防

内で氾濫し，ルブレイエ原子力発電所の一部が浸水した（浸入水量約１００，００

０㎥）。風と波の方向から，１号機と２号機が洪水の影響を最も受け，３号機と４号

機は内部に僅かの水が浸水した。送電網にも擾乱が生じた：全号機の２２５ｋＶ補

助電源が２４時間喪失し，２号機と４号機の４００ｋＶ送電網が数時間喪失した。」

ものである。11 

イ 津波及び内部溢水への対策の検討の必要性を確認したこと 

 この外部溢水事故は，想定（設計基準）を超えた自然現象（外部事象）が発生し

て原子炉の重要な安全設備を機能喪失させることがあり得ること，電気系統が被水

に弱いことを，改めて認識させるものであった。 

（４）敷地高さを超える津波によって非常用電源設備の機能喪失は当然に想定され

ていたこと 

そもそも，臨海部に立地する原子力発電所においては，建屋等重要施設のある敷

地高さを超える津波が襲来すれば，全交流電源喪失に至る現実的な危険性があるの

 
11  甲ハ１３号証「ルブレイエ１～４号機の大規模浸水事象」 
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であり，一審被告東電及び一審被告国は，この敷地高さを超える津波による全交流

電源喪失の現実的な危険性を明確に認識していた。 

ア １９９６年「『太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査』への対応について」

（甲ロ２０号証） 

１９９７（平成９）年６月，一審被告東電を中心とする電気事業連合会が当時作

成されつつあった４省庁報告書（詳細は後述のとおり）への対応を検討した「『太

平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査』への対応について」（甲ロ２０号証）では，

原子力発電所敷地へ津波が浸水した場合の重要機器への影響の検討結果が取りまと

められている。その中では，たとえば，浜岡原子力発電所においても，「Ｒ／Ｂ（引

用注・原子炉建屋），Ｈｘ／Ｂ（引用注・熱交換建屋）に海水漏洩が考えられ，電源
．．

盤等の機能喪失
．．．．．．．

が考えられる」とされており，建屋敷地への津波の浸水による全交

流電源喪失の危険が具体的に指摘されている。 

この「対応について」（甲ロ２０号証）は，福島地裁における一審原告らの求釈

明が端緒となって一審被告国から提出された書証であり，一審被告国は１９９７（平

成９）年当時電事連からこの資料の提出を受け，その内容を認識していたことが明

らかになった。 

イ ２００６年の原子力安全･保安院「溢水勉強会」 

また，原子力安全・保安院による溢水勉強会（これ自体は「長期評価」公表後の

事実である）においては，福島第一原子力発電所５号機を対象として，１メートル

の浸水深を前提として影響を検討しており，大物搬入口等から「Ｔ／Ｂ（引用注・

タービン建屋）の各エリアに浸水し，電源設備の機能を喪失
．．．．．．．．．．

する可能性があること

が判明した」とされ，「浸水による電源の喪失
．．．．．

に伴い，原子炉の安全停止に関わる電

動機，弁等の動的機能を喪失する」とされている（甲ロ３，４号証）ところ，一審

被告東電は，本件原発事故後，溢水勉強会の結果が報道されたことに対して，「建屋
．．

敷地が浸水
．．．．．

すると，建屋開口部から水が浸入し，電源設備などが水没し機能を喪失

するという結果が得られています。」「ただし，この結果は保安院から指摘されて気
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付くような知見ではなく，設計上想定していない場所に浸水を仮定すれば，当然の
．．．

結果として機能を失う
．．．．．．．．．．

ものと認識しておりました」（甲ロ３４・１枚目）としている。 

一審被告東電の事故調査報告書においても，福島第一原子力発電所を前提として

も，「建屋の周りが水に覆われてしまえば，非常用Ｄ／Ｇが設置されている建屋の種

類や設置場所に関係なく，ルーバ等の浸水ルートとなり得る開口部と浸水深さの高

さ関係で非常用Ｄ／Ｇ自体の浸水につながるものと考えられる」とされている（乙

イ２号証の１・３１頁）。 

（５）小括 

 以上より，２００２年「長期評価」の公表以前から，原子炉施設の敷地高さを超

える津波の襲来があった場合には，非常用電源設備等が被水して機能を喪失し全交

流電源喪失から重大事故が発生する可能性があることは，一審被告東電も一審被告

国も十分に認識できたのであり，現に認識していたところである。 

 

 

第４ ２００２年「長期評価」に先立つ地震・津波の知見の進展により，敷地高さ

を超える津波についての予見義務が強く基礎づけられるに至ったこと 

１ ２００２年「長期評価」に先立つ地震・津波の知見の進展を確認することの意

義 

２００２（平成１４）年に策定された「長期評価」は，日本海溝沿いにおいて過

去に起こった海溝型地震を分析し，将来起こりうる地震について領域毎に整理して

示している。 

２００２年「長期評価」の記述の仕方は，防災に資する目的から，過去及び将来

の地震の評価についての専門家の集団的検討を経た結論部分を端的に示している点

に特徴がある。学術論文や学会での議論では，特定の専門用語の成り立ちについて

詳しく論じることもあれば，一つの地震の性質について諸説を詳細に紹介し，その

内の一つを選択する理由や推論過程等につき縷々展開することもあるであろうが，



49 

 

「長期評価」は防災のための地震の評価と予測が目的であって，学術論文的な記述

を大展開することはしていない。 

しかし，それは２００２年「長期評価」の信頼性を低めることにはならない。２

００２年「長期評価」を策定した長期評価部会・海溝型分科会は，島崎邦彦氏，阿

部勝征氏，佐竹健治氏，都司嘉宣氏など当時の地震・津波の第一線の研究者らによ

って構成されており（丙ロ５２・都司第１調書９３～９７項），これら第一線の研究

者らが，地震・津波学における最新の知見を踏まえた上で，充実した議論を経て結

論に達したのが２００２年「長期評価」だからである。 

海溝型分科会での専門家の議論（甲ロ２５号証の１～６）の内容を正確に理解し，

また，２００２年「長期評価」の信頼性の高さについて正しく評価するためには，

２００２年「長期評価」に先立つ地震・津波の知見の進展について確認することが

有意義であるし，必要である。 

とりわけ，本件の争点（福島県沖の日本海溝寄りに「津波地震」を想定すべきで

あったか否か）との関係では，「津波地震」についての知見の進展と，「津波地震」

の知見が２００２年「長期評価」の土台となり，その高い信頼性を支えていること，

の２点について確認することが，重要である。 

以下では，「津波地震」の知見をはじめ，２００２年「長期評価」に先立つ地震･

津波の知見の進展について論じる。12 

 

２ ２００２年「長期評価」までの地震・津波知見の進展の具体的状況 

（１）原子力発電所においては当初から指針類によって「想定される最大規模の自

然現象」に基づく安全規制が求められていたこと 

ア 指針類が原子力発電所の開発の当初から，既往最大に留めず，想定される最大

規模の自然現象をも想定すべきものとしていること 

 
12  地震・津波の一般的知見については，都司意見書（甲ロ５６号証の１）７～２０頁，島崎意

見書（甲ロ１２号証）６～１７頁，佐竹意見書（丙ロ２８号証）４～９頁。 
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（ア） 原子炉立地審査指針の求める想定レベル  

原子力委員会（当時）は，１９６４（昭和３９）年に，「原子炉立地審査指針」

を策定し，原子炉の設置に関する「立地条件の適否を判断する」ための基準を示し

た。 

同指針は，その「原則的立地条件」として，「原子炉は，どこに設置されるにし

ても，事故を起こさないように設計，建設，運転及び保守を行わなければならない

ことは当然のことであるが，なお万一の事故に備え，公衆の安全を確保するため」

として，以下のように定める。 

「大きな事故の誘因となるような事象が過去においてなかったことはもちろん

であるが，将来においてもあるとは考えられないこと。また災害を拡大するような

事象も少ないこと。」 

 以上の指針の内容からは，原子炉施設の立地に際しては，過去に現に発生した既

往最大の自然現象だけではなく，過去には発生が確認されていないものの将来にお

いて発生し得る自然現象をも想定すべきことが求められていると解するべきである。 

（イ） 安全設計審査指針の求める想定レベル 

 原子力委員会は，１９７７（昭和５２）年，安全設計審査指針を改訂したが，同

指針では，地震とそれ以外の自然現象（津波を含む。）とで設計上の考慮を区別し，

下記のように定めた。 

「指針２ 自然現象に対する設計上の考慮 

２ 安全上重要な構築物，系統および機器は，地震以外の自然現象に対して，寿命

期間を通じてそれらの安全機能を失うことなく，自然現象の影響に耐えるように，

敷地および周辺地域において過去の記録，現地調査等を参照して予想される自然現

象のうち最も苛酷と考えられる自然力およびこれに事故荷重を適切に加えた力を考

慮した設計であること。」 

この指針の内容は１９９０（平成２）年の改訂によっても基本的に維持されてい

る。 
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「安全機能を有する構築物，系統及び機器は，地震以外の想定される自然現象によ

って原子炉施設の安全性が損なわれない設計であること。重要度の特に高い安全機

能を有する構築物，系統及び機器は，予想される自然現象のうち最も苛酷と考えら

れる条件，又は自然力に事故荷重を適切に組み合わせた場合を考慮した設計である

こと。」 

以上の指針の内容からは，原子炉施設の自然現象に対する安全性に関しては，「過

去の記録」，すなわち過去に現に発生した既往最大の自然現象だけではなく，過去に

は発生が確認されていないものの将来において発生し得る自然現象をも想定すべき

ことを求めていると解するのが合理的である。 

（ウ） 耐震設計審査指針 

原子力委員会は，１９７８（昭和５３）年，発電用原子炉施設に関する耐震設計

審査指針（以下「旧耐震設計審査指針」という。）を策定した。 

旧耐震設計審査指針は，その「基本方針」において，「発電用原子炉施設は想定

されるいかなる地震力に対してもこれが大きな事故の誘因とならないよう十分な耐

震性を有していなければならない。」 

「想定されるいかなる地震動」への対応を求めていることからすれば，同指針が，

既往最大の想定では足りず，想定される最大規模の地震に対しても安全機能が失わ

れないことを求めていると解される。 

なお，地震動については，耐震設計審査指針によって，２００６（平成１８）年

の改訂の以前から，既往最大ではなく想定される最大規模の地震を考慮すべきもの

とされていたことについては，１９９７（平成９）年の電事連「対応方針」（甲ロ１

７０号証）においても，「想定しうる最大規模の地震津波の取り扱い」については，

地震動の評価に際しては（耐震設計審査指針等により）既に地震地体構造上最大規

模の地震を考慮していることからして，津波評価に際しても同様に，同地震による

津波を検討する必要があるものと考えられる」（２頁）とされているところである。 

（エ） 小括 
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 以上より，原子炉施設においては，その内包する巨大な危険性を踏まえて，わが

国における開発の当初（１９６４〔昭和３９〕年の立地審査指針）から，高度な安

全性が求められており，過去に発生したことが確認される自然現象（既往最大）に

留まらず，自然科学等によって客観的かつ合理的根拠をもって想定される最大規模

の自然現象に対する安全性を確保することが求められてきたところである。 

イ 「津波評価技術」の既往最大の想定で合理的であるとする一審被告国の主張が

失当であること 

 一審被告国及び同東電が，「津波評価技術」の地震想定が「既往最大」に留まると

しながら，津波については精緻な推計が求められるとして既往最大の想定に留める

ことに合理性があるとすることは，原子力安全委員会の指針類にも反するものであ

る。 

ウ 地震学の最新の知見を踏まえて想定される最大規模の津波に対する対策が求め

られること 

この点，福島第一原子力発電所の設置許可に際しては，既往最大の津波であるチ

リ沖津波によって小名浜港で測定されたＯ.Ｐ.＋３．１ｍが基準とされた。しかし，

これは，設置許可当時の地震学の知見の水準として，これを超える津波の襲来を客

観的かつ合理的な根拠をもって基礎づけることができなかったことによって，やむ

を得ず採用された対応に過ぎない。立地審査指針，安全設計審査指針によって，既

往最大に留まらず想定される最大規模の地震等も考慮すべきとされている以上，最

新の地震学の水準への相応性を確保する観点から，２００２年「長期評価」等によ

って，地震学上の客観的かつ合理的な根拠を有する知見が示されればそれを速やか

に安全規制に取り入れるべきことは，規制権限を定めた法令の趣旨，目的からして

当然に求められるものである。 

（２）「津波地震」の知見の進展と，津波数値解析手法の発達について 

ア 近代的観測にもとづく「津波地震」についての知見の進展の経過 

近代的な観測に基づく「津波地震」についての知見は，１９９０年代までに大き
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く進展した13。 

（ア）「津波地震」の意義と観測記録による低周波地震の発生帯の確認 

１９２８（昭和３）年には和達清夫氏が，周期が長く人が弱くしか感じられない

が大きな津波を伴うことがある地震が海溝近くに発生することを，早くも指摘して

いた（甲ロ５３号証，「深海地震の特異性，及び三種類の地震に就いて」）。 

１９７２（昭和４７）年には Kanamori（金森博雄氏）が，１８９６年明治三陸地

震の解析を通じ，人が感じるような高周波（短周期）の揺れは小さいが，低周波（長

周期）のゆっくりした揺れが大きく，大きな津波を生じる地震を「津波地震」とい

う専門用語により初めて提案した。 

１９８０（昭和５５）年には Fukao and Kanjyo（深尾良夫氏，神定健二氏）が，

上記の知見を踏まえつつ，１９７４（昭和４９）年から７７（５２）年に発生した

６１１の地震を選定し，波動特性により超高周波，高周波，低周波，超低周波に分

類し，日本海溝の軸にほぼ平行な３つのゾーンに分割できること，日本海溝の内壁

直下に，低周波および超低周波地震がほぼその領域でしか見られない「低周波地震

ゾーン」を認めることができることを実証した（甲ロ１３号証の１，２「日本海溝

の内壁直下の低周波地震ゾーン」）。 

 

 
13  丙ロ５２都司第１調書１２１～１３１項，丙ロ５０島崎第１調書９頁及び１５～１６頁，

丙ロ４９佐竹第２調書１１頁 
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こうして，日本海溝の海溝軸付近では低周波地震が発生しており，その大きなも

のが津波地震であるとの知見が確立していった。こうした知見は，２００２年「長

期評価」策定の時点で，地震・津波の専門家に広く共有されていたことは，都司・

島崎両証人が証言するとおりである14。 

（イ）「津波地震」は海溝軸近くのプレート境界で起こるという知見の確立 

また，日本海溝寄りの他にも，近代的観測が可能になって以降に発生した１９４

６年のアリューシャン地震，１９９２年のニカラグア地震，１９９４年のジャワ地

震，１９９６年のペルー地震などが「津波地震」とされている。都司嘉宣氏の調査

によれば，地震による津波のうち７％は津波地震によるものである（丙ロ５０島崎

 
14  丙ロ５２・都司第１調書１２１～１３１項，丙ロ５０島崎第１調書９頁 



55 

 

第１調書９～１０頁）。 

地震計記録や験潮所の津波波形の分析を通じ，１９９０年代には，こうした世界

各地の「津波地震」がいずれも海溝軸近傍のプレート境界において起こっているこ

とが確認された。佐竹健治氏は，津波地震についてのかかる知見の確立に大きく貢

献した専門家の一人である15。 

このように，近代的観測データとその分析により「津波地震は海溝軸近傍のプレ

ート境界で起こる」という知見が確立されたことにより，近代的観測以前の歴史資

料に記録された地震津波（地震に伴う津波）についても，地震の被害がないかある

いは軽微であるのに，津波の被害が甚大であるものについては，海溝寄りに発生し

た「津波地震」であると評価できるようになった。都司嘉宣氏は，地震学や海洋物

理学，流体力学の知識だけでなく，古文書を原文で読める数少ない地震・津波の専

門家の一人であり（丙ロ５２・都司第１調書８～１１項），歴史地震のなかから「津

波地震」を抽出する上で大きな役割を果たした。 

（ウ）阿部勝征氏による津波地震の定量化 

   津波地震についての研究が進展する中で，阿部勝征氏は，近代的観測確立以降の

地震津波の基礎データに基づき，津波マグニチュード（Ｍｔ）の値が，マグニチュ

ード（Ｍ）の値に比べ０．５以上大きいものを「津波地震」として，津波地震を定

量的に定義した16。 

イ 歴史地震研究の進展と津波数値計算の発達が持つ重要な意味 

わが国における歴史地震の研究は，１９８１（昭和５６）年から１９９４（平成

６）年にかけての「新収 日本地震史料」のシリーズ刊行等を経て，２０００（平

成１２）年頃までに，刊行され利用可能な形で提供された歴史地震の史料の量が約

２万３０００頁に達し，大きく進展した（甲ロ５６の１・都司意見書２７頁）。 

 
15 丙ロ４９佐竹第２調書１１頁，甲ロ５４，２００３年谷岡・佐竹「津波地震の発生メカニズ

ム」 
16  阿部・１９８８年「津波マグニチュードによる日本付近の地震津波の定量化」丙ロ８６ 
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１９９０年代半ばには都司嘉宣らによる歴史資料の検討によって，歴史地震のう

ち，１６１１年慶長三陸地震や１６７７年延宝房総沖地震など，震害についての記

載がないか極めて少ないのに，津波による被害が甚大であったことが記録により明

らかな地震，すなわち「津波地震」と評価すべき地震が明らかになってきた17。 

こうした歴史地震についての研究の進展と資料の収集・利用可能性の高まりは，

近代的観測による１００年余りの地震・津波のみに基づく地震の評価と予測から，

歴史資料・歴史地震をも含むより広い地震を対象とした評価と将来予測への途を開

いたといえる。 

他方で，コンピュータや計算技術の発達により，津波の発生・伝播・陸上遡上の

数値計算（シミュレーション）が可能となった。例えば，佐竹健治証人も作成に加

わった１９９７（平成９）年「津波災害予測マニュアル」では「近年，電子計算機

の大容量化，高速化が飛躍的に進展し，これらに支えられて広範囲かつ詳細な津波

の数値計算が数多く行われ，今日では±１５％程度の誤差で，遡上した津波の浸水

高を表現できるまでになった」としている（甲１９号証，５０頁）。 

都司証人が証言するとおり，これにより，「古文書で起きたことが確かに起きる

ということがコンピュータの中の津波のシミュレーション，数値計算によって一致

してるなということで，この地震があって，この津波がどんな地震のメカニズムで

あったか，そういうことを判断する」ことができるようになった（丙ロ５２・都司

第１証言１８項）。すなわち，験潮記録や痕跡高，さらには歴史資料に残された津波

の遡上記録や被害の記録と照らし合わせ，過去の津波の波源域や波源モデルを推定

することも可能になったのである。 

歴史地震研究と津波数値計算のいずれもが発達することによって，近代的観測に

よる地震・津波（例えば１８９６年明治三陸地震）と，近代的観測以前の歴史資料

に基づく地震・津波（例えば１６１１年慶長三陸地震，１６７７年延宝房総沖地震）

 
17 甲ロ５６の１・都司意見書２５～２９頁，甲ロ１５３号証・都司「歴史上に発生した津波地

震」，甲ロ５７号証・渡辺偉夫「日本被害津波総覧（第２版）」 
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の間に，共通点（地震に比べ津波が異常に大きく，日本海溝寄りで発生しているこ

と）を確認することが可能になったのであり，これは２００２年「長期評価」の重

要な土台となっている。 

歴史地震研究が他分野の研究と協同し，地震・津波の評価，地震予知に貢献する

ことが必要なだけでなく，可能にもなってきていたのである（甲ロ５６の１・都司

意見書２９頁，丙ロ５２・都司第１調書１５～１９項）。 

ウ 小括 

以上に見たとおり，２００２年「長期評価」策定に先立って，第１に近代的観測

に基づく「津波地震」についての知見の進展，第２に歴史資料に基づく歴史地震の

研究の進展と歴史地震における「津波地震」の抽出，第３に津波数値計算の飛躍的

進展があったのであり，これらの知見は相互に関連し支え合うことによって，２０

０２年「長期評価」の土台となっている。 

（３）地震地体構造論などの地震学の進展によって既往最大に留まらず「想定され

る最大規模の地震」の長期的評価を合理的に想定し得るに至ったこと 

ア 災害対策基本法に基づく地域防災計画における津波防災計画策定のための「７

省庁手引き」等の策定と公表 

北海道南西沖地震津波による大災害の経験を受け，当時の国土庁，農林水産省構

造改革局，農林水産省水産庁，運輸省，気象庁，建設省，消防庁の７省庁は，１９

９８（平成１０）年に，「地域防災計画における津波対策強化の手引き」（甲ロ１８

号証）を作成し，同「手引き」の別冊である「津波災害予測マニュアル」（甲ロ１９

号証）18とともに地方公共団体に提示し，この「７省庁手引き」等は各地における

津波防災行政に活用されるに至っていた。 

 この「７省庁手引き」は，わが国の沿岸部において歴史的に津波による甚大な被

害が繰り返されていること，とりわけ１９９３（平成５）年の北海道南西沖地震に

 
18 「津波災害予測マニュアルに関する調査委員会」（委員長東北大学工学部教授首藤伸夫）作

成。 
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よる津波によって想定外の甚大な被害が発生したことを踏まえて，災害対策基本法

に基づいて地方自治体において策定が義務づけられている地域防災計画において，

津波防災計画を的確に取り入れることを可能とすることを目的としたものである。

この点は，同「手引きの位置付け」として「本書は防災に関わる行政機関が，沿岸

地域を対象として地域防災計画における津波対策の強化を図るため，津波防災対策

の基本的な考え方，津波に係る防災計画の基本方針並びに策定手順等について取り

まとめた。」と整理されているところである。 

 このように「７省庁手引き」及びその別冊である「津波災害予測マニュアル」は，

主要には災害対策基本法に基づく地方公共団体の地域防災計画における津波対策を

目的として策定されたものであり，いわゆる一般防災を念頭に置いたものであるが，

一審被告国の防災関係省庁が共同で津波防災対策の最新の知見を整理したものとし

て，一般防災以上に高度な安全性が求められる原子炉施設の防災対策においても十

分に尊重されるべきものである。 

イ ７省庁手引きが地震地体構造論などの最新の地震学の知見に基づいて既往最大

に留まらず想定される最大規模の地震をも合理的に想定し得るとしたこと 

「７省庁手引き」は，地域防災計画において想定すべき「対象津波の設定」に関

して，以下のような重要な指摘をしている（３０頁）。 

 「従来から，対象沿岸地域における対象津波として，津波情報を比較的精度良く，

しかも数多く入手し得る時代以降の津波の中から，既往最大の津波を採用すること

が多かった。 

 近年，地震地体構造論，既往地震断層モデルの相似則等の理論的考察が進歩し，

対象沿岸地域で発生しうる最大規模の海底地震を想定することも行われるようにな

った。これに加え，地震観測技術の進歩に伴い，空白域の存在が明らかになるなど，

将来起こり得る地震や津波を過去の例に縛られることなく想定することも可能とな

ってきており，こうした方法を取り上げた検討を行っている地方公共団体も出てき

ている。 
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 本手引きでは，このような点について十分考慮し，信頼できる資料の数多く得ら

れる既往最大津波と共に，現在の知見に基づいて想定される最大地震により起こさ

れる津波をも取り上げ，両者を比較した上で常に安全側になるよう，沿岸津波水位

のより大きい方を対象津波として設定するものである。 

 この時，留意すべき事は，最大地震が必ずしも最大津波に対応するとは限らない

ことである。地震が小さくとも津波の大きい「津波地震」があり得ることに配慮し

ながら，地震の規模，震源の深さとその位置，発生する津波の指向性等を総合的に

評価した上で，対象津波の設定を行わなくてはならない」 

このように，「７省庁手引き」は，地震地体構造論，既往地震断層モデルの相似

則等の地震学の進歩によって，将来起こり得る地震や津波につき過去の例（既往最

大）に縛られることなく想定することが可能となったことを踏まえ，これを一般防

災である地域防災計画の津波防災においても想定すべきことを求めるに至っている。 

ウ 「７省庁手引き」が根拠として示す地震地体構造論などの知見について 

 「７省庁手引き」は，既往最大の地震に留まらず地震学に基づいて合理的に想定

される最大規模の地震を把握し得るとして，その根拠として，地震地体構造論及び

既往地震断層モデルの相似則を挙げている。 

（ア）地震学における地震地体構造論の意義 

 ここで，「７省庁手引き」が既往最大の地震に留まらず地震学に基づいて合理的に

想定される最大規模の地震を把握し得る根拠とした，地震地体構造論及び既往地震

断層モデルの相似則の意義を確認しておく。 

 「地震地体構造論」とは，「例えば日本列島を地震の起こり方（規模，頻度，深さ，

震源モデルなど）に共通性のある地域ごとに区分し，それと地体構造との関連性を

明らかにしていく」研究のことを指す19。 

 そして，「地震地体構造という概念が成り立つためには，当然のことであるが，①

地震の起こり方の共通している地域には，地体構造にも共通の特徴があること，お

 
19 甲ロ１１４・萩原尊禮編「日本列島の地震 地震工学と地震地体構造」１９９１年・２頁 
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よびその逆の，②地体構造が似ている地域内では地震の起こり方も似ていることが

前提となる。また，その対偶というのか，③地体構造が異なる地域では地震の起こ

り方も異なること，およびその逆も成立していればなお望ましい。」（甲ロ１１４・

２頁）。 

 さらに，萩原編「日本列島の地震」は，「もともと地震地体構造の研究は，特定の

構造的特徴を有する地域ごとに，将来起こるべき地震の性質，特に上限の規模とか，

一定規模以上の地震の発生確率などを評価し，それを地図上に示すという実用志向

の強いものであった。応用地震学の目標は，ある地方（国など）の任意の地点で，

将来受けるであろう最大の地震動や，一定以上の地震動の起こるリスクを予測する

ことである。」（甲ロ１１４・５～６頁）と述べる。地震地体構造論は，地域ごとに

将来発生しうる将来の地震を予測し，それを地図上に示すことで防災等の実用に役

立てることを目指すものであった。 

萩原編「日本列島の地震」は，以上のように地震地体構造論の意義を示し，過去

の地震活動および地震地体構造論を整理し（第１章）20，地震の震源メカニズム（第

２章）による地体構造区分，活断層と第四期テクトニクスによる地帯構造区分（第

５章）など，地震学の各領域における知見の到達から日本列島や周辺海域の様々な

領域区分を示した上で，それらを総合した地震地体構造マップ（いわゆる「萩原マ

ップ」）を提示した21。 

同書が出版された１９９１年には，前述した１９９０年代半ばから後半における

津波地震についての重要な知見（歴史地震の中からの津波地震の抽出，津波地震は

海溝寄りプレート間で発生するという知見の確立）は未だ得られていなかった。従

って，萩原マップによる領域区分では，後の２００２年「長期評価」のように，津

波地震を重要な根拠として日本海溝寄りを陸寄りとを区分するには至っていない。 

しかし，１９９７年に作成された「７省庁手引き」（個々の専門家の論文ではな

 
20 なお，第１章「地震と地体構造」は島崎邦彦氏が執筆している。 
21 萩原編「日本列島の地震 地震工学と地震地体構造」（甲ロ１１４号証）１８６～１８９頁。 
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く行政文書である）が，地震地体構造論に基づき「想定される最大地震により起こ

される津波をも取り上げる」ことを津波防災対策の基礎に置いたこと，その「７省

庁手引き」が他方で「地震が小さくとも津波の大きい津波地震があり得ることに配

慮」するよう求めた22ことは，極めて重要である。３つの津波地震により海溝寄り

を陸寄りと異なる地体構造として領域区分した２００２年「長期評価」のあと一歩

手前の段階まで，地震学が実用的にも進展していたことが確認できる。 

そして，２００２年「長期評価」の数ヶ月前に作成された土木学会「津波評価技

術」においても，「波源設定のための領域区分は，地震地体構造の知見に基づくもの

とする。」とされ，萩原編「日本列島の地震 地震工学と地震地体構造」の萩原マッ

プが参考に掲げられた（丙ロ７・１－３２頁）。 

（イ）地震学における既往地震断層モデルの相似則の意義 

 「７省庁手引き」が地震学の進展として，（地震地体構造論と並んで）援用する「既

往地震断層モデルの相似則」とは，地震断層モデルを構成する７つのパラメータ23の

うち，断層長さ，断層幅，平均すべり量については，地震の規模を示すマグニチュ

ードが違っても相似的な関係が成り立つという地震学上の確立した知見である。具

体的には「断層パラメータの経験則として最も重要なことは，断層長さＬ，断層幅

Ｗ，平均すべり量Ｄの間に基本的に相似則が成立していることであり，マグニチュ

ードが違う２つの地震において，Ｌ１／Ｌ２＝Ｗ１／Ｗ２＝Ｄ１／Ｄ２の関係が成立す

る。」とされる24。 

 これによれば，既に観測されている既往地震の断層モデルのパラメータが判明し

ていれば，が地震地体構造論で同一の領域内の他の場所で同様の地震発生すること

が想定される場合，地震の発生が想定される場所，すなわち断層面の位置（基準点

 
22 １９９１年（萩原マップ）から１９９７年（７省庁手引き）の間に，都司氏，佐竹氏・谷岡

氏らにより，津波地震について重要な知見の進展があったことに注意を要する。 
23 断層面の位置（基準点の緯度・経度・深さ），走向，傾斜角，すべり角，断層長さ，断層幅，

平均すべり量を言う（甲ロ１１５「津波の辞典」１０４頁）。 
24 「津波の辞典」（甲ロ１１５号証）１０４頁。 
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の緯度・経度・深さ）が与えられれば，その断層モデル（波源モデル）を前提とし

て，津波シミュレーションの推計が可能となるのである。 

（４）４省庁報告書によって想定される最大規模の地震によって敷地高さを超える

津波襲来の可能性が示されたこと 

ア ４省庁報告書が既往地震のない福島県沖にも津波地震を想定したこと 

（ア）４省庁報告書の目的と意義 

建設省（当時）など４省庁は「地域防災計画における津波対策強化の手引き」の

策定と合わせて，１９９７（平成９）年３月に，「太平洋沿岸部地震津波防災計画手

法調査報告書」を作成し，翌１９９８（平成１０）年３月に公表した。 

 この報告書の目的は，「総合的な津波防災対策計画を進めるための手法を検討する

ことを目的として，推進を図るため，太平洋沿岸部を対象として，過去に発生した

地震・津波の規模及び被害状況を踏まえ，想定しうる最大規模の地震を検討し，そ

れにより発生する津波について，概略的な精度であるが津波数値解析を行い津波高

の傾向や海岸保全施設との関係について概略的な把握を行った」（１頁）ものである。 

 この報告書において広域的な地域を対象として津波数値解析を行った目的は，今

後，上記「手引き」に従って，各地方公共団体において，津波浸水予測手法による

津波高さの推計結果をそれぞれの地域における地域防災計画に的確に取り入れるこ

とに向けて，まずは，広域的な地域を対象として「概略的な精度による把握」を行

う点にあった。 

（イ）地震地体構造論に基づいて既往最大に留まらない地震想定を採用して津波シ

ミュレーションを実施したこと 

前述のとおり，「７省庁手引き」は，将来起こり得る地震や津波につき過去の例

に縛られることなく想定することが地震学の進展によって可能となったことを前

提に，既往最大津波と現在の知見に基づいて想定される最大地震による津波を比較

し，より大きい方を対象津波として設定することを求めるに至っている。 

   「７省庁手引き」と同時に公表された４省庁報告書においては，「７省庁手引き」
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の示す上記の考え方に沿って，「既往最大」の考え方に留まらず，過去に大きな地震

が発生していない地域についても，地震地体構造論に基づいて地震の発生を想定し，

それに基づく波源モデルの設定を行って実際に津波シミュレーションを行っている。

以下，４省庁報告書においては，既往最大の考え方にとらわれない波源モデルの設

定がなされていることを中心に概観する。 

（ウ）想定地震の断層モデルの提示と位置設定25 

ａ 地体区分ごとに最大マグニチュードを設定 

 ４省庁報告書は，太平洋沿岸における想定地震設定の地域区分として，地震地体

構造論上の知見（１９９１年，萩原マップ・甲ロ１１４号証）に基づき，地体区分

毎に既往最大のマグニチュードを想定地震のマグニチュードとして設定している。

そのうち福島第一原子力発電所に関わるのは，１８９６年明治三陸地震に基づき最

大マグニチュード８．５と設定した「Ｇ２」の領域と，１６７７年常陸沖地震（延

宝房総沖地震とも呼ばれる）に基づき最大マグニチュード８．０と設定した「Ｇ３」

の領域である（本体１０頁，１５６頁）。 

ｂ 相似則と平均値による想定地震の断層モデルの決定 

続いて４省庁報告書は，想定地震の震源断層モデルを設定する。 

震源断層モデルを構成する各パラメータのうち，断層の長さ，幅，すべり量およ

び地震マグニチュードの間には相似則（震源断層パラメータ相似則）が成立するこ

とが過去の研究から明らかになっている。また，それ以外のパラメータ（断層深さ，

傾斜角，すべり角）については地体区分ごとに平均的な値が存在する（本体１１頁，

１４２～１５３頁）。 

以上の前提に立って，かつ過去に提案されている既往地震の震源断層モデルも踏

まえながら，４省庁報告書は，震源断層パラメータ相似則を用いて地体区分別最大

マグニチュードに対応する震源断層パラメータを求め，これを想定地震の断層モデ

ルとしている（本体１２頁，１５４～１５７頁）。 

 
25 甲ロ１７本体９～１５頁，１２５～１６７頁 
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１８９６年明治三陸地震を元に「Ｇ２」の領域において，また１６７７年常陸沖

地震（延宝地震）を元に「Ｇ３」の領域において設定された想定地震モデルの断層

パラメータは，それぞれ下記のとおりである（本体１２頁，１５７頁）。 

 

 Ｇ２ Ｇ３ 

Mmax 最大マグニチュード ８．５ ８．０ 

L (km) 断層長さ ２２０ １５０ 

W (km) 断層幅 １２０ ８０ 

U (cm) すべり量 ７２０ ４９０ 

d (km) 断層深さ １ １ 

δ(°) 傾斜角 ２０ ２０ 

λ(°) すべり角 ８５ ８５ 

 

ｃ 想定地震の位置設定 

    さらに４省庁報告書は，想定地震の断層モデルの位置設定を以下の考え方に基づ

いて行っている（甲ロ１７，１５７頁）。 

   ⅰ 断層の設置範囲は，各地体区分領域を網羅する様に設定を行う。 

   ⅱ 各地体区分の境界においては，同一のプレート境界の場合，双方の断層の

中央が境界上に位置する可能性があるものと考え，境界上においては双方の

断層モデルを設定する。 

   ⅲ 断層モデルの設定間隔は，概ね断層長さの２分の１毎を目安とする。 

   ⅳ 断層面とプレート境界との間隔については，既往地震の平均間隔を用いて

プレート境界に沿うように設定を行う。 

   ４省庁報告書は各地体ごとに主な既往地震と想定地震の設置位置を図示している

が，そのうち，「Ｇ２」および「Ｇ３」領域における想定地震断層モデルと，全地体

区分における想定地震断層モデルの図を次頁に示す（甲ロ１７本体１６０頁，１６
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２頁，１６７頁）。 

（エ）地震学の進展を踏まえれば波源モデルの想定において既往最大に留まること

は地震学上も合理性がなくなっていること 

このように，４省庁報告書はプレート境界に沿って広く南北に想定地震の断層モ

デルを動かしている。また，地震地体構造論上の知見（１９９１年，萩原マップ）

に基づき「Ｇ２」と「Ｇ３」という区分はしているが，「Ｇ２」で想定する断層モ

デルはそれより南方では一切起こりえないなどという機械的な見方はせず，「Ｇ３」

領域にはみ出すように「Ｇ２－３」を想定するよう求めている。 
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とりわけ本件の争点との関係においては，４省庁報告書が，１６７７年延宝房総

沖地震だけではなく，１８９６年明治三陸地震の波源モデルを，既往の津波地震が

確認されていない福島県沖にかかる位置に設定していることは重要である。 

以上みたように，「７省庁手引き」によって採用された，既往最大の地震に留ま

らず，地震地体構造論などの最新の地震学の知見を踏まえて，想定される最大規模

の地震をも考慮すべきという波源モデルの設定の考え方が，実際の津波シミュレー

ションにおいても採用され，現実に沿岸部に到達する津波高さが概略的な精度とは

いえ，示されるに至った。 

地震学に知見の進展が十分ではなかった段階においては，「既往最大の想定」が，

原子炉施設の津波対策の基礎に据えられたことはやむを得なかったとしても，地震

地体構造論及び既往地震断層モデルの相似則によって，同一の地体構造とされる領

域において過去に発生した既往最大地震と同様の地震が発生することが地震学的

に合理的に評価できるようになった以上，こうした想定される最大規模の地震をも

考慮すべきことは当然であり，「既往最大」の考え方に留まることは，「最新の科学

技術水準への即応性」が求められる原子炉施設の安全規制においては許されない。 

イ ４省庁報告書の結果は敷地高さを超える津波の襲来の可能性を示すこと 

（ア）４省庁報告書の津波高さ推計の前提条件 

既にみたように，４省庁報告書は，広域的な地域を対象として想定される最大規

模の地震によって発生する津波について「概略的な精度による把握」を行うことを

目的としたものであった。 

こうした目的による推計であることから，同報告書による津波推計に際しては，

沿岸部まで一律に６００メートル格子の計算方法が採用され，かつ，陸上への遡上

計算はなされていない。あくまで沿岸部の沖合に到達する津波高さの推計がなされ

ているものである。 

（イ）福島第一原子力発電所のある広域的な地域における津波高さの推計 

福島第一原子力発電所周辺において，計算地点の分布状況のイメージを再現する
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と，島崎氏の証言のような状況となる26。 

こうした推計の結果として，福島第一原子力発電所の立地点である福島県双葉町

及び大熊町の沿岸部に到達する津波高さの推計値としては，１６７７年延宝房総沖

地震が福島県沖で発生したことを想定する推計（「Ｇ３－２」）により，双葉町にお

ける津波水位の平均値としてＯ.Ｐ.＋６．８メートル，大熊町においては平均値と

してＯ.Ｐ.＋６．４メートルの津波の襲来があり得るとの結果が与えられている。 

また，この推計に基づく津波高さの最大値については，「想定津波で生じた沿岸

最大津波水位の市町村内最大値」が整理されており（甲ロ４６号証27・１６頁），そ

れによれば，最大値はＯ.Ｐ.+７．２（双葉町）～Ｏ.Ｐ.+７．０メートル（大熊町）

である（同２０頁）。 

そして，４省庁報告書の推計値は，平均潮位を前提としていることから，潮位変

動を考慮して，朔望平均満潮位（Ｏ.Ｐ.＋１．３５９メートル）を前提とすると，

最大津波高さは，Ｏ.Ｐ.+８．６（双葉町）～Ｏ.Ｐ.+８．４メートル（大熊町）に達

することとなる（甲ロ４７号証28添付資料―２・表２参照）。 

（ウ）津波の遡上過程での津波高さを押し上げる可能性があること 

一般に，津波は海岸部に到達するまでは，海水が標準潮位を超えて盛り上がって

いるという位置エネルギーと津波の進行方向に流れる（進行する）という運動エネ

ルギーを持っている。また，一般に津波の高さは水深の４乗に反比例するものであ

り（グリーンの法則・丙ロ５２都司第１調書４６～４８項），沖合から海岸部に到達

する過程で水深が浅くなることから津波高さは当然に増幅されることとなる。さら

に，海岸部に到達して陸上に遡上する過程においては，護岸への衝突や，陸上にあ

って津波の流れを阻止する地盤や頑丈な建物などにぶつかることによって，津波の

 
26  赤丸・黒丸が６００メートルの格子点〔計算点〕であり，赤丸が陸地に最も近接する計算

点であり，平均的には約３００メートル沖合にあることとなり，この地点における津波高

さが，推計される津波高さ自体ということになる。なお，周辺の水深は甲ロ９５証に示さ

れている。 
27  太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査・第３回委員会 
28  電気事業連合会「７省庁津波に対する問題点及び今後の対応方針」平成９年１０月 
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高さは高くなる。また，陸上の複雑な地形や障害物の影響を受けることによって，

津波の流れの方向が変えられることによって，遡上した波同士がぶつかり合うこと

によっても，海水の遡上は，本来の津波高さ以上に高くなる。 

そうすると，沖合における平均値でＯ.Ｐ.+６．８～６．４メートル，最大値でＯ.

Ｐ.+８．６～８．４メートルの津波高さの推計結果は，福島第一原子力発電所の主

要建屋の所在するＯ.Ｐ.＋１０メートル盤に遡上する津波の襲来があり得ることを

示すものといえる。 

（エ）４省庁報告書は津波が敷地高さを超える可能性を示すに留まり，２００２年

「長期評価」の公表後すみやかに推計を行うべきことを基礎づけること 

４省庁報告書は，一審被告国が批判するところである，広域を対象にした津波高

さ予測であること，津波高さの推計計算が誤差を含む概略であることに限界はある

ものの，その推計結果に基づいて，一定の範囲における海岸線に到達しうる平均的

な津波の高さ及び最大値を推定し，敷地高さを超える津波に対する対策の必要性の

有無を確認することは十分可能である。 

そして，双葉町と大熊町の海岸の沖合に到達する平均的な津波高さ（６．８～６．

４メートル）という計算結果は，福島第一原子力発電所の海岸部（約１．８キロメ

ートル）という幅のある地点においても，Ｏ．Ｐ．＋６メートルを超える津波が襲

来する可能性が相当程度あることを示すものである29。そして，沖合でこの程度の

高さの津波の襲来があった場合には，海岸への到達及び陸上への遡上による津波高

さの増幅効果を考慮すれば建屋敷地高さを超える可能性があることは前述のとおり

であり，結果として，福島第一原子力発電所の所在地においても，敷地高さを超え

る津波に対する防護対策の必要性について調査研究する必要性を基礎づける知見で

ある。 

（５）東京電力自身が福島県沖に津波地震を想定した推計を行っていること 

ア 電気事業連合会が想定される最大規模の地震の想定を採用したこと 

 
29 一審原告ら原審最終準備書面（第２分冊）６９～７１頁 
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 後に詳述するとおり，原子力事業者の業界団体であり一審被告東電を中核とする

電気事業連合会（以下「電事連」という。）は，７省庁手引き及び４省庁報告書など

の策定の情報を入手し，新たな地震・津波の想定が原子力発電所の津波対策に影響

することを懸念し，当初は，その内容について想定を緩和する方向での働きかけを

行った30。しかし，こうした抵抗にもかかわらず最終的に７省庁手引き等が修正さ

れることなく公表される見込みとなったことから，１９９７（平成９）年１０月１

５日に，電事連としての統一的な対応方針を「７省庁津波に対する問題点及び今後

の対応方針」として取りまとめ，これを通商産業省（当時）に提出した。 

 電事連「対応方針」においては，結論として，「今後，原子力の津波評価の考え方

を指針類にまとめる際には，必要に応じて地震地体構造上の（最大規模の）地震津

波も検討条件として取り入れる
．．．．．

方向で検討・整備していく必要がある。」（丸括弧は

引用者による補充）としているところである。 

イ 一審被告東電が想定される最大規模の地震の想定を採用したこと 

 この「想定される最大規模の地震津波」についても考慮するという点に関しては，

一審被告東電においても，当時，４省庁報告書において示された「想定される最大

規模の地震」を考慮に入れ，「既往地震を含めて太平洋沿岸を網羅するように設定す

る」という波源モデル設定の考え方に沿って，実際に津波シミュレーションを実施

している。 

すなわち，１９９８（平成１０）年３月ころの一審被告東電作成に係る「太平洋

沿岸部地震津波防災計画手法調査に対する発電所の安全性について」（甲ロ１７１号

証）がそれである（以下，「１９９８年推計」ともいう）。同文書は，原子力規制委

員会が規制当局である原子力安全・保安院（旧通商産業省）から承継した文書とし

て情報公開したものの一部であり，甲ロ８０号証の２「別紙１」１７番の文書であ

る。つまり，１９９８年推計は，その作成当時に通商産業省に文書で報告されてお

 
30 １９９７（平成９）年７月・甲ロ２０号証「「太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査」への

対応について（津波対応ＷＧ）」 
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り，一審被告国もその内容を認識していたことを示すものである。 

一審被告東電は，同文書において，「４省庁が用いた津波の発生源（波源モデル）

に基づく計算についても実施した」としており，「図―１に示すＧ２－３モデル，Ｇ

３－２モデル及びＧ３－３モデルについて，海底地形，海岸地形，防波堤等を詳細

に反映させた高精度の数値シミュレーションを実施した」としている。４省庁報告

書が広域を対象とした概略の推計に留まったが，一審被告東電が実施した１９９８

年推計は一層詳細なシミュレーションである。 

この内，「Ｇ２－３モデル」とは，１８９６年明治三陸地震規模の地震（甲ロ１

７号証，１３６頁）を宮城県沖から福島県沖にかかる，「Ｇ２」領域から「Ｇ３」領

域にまたがって想定した波源モデル（同１６０頁）である。又，「Ｇ３－２モデル」

とは，１６７７年延宝房総沖地震規模の地震（甲ロ１７号証，１３６頁）を福島県

沖に想定した波源モデル（同１６２頁）である。これは，明治三陸地震ないし延宝

房総沖地震に相当する規模の地震が，（そうした地震の発生が歴史記録に残っていな

い）福島県沖においても発生することを想定すべきであるという７省庁手引き等が

示した立場を，一審被告東電としてもこれを受け入れるべき知見として認識したこ

とを示している。 

ウ １９９８年推計と２００８年推計は，福島県沖に津波地震の波源モデルを設定

することで共通し，違いは津波地震の波源モデルを海溝寄りに設定するか否かのみ

であること 

一審被告東電及び電事連においても，７省庁手引き等が示した，既往最大に留ま

らず「地体構造的見地から想定される最大規模の地震津波」も考慮するという見解

を受け入れ，実際に福島県沖に津波地震の波源モデルを設定して詳細な津波予測シ

ミュレーションを実施して，その結果に基づいて「安全性への影響はない」（甲ロ８

１号証「（３）安全性」の結論部分）と確認しているのである。 

ところで，１９９８年推計が明治三陸地震及び延宝房総沖地震等の津波地震に相

当する波源モデルを設定した位置は，海溝軸付近の「海溝寄り」ではなく，より水
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深の浅い陸寄りによった領域（Ｇ３領域の海溝軸と海岸線の中間付近）に設定され

ている。これは，萩原外の地震地体構造区分の領域分けが海溝寄りと陸寄りを区分

していなかったことによるものである。その結果として，一審被告東電の推計によ

る津波高さの推計結果（Ｏ.Ｐ.＋４．８ｍ）は，２００８年推計に比べて大幅に小

さいものとなっている。 

この点については，一審被告東電も，震源域の水深が深ければ深いほど津波も大

きくなるのであり，これに対して，４省庁報告書は，地震地体構造論（萩原マップ）

に基づいて陸寄りと海溝寄りを区分せず，津波地震の発生域を「最も規模の大きく

なり得る海溝軸まで寄せ」なかったことから，津波地震によってもたらされる津波

について過小評価した可能性があると認めている。 

すでに確認したとおり，２００２（平成１４）年までには，津波地震が海溝寄り

の浅いプレート境界付近において固有に発生するという地震学的な知見が確立して

いた。一審被告東電が，１９９８推計で採用した福島県沖にも津波地震の波源モデ

ルを設定するという立場を踏まえつつ，これに加えて津波地震は海溝軸付近におい

て発生するという知見を付加して津波地震の波源モデルを海溝寄り（海溝軸付近）

に設定すれば，２００８年推計と同一の津波シミュレーションが行われることとな

るのである。つまり，１９９８年推計と２００８年推計の差は，津波地震の波源モ

デルを，海溝軸と海岸線の中間に設定するか，又は海溝寄りに設定するか否かとい

う点のみである。これは２００２年「長期評価」はこれを海溝寄りに設定するとい

う結論をとったのである。 

（６）「津波浸水予測図」は敷地高さを超える津波の襲来の可能性を示すこと 

ア 「津波浸水予測図」の目的と意義 

国土庁は，１９９９（平成１１）年３月に，日本全国の海岸部を対象として「津

波浸水予測図」を作成し公表した。 

 これは，「気象庁の津波予報の，予測津波高さに対応させて，沿岸領域での浸水高

さ分布をあらかじめそれぞれ数値計算し，その結果を１／２５，０００地図上に表
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示したものである。」（甲ロ４８号証の１31・５０頁左段）とされる。 

「津波浸水予測図」作成の目的は，沿岸付近の細かな地形による影響をも考慮に

入れて，津波の浸水状況を具体的に予測し，その結果を地域防災計画に反映させる

ことにある。すなわち，津波予報区単位の「量的津波予報」は，あくまで「県単位

程度の広がりを対象としていることから，各市町村における個々の湾や海岸の津波

の状況との関係を把握しておく必要がある」とされており，こうした必要を踏まえ，

「津波浸水予測図」が作成されるものである。 

「津波浸水予測図」の作成手法は，当時の津波浸水計算の最新の知見を集約した

「津波災害予測マニュアル」に依っている（５１頁左側上段）。   

「津波浸水予測図」は，津波シミュレーションの初期条件として極めて重要な意

味を持つ地震断層モデル（波源モデル）の設定についても，気象庁が一般防災を前

提として設定した「日本近海に想定した地震断層群」（「津波災害予測マニュアル」

４３頁）の想定を前提として，津波の伝播計算等についても，（防波堤等を考慮しな

い点を除けば）「津波災害予測マニュアル」が整理した最新の津波シミュレーション

の方法に依拠したものであり，その推計結果には十分な信用性が認められるもので

ある。 

イ 福島第一原子力発電所のある領域における津波シミュレーション 

福島第一原子力発電所の主要建屋が立地する領域の「津波浸水予測図」の最大の

「設定津波高」は８メートルとされており（甲ロ５０号証の４），想定される地震断

層モデルによって，福島県全域を対象とする津波予報区においては，その沿岸部（水

深１メートル地点）において，最大で８メートルを超える津波の襲来が予測されて

いる。 

そして，想定される最大の８メートルの津波高（あくまで福島県全域を対象とし

た予測の最大値であることに留意）の津波が襲来した場合には，「津波浸水予測図」

（甲ロ５０の４）によれば，福島第一原子力発電所所在地においては，主要建屋敷

 
31 甲ロ４８の１「津波浸水予測図」の作成とその活用」中辻剛〔国土庁防災局震災対策課〕他 
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地高さであるＯ．Ｐ．＋１０メートルを大きく超えて，同敷地上において２～５メ

ートルの浸水深をもたらす津波の襲来がありうるとされている。 

また，より控えめな６メートルの津波高さを前提とする「津波浸水予測図」によ

っても，主要建屋敷地高さを大きく超えて，２～３メートルの浸水深をもたらす津

波の襲来があり得ることが示されている（甲ロ５０の３）。 

ウ 「津波浸水予測図」の予見義務を基礎づける知見としての意義 

「津波浸水予測図」は，一審被告国が批判するところである，作成目的が住民に

対する避難勧告・指示の伝達等にあり，福島第一原子力発電所の沿岸部に「設定津

波高」の津波が到来することを具体的に予測したものでないこと，地震学的根拠に

基づく断層モデルを設定した上での数値計算をしていないこと等，そうした津波計

算の不十分性をもつことに限界はあるものの，現実に発生する可能性の高い地震の

断層モデルを想定していること，海底地形等を踏まえて詳細な津波伝播計算を行い，

想定される最大津波高さを推計したものとしての合理性がある。 

 そして，福島第一原子力発電所の立地する福島予報区においては，最大８メート

ルの津波高さが想定され，その想定津波によれば，同発電所の主要建屋敷地高さで

あるＯ．Ｐ．＋１０メートルを大きく超えて，同敷地上において２～５メートルの

浸水深をもたらす津波の襲来がありうるとされている。 

この「津波浸水予測図」の示す津波の予測の結果は，福島第一原子力発電所の所

在地においても，敷地高さを超える津波に対する防護対策の必要性について調査研

究する必要性を基礎づける知見である。 

（７）４省庁報告書と津波浸水予測図により津波が敷地を超える可能性が示された

以上「長期評価」公表後すみやかに津波シミュレーションがなされるべきこと 

経済産業大臣は，省令４条１項の「想定される津波」について，不断の情報収集・

調査研究を行い，原子炉施設の安全性に脅威となり得る津波の可能性が明らかにな

ったときには，適時に，発生可能性のある津波について予見する義務，そしてその

結果を踏まえて原子炉施設の安全性を確保するための基本である設計基準事象とし
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て取り入れる義務がある。 

４省庁報告書も「津波浸水予測図」もそれぞれの目的があり，その結果が直ちに

原子力発電所の津波防護策の設計の基礎となるわけではないが，いずれの知見によ

っても，福島第一原子力発電所のある地域において敷地高さを超える津波が襲来す

る可能性があることが示されたのであり，これらの知見は，原子炉施設の津波対策

において既往最大の地震・津波を想定しておけば足り最大規模の地震・津波を想定

する必要はないという考え方に重大な見直しを迫る知見であった。また，これらの

知見により，適切な波源の設定と津波シミュレーションの計算方法の採用が重要な

課題であることも，一審被告国にとって明らかになった。 

（８）津波評価技術により津波シミュレーションの計算手法が確立されたこと 

 そして，２００２（平成１４）年２月には，土木学会・津波評価部会により「津

波評価技術」が策定され公表された。 

 ７省庁手引き等の策定の動きに対して，電事連は１９９７（平成９）年の電事連

「対応方針」において，既往最大に留まらず想定される最大規模の地震をも想定す

べきという課題と並んで，津波シミュレーションの推計過程における計算誤差・断

層パラメータのバラツキの考慮をするという２つの問題を課題とした。 

土木学会・津波評価部会は，電事連からの委託に基づいて，上記２つの課題のう

ち後者の「誤差・バラツキ」の課題について検討し，津波浸水予測計算の推計手法

についての最新の知見を集約し，推計計算の誤差をより少なくし，断層パラメータ

のバラツキの考慮をするという計算方法を開発し，津波シミュレーションの手法を

取りまとめたものであり，その推計手法としての合理性については，一審原告らと

しても争うものではない。 

 

第５ ２００２年「長期評価」の高度の信頼性について 

１ ２００２年「長期評価」の信頼性に関する福島地裁判決の判示 

福島地裁判決は，「長期評価」の信頼性に関して以下のとおり判示している（な
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お，証拠番号は，一審原告らにおいて本訴訟の証拠番号に変換している）。 

（１）地震調査研究推進本部と「長期評価」の法令上の位置付けについての判示 

「地震本部は，平成７年の阪神・淡路大震災を機に，「地震による災害から国民

の生命，身体及び財産を保護するため……地震に関する調査研究の推進のための体

制の整備等について定めることにより，地震防災対策の強化を図り，もって社会の

秩序の維持と公共の福祉の確保に資すること」を目的として制定された地震防災対

策特別措置法に基づき，文部科学省に設置され，「地震に関する観測，測量，調査又

は研究を行う関係行政機関，大学等の調査結果等を収集し，整理し，及び分析し，

並びにこれに基づき総合的な評価を行うこと」をつかさどり（同法７条２項４号），

平成１１年４月２３日付け「地震調査研究の推進について」に基づき，海溝型地震

の発生可能性について，海域ごとに長期的な確率評価を行っている。」 

 「地震調査研究推進本部（地震本部）地震調査委員会は，日本海溝沿いのうち三

陸沖から房総沖にかけての領域を対象とし，長期的な観点での地震発生の可能性，

震源域の形態等について評価し，同委員会長期評価部会海溝型分科会，同部会，同

委員会での議論を経て，平成１４年７月３１日，「三陸沖から房総沖にかけての地震

活動の長期評価について」を作成，公表した。」（８１～８２頁） 

（２）「長期評価」の信頼性についての判示 

「『長期評価』は，地震防災対策特別措置法という法律上の根拠に基づき，想定

される地震の長期評価を行う使命をもって組織された地震本部地震調査委員会が，

同委員会長期評価部会海溝型分科会での専門的研究者（『長期評価』作成当時，海溝

型分科会での議論に加わった地震学者として，島崎邦彦
しまざきくにひこ

，阿部
あ べ

勝
かつ

征
ゆき

，安藤雅孝，海野
う み の

德
のり

仁
ひと

，笠原稔，菊地正幸，鷺谷
さ ぎ や

威
たけし

，佐竹健治，都司
つ じ

嘉宣
よしのぶ

，野口伸一など。甲ロ１

００参考資料２頁，丙ロ５２・２３～２４頁）による議論を経て取りまとめたもの

で あるから，特にその信頼性を疑うべき根拠が示されない限り，研究会での議論を

経て，専門的研究者の間で正当な見解であると是認された知見であり，単なる一研

究者の見解や，任意の研究者グループの見解をまとめたものではない。後に見ると
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おり，『長期評価』の内容については個別に異論が出されている部分があるが，自然

科学の分野においては，たとえ学界の通説であったとしても，異論が出されること

はあり得るものであって，科学的根拠を否定すべき事情が明らかになった場合を除

き，単に異論が存在することのみによって，『長期評価』の信頼性が失われるものと

はいえない。このように，『長期評価』は，法律上の根拠に基づき設置された会議に

おいて，専門家の議論を経て作成されたものであって，その会議の設置の目的にも

照らせば，『規制権限の行使を義務付ける程度に客観的かつ合理的根拠を有する科学

的知見』であると認められる。」（同判決８９～９０頁） 

 こうした判断を前提としつつ，福島地裁判決は，さらに「長期評価」の信頼性に

ついて疑義を呈する一審被告国の主張に対応して， 

ⅰ 「長期評価」の信頼度についての検討（９２頁） 

ⅱ 「長期評価」の海溝寄りの領域設定の合理性に関する複数の地震学者の見解の

検討（９３～１０２頁） 

ⅲ ３つの津波地震の認定（１０２～１０６頁） 

について丁寧に検討を行っている。 

（３）中央防災会議の日本海溝等専門調査会報告についての判示 

 さらに，福島地裁判決は，中央防災会議の日本海溝等専門調査会報告については，

中央防災会議は，「時間的・財政的制約のもとで広域的かつ一般的な防災対策を対象

とするものである（甲ロ７６・３３，３９頁，甲ロ４０・２９～３０頁，甲ロ５・

４７頁，丙ロ５０島崎第１調書３１頁）。したがって，中央防災会議において，既往

地震が確認されている領域のみを検討対象とすることとし，福島県沖海溝沿い領域

を検討対象から除外したとしても，原子力発電所の津波対策においても福島県沖海

溝沿い領域の地震を想定しなくてよいということになるものではなく，中央防災会

議の報告によって「長期評価」の信頼性が否定されるものではない。」（１０７頁）

と判示する。 
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（４）土木学会アンケートについての判示 

 福島地裁判決は，土木学会・津波評価部会が実施したアンケートに関しては，「平

成２０年のアンケート結果によっても，福島県沖海溝沿い領域でも津波地震が発生

するとする②と③の合計は０．６で，同領域では津波地震は起きないとする①の重

み（０．４）を上回っている」などとして，「土木学会においても「長期評価」の合

理性，信頼性を否定するような知見が得られたとはいえない」と判示する（１１１

～２頁）。 

（５）耐震バックチェック中間報告の検討についての判示 

 福島地裁判決は，耐震バックチェック中間報告書に関するワーキンググループの

検討については，「津波安全性の評価は耐震バックチェック中間報告の対象となって

いなかったのであるから，そのような中間報告の評価についての議論で「長期評価」

に基づく検討の必要性が専門家から出なかったからといって，津波対策として「長

期評価」に基づく想定津波の検討が不要であるとも，「長期評価」の信頼性が否定さ

れるものともいえない。」と判示する（１１２頁）。 

（６）「長期評価」の信頼性についてのまとめの判示 

 以上を踏まえて，福島地裁判決は，「長期評価」の信頼性についての結論として，

「「長期評価」は，研究会での議論を経て，専門的研究者の間で正当な見解であると

是認された，「規制権限の行使を義務付ける程度に客観的かつ合理的根拠を有する知

見」であり，その信頼性を疑うべき事情は存在しなかったのであるから，「長期評価」

から想定される津波は，省令６２号４条１項で想定すべき津波として津波安全性評

価の対象とされるべきであったといえる。」と判示している（１１６頁）。 

 

２ ２００２年「長期評価」の信頼性についての一審被告国の控訴答弁 

 一審被告国は，控訴答弁書において，津波の予見可能性，とりわけ２００２年「長

期評価」の信頼性について，以下のとおり批判する。すなわち， 

（１）「長期評価」は直ちに安全規制に採用されることを予定したものではないとの
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批判 

ア 理学的判断及び工学的判断の必要性  

地震・津波のような自然災害に関する分野における知見が，規制に取り込むべき

知見か否かについては，地震学・津波学の理学分野における知見の成熟性の評価や

津波工学に基づいた専門技術的な判断が必要である（２２頁）。 

イ 「長期評価」と地震防災対策（安全規制）の関係 

 しかるに，長期評価は玉石混淆であり，地震本部も直ちに規制に取り入れるべき

知見であるとして公表したものではない（２６頁）。 

（２）「長期評価」の津波地震の見解の地震学上の客観性と合理性に関する批判 

ア 「長期評価の見解」は，研究者の見解を最大公約数的にまとめたものでもなけ

れば，有力な見解でもない（３０頁） 

イ 地震本部による「長期評価」の取りまとめの意義 

 「長期評価」の策定に関与した専門家の各委員は，理学的に可能性が全くないわ

けではないという意味で「理学的には否定できない」としたのみに留まり，防災対

策の基礎に据える観点で積極的な賛同をしたものではない（２８～３２頁）。 

ウ かえって，多数（７名）の専門家からは一致して「長期評価」が十分な理学的

根拠を伴わないものとして懐疑的な評価が下されており，「長期評価の見解」は「理

学的には否定できない」という以上の信頼性はない（３３～４３頁）。 

よって，これを規制の基礎とすることはできないものである。 

エ 土木学会のアンケートは「長期評価」が決定論では採用できないとの判断を踏

まえたものであり，かつ確率論的安全評価の選択肢の複数の回答結果を合計する福

島地裁判決の手法はナンセンスである。 

（３）専門技術的判断を行うべき中央防災会議が理学的根拠を伴わないとして「長

期評価」の見解を採用しないとしたことを理由とする非難 

ア 中央防災会議と地震調査研究推進本部の関係 

我が国の防災分野において科学的知見に基づいた専門技術的判断を行う機関は
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中央防災会議である（５５～５６頁）。 

イ 中央防災会議・日本海溝等専門調査会報告が「長期評価」を否定 

 「国は，・・中央防災会議において「長期評価の見解」について，理学的根拠を伴

わないという理由で地震および津波対策を検討する上で採用しないという判断を下

していた」（４３～５８頁） 

ウ 原子力規制の分野においても 

ⅰ 耐震バックチェックの合同ワーキンググループでは「長期評価の見解」による

検討は求められず（５７頁） 

ⅱ 「長期評価」公表直後には保安院は「長期評価」の根拠について東京電力に説

明を求め規制に反映させる必要性がないことを確認していたところである（５７～

５８頁）。 

 以下，一審被告国の控訴答弁の項目に沿って，順次，個別に反論を行う。 

 

３ 地震調査研究推進本部と「長期評価」の意義に関する論点について 

（１）一審被告国の主張 

一審被告国は，地震調査研究推進本部が策定して公表する「長期評価」一般につ

いて，その信頼性は玉石混淆であり，地震本部も直ちに
．．．

規制に取り入れるべき知見

であると公表したものではなく，地震学・津波学の理学分野における知見の成熟性

の評価や津波工学に基づいた専門技術的な判断が必要である，と主張する。 

（２）一審被告国の主張が一審原告らの趣旨を誤って理解していること 

しかし，そもそも一審原告らは「長期評価」一般について，これが直ちに（すな

わち一切の検討の余地もなく自動的に）規制に取り入れられるべきとは主張してい

ない。 

福島地裁判決（及び一審原告らの主張も），２００２年「長期評価」自体につい

ての信頼性を判断しており，その判断の根拠として，地震防災対策特別措置法の趣

旨，目的と，地震調査研究推進本部の使命，及び専門的研究者における分科会，部
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会，委員会と複層的な議論を経て取りまとめられた経過を確認し，そうした事実を

踏まえた上で，「特にその信頼性を疑うべき根拠が示されない限り」，「規制権限の行

使を義務づける程度に客観的かつ合理的な根拠を有する科学的知見」であると認め

られるとして，原子炉施設の安全規制に取り入れるだけの信頼性があると判示して

いるのである。 

一審被告国の批判は同判決及び一審原告らの主張の趣旨を理解しないものと言

わざるを得ない。 

なお，津波対策の必要性を基礎づけるものであるか否かという観点から，「長期

評価」の信頼性について，地震学（理学）の見地から，「客観的かつ合理的な根拠を

有する科学的知見」にあたることの確認は当然に必要とされるところであるが，他

方で，前述したとおり，規制の必要性の有無の判断に際しては，工学的な判断を入

れることは必要でないし，相当でもない。 

（３）「長期評価」と個々の専門家の見解を同列に論じる一審被告国の主張の誤り 

一審被告国は，控訴答弁において，「長期評価」と個々の研究者の異論や仮説と

を対比して，「長期評価」と相反する見解があることをもって，「長期評価」の信頼

性が直ちに否定されるかのような主張をしている32。 

しかし，地震調査研究推進本部は防災のために設置された一審被告国の組織であ

り，その地震本部が策定・公表した２００２年「長期評価」は，防災を目的とした

一審被告国の公的な判断であって，個々の専門家が発表した地震や津波についての

「論文」や学会での「報告」類とは，目的，性質，そしてその重要性が根本的に異

なるものである。 

２００２年「長期評価」を個々の専門家の見解と同列に論じる一審被告らの主張

の誤りを明らかにする上で，地震調査研究推進本部の目的と性格，地震本部の策定

 
32 こうした国の主張は，安全規制に取り入れるためには「通説的見解といえる程度に形成，確

立した科学的知見」（すなわち実質的に異論のない見解）であることを必要とする国の主張に沿

うものといえる。 
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する「長期評価」の目的を確認しておくことが重要である。 

（４）地震調査研究推進本部の目的と性格～行政施策に直結すべき地震に関する調

査研究を一元的に推進する政府機関であること 

ア 法令に基づく国の機関として地震評価のための十分な組織を有すること 

１９９５（平成７）年１月に発生した阪神・淡路大震災を契機として，同年７月，

全国にわたる総合的な地震防災対策を推進すること，及び地震に関する調査研究の

推進を図るための体制の整備を目的として（同法１条），地震防災対策特別措置法が

制定された。 

同法１３条は，「国は，地震に関する観測，測量，調査及び研究のための体制の

整備に努めるとともに，地震防災に関する科学技術の振興を図るため必要な研究開

発を推進し，その成果の普及に努めなければならない」として，地震に関する調査

研究の推進についての一審被告国の責務を定めている。 

地震調査研究推進本部は，地震に関する調査研究の成果が国民や防災を担当する

機関33に十分に伝達され活用される体制になっていなかったという認識の下に，行

政施策34に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制を明らかにし，これを政府

として一元的に推進するため，同法に基づき総理府に設置された政府の特別の機関

である（甲ロ２４。現在は文部科学省に属する。）35。 

都司・島崎証人は，地震本部の設立の趣旨について以下のように指摘している。 

「阪神・淡路大震災の反省，すなわちそれまで地震調査研究の内容が一般の方や

防災関係者に伝わっていなかったということの反省から，地震本部が作られ，地震

調査研究の内容がすぐに一般の方や地震防災関係者に伝わるようになった」（丙ロ５

０島崎第１調書４０頁，同趣旨として２５頁） 

 
33 「防災を担当する機関」には，当然ながら，原子炉施設の自然災害との関係における安全規

制を所轄する原子力安全・保安院も含まれる。 
34 「行政施策」には，当然ながら，原子炉等規制法及び電気事業法等に基づく原子炉施設の安

全規制も含まれる。 
35 地震本部の体制・権限等については，※一審原告原審最終準備書面（２分冊）１０２頁以下，

一審原告控訴理由書５３頁以下等で，整理して主張している。 
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「阪神淡路大震災の直後に，国全体として地震ないし津波の災害に対する対策を

立てなきゃいけない，見解をまとめなきゃいけないということで発足いたしました」

（丙ロ５２都司第１調書８３項） 

このような地震本部の設立の趣旨については，佐竹証人も認めるところである

（丙ロ４９佐竹第２調書３頁）。 

ここで留意すべきは，地震の調査研究といっても，地震本部は従来の地震予知連

絡会のような私的諮問機関ではなく，政府の公的機関であり，地震についての一審

被告国としての評価を行うことを任務としている，という点である。 

地震本部には地震調査委員会が設置され，同委員会は，「地震に関する観測，測

量，調査又は研究を行う関係行政機関，大学等の調査結果等を収集し，整理し，及

び分析し，並びにこれに基づき総合的な評価を行うこと」（７条２項４号）を目的と

している。さらに，地震調査委員会の下には，より専門的な検討を行うための機関

として，研究調査テーマに沿って，「長期評価部会」，「強震動評価部会」，「地震活動

の予測的な評価手法検討小委員会」，「津波評価部会」及び「高感度地震観測データ

の処理方法の改善に関する小委員会」が設置されている。 

このうち，長期評価部会は，「長期的な観点から，地域ごとの地震活動に関する

地殻変動，活断層，過去の地震等の資料に基づく地震活動の特徴を把握し明らかに

するとともに，長期的な観点からの地震発生可能性の評価手法の検討と評価を実施

し，地震発生の可能性の評価」を行っている。 

そして，同部会の下には，さらに専門的な調査研究を目的として，「活断層分科

会」，「活断層評価手法等検討分科会」及び「海溝型分科会」が設置されており，そ

れぞれ専門的な調査研究の推進を行っている。 

このように，地震本部は，地震防災対策特別措置法に基づき，地震に関する専門

的な調査研究を推進するための十分な組織を備えているものである。 

１９９７（平成９）年当時に地震本部・地震調査委員会の委員であり，２００２

年「長期評価」を作成した海溝型分科会の委員でもあった阿部勝征氏は，地震本部・
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地震調査委員会が地震について一審被告国として評価するための政府の公的機関で

あることを強調しており，佐竹証人もこれに賛同している36。 

 

 

 

イ 地震・津波に関する情報の集中 

前述のとおり，地震調査委員会は，「地震に関する観測，測量，調査又は研究を

行う関係行政機関，大学等の調査結果等を収集し，整理し，及び分析し，並びにこ

れに基づき総合的な評価を行うこと」（７条２項４号）を目的としているのであり，

地震・津波等に関する公的機関及び私的な研究機関等からの情報を一元的に集約す

ることも重要な目的としている。よって，地震調査委員会が収集する地震・津波に

関する基礎的な情報は，個々の研究者や個別の研究機関が保有する以上のものであ

る。 

 
36  甲ロ９８号証，「巨大地震 正しい知識と備え」２２６頁・図，丙ロ４９佐竹第２調書３

～４頁 



85 

 

ウ 地震・津波に関する我が国を代表する研究者が招集されていること 

地震調査研究推進本部は，私的な研究者の団体である個々の学会などとは異なり，

一審被告国が設置した公的機関として，地震・津波に関する我が国を代表する専門

家の参加が確保されている。本件訴訟において，一審被告国側から証人申請された

佐竹健治氏や地震・津波分野の大家である阿部勝征氏も委員として参加している。

さらには，一審被告国が意見書を証拠提出した津村建四朗氏（丙ロ３０号証），松澤

暢氏（丙ロ３１号証），今村文彦氏（丙ロ７８号証）など，全て地震調査研究推進本

部に各種の委員として関与し，その知見を提供している。 

この点，既に述べたように原子力安全・保安院自身は，原子炉施設の安全性に関

する原子力工学的な分野においては専門的な情報を保有し，一定の専門的知識を有

する職員の確保も行われているとしても，こと地震及び津波の発生可能性に関して

は関連する情報を体系的に収集する体制も備えておらず，また多くの地震・津波の

専門家が体系的に情報の分析，検討等を行うという体制も備えてはいなかったもの

であり，地震調査研究推進本部の保有する情報と関与する専門家の層の厚さに比す

べくもない。この点は，そもそも両組織の法令上の位置付けから来る当然の差異で

ある。 

エ 地震本部の地震調査研究は防災対策に生かすことを目的として行われており，

かつ地震防災対策において活用されることを当然に予定されているものであること 

（ア）地震本部は単なる国立の調査研究機関ではない 

一審被告国は，地震本部の地震調査研究の成果について，地震本部自体が「直ち

に規制に取り入れるべき知見であると公表したものではない」として，あたかも地

震本部が国立の調査研究機関に類する機関37であるかのような主張をしている。 

しかし，これは地震防災対策特別措置法及びそれによって設置された地震調査研

究推進本部の役割を捻じ曲げているものと言わざるを得ない。この点は，一審被告

 
37 国立研究開発法人である産業技術総合研究所，環境研究所，建築研究所などは，純粋の研究

機関であり，地震調査研究推進本部とは役割が全く異なる。 
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国が証拠として援用する地震調査研究推進本部の「地震調査研究の推進について」

（丙ロ１３９号証）からしても一審被告国の主張は誤りというしかない。 

 この点は，地震本部の役割，そして「長期評価」に期待される役割に関して重要

な点であることから，以下，該当部分を引用して確認する。 

（イ）「地震調査研究の推進について」の検討 

 「地震調査研究の推進について」は，まず「地震調査研究の基本的目標は，地震

防災対策特別措置法の趣旨に則して，地震防災対策の強化，とくに地震による被害

の軽減に資することである。」（２頁）としている。 

そして，地震本部による地震調査研究と一審被告国による防災行政との関係につ

いては，「我が国の防災対策は，中央防災会議の定める防災基本計画に示される方針

の下に進められており，地震防災対策もこの枠組に含まれている。中央防災会議の

「防災基本計画（震災対策編）」（平成９年６月）は，災害予防，災害応急対策，災

害復旧・復興，津波対策と，広範な震災対策を提示しており，地震調査研究もその

中に位置づけられる。即ち，本報告書で述べる地震調査研究の推進施策は，地震防

災対策全般の一部であり，地震による被害の軽減を図るためには，さらに広範な地

震防災対策の推進が必要であり，地震調査研究の成果を地震防災対策に活かすこと

が求められる。  

地震防災対策と地震調査研究は，相互に連携を図りながら推進されなければなら

ない。・・・地震調査研究の成果を国の地震防災対策等に反映させるように努めなけ

ればならない。これらの観点から，地震調査研究の成果として，どのような情報を，

どのように出していけば地震防災に活かせるかを常に念頭に置き，地震調査研究の

方向を考えるべきである。」（３頁）とする。 

さらに「地震防災対策側からの要請の地震調査研究推進への反映」として，「地

震防災対策に地震調査研究の成果を有効に活用するためには，地震防災対策に関係

する者からの要請を踏まえて，地震調査研究が企画，立案され，実際に調査研究が

行われることが必要である。このため，推進本部と中央防災会議をはじめとする国
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及び地方公共団体などの地震防災関係機関，地震防災関係者等との一層の連携を図

るなど，地震調査研究を行う者と地震防災に関係する者との対話，協力，連携を推

進する必要がある。」（５頁。なお，「国の地震防災関係機関」には，当然ながら原子

力安全を所轄する原子力安全・保安院が含まれる。）とする。 

また，「地震調査研究の成果の活用にあたっての国の役割と地方公共団体の役割

への期待」として 「地震調査研究の成果を国が自らの地震防災対策に積極的に活用

していくことは当然であるが，・・・・国は地方公共団体に対して，地震調査研究の

進捗状況及び成果を十分に説明する機会を設けるとともに，必要に応じて専門的見

地から指導・助言を行うなど，地方公共団体の活動を支援する。」（７頁。ここでい

う国には原子力安全・保安院も含まれる。） とし， 

「当面推進すべき地震調査研究」についても 

「前提としたデータ，手法等は原則として公開し，その作成の経緯が関係者によっ

て検証できるものとする。また，このような地図は，活断層調査等によってもたら

される新たな知見，地下構造調査の進展，強震動予測手法の高度化，地震発生の予

測精度の向上等の地震調査研究の進展によって，その精度の向上に努めるものとす

る。」（策定手続きの公開性，公正性と，最新知見の取り入れの制度的担保）として

いる。 

以上の地震調査研究と地震防災行政の総論的な整理を踏まえた上で，本件で直接

に問題となる「地震活動の長期評価」に関連する策定方針としては， 

「（２）海溝型地震の特性の解明と情報の体系化 

 日本に被害を与える可能性のある海溝型地震に関して，  

  ①その詳細な発生位置に関する情報  

②想定される地震の規模等に関する情報  

③地震の発生履歴に関する情報 

を明らかにすることを目標として，調査研究及び歴史的な資料，情報の体系的な収

集，整理，分析を進める。 」としている。また， 
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「（３）地震発生可能性の長期確率評価 」として，  

「全国的な活断層調査の成果，海溝型地震に関する情報の体系化，歴史地震に関

するデータ等をもとに，現在，地震調査委員会において検討中の手法を用いて，陸

域の浅い地震，あるいは，海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価を行う。」「現

在知られている活断層以外で発生する地震によっても，大きな被害が生ずる可能性

もあるため，これらの地震の発生可能性も長期確率評価に含めるべく検討を進める」

（１０頁）ものとしている。 

 そして，最後に「むすび」として 

「最新の地震調査研究の成果を地震防災対策に活かし，今後発生する大きな地震か

らひとりでも多くの人の生命を救い，その財産を守ることが求められている。地震

調査研究の推進とその成果の活用によって，被害の防止・軽減を実現するよう，関

係者一丸となった努力が必要である。」（３４頁）と全体を整理しているところであ

る。 

オ 小括 

 以上より，地震本部の地震調査研究は防災対策に生かすことを目的として行われ

ており，かつ地震防災対策において活用されることを当然に予定されているもので

あることは明らかである。地震本部の地震調査研究の成果は，特定の防災行政（そ

の中には原子炉施設の防災のための安全規制も含まれる。）において，全く無条件で

採用されることを予定しているものではないことは当然であるが，他方で，地震防

災対策特別措置法の趣旨，及びそれに基づく地震調査研究推進本部の役割を踏まえ

れば，同本部の地震調査研究の成果は，福島地裁判決が判示するとおり，特にその

信頼性を疑うべき根拠が示されず，「規制権限の行使を義務づける程度に客観的かつ

合理的な根拠を有する科学的知見」であると認められる限り，原子炉施設の安全規

制においても基礎に据えられるべきものである。 
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（５）地震本部「長期評価」の意義～過去の地震の知見を集約し専門家の議論を経

て将来の地震の長期的な予測がとりまとめられたこと 

ア 専門家の集団的検討を経てなされる公的判断としての２００２年「長期評価」 

地震本部は，上記「地震調査研究の推進について」（丙ロ１３９号証）の示す基

本方針に基づいて，主要な活断層で発生する地震や海溝型地震を対象に，地震の規

模や一定期間内に地震が発生する確率を予測しその成果を「長期評価」として順次

公表している。 

ここで重要なのは，「長期評価」は，一審被告国の公的な機関である地震調査委

員会の長期評価部会（さらには海溝型分科会）に招集された第一線の地震学者によ

る，過去の地震の評価と将来の地震の予測についての充実した議論を踏まえた，一

審被告国の公的判断であるという点である（丙ロ５１島崎第２調書３６頁）。 

千葉地裁の裁判官による補充尋問に対して，島崎証人は，「長期評価」という形

で地震本部の地震調査委員会における判断が示されることの意義について，以下の

ように証言した（丙ロ５１島崎第２調書７９頁）。 

「問 今回のお話しで，長期評価では参加された地震学者の最大公約数として意

見がとりまとめられたと，そういうお話があったと思うんですが，この長期評価

作成以前に，そういう地震学者の皆さんの一定のコンセンサスが得られた見解と

いうのは，何かあったんでしょうか。 

地震調査委員会は１９９５年の阪神・淡路大震災の後に作られたんですね。

それは国の公的機関なわけです，当時の総理府の下にあったわけですから。そ

こで初めて地震学者が集まって公的に情報を発表することができるようにな

っ（た）･･･（中略）･･･その前は個人がいろいろなことをやっている。それで

は駄目ではないかというので，地震本部が作られたわけです。」 

このように，「長期評価」は，地震調査委員会・長期評価部会に招集された地震・

津波の専門家の充実した議論を踏まえ，過去の地震の評価と将来の地震の予測につ

いての一審被告国の判断を示したものであり，地震の専門家の個人的な見解とは比
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べられない公的性格と重要性を持つものである。 

佐竹氏の反対尋問で確認された，阿部勝征氏の１９９７（平成９）年の著作にお

ける以下の記述も，上記島崎証言を裏付けている（丙ロ４９佐竹第２調書３～４頁）。 

「これまで研究者の発表した地震情報は，防災面で重要な役割を果たしたもの

もありましたが，ともすれば『言いっ放し』にならざるを得ないこともありま

した。今後は，地震調査研究推進本部の広報する情報は，行政的にも地震防災

に生かされていくことになります。」 

そして，地震本部の策定する「長期評価」等の知見は，それが部分的にでも明ら

かになれば，可能な範囲で地域防災対策に活用してゆくべきことが当然に予定され

ていた（甲ロ５２号証，１９９９〔平成１１〕年「地震調査研究の推進について」）。 

イ 専門家の統一的見解ではないという理由で「長期評価」を無視し続けたことを

正当化する一審被告国の主張が誤っていること 

１９９５（平成７）年の阪神淡路大震災の甚大な犠牲の反省に立って，個々の専

門家の「言いっ放し」の状態を脱し，専門家の集団的な議論を経た一審被告国とし

ての判断を示し，すみやかに防災に活かすために作られたのが地震本部であり，長

期評価部会・海溝型分科会であった。 

これに対し，一審被告国は島崎証人に対し「最大公約数というのは･･･（中略）･･･

地震学者の間の統一的な見解
．．．．．．

ではなかったのではないですかということです」，「証

人がおっしゃっていた考えが地震学者の間での統一的な見解
．．．．．．

ではなかったというこ

とではないですかという質問なんですが」と執拗に尋ねている（丙ロ５１島崎第２

調書３６頁。傍点は引用者）。これらの質問には，地震本部の長期評価部会あるいは

海溝型分科会での専門家の議論を経た，最終的かつ公的な判断が「長期評価」とし

て示されても，専門家の「統一的見解」とはいえないとの理由で無視して構わない

という一審被告国の姿勢が表れている。38 

 
38 一審被告国の一審での主張は，「通説的見解といえる程度に形成，確立した科学的知見」を

必要とするが，これは「統一的見解」と同旨であり，要するに実質的に異論がないことを求める
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しかし，過去の一つの地震の評価を巡っても地震学者の間では見解はしばしば分

かれ得るのであって，「統一的見解」，つまり全ての専門家が賛同する見解には容易

に到達しないのが通常である。もし一審被告国の主張するように，地震・津波の防

災に活かすべき知見の条件として，「地震学者の間での統一的見解であること」を求

めるとすれば，それは一人でも専門家の異論があればその知見は防災上無視して良

いというに等しい。結果的には，公的機関に招集された専門家による議論を経た一

審被告国の公的判断としての地震評価を防災対策に活かすことを否定し，阪神淡路

大震災以前の，個々の学者の「言いっ放し」（阿部勝征氏）の状態に退行せよ，とい

うに等しい。 

島崎証人が「地震学会（での見解の統一）なんて言われても，それは無理です」，

「統一される場はありません。統一したのは長期評価です」（丙ロ５１島崎第２調書

３６頁。丸括弧内は引用者。）と述べたのは，地震本部の制度趣旨を踏まえた当然の

証言であって，「専門家の統一見解の有無」を持ち出す一審被告国の主張の誤りは明

らかである。 

 

４ ２００２年「長期評価」の示した日本海溝沿いにおける地震予測とその高度の

信頼性の論点について 

（１）一審被告国の控訴答弁 

 一審被告国は，大要，「長期評価」の策定に関与した専門家の各委員は，理学的に

可能性が全くないわけではないという意味で「理学的には否定できない」としたの

みに留まり，防災対策の基礎に据える観点で積極的な賛同をしたものではない，「長

期評価の見解」は，研究者の見解を最大公約数的にまとめたものでもなければ，有

力な見解でもない，かえって多数（７名）の専門家からは一致して「長期評価」が

十分な理学的根拠を伴わないものとして懐疑的な評価が下されており，「長期評価の

見解」は「理学的には否定できない」という以上の信頼性はない等と主張する。 

 
ものといえるが，この主張が失当であることは，すでに詳述した。 
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 そこで以下，これらの点について順次反論する。 

（２）地震本部の各専門家は「長期評価」が防災対策の前提となることを理解して

いたこと 

既にみたように，地震本部の地震調査委員会による地震調査研究は，一審被告国

の機関として調査研究を実施し，その成果を地震防災行政に生かすことをその目的

としているものであり，またその成果は各防災行政を担う一審被告国の機関や地方

公共団体等によって活用されることを当然に予定しているものである。 

この地震調査委員会には，わが国の地震学を代表する多くの専門家が参集して共

同して調査研究を重ね長期評価としてその結論を取りまとめて公表をしている。当

然のことながら，これらの活動は地震学会における個人としての専門的見解の表明

と討議とは全く異なるものであり，法に基づく目的に沿って国家機関の活動の一部

として地震調査研究を行っていることについては，専門家の委員も十分に認識して

いたものである。 

よって，地震調査委員会の委員会，部会，分科会における見解の表明は，単に理

学的に否定できなければ異議を述べないというレベルの問題ではなく，各委員とも

その委員会で集約される結論が地震防災対策で活用されることを目的としており，

現に防災対策で採用されるであろうことを予定して議論に参加し，意見を述べてい

るものである。よって，そこでの委員の意見表明は，地震防災対策の基礎として各

種の地震防災対策を担う機関及び住民などに対して，現実の地震防災対策において

参照するに足りる程度の信頼性のある情報であることを当然に踏まえてなされてい

るものである。 

「長期評価」の策定に参加した各専門家が科学者であることから，単に「理学的

に否定できない」との理由で，「長期評価」の結論に異議を述べなかったかのように

いう一審被告国の主張は誤りというしかない。 

（３）３つの津波地震と領域区分，３人の専門家の証人尋問の重要性について 

 後述するとおり，２００２年「長期評価」は，日本海溝寄りの南北で過去約４０
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０年間に３つの津波地震が発生したと評価した。また，プレート境界の形状（太平

洋プレートが北米プレートの下に沈み込み，途中で傾斜角が変化すること等）につ

いても確認し，日本海溝寄りと陸寄りを区別し，日本海溝寄りを南北の一つの領域

とする領域区分を示した。 

 すでに指摘した通り，地震学の進展により，地震地体構造論等に基づいて，地震

の起こり方の共通している地域には地体構造にも共通の特徴があること，およびそ

の逆に，地体構造が似ている地域内では地震の起こり方も似ていることを，地震学

上合理性をもって判定することが可能となってきていた（「７省庁手引き」等）。ま

た，津波地震は海溝寄りのプレート境界付近で発生するという知見も，佐竹氏・谷

岡氏らによってすでに確立していた。 

 重要なのは，これらの知見により，海溝寄りの浅いプレート境界付近は津波地震

という特殊な地震が発生し得る領域として共通性があるし，その逆に，津波地震と

いう特殊な地震が発生し得る領域である海溝寄りの浅い部分のプレート境界付近は，

地体構造上も共通性があると推定されるという点である（それがまさに地震地体構

造論の考え方である）。その結果，過去約４００年の間には津波地震が確認されてい

ない福島沖日本海溝寄りでも，同じ地体構造を持つ以上，将来的に津波地震が発生

しうる，という結論が導かれるのである。 

 一審被告国が繰り返し主張する「多数の専門家」の「懐疑的な評価」は，専ら「３

つの津波地震」という評価や，それに基づく領域区分（日本海溝寄りを陸寄りと区

別して南北一つの領域とすること）に対して向けられている。この２点が信頼性が

あるということになれば，地震地体構造論の考え方のもと，必然的に福島沖日本海

溝寄りにも津波地震を想定すべきとの結論になるからである。 

 島崎邦彦氏，佐竹健治氏，都司喜宣氏の３名の専門家の証人尋問でも，まさにこ

の点（３つの津波地震と領域区分の妥当性）が最大の焦点となった。 

我が国の地震学・津波学を代表する３名の専門家が，法廷で２００２年「長期評

価」の信頼性を支える地震学上の根拠について直接に証言し，反対尋問による検証
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を経たこと，これら証人尋問の結果を踏まえて，前橋・福島・京都・東京，松山，

札幌各地裁判決が，いずれも２００２年「長期評価」の信頼性を認め，予見可能性

を肯定する結論に至ったことの持つ意味は極めて重い。 

 一審被告国は，原審と別の千葉地裁において佐竹氏の証人尋問を申請したが，反

対尋問を含めた佐竹証言の内容と趣旨が自らの主張を支えるどころか否定するもの

となったことから，佐竹証言終了後，俄かに他の複数の地震学者の意見書を提出し

始めた。しかし，反対尋問による検証を経ない意見書の数をどんなに重ねたとして

も，その証拠価値が３名の専門家の証言に比べてはるかに劣ること，他地裁で「長

期評価」の信頼性を認めた判決をくつがえす証拠とはなりえないことは明白である。 

 以上を大前提として指摘した上で，前記千葉地裁及び福島地裁における都司，島

﨑，佐竹各証人の証言を踏まえ，「長期評価」に高度の信頼性が認められることを確

認することとする。 

（４）専門家の集団的な議論を経て，２００２年「長期評価」において確認された

日本海溝寄りの３つの津波地震に関する判断の信頼性が高いこと 

ア 海溝型分科会での議論の状況と結論 

地震調査委員会長期評価部会の海溝型分科会では，第７回（２００１〔平成１３〕

年１０月２９日）から第１３回（２００２〔平成１４〕年６月１８日）にかけて，

三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について検討した（甲ロ２５号証

の１～６）。 

その結果，過去に１８９６年明治三陸地震，１６１１年慶長三陸地震，１６７７

年延宝房総沖地震という，三つの津波地震が発生したこと，三陸沖北部から房総沖

の海溝寄りの地域のどこかで津波地震が発生する確率は今後３０年間で２０％であ

ると結論した。 

海溝型分科会の議論メモ（甲ロ２５号証の１～６）から，過去の個々の地震の評

価や，将来の地震を長期評価する際の領域分けについて，具体的な議論が繰り返し

行われたことが確認できる。 
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都司証人は，海溝型分科会での議論について，以下のように証言している（丙ロ

５２都司第１調書１０４項）。 

「各先生の専門性の強さと，見解というのは先生同士少しずつ違うところがあ

って，結構論争活発，…（中略）…かなり白熱した議論が始まって，しかしな

がら最後にこういうふうな文章にまとめられるときには，そこにいらっしゃる

先生方全ての合意として，最大公約数というんですか，そういう文章が作られ

ると，毎回そのような議論で進んでおりました」 

このような，海溝型分科会における第一線の専門家らによる充実した議論を経て，

「長期評価」が「津波地震」についてどのような結論に達したのかを，以下確認す

る。 

イ 「津波地震」の定義と３つの津波地震について 

（ア）長期評価における「津波地震」の定義 

２００２年「長期評価」は，「津波地震」について，「断層が通常よりゆっくりと

ずれて，人が感じる揺れが小さくても，発生する津波の規模が大きくなる地震のこ

とである。この報告書では，Ｍｔの値がＭの値に比べ０．５以上大きい（阿部，１

９９８参照）か，津波による顕著な災害が記録されているにも係わらず顕著な震害

が記録されていないものについて津波地震として扱うことにした」と定義している

（甲ロ１，３頁の注２）。 

これは，前述の金森らの過去の知見を踏まえた上で，観測数値に基づき区別可能

な基準（阿部）と，観測数値が明らかではない歴史地震からも津波地震を評価しう

る基準を総合した定義である（丙ロ５２都司第１調書１２１～１４３項）。 

（イ）１８９６年明治三陸地震について 

１８９６年に発生した明治三陸地震は，陸上の揺れ自体は気象庁震度２～３に過

ぎず震害は皆無であったが，一方で，三陸沿岸各地で２万２０００人もの犠牲者を

出し，「津波地震」という専門用語を生み出す大もとになった地震である。 

三陸海岸地方では，地震が感じられてから約３０分の後，岩手県田老で浸水高１
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４．５メートル，最も高かった三陸町綾里白浜で浸水高３８．２メートルに達した。 

地震の揺れが小さかったため，三陸海岸付近の住民は津波に襲われるなど思いも

よらず，大勢が犠牲となった。死者の数だけでいえば，今回の東日本大震災の津波

による死者数に匹敵，あるいは上回る規模であった。 

旧暦端午の節句を祝っていた午後８時頃の津波襲来であったため，津波で倒壊流

出した家屋と人命損失との相関が極めて高い。当時の地元紙巌手公報７月１日の報

道によれば，例えば田老では，海砂が大量に堆積し，家はなくなり，全くの河原と

化し，その砂から両手のみを出したもの，両足が現れているもの，頭が半分だけ覗

いている者など，人間の砂漬けと呼ばれる光景が出現したという。宮城県でも「宮

城県海嘯史」（１９０３）に溺死圧死が３３８７名と記録されている39。 

明治三陸地震は，津波地震あるいは低周波地震であること40，日本海溝寄りに波

源があることが明らかになっており41，２００２年「長期評価」もこれらの知見を

踏まえて明治三陸地震を「津波地震」であると結論している（都司第１調書１４５

～１５７項）。 

このように甚大な津波被害を生んだ明治三陸地震と同様の津波地震が日本海溝

寄りのどこでも生じうると２００２年「長期評価」が判断したことは，福島第一原

子力発電所における津波対策について，極めて重大な意味を持つことは，多言を要

しない。 

 

 
39 甲ロ５６号証の１・都司意見書４５頁，およびそこで引用している各文献 
40 甲ロ５７号証・１９９８年渡辺偉夫「日本被害津波総覧（第２版）」１０１頁 
41  １９９６年谷岡・佐竹，甲ロ１，「長期評価」図７，甲ロ５７号証・渡辺１０４頁図（下記） 
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（ウ）１６７７年延宝房総沖地震について 

ａ 海溝寄りの津波地震であるとの結論にいたる議論の経緯 

１６７７年に房総沖で起こった地震は，信頼できる歴史資料により，小さな揺れ

であり震害はなかったが（「萬
よろず

覚書
おぼえがき

写」等），一方で，房総半島を中心にしつつ，

北は宮城県仙台市近くの岩沼でも，津波による犠牲者が多数に上ったことが明らか

になっている（「玉露
ぎょくろ

叢
そう

」，「玄蕃先代集
げんばせんだいしゅう

乾
けん

巻
のまき

」等）。 

特に，江戸時代の公式記録である「玉露叢」で，「奥州岩沼領に津波上る。民屋

（みんおく）４９０軒余流家，人馬１５０人溺死，うち馬２７匹（つまり溺死１２

３人）なり。以上，田村右京大夫領知なり」とされていることは，この地震による

津波が極めて広範囲に及んだことを示すものであり，重要である（丙ロ５２都司第

１調書１７５～１７７項）。 

海溝型分科会の議論では，延宝房総沖地震は日本海溝近くではなく，もっと陸寄
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りで起こったのではないかという石橋克彦氏の説（１９８６〔昭和６１〕年に論文

がある。）についても検討している。これに対しては，「津波の被害が岩沼にでてい

るから，宮城県に及んでいるのは確か」（甲ロ２５号証の３，第１０回分科会），「津

波の範囲は結構広い。だからあまり陸地に近いと思うのは不自然」（甲ロ２５号証の

５，第１２回分科会）との意見が出され，議論の結果，日本海溝寄りの津波地震で

あるとの結論に至った（以上，丙ロ５２都司第１調書１５８～１８３項）。 

ｂ 津波地震であることに疑義を示す石橋克彦氏の見解は海溝型分科会で検討の

上で採用されなかったこと 

一審被告国は，石橋克彦氏が２００３（平成１５）年の論文（丙ロ４２号証）に

おいて，１６７７年延宝房総沖地震が海溝寄りであるとの地震本部の見解に疑問を

呈していること等を挙げて，「『長期評価』後の見解には『長期評価』の前提に異を

唱える見解が存在した」と主張する。また一審被告国は，都司証人への反対尋問に

おいて，石橋説に触れつつ，１６７７年延宝房総沖地震は日本海溝寄りではなくも

っと陸寄りで発生した可能性もあったのではないかと尋ねている（丙ロ５４都司第

２調書１８６，１８７，１９２項等）。 

しかし，島崎証人は石橋氏の見解について，以下のとおり証言している（丙ロ５

０島崎第１調書２４頁）。 

「石橋論文，これは２００３年のものですけれども，内容は１９８６年に石橋

先生が発表した論文と同じです。長期評価の議論の中でこの８６年の論文につ

いて議論をしておりますので，いわば長期評価の中に織り込み済みのものです」 

   よって，石橋氏の見解を長期評価「後」の異論とする点で，一審被告国の主張は

誤っている。  

さらに，都司証人は，海溝型分科会での議論において石橋氏の見解がどのように

評価されたかについて 

「大部分の人は承認しませんでした」 

「全体として統一見解をまとめるという場で，やはりローカルな石橋説という
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のは成り立たないだろうというのが，聞いた途端，皆さんそういう考えでした

と今では記憶していますね」 

と証言している（丙ロ５４都司第２調書１８９，１９５項他）。 

海溝型分科会の議論メモを見ても，津波の被害の記録が八丈島から宮城県岩沼ま

で広がっており陸寄りの地震であるとの石橋説は成り立たないという，歴史資料上

の根拠を伴った発言42に対して，具体的な反論・反証が示された様子は伺えない。 

重要なのは，異論があったことではなく，海溝型分科会で異論が取り上げられ，

検討されたうえで根拠をもって退けられ，１６７７年延宝房総沖地震が日本海溝寄

りの「津波地震」であるとの結論に達したことである。第一線の専門家が石橋氏の

異論も含めて検討と議論を尽くし，最終的な結論として海溝寄りの津波地震である

と評価したのである。 

佐竹証人も，海溝型分科会の結論として，延宝房総沖地震を津波地震とすること

に賛成したと証言している（丙ロ４９佐竹第２調書１３頁）。 

ｃ ２００２年「長期評価」における延宝房総沖地震の評価についての小括 

１６７７年の延宝房総沖地震の津波被害が，福島県沖からさらに宮城県の岩沼ま

で及んだという歴史資料の確かさについては，「長期評価」公表後も都司氏らによる

研究成果によって確認されている（甲ロ７４号証，都司・佐竹・今村ら，甲ロ１５

８号証，都司・今村他，丙ロ５２都司第１調書１７８～１８０項，「藩史大辞典」）。 

波源の位置を陸寄りに想定するとこのような広範な津波被害の範囲を説明でき

ないことは明らかであって，石橋氏の見解を採りえないことは，２００２年「長期

評価」策定後，より明らかになったといえる 。   

なお，延宝房総沖地震が津波地震であることについては，２００２年「長期評価」

の公表の前後を通じて，複数の機関・研究者によって繰り返し確認されているとこ

ろである。以下，延宝房総沖地震の評価の重要性に鑑み，項を改めて論じる。 

 
42 甲ロ２５号証の２・第９回５頁，甲ロ２５号証の３・第１０回６頁。これらは都司証人によ

る発言である。 
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ｄ 延宝房総沖地震が津波地震であることに疑義を示す一審被告国の主張に理由が

ないこと 

（ａ）延宝房総沖地震が津波地震と評価されることの持つ意味と一審被告国の主張 

 ２００２年「長期評価」の策定当時には，日本海溝の北部で発生した１９８６年

明治三陸地震が津波地震であることは，地震学において広く認められていたところ

である（一審被告らもこれを争っていない）。 

これを前提とすると，「福島県沖の日本海溝寄りに津波地震の発生を想定すべき

であったか」という本件の争点との関係においては，延宝房総沖地震を津波地震と

評価することができたかという点は極めて重要な意味を有する。なぜなら，日本海

溝の南部の房総沖でも津波地震の発生が確認されれば，既に津波地震が海溝寄り（海

溝軸近く）のプレート境界で発生するとの知見が確立している以上，（福島県沖を含

む）日本海溝の南北を通じ津波地震が発生し得るとの評価を強く基礎づけることと

なるからである。 

 これに対して，一審被告国は，延宝房総沖地震が津波地震であるとの見解に疑義

を示して，これを理由に２００２年「長期評価」の信頼性が低いと主張している。 

しかし，以下に見るとおり，一審被告国の主張は失当である。  

（ｂ）延宝房総沖地震が津波地震であることに疑義を示す一審被告国の主張につい

て 

 一審被告国は，本控訴審において，１６７７年延宝房総沖地震が日本海溝寄りで

発生した津波地震であるとの見解について，「不確定」（控訴答弁書６４頁「図表６」）

であり，「そもそも津波地震ととらえるべきか，現在でも争いがある」（丙ロ１１８

号証（谷岡意見書）５頁）として，疑義を示している。 

一審被告国にとって，１６７７年延宝房総沖地震が日本海溝寄りの南部で発生し

た津波地震であるという知見は，できれば否定したい知見なのである。 

しかし，後述するとおり，一審被告国が提出した専門家の意見書や論文における

延宝房総沖に関する記載は，その内容が相互に矛盾し，あるいはその専門家自身の
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過去の言説と矛盾するなど，重大な混乱を来しており，延宝房総沖地震が日本海溝

寄りの津波地震であるとの知見を否定することの無理を露呈している。 

延宝房総沖地震が津波地震であることに疑義を投げかける一審被告国の上記の

主張には何ら根拠がないことを，以下詳述する。 

（ｃ）２００２年「津波評価技術」においても津波地震とされていること 

１６７７年延宝房総沖地震については，「長期評価」に先立ち２００２（平成１

４）年２月に公表された，土木学会「津波評価技術」においても，津波地震とされ

ているところである（甲ロ２３，丙ロ８０「付属編」２－３０頁。下図は，「長期評

価」および「津波評価技術」で引用されている１９７５羽鳥による図。仙台近くの

岩沼での被害と推定津波高さが記載され，波源域が日本海溝寄りに設定されてい

る。）。 

 

図 22  1677 年 11 月 4 日延宝房総沖地震の津波の高さ(羽鳥，1975a) 

（ｄ）津波地震であるとの評価の妥当性は２００２年「長期評価」の公表後に一層
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明らかになったこと 

① ２００５（平成１７）年中央防災会議・日本海溝等専門調査会の見解 

２００２年「長期評価」の公表後，２００５（平成１７）年の中央防災会議・日

本海溝等専門調査会においても，１６７７年延宝房総沖地震の検討が行われている。

その審議の経過においては，「１６７７年の房総沖・・・についても規模の割に揺

れが小さい津波地震タイプと思われる」（丙ロ１４１号証・第１０回議事録５頁１

１～１３行目）とされている。最終的な結論をまとめた調査会報告書（２００６〔平

成１８〕年１月）においても「この地震により，宮城県から千葉県及び八丈島に至

る広範囲で津波が大きかったという記録があり，地域において防災対策の検討を行

うにあたっては，このことに留意する必要がある」（丙ロ３９号証の１・１５頁）

とされ，同地震による津波が，南は八丈島から北は宮城県岩沼にまで到達している

ことが確認されている。 

② 佐竹氏・今村氏・都司氏らの調査に基づく２００７（平成１９）年論文 

２００７（平成１９）年１月には，佐竹健治・都司嘉宣証人及び今村文彦氏らの

専門家が，１６７７年延宝房総沖地震による千葉県から福島県にかけての痕跡高調

査を行い，各地の浸水高さの推定結果と，その推定結果を説明できる断層モデルを

論文として発表した。この都司・佐竹証人らによる津波浸水予測計算の発表により，

延宝房総沖地震が津波地震であるとの２００２年「長期評価」における評価の妥当

性は，ますます明らかになった（甲ロ７４号証43）。 

③ ２０１０（平成２２）年・土木学会津波評価部会の見解 

土木学会・津波評価部会の第４期（２００９〔平成２１〕年１１月２４日以降）

においては，決定論（確定論）に基づいて想定すべき津波の波源モデルの見直しを

行っていたが44，日本海溝沿いの津波地震については，２０１０（平成２２）年１

 
43  この論文５５頁において「参考文献」として，上記の日本海溝等専門調査会の検討結果が参

照されている。 
44 甲ロ７０号証・松山昌史聴取結果書第２回・１４頁参照 
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２月７日に開催された「津波評価部会にて確認」された。同日の部会においては，

日本海溝の「北部では『１８９６年明治三陸沖』，南部では『１６７７年房総沖』

を参考に設定」するとの方針が確認されており（甲ロ２８号証の１枚目の３①），

かつ，この方針については部会内において異論がなかった
．．．．．．．

とされている45。 

（ｅ）２００９年の地震本部「日本の地震活動」について 

一審被告国は，地震本部が２００９（平成２１）年３月に発行した「日本の地震

活動」（第２版）（丙ロ６４号証）において，延宝房総沖地震については，津波地震

の「可能性が指摘されています」との記載があることをもって，延宝房総沖地震を

「津波地震とするのは飽くまで一つの説に過ぎないことを長期評価の発表後におい

ても地震本部自らが明らかにしている」と主張している。 

しかし，そもそも「日本の地震活動」（第２版）における上記の記述は，すでに

１９９９（平成１１）年４月１日に発行された旧版「日本の地震活動－被害地震か

ら見た地域別の特徴－＜追補版＞」以来の記述が，２００２年「長期評価」の策定

後も，編集の怠りによってそのまま残されたものに過ぎず，２００２年「長期評価」

における延宝房総沖地震に対する津波地震の評価を積極的に見直し，あるいは否定

するために新たに記載されたものではない46。 

以上みたように，延宝房総沖地震が津波地震であるとの２００２年「長期評価」

の評価の正しさは，２００２年「長期評価」の公表の前後で繰り返し確認されてい

るところであり，この前提自体に疑義を唱える一審被告国の主張（これに沿う松澤

意見書及び今村意見書47）は失当というしかない。 

 
45 甲ロ２８号証２枚目中央下「土木学会津波評価部会の審議状況（２０１０．１２．７）」欄

の記載参照。 

 なお，延宝房総沖地震の波源モデルを福島県沖の日本海溝寄りに設定した場合の津波水位

の推計結果（２００８〔平成２０〕年８月２２日，東電設計による計算結果）として，福島

第一原子力発電所の敷地南部でＯ．Ｐ．＋１３．６メートルとなることが推計されており，

同発電所の主要建屋敷地が，明治三陸地震の波源モデルによる場合と同様に，津波によって

浸水することが示されている（甲ロ２８号証２枚目「１６７７年房総沖で評価」参照） 
46 甲ロ１８４号証。なお，この「旧版」は現在も地震本部のサイトで見ることができる 
47  松澤暢氏意見書（丙ロ３１号証），今村文彦氏意見書（丙ロ７８号証）の延宝房総沖地震の
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（エ）１６１１年慶長三陸地震について 

ａ 海溝寄りの津波地震であるとの結論にいたる議論の経緯 

１６１１年の慶長三陸地震については，信頼できる記録（「言緒卿記」，「伊達治

家記録」等）から午前８時～１０時頃に体感できる地震が発生していること，地震

による死者についての記録はないこと，津波の到達時刻は，現在の岩手県の宮古で

午後２時頃であること（「宮古由来記」）が分かっている（丙ロ５２都司第１調書１

８５～１８８項）。 

津波の高さについては，岩手県の田老，山田町で明治三陸地震の津波より高かっ

たとされている（甲ロ１５５号証・都司３７６頁，甲ロ６１号証・首藤１０頁）。ま

た，津波の被害の及んだ範囲については，三陸地方を中心に，南は現在の福島県相

馬まで犠牲者を生んでいる（伊達藩公式記録「譜牒余禄」，および「ビスカイノ金銀

島探検報告」）。人口が希薄な江戸時代初期で，しかも，午後２時という比較的助か

りやすい時間帯であったのに，犠牲者が各地で多数に上り，家屋の破壊も甚大であ

ることから，高さにおいても範囲においても明治三陸地震を上回る規模の大津波だ

ったといえる（丙ロ５２都司第１調書１８９～１９６項，甲ロ１５５号証・都司３

７６頁）。 

これらの歴史記録を踏まえた上で，海溝型分科会は，１６１１年慶長三陸地震の

震源域について，相田勇氏の断層モデル（１９７７年，甲ロ５６の１都司意見書５

３頁）により，三陸沖の日本海溝付近であるとした（丙ロ５２都司第１調書１９７，

１９８項，下図は「長期評価」図１６に示された１６１１年慶長三陸地震の波源域

（１９７５年・羽鳥））。 

 
評価については，後記第５の７でも反論を行っている。 
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図 16 1611 年 12 月 2 日の慶長三陸地震の津波波高分布と震度分布(羽鳥，1975b) 

ｂ 一審被告国の主張について 

一審被告国は，都司氏が２００３（平成１５）年の論文（丙ロ４１号証）で，１

６１１年の慶長三陸津波は「地震によって誘発された大規模な海底地滑りである可

能性が高い」と述べていること等を挙げて，「『長期評価』後の見解には『長期評価』

の前提に異を唱える見解が存在した」，都司氏の見解は「長期評価」における津波地

震の定義に反するなどと主張する。 

しかし，第１に，都司氏は２００２年「長期評価」に先立つ１９９５（平成７）
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年の論文で，１６１１年慶長三陸地震について海底地滑りによる可能性を既に指摘

している（甲ロ５８号証）。よって，都司氏の見解を２００２年「長期評価」後
．
の異

論とする点で，一審被告国の主張は誤っている。 

第２に，前述のとおり，２００２年「長期評価」は，「津波地震」を「断層が通

常よりゆっくりとずれて，人が感じる揺れが小さくても，発生する津波の規模が大

きくなる地震のことである。この報告書では，Ｍｔの値がＭの値に比べ０．５以上

大きい（阿部，１９８８参照）か，津波による顕著な災害が記録されているにも係

わらず顕著な震害が記録されていないものについて津波地震として扱うことにした」

と定義している（甲ロ１，３頁の注２）。 

２００２年「長期評価」は近代的観測以前の歴史地震をも念頭に入れて，「津波

による顕著な災害が記録されているにも係わらず顕著な震害が記録されていないも

の」という部分を定義に含ませており，その際，津波地震の意義について，特定の

原因やメカニズム（例えば海底地すべりかどうか）を前提としていない。 

したがって，都司氏のこの説と２００２年「長期評価」における「津波地震」の

定義は矛盾せず，この点でも一審被告国の主張は誤りである（丙ロ５２都司第１調

書２０２項，丙ロ５０島崎第１調書２３頁，丙ロ５４島崎第２調書６１頁）。 

ｃ 一審被告国の反対尋問について 

一審被告国は都司証人への反対尋問で，２００２年「長期評価」策定当時，１６

１１年慶長三陸地震による津波について堆積物調査から，震源は三陸沖ではなく千

島沖にあった可能性もあったのではないか，と尋ねている（丙ロ５４都司第２調書

１４８項以下）。 

しかし，第１に，岩手県宮古で大きな音がしてから３０分ほどで大津波が来たと

推察できる歴史資料が残っており（丙ロ５４都司第２調書１２８項），この資料の信

頼性については争いがない。一審被告国の反対尋問に対する都司証人の以下の証言

は，歴史資料上から推察できる所要時間や確認できる死者数を根拠とする，具体的

かつ説得的なものである（丙ロ５４都司第２調書１５０項）。 



107 

 

「宮古に３０分以内に津波が到達するためには三陸沖でなくてはいけないんで

すね。千島だと一時間くらいかかってしまう。それと，この全体の死者の数が

２０００人から３０００人の間と，伊達藩や南部藩の記録にありますね。一番

被害がたくさん出たというわけですから，恐らくこれに一番近いところに震源

があったと理解するのが自然ではないかと考えるわけですが」 

第２に，上記都司証言に対して一審被告国は，「では，証人は客観的な津波堆積

物については軽視してもよいというご見解ですか」と，難癖の様な質問を続けてい

る。しかし，これに対する都司証人の証言は明快である（丙ロ５４都司第２調書１

５１項）。 

「違う。同一視できないんじゃないかなという見解を持っております。つまり

北海道東部に確かにこれと近い年代で津波の痕跡があるんですが，それがこれ

と同一であるという証拠がない。むしろ少し年代がずれているのではないかと」 

当時，北海道東部の霧多布湿原等における津波堆積物の調査が進み，１６１１年

慶長三陸地震の津波についても，波源は千島沖にあるのではないかという見解があ

った（甲ロ６３号証，七山・佐竹ら）。霧多布湿原の調査に加わった佐竹氏も，当時

はそのような可能性を指摘する論者の一人であった48。 

しかし，都司証人個人も，また２００２（平成１４）年当時の海溝型分科会も，

堆積物調査を軽視していたどころか，同調査に基づく見解を傾聴し，検討した上で

根拠をもって退けているのであって，一審被告国の反対尋問は全くの的外れである。 

当時の海溝型分科会は，日本海溝沿いだけでなく，南千島・北海道沖の長期評価

の検討も進めており，この説を議論の中で取り上げ検討している（甲ロ２５号証の

４・第１１回論点メモ５頁）。その上で，都司氏の証言するように，証拠が十分でな

いこと，また岩手県宮古での大きな音を説明できないことを理由に退けているので

ある（甲ロ２５号証の５・第１２回論点メモ）。佐竹証人も，反対尋問において以下

 
48 丙ロ４９佐竹第２調書１５頁，甲ロ２５号証の５・第１２回論点メモ５頁「佐竹委員さんの

言うことは，可能性を残しておきたいということ」との記載がある。 
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のように証言し，自身の当時の見解を含め，充実した議論がなされたことを認めて

いる（丙ロ４９佐竹第２調書１６～１７頁）。 

「問 ２０００年の先生や七山先生らの予稿集などを拝見しますと，可能性のあ

る歴史津波としては１６１１年三陸沖津波地震が挙げられるけれども，その

詳細は不明であるというふうに留保した言い方になっていますね。 

当時はそうです。はい。 

問 ですので，言わばそういう最新の調査，知見も含めて，１６１１年の慶長

地震についての議論は相当丁寧にやっているという印象を私は受けたんです

が，それは賛成していただけますか。 

１６１１年がどこに起きたのかということに関しては，いろんな議論を

しました。」 

ここでも，重要なのは異論があったことではなく，異論が取り上げられ，検討さ

れたうえで根拠をもって退けられ，１６１１年慶長三陸地震が，日本海溝寄りの「津

波地震」であるとの結論に達したことである。 

第３に，海溝型分科会では千島沖に波源があった可能性を述べていた佐竹証人も，

その後２００３（平成１５）年の時点では，霧多布湿原に津波堆積物の痕跡を残し

た地震については，１６１１年慶長三陸地震とは別個の，根室沖と十勝沖の連動型

地震であるとの見解に立って論文を発表している（丙ロ４９佐竹第２調書１５頁，

１７頁）。 

「北海道の霧多布の湿原で調査を正にやっている途中だった。これは，２００２

年，２０００年頃ですかね。ですから，正に調査をやっている途中でしたので，そ

の頃には，時期的には慶長と対応しますので，その可能性があるかと思っておりま

したが，その後に更に調査を広げまして，北海道に関しましては霧多布のみならず

北海道の沿岸であちこちでやりまして，その後に津波のシミュレーションをやりま

して，それでモデルというのを提出して，慶長というよりは千島海溝の根室沖と十

勝沖の連動のほうがいいんじゃないかということを知りました。」 
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なお，一審被告国は都司証人への反対尋問で，１６１１年の慶長三陸津波は千島

海溝で発生した地震によるのではないかとの岡村行信氏らの説（丙ロ５４都司第２

調書１６４項）を縷々引用したが，今回の震災後に出された仮説に過ぎない上，た

だ同論文にそのような記載があることの確認を求めるだけで，およそ反対尋問とし

ては意味のないものであった（丙ロ５４都司第２調書１６９項・裁判長質問）。 

ｄ 日本海溝等専門調査会も慶長三陸地震の震源を日本海溝寄りとしていること 

なお，「長期評価」公表後の，２００６（平成１８）年には，中央防災会議・日

本海溝等専門調査会報告が公表された（丙ロ３９号証の１・８頁）。 

同報告においても，「明治三陸地震の領域」として「明治三陸地震（Ｍ８．５）

は，１８９６年に三陸沖の海溝寄りで発生した。この地震は地震の規模のわりに揺

れは小さく，巨大な津波が発生した，いわゆる“津波地震”である。」とした上で，

さらに「１６１１年慶長三陸地震は，明治三陸地震の震源域を含んだ領域で発生し

たものと推定されることから，明治三陸地震の震源域の領域はこのタイプの津波地

震（以下，「明治三陸タイプの地震」という。）が繰り返し発生する領域と考えられ

る。」としており，１６１１年慶長三陸地震の震源が三陸沖の日本海溝寄りの領域で

あることが再確認されている。 

（５）日本海溝寄りを一体とした２００２年「長期評価」の領域区分の妥当性 

 地震調査研究推進本部・海溝型分科会においては，津波地震が海溝軸寄りにおい

て固有に発生するという確立した知見，及び歴史地震についての専門的な検討を集

団的に行った結果として日本海溝の南北を通じて３つの津波地震が確認できるとい

う地震学上の知見を踏まえて，これを地震地体構造論の理論的な判断枠組みの上で

取りまとめ，陸寄りと区別して日本海溝寄りを一つの領域とする２００２年「長期

評価」の領域区分を妥当と判断した。 

 以下，この領域区分が地震学的にも十分な信頼性を持つものであることを整理す

る。 

ア 海溝型分科会での議論を経て決まった領域分け 
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海溝型分科会では，これら３つの津波地震について議論を積み重ねる中で，三陸

沖から房総沖まで日本海溝寄りを一つの領域として区分することが提案された。そ

して，この領域内のどこかで明治三陸地震と同様の津波地震が起こる可能性がある

とする結論が支持されていった。 

津波地震は震害が少ないのに高い津波による多大な犠牲を生むという点で，地震

学的に他の地震とは明確に区別され，防災対策上も重要な地震である。従って，津

波地震の発生を根拠に，日本海溝寄りを一つの領域として区分することは，議論の

流れとしてごく自然である。 

イ 海溝寄りを陸寄りと区別しひとつの領域としたことの根拠 

海溝型分科会は，日本海溝寄りを陸寄りと区別してひとつの領域とするにあたり，

上述の３つの津波地震の存在に加え，プレート境界の構造についても検討を加えて

いる。 

（ア）微小地震等に基づくプレート境界面の確定 

プレート境界の構造について論じるためには，前提として，陸側の北米プレート

と沈み込む太平洋プレートとの境界面の形状を推定する必要がある。 

「長期評価」では，太平洋プレートの沈み込みに関連して発生する微小地震の震

源分布等の知見に依拠して，「図３ 微小地震の震源分布等に基づくプレート境界面

の推定等深線図」を作成している。 

以下，２００２年「長期評価」本文より引用する（甲ロ１，１７頁）。 

「地震の発生位置及び震源域の評価作業に当っては，過去の震源モデルを参照し，

微小地震等に基づくプレート境界面の推定に関する調査研究成果及び当該地域の速

度構造についての調査研究成果を参照して，三陸沖北部から房総沖にかけての領域

について推定した。」 

「プレート境界の形状については，バックスリップの解析に用いた伊藤他(1999)，

Ito et al.（2000），西村他(1999)，Nishimura et al.（2000）による等深線を元に，

Umino et al.(1995)，海野他(1995)，Kosuga et al.(1996)等を参照し，宮城県沖付
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近については，三浦(2001a，b)，Miura et al.(2001，2002)の海底下構造調査の解

析結果，茨城県沖から南側については，Ishida(1992)，Noguchi(2002)を参照し，気

象庁震源の断面図(図４－１，２)も参考にして，図３のように作成した」 

さらに，都司証人は，プレート境界の各断面図を確認しながら，以下のとおり証

言した（丙ロ５２都司第１調書３６，３７項）。 

「日本海溝の位置から２つめのアスタリスクの所までというのは，ほとんど微

小な地震が起きておりません。この間というのは，応力が殆ど蓄積されずに微

小地震すら起きていないわけですね。で，２番目のアスタリスクから沈み込む

角度が大きくなりまして，そこで非常にたくさんの微小地震の震源が並んでい

ることが分かります。ここでは，応力が蓄積されていて，微小地震も普段から

非常によく起きている場所であると言うことが分かります」 

「北から南までほとんどこの構造は変わりません。この日本海溝からおよそ７

０キロの範囲の中では，ほとんど微小地震は起きておりません。」 

プレート境界の日本海溝寄りは普段微小地震がほとんど起きず，しかし，地震の

揺れに比して巨大な津波を生み出す「津波地震」が発生する領域として，プレート

境界の陸寄りとは明確に区別される，というのが都司証言の趣旨である。 

これに対して，佐竹証人はその主尋問において，長期評価の図４－２の平面図（甲

甲ロ１・図４－１および４－２，佐竹証人尋問資料・２０～２１頁）をもとに，海

溝軸付近の地震の数は青森県沖（Ｄ）から岩手県沖（Ｅ）ではそれより南部の宮城

県沖（Ｆ）や福島県沖（Ｇ）より多く，南北で異なると証言している。 

しかし，反対尋問でも確認されたとおり，そもそも佐竹証人自身，２００２年「長

期評価」発表後間もない２００３（平成１５）年の論文では，下記のように述べて

いる（丙ロ４９佐竹第２調書７頁，甲ロ５４号証，谷岡・佐竹「津波地震のメカニ

ズム」３４９頁左段，傍点は引用者。）。 

「１９９０年代までの研究から津波地震は海溝軸近傍のプレート境界で発生し

ていることが分かった。しかし海溝近傍のプレート境界は非地震域と呼ばれ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

，
．
微小
．．
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地震は殆ど発生していない
．．．．．．．．．．．．

。例えば三陸沖では日本海溝軸の陸側３０ｋｍまでのプ

レート境界は非地震域で，海底地震観測でも微小地震はほとんど捕らえられていな

い」 

「ではどうして津波地震が海溝軸付近のプレート境界で発生しているのだろう

か」 

このように，佐竹証人自身がその論文の中で，三陸沖の海溝軸近くのプレート境
．．．．．．．．．．．．．．．

界ではほとんど微小地震は発生していない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

という客観的事実を前提として確認した

上で，ではなぜ津波地震が発生するのかと問いを立てている。この論文では，海溝
．．

寄りプレート境界面での微小地震の少なさ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

という事実を正しく指摘しており，先に

引用した都司証人と同様の認識に立っていることが明らかである。佐竹証人自身の

論文の内容とも相矛盾する主尋問での証言内容は，反対尋問において事実上撤回さ

れたに等しい。 

佐竹証言に基づき，微小地震の発生の多少において日本海溝寄りの北部と南部で

は異なると描き出そうとした一審被告国の意図は失敗に終わった。 

（イ）プレート境界の構造に基づき海溝寄りと陸寄りの区別が議論されたこと 

第１２回海溝型分科会では，海溝寄りと陸寄りを区別する境界線をどこに置くか

が検討されている。 

「長期評価」（甲ロ１）の「図５」について 

「黄色い線がある。これは波源域の東側を通って津波地震と言われるものはこの

黄色い線の右側にある，というふうに解釈できないか？」， 

「太平洋プレートの沈み込み角度が変わる屈曲点が，ちょうどこの線のあたりに

ありそうだ。（以下略）」， 

「気象庁のＭ６クラス以上の地震の破壊の開始点を見るとかなり線上に並んで

いる部分が，この境目のラインである。それ以上大きな地震はもっと海溝寄りに起

こったりもっと深いところで開始する」， 

等の議論が交わされている（甲ロ２５号証の５，第１２回議論メモ６頁）。陸側の
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北米プレートの下に沈み込む太平洋プレートの，沈み込む角度（傾斜角）がどこで

変化するか，このような議論を経た上で，２００２年「長期評価」は，「海溝沿いの

領域については，この領域で過去に発生した１８９６年の明治三陸地震，１９３３

年の三陸地震の震源モデル（Tanioka & Satake， 1996，Kanamori， 1971a，1972

等）の幅と傾斜角から，海溝軸から約７０ｋｍ程度西側のところまでとした」（甲ロ

１，１７頁）。 

この点，佐竹証人はその主尋問において，「プレート境界の形状あるいは地形な

どについては，そもそも議論をしておりませんでした」と証言する（佐竹第調書２

７頁）。しかし，上記に引用した議論メモから確認できるように，海溝型分科会では

プレートの沈み込み角度（傾斜角）の変化について議論しているのであるから，形

状あるいは地形について全く議論していないかのように述べる同証言は，事実に反

している。 

佐竹証人は，上記議論メモに基づく原告側の反対尋問に対しては，以下のように

証言している（丙ロ４９佐竹第２調書６頁）。 

「問 こういう領域分けを行う際に，海溝型分科会で議論がされたと思うんす

が，陸寄りと日本海溝寄りを区分する議論の中で，プレート境界の地形や

形状についても若干は議論をしていたんじゃないですか。 

深いほうと浅い方を分けるときには，プレートの深さが関連していま

すので，はい。 

問 屈曲点がどの辺にありそうだとか，そういう議論を第１２回分科会でした

御記憶はありますか。 

深いほうと浅いほうを分けるに関しては，屈曲点というのは断面での

屈曲点という意味でしょうか。 

問 そうですね。 

どこでどの深さで浅い所と深いところを分けるかという意味では，プ

レートの形状といいますか，断面ですね。そこでのプレートがどこで曲
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がるかということはあったと思います」 

これら一連の証言は，プレート境界の形状について「そもそも議論をしていない」

という主尋問における誤った証言を，事実上撤回したものである。 

海溝型分科会は，プレート境界の形状についても十分に議論をし，その検討結果

を踏まえた上で，海溝寄りと陸寄りの領域を分けるという結論に達していることは

明らかである。 

（ウ）低周波地震についての海溝型分科会での議論 

 すでに主張したとおり，日本海溝の海溝軸付近では低周波地震が発生しており，

その大きなものが津波地震であるとの知見が，２００２年「長期評価」策定の時点

で，地震・津波の専門家に広く共有されていた（丙ロ５２都司第１調書１２１～１

３１項，丙ロ５０島崎第１調書９頁）。 

 低周波地震が日本海溝寄りのプレート境界に南北にわたり集中していることを実

証的に明らかにした深尾・神定論文（甲ロ１３号証の１，２）そのものは，２００

２年「長期評価」に引用ないし参考文献としてあげられていない。しかし，低周波

地震と津波地震についての従来の知見を集約した専門書（１９９８年，渡辺偉夫「日

本被害津波総覧（第２版）」甲ロ５７号証）が２００２年「長期評価」の中でも引用

されていることは，都司証人が証言しているとおりである（丙ロ５２都司第１調書

１５３項）。 

 低周波地震・超低周波地震が起こる場所は日本海溝寄りのプレート境界に集中し

ており，同じプレート境界の陸寄りにはほとんど見られない。低周波地震の発生の

有無という点でも，日本海溝寄りと陸寄りは明確に区別されるのである。 

 この点，佐竹証人はその主尋問において，２００２年「長期評価」策定の海溝型

分科会では深尾・神定論文の図は直接取り上げられて議論はされていないと述べ，

さらに低周波地震・超低周波地震は日本海溝寄りの北側で多く南側で少ないと証言

している（丙ロ４８佐竹第１調書２８～２９頁）。 

 しかし，第１に，日本海溝寄りに低周波地震が集中しており，その大きなものが
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津波地震であるという知見は，海溝型分科会に集まった専門家の間であらかじめ共

有されており，いちいち深尾・神定論文を引用するまでもなく，議論における当然

の前提・背景となっていた。島崎証人は主尋問で以下のように証言している（丙ロ

５０島崎第１調書１５頁）。 

「問 この低周波地震は，津波地震と何か関係があるのですか。 

      低周波地震を子供に例えると津波地震は親になります。低周波地震を

極端に大きくしたものが津波地震です。」 

「問 この深尾・神定論文は，長期評価部会の海溝型地震分科会における議論の

材料となったのですか。 

日本海溝沿いに津波地震が発生するという考えの基礎になった，背景

となった論文だと思います。 

問 直接この論文が議論に使われたということはあるんでしょうか。 

この論文は比較的古い文献でしたので，それより新しい専門書などが

直接には議論で引用されています。背景と申し上げたのはそういう意味

です。また，この図を直接テーブルの上に出して議論するということは

ありませんでした。 

問 この長期評価の引用文献リストには深尾・神定論文が挙げられていないの

ですが，それは今おっしゃった理由によるものですか。 

はい。」 

上記引用の島崎証言どおり，第１２回海溝型分科会では，低周波地震の巨大なも

の（「親玉の親玉」）が津波地震であることを当然の共通認識として，１９５３（昭

和２８）年に房総沖で発生した地震を「津波地震」に含めるどうかについて，突っ

込んだ議論がなされている（甲ロ２５の５，４頁）。 

 第２に，低周波地震が日本海溝寄りの南北を問わず発生していることについては，

一審被告らが本訴訟において２００２年「長期評価」策定後の有力な異論として引

用する２００３（平成１５）年の松澤・内田「地震観測から見た東北地方太平洋下
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における津波地震発生の可能性」（丙ロ４０号証）においても指摘されている。 

佐竹証人の反対尋問においても明らかになったとおり（丙ロ４９佐竹第２調書８

～９頁），同論文は，前述の深尾・神定論文を参考文献として挙げつつ，以下のよう

に述べている。 

「実際，海溝軸近傍で低周波の地震が発生することはよく知られており，日本

海溝沿いにおいても同様の特徴が知られている」（３７０頁） 

さらに，松澤・内田論文は以下のように述べている。 

「河野による解析では，低周波地震は三陸沖と福島・茨城県沖に多く
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

，宮城県

沖には少ない」 

「この河野の求めた低周波地震が多い領域と図２で示した繰り返し地震の発生

率が高い領域はよく対応しており，前述の仮説が正しければ，福島県沖～茨城
．．．．．．．

県沖にかけての領域においても大規模な低周波地震が発生する可能性がある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

」

（３７３頁，傍点は引用者。） 

同論文は沈み込むプレートの形状に着目して，日本海溝寄りの南北で津波地震の

起こり方には違いがあるのではないかという仮説を提唱してはいるが，低周波地震
．．．．．

の起こり方については
．．．．．．．．．．

，
．
北（三陸沖）だけでなく南（福島県沖から茨城沖）でも多
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

いとしており
．．．．．．

，
．
南でも「大規模な低周波地震」すなわち「
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

津波地震」が発生する可
．．．．．．．．．．．

能性があると認めている
．．．．．．．．．．．

のである。 

一審被告国は，同論文を２００２年「長期評価」後の有力な異論として挙げる一

方で，同論文が指摘する一審被告らに不利な知見（低周波地震は日本海溝寄りの南

でも多く発生している）については否定しようとしているのであって，ご都合主義

というほかない。 

（エ）日本海溝寄りにおける微小地震や低周波地震の起こり方には，陸寄りと区別

される共通性があるとされたこと 

以上のとおり，①日本海溝付近のプレート境界は陸寄りのプレート境界と異なり

微小地震が殆ど発生していない非地震域であること，②低周波地震・超低周波地震
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（津波地震はその大規模なものである）はプレート境界の陸寄りでは見られず日本

海溝付近で発生していること，③以上の点で日本海溝寄りにおける微小地震や低周

波地震の起こり方には，陸寄りと区別される共通性があることが，３名の専門家の

証言によって確認された。 

２００２年「長期評価」は，これらの地震学に基づく知見をも踏まえて，三陸沖

北部から房総沖にかけての日本海溝寄り全体を，陸寄りと区別して一つの領域にま

とめたのであり，その領域分けは地震学的な事実を踏まえた妥当なものであった。 

（オ）長期評価部会および地震調査委員会における意見について 

なお，一審被告国は，２００２年「長期評価」策定直前の２００２（平成１４）

年６月の第６７回長期評価部会で，日本海溝寄りの津波地震を４００年で３回と割

り切ったことに問題が残るなどの意見があったこと（丙ロ６５号証６～７頁），また，

２００２年「長期評価」を了承した同年７月１０日の第１０１回地震調査委員会で

も，海溝寄りをいくつかに区分すべきとの意見があり将来の課題とされたこと（丙

ロ６６号証８頁）を指摘し，「長期評価部会及び地震調査委員会自身が，長期評価の

内容に対して問題点や異なる領域設定を検討する必要性を指摘していた」と主張す

る。 

しかし，第６７回長期評価部会は，海溝型分科会で審議を終えた「長期評価」（案）

につき，長期評価部会での確定をする場であり（丙ロ６５号証６頁），事務局からの

報告を受け，字句修正等の多少の注文がでているが，最終的に確定している（同７

頁）。 

一審被告国が指摘する「無理に割り振ったのではないか」「４００年に３回と割

り切った…問題が残りそう」との発言も，出席者個人（誰の発言かは不明）の感想

であって，「長期評価」の確定を留保すべきとの強い意見とは到底言えない。強い意

見として出され，かつ，他の出席者が賛意を示せば，確定されず保留となることも

当然ありえたであろうが，実際には，その場で確定ということで部会全体が了承し

ていることは，議事録から明らかである。一審被告国は，個々の出席者の発言をも
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ってあたかも長期評価部会自体が２００２年「長期評価」の内容に対して問題点を

指摘していたかのように偽って主張しているに過ぎない。 

次に，第１０１回地震調査委員会における，「三陸沖北部の海溝寄りとか，福島

県沖海溝寄りとか考えた方が良い」との意見も，一出席者の意見であり，しかもそ

のような領域分けがなされなければ２００２年「長期評価」を了承できないという

強い意見ではない。だからこそ，この日の地震調査委員会で２００２年「長期評価」

は了承されているのである。事務局が「課題としておく」と述べたのは，出席者の

発言を尊重したものであって，海溝寄りを南北に伸びた一つの領域としたことが問

題であるとか，必ず見直しを要する旨を述べたものでないことも，議事録から明白

である。一審被告国は，一出席者や事務局の発言を誇大に解釈しているに過ぎない。 

さらに，後述するとおり，２００２年「長期評価」はその後幾度か改訂されてい

るが，津波地震を重視して日本海溝寄りを一つの領域とする領域区分については，

維持されている。 

ウ 小括―日本海溝寄りを陸寄りと区別し一つの領域としたことが合理的であり妥

当であること 

以上に見たとおり，２００２年「長期評価」は，①微小地震等の分布状況を踏ま

え，②そのデータに基づきプレート境界を推定し，沈み込みの角度等の構造・形状

についても確認し，③低周波地震についての知見も背景として，④海溝型分科会に

おける充実した議論により日本海溝寄りで過去約４００年の間に３つの津波地震が

発生したとの結論に達し，以上の検討と結論に基づき，プレート境界の日本海溝寄

りを陸寄りと区別される一つの領域として定めたのである。 

海溝寄りを陸寄りと区別する領域分けの考え方は２００２年「長期評価」におい

て初めて示されたが，その後，２００４（平成１６）年および２００８（平成２０）

年における土木学会のアンケート（甲ロ１０３号証，丙ロ１２７号証），２００６（平

成１８）年の「確率論的津波ハザード解析の方法（案）」（いわゆるマイアミ論文，

甲ロ２６～２７号証），２００９（平成２１）年の長期評価（改訂）等において広く
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受け入れられ，地震学者の間において，日本海溝沿いの地震の発生について検討す

る際の領域分けについての標準的なとらえ方として広く定着していった。 

佐竹証人が反対尋問で証言したとおり，１９８０年代から９０年代までは地震地

体構造論上，陸寄りと海溝寄りを区別しないによる領域区分（いわゆる「萩原マッ

プ」）が主流であったが，その後，津波地震が海溝軸付近の浅い所で起こり，普通の

プレート間地震は深いところで起きるという知見が確立していった（丙ロ４９佐竹

第２調書４１頁）。２００２年「長期評価」における領域区分は，地震学におけるこ

うした最新の知見を反映した，合理的な区分けであったといえる。 

（６）海溝寄り領域での津波地震についての「長期評価」の結論 

以上のとおり，（４）で詳述した３つの「津波地震」の評価，及び，（５）で詳述

した日本海溝寄りを陸寄りと区別した領域分けの考え方に基づいて，２００２年「長

期評価」は，日本海溝寄りの領域における過去の地震について，以下のように結論

づけている。  

「日本海溝付近のプレート間で発生したＭ８クラスの地震は１７世紀以降で

は，１６１１年の三陸沖，１６７７年１１月の房総沖，明治三陸地震と称され

る１８９６年の三陸沖（中部海溝寄り）が知られており，津波等により大きな

被害をもたらした。よって，三陸沖北部～房総沖全体では同様の地震が約４０

０年に３回発生しているとすると，１３３年に１回程度，Ｍ８クラスの地震が

起こったと考えられる。これらの地震は，同じ場所で繰り返し発生していると

は言いがたいため，固有地震としては扱わなかった。」（３頁） 

「過去の同様の地震の発生例は少なく，このタイプの地震が特定の三陸沖にの

み発生する固有地震であるとは断定できない。そこで，同じ構造をもつプレー

ト境界の海溝付近に，同様に発生する可能性があるとし，場所は特定できない

とした」（１９頁） 

さらに２００２年「長期評価」は，日本海溝寄りの領域における将来の地震の評

価について，以下のように結論付けている。 



120 

 

「（２）三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震） 

Ｍ８クラスのプレート間の大地震は，過去４００年間に３回発生している 

ことから，この領域全体では約１３３年に１回の割合でこのような大地震が発

生すると推定される。ポアソン過程により（発生確率等は表４－２に示す），

今後３０年以内の発生確率は２０％程度，今後５０年以内の発生確率は３０％

程度と推定される。」（５頁） 

これらの結論は，島崎・都司・佐竹証人を含め，海溝型分科会に集まった第一線

の地震・津波の専門家による充実した議論を経て，最終的な結論として示されたも

のである。そして，１８９６年の明治三陸，１６１１年の慶長三陸，１６７７年の

延宝房総沖のそれぞれの地震について「一個一個相当な議論をして」（丙ロ５４都司

第２調書１９６項）津波地震であると結論づけたこと，３つの津波地震に加えプレ

ート境界の地形や形状についても議論をした上で日本海溝寄りを一つの領域として

まとめたことは，３証人の尋問を通じて具体的に明らかになった。 

（７）「長期評価」の信頼性を否定する一審被告らの主張がいずれも失当であること 

ア 過去の資料が少ない福島県沖海溝寄りに津波地震が発生した記録がないとの一

審被告らの主張について 

（ア）一審被告らの主張と佐竹証言 

一審被告国は，これまでの準備書面において，「『三陸沖北部から房総沖の海溝寄

りのプレート間大地震（津波地震）』については，過去の地震資料が少ない状況にあ

り，『長期評価』後に新しい知見が得られればＢＰＴ分布を用いた地震発生確率算定

の検討が期待されていたことがうかがわれる」と主張する。 

また，一審被告東電は，「同じ領域で過去に大きな津波を伴う地震が発生した記

録が残っていない場合や，過去に発生した津波の痕跡（あるいはその痕跡について

の研究）が不十分な場合には，断層モデル（波源モデル）の設定に困難を極めるこ

ととなる」，「（福島県沖日本海溝寄りでは）現に過去に大きな津波を伴う地震が発生

した記録もなかった」，「こうしたことを踏まえ，専門家による既往津波や地震地体
．．．．．．．．．．．．．．．
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構造等の知
．．．．．

見の入念な検討
．．．．．．．

の結果，『津波評価技術』においては，福島県沖海溝沿い

領域には大きな地震・津波をもたらす波源の設定領域を設けておらず･･･（中略）･･･

当該領域における断層モデル（波源モデル）も設定していない」と主張する49。 

さらに，一審被告国は，佐竹証人の主尋問において，「東北地方太平洋沖地震を

教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」第１回会合の議事録にある阿部勝

征氏の発言を引きながら，佐竹証人に「阿部先生が言っておられますように，福島

県沖ではマグニチュード７クラスの地震があったけれども，それ以外は起きないと

思い込んでいたということがここに書かれています。それから，過去に起きていな

いものは将来に起きないという考えは間違ったというふうに書いてありますので，

過去に起きてないものは将来に起きないというふうに考えていたということが分か

ります」（丙ロ４８佐竹第１調書３６頁）と解説させている。 

このように，一審被告らは，過去の資料が少ないこと，福島県沖の日本海溝寄り

に津波地震が発生した記録がないことを根拠に，２００２年「長期評価」に基づき

福島県沖日本海溝寄りに津波地震を想定しなかったことを正当化しようとする。 

（イ）２００２年「長期評価」は，過去の地震の把握は完全ではないことを考慮に

入れた上で「津波地震」を予測していること 

しかし，第１に，地震・津波の長い歴史に比して，現在我々が把握している地震・

津波は，近代的観測に基づくものは１００年余りに過ぎない。また，歴史記録に基

づくものに広げても，８６９年の貞観地震・津波についての「日本三代実録」など

の例外を除けば，東北地方を含む東日本においては，せいぜい江戸時代以降の４０

０年あまりの限られた期間のものに過ぎない（丙ロ５２都司第１調書５～７項）。 

そして，津波堆積物による過去の地震の調査研究は未だ発展途上の段階である。 

したがって，たとえば福島県沖で過去に津波地震の記録がないからといって，福

 
49 傍点部分に関しては，津波評価部会では専門家による入念な検討がされていないことについ

ては，佐竹証言から明らかである。この点は，一審原告原審最終準備書面（第２分冊）等に

おいて詳述し，本準備書面でも後述する通りである。 
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島県沖で過去に津波地震が起こったことはないと断言することはできない。現在の

地震学・津波学が把握していない，長い繰り返し期間（間隔）で津波地震が発生し

ている可能性や，歴史記録の制約によりそれらを見逃している可能性を否定できな

いからである。 

「過去に起きてないものは将来に起きない」（阿部勝征氏）と考えることが誤り

なのではない。過去の地震を全て把握しているという前提に立つことが誤りなので

ある。 

必要なのは，将来の地震を予測するにあたって，過去の把握には常に制約が伴う

ことを考慮に入れることである。２００２年「長期評価」は，過去の地震を検討す

るにあたり，その冒頭で下記のように述べている（甲ロ１，２０頁）。 

「２－２－１ 過去の地震について 

三陸沖～房総沖の日本海溝沿いに発生した大地震の過去の研究では，８６９

年の三陸沖の地震まで確認された研究成果があるが，１６世紀以前については，

資料の不足から地震が見落とされている可能性があるため，１７世紀以降につ

いて整理した。」 

さらに島崎証人は以下のように証言する（丙ロ５０島崎第１調書１４頁）。 

「４００年間に３回しかなかったということが，逆に，このような地震の発

生の頻度，あるいは発生の確率に対する重要な情報となります。すなわち，４

００年間には繰り返し発生していないということになりますので，当然，この

ように頻度が低い場合は，時間を狭めることなく空間を広く取る必要がありま

す。そのことによって，統計的な検討が可能になるからです。ある意味，時間

軸が限られている場合は，空間軸を広く取ることによって標本域を確保して，

統計的に検討する必要があるということです。」 

このように，２００２年「長期評価」は，その時点で把握できている過去の地震

には制約があるという正しい前提に立って，空間軸を広くとって統計的な検討を加

えた上で，将来の地震を予測するものである。これは，２００２（平成１４）年の
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土木学会「津波評価技術」が，過去に起こった地震を全て把握しているという前提

に立って，既往地震・津波のみに基づいて将来の津波を設定したのと極めて対照的

である。 

（ウ）過去の地震を全て把握しているとした一審被告東電ら電気事業者の誤りにつ

いて 

既往最大の地震に限定せずに将来の地震・津波を予測するという考え方は，２０

０２年「長期評価」以前にも示されていた50。 

１９９７（平成９）年に取りまとめられ翌１９９８（平成１０）年３月に公表さ

れた「太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査」（４省庁報告書）および「地域防災

計画における津波対策強化の手引き」（７省庁手引き）は，「信頼できる資料の数多

く得られる既往最大津波と共に，現在の知見に基づいて想定される最大地震により

起こされる津波をも取り上げ，両者を比較した上で常に安全側になるよう，沿岸津

波水位のより大きい方を対象津波として設定する」ことを提起していた（甲ロ１７，

２３８頁）。 

しかし，一審被告東電は，各原子力発電所において抜本的な津波対策を迫られる

ことを嫌い，結局は，現在把握されている既往最大の地震・津波によって将来起こ

り得る最大規模の地震津波の上限を画することができるという旧来の考え方に拘泥

した51。 

「太平洋側に関しては，プレート間の相対速度が大きく，歴史期間の長さから

みて，大地震が発生する場所では既に大地震が発生している可能性が高いと考

えられる。歴史的に大地震が発生していない場所では，プレート間のカップリ

ングの性質により大地震が起こらない場所になっている可能性が高い。特別に

 
50 従来の「既往最大の地震」に対し「想定し得る最大規模の地震」という考え方が提起された

こと，これに対して電事連と一審被告国がとった対応については「第５」３において詳述す

る。 
51 甲ロ２０号証，１９９７（平成９）年６月，「太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査への

対応について」２１頁 



124 

 

大地震の発生の可能性が指摘されている場合を除いて，歴史的に大地震が発生

していない場所にまで想定地震を設定する必要はない」 

この考え方は，２００２年「津波評価技術」にも持ち込まれており，「太平洋沿

岸のようなプレート境界型の地震が歴史上繰返し発生している沿岸地域については，

各領域で想定される最大級の地震津波をすでに経験しているとも考えられる」（丙ロ

７，本編１－３１）と述べられている52。 

「津波評価技術」を策定した土木学会津波評価部会の事務局は，一審被告東電ら

電気事業者が主導していた。当時の第５回部会では，「過去１万年の間のＭｗの最大

値はどのようになるのか」との質問に対し，「ストレスを溜め込むことができる地体

構造上の上限があると考えられる。５００年程度以上でＭｗは飽和状態に達してし

まうため，５００年と１万年とではそれほど変わらないと思う」という回答が事務

局からなされた（甲ロ６５号証，政府事故調松山昌史氏第１回聴取結果書）。ここで

も，過去５００年程度の間で最大津波をすでに経験し，かつ認識しているという考

え方が表れている。 

しかし，このような，過去最大級の地震をすでに経験し，かつ認識しているとい

う考え方は何ら根拠がない，重大な誤りである。 

都司証人は下記のように証言する（丙ロ５２都司第１調書２２４項）。 

「２つの間違いがあります。一つは，歴史記録の長さ，これは東北地方で４０

０年ですね。歴史記録の中に，大きな津波がこの場所であったと。これは偶発

的なごく一部を見ているだけであって，そういうふうに考えます。例えば関東

地方の利根川の洪水というのは，二，三年に１回起きてて，４００年間の記録

があったら，大体１００を超える洪水記録がある。この中に最大がある，これ

は正しい。ところが，地震に関しては，１３３年に１回，その中の４００年だ

 
52 「津波評価技術」が「既往最大の考え方」に基づくものであることは被告らも認めるところ

であり，かつ一審被告国が，そうした考え方が合理的であるとしていることについては，第

６で詳述する。 
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け取り出した。この中にもう既に最大がある，これはどう考えたっておかしい

ですね。これが間違いの第１点です。    

間違いの第２点は，今まで起きていないところ，しかしながら地震的な構造

が同じところ，これはたまたまそこに起きていないだけであって，そこは未来

永劫に起きないものだ，到底こんなこと考えることできません。地質構造が同

じ，微小地震の起き方が同じ，しかも低周波の地震まで起きてる。それと同じ

性質を持っているものが明治（三陸地震）で起きてる。しかし，今はたまたま

（福島県沖では）起きてない。こういう場合には，その場所にまだ歴史記録で

起きてないけれども，隣接する場所ではあるけれども，当然明治（三陸地震）

の津波と同じものがここで起きると，当然考えなきゃいけないと思います。以

上の点で，２つの点で間違ってますね。歴史記録の中に既に最大が起きてる，

第１点の間違い。それから，その津波のまだ起きてないところはもう永劫に起

きないと判断できる，これが２番目の間違いです。」              

（丸括弧内は引用者による補充） 

島崎証人も，一審被告東電の反対尋問に答えて，「津波評価技術」と対比して，

２００２年「長期評価」の依って立つ立場を次のように証言している（丙ロ５１島

崎第２調書７１頁）。 

「問 証人は，この津波評価技術について，過去４００年の歴史地震にとらわ

れているというような御意見を述べられているんですが，長期評価も，過去４

００年の歴史地震に基づいて，海溝沿いで起きる地震の規模について最大マグ

ニチュード８クラスにとどまるとしていたのではないですか。   

そこはちょっと違うと思うんですね。津波評価技術は，飽くまでも既往

最大を考えているわけです。それはなぜかというと，結局，津波を想定し

て，それで数値計算をして，その結果を原発のところで過去の痕跡高と比

較して，それよりも高ければオーケーということで，結局既往最大がその

根本なわけです。我々は，４００年問のデータが限られていると。いいで
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すか，ここが重要なので。４００年間のデータで全てが分かるんではなく

て，４００年間のデータというのは，僅かに限られた時点のデータである

ということを意識して，そこから出発しているんです。そこが大きな違い

だということを認識していただきたいですね。」 

電気事業者らが主導する津波評価部会事務局の「５００年と１万年とではそれほ

ど変わらないと思う」という見解にも，何ら根拠がない。 

当時，日本海溝では未だ巨大地震の繰り返しの履歴が分かっていない状況であっ

たことは，佐竹証人が１９９８（平成１０）年の論文で「巨大地震の繰り返しの履

歴がある程度分かっている，千島海溝南部～日本海溝北端部，駿河～南海トラフ，

相模トラフ北半という日本列島のプレート沈み込み境界を主たる対象として，（巨）

大地震の長期予測の問題点を古地震研究の観点から検討した」と述べ，北端部以外

の日本海溝沿いを除外していることから明らかである53。 

また，日本海溝沿いに比べて津波堆積物の研究が進んでいた北海道沖ですら，研

究は未だ途上であり，２００２（平成１４）年当時は，いわゆる「５００年周期説」

は出ていなかった54。  

さらに，８６９年の貞観地震と同様の巨大地震が８００年～１１００年程度の周

期（５００年を超える。）で繰り返しているのではないかという，仙台平野の堆積物

調査に基づく見解が示されていた55。 

佐竹証人自身，２００４（平成１６）年のスマトラ地震調査なども踏まえ，世界

の連動型巨大地震は７０年～８００年という非常に幅のある周期で見なければなら

ないという見解を，２００６（平成１８）年の著書および論文の中で示している56。 

 
53 丙ロ４９佐竹第２調書３２頁，甲ロ６４号証，佐竹・石橋「古地震研究によるプレート境界

巨大地震の長期予測の問題点 ―日本付近のプレート沈み込み帯を中心として―」 
54 丙ロ４９佐竹第２調書３２頁，甲ロ６５号証，前述の松山昌史調書 
55 丙ロ４９佐竹第２調書３０頁，甲ロ６６号証の１，２・箕浦他「８６９年貞観津波の堆積物，

及び東北日本太平洋岸における大規模津波の再来間隔」（訳文） 
56 丙ロ４９佐竹第２調書８７頁，甲ロ６９号証・佐竹ほか産総研「きちんと分かる巨大地震」，

甲ロ６８号証・佐竹「沈み込み帯における超巨大地震」 
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したがって，「５００年と１万年でそれほど変わらない」という津波評価部会の

事務局（電気事業者）の見解には，２００２（平成１４）年当時においては勿論，

２００６（平成１８）年の時点においても，何の科学的根拠もなかった。「５００年

と１万年とではそれほど変わらないと思う」との発言は，将来の津波を予測する上

で考慮すべき過去の地震を，４００年ないし５００年程度に限定したいという事務

局（電気事業者）の願望が表れているに過ぎない。 

（エ）小括 

以上のとおり，一審被告らの主張は，過去に福島県沖の日本海溝寄りに津波地震

の記録がないことをもって，「長期評価」の信頼性やそれに基づく対応の必要を否定

しようとするものであるが，これは（東日本においてはせいぜい４００年に限定さ

れる）過去の歴史記録の限界を忘れて，記録上確認された「既往最大の地震のみが

将来も発生する」という考え方に立つものであり，その誤りは明白である。 

イ 福島県沖海溝寄りで発生する積極的・具体的根拠が述べられていないとの一審

被告らの主張について 

（ア）一審被告らの主張および佐竹証言 

一審被告東電は，「長期評価の見解において，福島県沖海溝沿いという特定の領

域でマグニチュード８クラスの地震が発生する積極的・具体的な根拠が述べられて

いるわけでもなかったため，長期評価の見解を受けて，福島県沖海溝沿い領域に断

層モデル（波源モデル）を設定することもできなかった」等と主張する。 

また，一審被告国も佐竹証人に対し「日本海溝寄りの北部から南部の領域のどこ

でも津波地震が起こると積極的に議論されたわけではないということでしょうか」

と誘導し，「はい，そのとおりです」と証言させている（丙ロ４８佐竹第１調書３８

頁）。 

（イ）プレートの沈み込みの構造が同じであるのに，福島県沖にだけ起こらないと

いう積極的根拠がないこと 

しかし，２００２（平成１４）年「長期評価」に先立って，地震地体構造論等の
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知見に基づき既往最大のみでなく想定しうる最大規模の地震津波を予測する考え方

が「７省庁手引き」等行政において採用されたことはすでに見たとおりである。ま

た，津波地震が海溝軸付近のプレート境界において発生するという地震学上の知見

が確立していたことも，すでに指摘した通りである。 

そして，２００２年「長期評価」において，専門家の充実した議論により，日本

海溝の北部では明治三陸地震と慶長三陸地震の２つの津波地震が，南部では延宝房

総沖という津波地震が発生していることが確認されたのである。日本海溝の南北を

通じて，太平洋プレートが陸寄りのプレート境界の下に同様の速度で沈み込み続け，

かつ，プレート境界の形状も共通するという同じ構造をもつことからすれば，日本

海溝寄りの南部と北部で津波地震が現に起きている以上，その中間にある福島県沖

海溝寄りの領域を含めて，津波地震はどこでも発生しうると考えるのがごく自然で

あり，それが正に「根拠」である。 

一審被告らは，前述のとおり，４００年あるいは５００年程度の限られた期間に

おいて，起こりうる地震は起こっており，かつそれを認識できているという誤った

前提に立っている。そして，その前提の上で，福島県沖海溝寄りでだけ
．．

津波地震が

起こらないと主張しているに過ぎない。積極的・具体的根拠を示していないのは一

審被告らの側である。 

ウ 津波地震のメカニズムが未解明だったとの一審被告国の主張について 

（ア）メカニズムの未解明を強調する一審被告国および佐竹証言 

一審被告国は，島崎反対尋問等を通じて，津波地震のメカニズムが未解明であっ

たことを強調している（丙ロ５１島崎第２調書５２～５４頁）。 

また，佐竹証人は，「どこで起きるかということも含めて.津波地震のメカニズム

というのは，まだ完全に分かっておりません。これは事故後でも変わらないと思い

ます。」と証言している（丙ロ４８佐竹第１調書５５頁）。 

このように，一審被告国は，メカニズムが未解明であることを口実に，３つの津

波地震について整理し日本海溝寄りのどこでも津波地震が起こりうるとした２００
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２年「長期評価」の信頼性，および２００２年「長期評価」に基づく津波対策の必

要性を否定しようとする。 

（イ）メカニズムが未解明であることは「長期評価」の信頼性を否定する根拠にな

らないこと 

確かに，２００２年「長期評価」が策定された時点でも，また現在においても，

津波地震がどのように発生するかというメカニズムについては議論が続いており

（丙ロ４９佐竹第２調書１１～１２頁，丙ロ５１島崎第２調書５２頁），付加体の働

きを重視する説（例えば丙ロ５２都司第１調書１３３～１３９項）もあれば，海底

のずれの大きさで説明できるという説（例えば丙ロ５１島崎第２調書５３頁）もあ

る。一審被告らが２００２年「長期評価」への異論として挙げる松澤・内田論文も，

あくまで，津波地震が発生するには厚い堆積物が必要であるという仮説に基づき議

論しているにすぎない（丙ロ５０島崎第１調書２２～２３頁）。 

しかし，前述のとおり，２００２年「長期評価」策定の時点で，津波地震は海溝

寄りのプレート境界において起こるということ自体は，すでに確立した知見であっ

た。また，津波被害についての歴史記録に照らせば，１６１１年慶長三陸地震は１

８９６年明治三陸地震よりさらに南北に広く被害を及ぼした津波地震であったこと，

そして１６７７年延宝房総沖地震は，陸寄りではなく海溝寄りの津波地震であった

ことが明らかとなっていた。こうした知見を踏まえ，海溝型分科会での充実した議

論を経て，２００２年「長期評価」は，過去４００年の間に日本海溝付近の南北で

３つの津波地震が発生したとの結論に達したのである。 

そして，日本海溝付近では太平洋プレートがほぼ水平に近い角度で陸側北米プレ

ート下に沈み込み始め，陸に向かうにつれてその勾配が大きくなること，この沈み

込みによって陸側北米プレートが東から西へ押しこまれるという基本的な構造につ

いては，日本海溝の北部から南部にかけて特に違いがない（丙ロ５０島崎第１調書

１２～１３頁，丙ロ５２都司第１調書４４項）。 

これらの知見が出揃っている以上，海溝型分科会において，津波地震がプレート
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境界の日本海溝寄りのどこでも起こり得ると判断する十分な根拠があったといえる。

そして，津波地震のメカニズムが未解明であり，様々な仮説にもとづく議論が続い

ていたことは，この判断の妨げにはならない。地震の長い歴史に対比して，４００

年という限られた期間に，日本海溝寄りの北部と南部で津波地震が発生している以

上，その間にある福島県沖海溝寄りにのみ
．．

生じないと考える積極的理由がないから

である。 

仮に，「メカニズムの未解明」を理由に２００２年「長期評価」の「津波地震」

についての評価と予測を軽視し，津波防災対策に着手しないことが正当化されるの

であれば，本件地震・津波を経験した現在でも津波地震のメカニズムについては議

論が続いているのであるから，現在でも，津波地震に対する防護対策に着手しない

でよいということになる。結局，一審被告国の主張は，「メカニズムの未解明」を口

実に津波地震対策を未来永劫先送りにするに等しい議論であって，不合理かつ不当

というほかない。 

エ 「比較沈み込み学」により日本海溝南部では大きな地震は起きないと考えられ

ていたとの一審被告国の主張について 

（ア）「比較沈み込み学」の概要 

１９７０年代から，世界各地のプレートの沈み込み帯を比較し，その特徴から地

震の起こり方等を推定する「比較沈み込み学」が日本で始まり，１９８０年頃から

は，沈み込む海洋プレートの年代が若い沈み込み帯でマグニチュード９級の巨大地

震が起こるが，年代の古い沈み込み帯では巨大地震は起こりにくいという説が有力

となっていた。 

その根拠は，沈み込む海洋プレートの年代が若いほど温度が高く密度が低いので，

浮力があり，上盤側のプレートとの境界の固着が強くなり超巨大地震が起きやすく

（チリ海溝型），他方で，古いプレートは冷たく重いので沈み込みやすく，上盤側と

強く固着しないので巨大地震は起きにくい（マリアナ海溝型）というものであった。 

そして，日本海溝から沈み込む太平洋プレートは１億３０００万年程度と古く，
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プレート境界の固着は強くなく，巨大地震が起りにくいとされていた。 

（イ）「比較沈み込み学」は，日本海溝寄りで津波地震が起こらないことの根拠には

ならないこと 

一審被告国は，こうした「比較沈み込み学」を根拠に，「福島県沖においては巨

大地震が発生するとは考えられていなかった」と主張してきた。 

しかし，そもそも「比較沈み込み学」で論じている巨大地震は，日本海溝の「海

溝寄りの領域」ではなく，プレート境界面のより奥の「陸寄りの領域」におけるＭ

９クラスの典型的なプレート境界型地震をいうのであり，これと，津波地震が起こ

り得る日本海溝寄りの領域とははっきり区別される。 

今回の地震以前には，福島県沖の陸寄りは，確かに比較沈み込み学による遷移構

造からみて巨大地震が起こりにくいとされていた。しかし，海溝寄りは陸寄りとは

異なり，固着が一様に弱く，ぬるぬる地震すなわち津波地震が起こると考えられて

おり，この考えは比較沈み込み学と矛盾するものではなかった。 

だからこそ，２００２年「長期評価」でも，日本海溝寄りのどこでも津波地震が

起こるとの結論となったのであり（甲ロ７５島崎意見書（２）・５項），比較沈み込

み学を根拠にこの結論を否定する意見は一切なかった。 

また，すでに指摘したとおり，２００２年「長期評価」の領域分けは，その後，

土木学会・津波評価部会，マイアミ論文，中央防災会議・日本海溝等専門調査会で

も受け入れられていったが，そのいずれにおいても，比較沈み込み学を根拠に，日

本海溝寄りの北部では津波地震が起こるが南部では起こらないなどという議論はな

されていない。マイアミ論文（甲ロ２７，３頁）の「４．２」では「ＪＴＴ３の既

往津波が１６７７年の延宝房総津波である」と明記している。また，既に述べたと

おり，中央防災会議・日本海溝等専門調査会においても延宝房総沖地震は日本海溝

寄りの津波地震であるとされている。       

いずれにおいても，比較沈み込み学を理由として，日本海溝寄りの南部で津波地

震の発生を否定する議論など提出されていない。 
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以上より，「比較沈み込み学」は，陸寄り領域の深いプレート境界における典型

的なプレート間巨大地震に関する理論であり，これに対して，本件における予見可

能性の対象として争点となっている「日本海溝寄りのどこでも津波地震が起こりう

るか」という問題とは，全く別個の議論なのであるから，「比較沈み込み学」は，２

００２年「長期評価」の信頼性を否定する根拠には，およそなり得ないものである。 

なお，一審被告国も，本訴訟の最終盤において，「被告国としても，津波地震が

比較沈み込み学の検討対象となる地震から除外されることに異を唱えるものではな

い」と述べるに至り，この議論には決着がついたといえる。 

オ 北部と南部の地形・地質・地震活動の違いを理由に，南部では津波地震が起こ

らないあるいは起こり方に違いがありうるとする一審被告らの主張について 

（ア）一審被告らの主張の整理 

一審被告国は，日本海溝寄りを陸寄りと区別される一つの領域とした２００２年

「長期評価」の信頼性を否定し，明治三陸地震と同様の津波地震が，日本海溝寄り

の南部でも発生しうるという２００２年「長期評価」の結論を否定したいがため，

３人の専門家の尋問において，北部と南部では地形・地質の違い（堆積物の沈み込

み方等），地震活動の違い（微小地震や低周波地震の起こり方）があることを強調し

ようとした。  

この内，微小地震や低周波地震の起こり方について，三陸沖北部から南部の日本

海溝寄り全体について陸寄りとは区別される共通性があることは，既に詳述したと

おりである。 

以下では，北部と南部の地形・地質の違い（特に堆積物の沈み込み方の違い）を

強調する一審被告らの主張について検討の上，反論する。 

（イ）福島県沖以南の日本海溝寄り南部は，固着（カップリング）が弱く大きな地

震は発生しないと考えられていたとの一審被告らの主張と佐竹主尋問 

一審被告東電は，「福島県沖の領域のうち日本海溝沿いの部分（以下「福島県沖

海溝沿い領域」という。）については，これより北部の日本海溝沿いの領域とは異な
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り，地震活動の性質自体が異なり，相対するプレートの固着（カップリング）が弱

く，大きな地震を発生させるような歪みが生じる前に「ずれ」が生じるため，大き

なエネルギーが蓄積しないと考えられていた（乙イ２の１・福島原子力事故調査報

告書２０頁），と説明する。 

また，一審被告国は佐竹主尋問において，鶴哲郎氏らの論文（丙ロ５４号証の２）

を詳細に引用した上で，「堆積物の厚さの違いがプレート境界へのカップリングの違

いを示唆しているとして，このカップリングの違いによってプレート境界地震の発

生の地域差を説明できる可能性があるというふうな指摘をしているということ」を，

佐竹証人に確認させている（丙ロ４８佐竹第１調書２４～２７頁）。 

（ウ）鶴論文は南の延宝房総沖で津波地震を説明できない仮説に過ぎず，現在では

その誤りが明らかになっていること 

鶴氏らの論文は，日本海溝寄りの北部ではプレート境界に堆積物がくさび型に沈

み込んでいるのに対し，南部では一様に堆積物が沈み込んでいることから，「プレー

ト境界地震の発生の地域差を説明できる可能性」，つまり北部では津波地震が起こり

南部では起こらないという「可能性」を述べるものであった。  

しかし，第１に，鶴氏らの見解は，２００２年「長期評価」策定当時における仮

説に過ぎず（丙ロ５１島崎第２調書３１頁），しかも，１６７７年に延宝房総沖地震

という日本海溝寄りの津波地震が現に発生しているという客観的事実を説明できな

いという点で，およそ採用しえない仮説であった。 

もし鶴氏らの仮定するとおり，南部では北部と異なり海溝軸から少し入ったとこ

ろのプレート境界間に付加体が一様に分布していることにより固着（カップリング）

が弱くなるというのであれば，大きな地震になる以前にずれ，あるいはすべりが生

じることによって，そもそも日本海溝寄りの南部では津波地震は起こらないことに

なるはずである。   

ところが，現実には１６７７年に延宝房総沖で津波地震が起こっているのであっ

て，鶴氏らの仮説はこれと整合しない。この地震を津波地震と考えなければ，北は
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宮城県岩沼まで津波被害が及んでいることを説明できないこと，２００２年「長期

評価」のみならず同年の土木学会「津波評価技術」でもこの地震を津波地震と判断

していることは，既に詳述したとおりである。 

佐竹証人も，その証言において鶴氏らの論文の内容を確認するだけで，では延宝

房総沖で津波地震が起こっていることについてはどう説明するのか（前述のとおり，

佐竹氏自身はこの地震を日本海溝寄りの津波地震と評価することに，海溝型分科会

で賛成している。）については，何ら証言していない。これは，鶴氏らの仮説と日本

海溝南部における津波地震の発生との矛盾を合理的に説明することができないこと

を物語っている。 

第２に，鶴氏らの見解は，東北地方太平洋沖地震の発生により，現在ではその誤

りが明らかになっている。 

東北地方太平洋沖地震の震源域のうち海溝寄りの部分は「津波地震」の性格を有

している（丙ロ４８佐竹第１調書５２頁）。海溝寄りの北部に属する部分だけでなく，

南部（鶴氏らによれば，堆積物が北部のようなくさび形ではなく一様に沈み込んで

いる領域）に属する部分も含め，海溝寄りのプレート境界面が大きくずれることに

より，巨大な津波地震を生んでいるからである。 

佐竹氏は，一審被告国の誘導により鶴論文の内容を追認する証言をしているが，

それに先立って以下のように述べている（丙ロ４８佐竹第１調書２４頁）。 

「問 証人は，今回の地震前には
．．．．．．．．

，そのような違い（原告代理人注：海溝軸付

近の詳細な地形や堆積物の厚さの違い）が津波地震発生の有無に影響するとい

う風に考えておられたんでしょうか。 

はい，そのとおりです。」 

一審被告国代理人が「今回の地震前には」とあえて時期を限定して尋ね，佐竹証

人が「そのとおりです」と答えていることから，同証人が現在では鶴氏らの見解を

支持していないこと，すなわち，海溝寄りの南北における些細な地形の違いや堆積

物の厚さは，津波地震の発生の有無には影響しないと考えていることが伺える。 
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（エ）南部では津波地震が起こらないという一審被告らの主張には根拠がないこと 

 以上にみたとおり，一審被告国は，佐竹主尋問や都司・島崎反対尋問を通じて，

日本海溝の南部と北部で地形・地質・地震活動が異なることを強調することで，日

本海溝寄りの領域を南北に分断し，１８９６年明治三陸地震と同じような津波地震

が，日本海溝寄りの南部でも起こる可能性を否定し，２００２年「長期評価」の信

頼性を否定しようとした。 

しかし，日本海溝寄りの領域は，その南北を通じて，プレート境界の形状が同様

であり，かつ，微小地震や低周波地震の起こり方についても，陸寄りの領域とは異

なる共通性があることは明白である。 

一審被告らが，堆積物の沈み込み方の南北での差異を理由に日本海溝南部ではそ

もそも津波地震は発生しないと考えられていたと主張するのであれば，そうした仮

説は１６７７年に発生した延宝房総沖の津波地震の確認によって，事実をもって成

り立ちえないことが確認されていたものである。 

また，仮に，一審被告らが日本海溝寄りでは南部も含めて津波地震は起こり得る

ものの，堆積物の沈み込み方の南北での差異を理由に日本海溝の南部と北部では津

波地震の起こり方が異なるという仮説を積極的に主張しているのであるとしても，

その仮説には地震学的に客観性と合理性は認められない。なぜならば津波地震の発

生メカニズムがいまだ明らかになっていないという事実（一審被告らが積極的に主

張しているところである。）を前提とすれば，一審被告らの指摘する堆積物の南北の

差異が津波地震の発生可能性に有意に影響するということも確認ができないのであ

るから，これをもって，津波地震が発生し得る領域として設定された日本海溝寄り

について，津波地震の発生可能性が異なるものとしてその領域を南北で区別する合

理性も基礎づけられないからである。 

（８）２００２年「長期評価」の「信頼度」について 

ア ２００２年「長期評価」の「信頼度について」の一審被告らの主張 

一審被告らはいずれも，原審及び本控訴審において，２００２年「長期評価」後
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の２００３（平成１５）年３月に作成された「プレートの沈み込みに伴う大地震に

関する『長期評価』の信頼度について」（丙ロ３８号証，以下「信頼度について」と

略記する。）において，「発生領域の評価の信頼度」や「発生確率の評価の信頼度」

が「Ｃ（やや低い）」とされていることを指摘し，２００２年「長期評価」に基づき

福島県沖海溝寄りの津波地震を予見すべきであったとの一審原告ら主張には理由が

ない等と主張している。 

しかし，一審被告らの主張は，第１に「信頼度について」における「発生領域」

および「発生確率」の評価信頼度が「Ｃ」であることの意味を正解しない点で，第

２に「発生規模評価の信頼度」が「Ａ（高い）」とされていることを無視する（ある

いは意図的に言及しない）点で，誤った主張である。   

以下，順に論じる。 

イ 発生領域の評価の信頼度が「Ｃ（やや低い）」の意味について 

第１に，「信頼度について」の「発生領域の信頼度」が「Ｃ（やや低い）」とされ

ていることの意味は，その領域内のどこかで地震が起こることは確実に分かってい

るが，その領域内のどこで起きるかが分からないということであって，その領域内

で起こらないということを意味するものではない（丙ロ５０島崎第１調書１８頁，

丙ロ５２都司第１調書２１２～２１３項）。 

島崎証人は以下のとおり証言している。 

「問 この場合に，信頼度がＣとされたというのは，どういう意味なのでしょ

うか。 

これも回数で決まっていますので，４回以上がＢ，１ないし３回がＣ，ま

だ起きてない場合がＤですので，３回ですから，Ｃということです。 

 とにかくＣというと余り信頼度がないかのように思われるかもしれま

せんけれども，この意味は，同じような地震が発生することが分かってい

て，それはこの領域の中で起こるということが確実に分かっているんです

けれども，この領域の中のどこかということが詰め切れてないという場合
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に当たるということです。ですから，発生しないだとか，発生があやふや

だとか，そういう意味ではありません。 

問 そうしますと，発生領域の信頼度がＣというのは，日本海溝沿いのどこで

も津波地震が発生し得るという可能性自体を否定するものなのでしょうか。 

いいえ，違います。どこで起こるか分からないということは，逆にどこ

でも起こり得るということですので，日本海溝沿いのどの地域も，津波地

震を考えて対策をすべきだということになります。」 

ウ 発生確率の評価の信頼度が「Ｃ（やや低い）」の意味について 

次に，発生確率の信頼度が「Ｃ（やや低い）」とされているのは，明治三陸地震

の震源域の位置が南北については厳密に定まらないことによるものである。仮に，

同地震の位置が厳密に確定されているなら，それより南側での津波地震の発生確率

はより高くなるのであって，津波地震が起きない，あるいは起きるかどうか曖昧で

あるということを意味するものではない（丙ロ５０島崎第１調書２１頁，丙ロ５２

都司第１調書２１７～２１８項）。 

   島崎証人は以下のとおり証言している。 

「問 Ⅽというのは，『想定地震と同様な地震は領域内で２～４回』，これに該

当するということですか。 

はい，そのとおりです。 

問 そうしますと，そのＣに該当するというのは，大きな津波地震が発生する

という予見自体を否定したり，あるいは信頼性を下げるというものなのでし

ょうか。 

いえ，これはその発生の確率がある公表される値よりも大きくなる，あ

るいは小さくなるようなことがあるかどうかという意味です。今回の場合，

なぜＢＰＴではなくポアソン過程を使っているかといいますと，明治三陸

地震の震源域の位置が南北が定まらない，どこだか分からないというため

です。 
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もしもの話ですが，例えば明治三陸の発生位置がきっちり図示できるよ

うに分かっていたとします。もし分かっていたとすると，それより南の場

所は４００年間地震が起きてないわけですから，発生の可能性は高いわけ

です。ですから，確率は公表された値よりも高くなるということで，公表

されている値の確率がどのくらい動き得るかという目安がこのＣという

信頼度になっているわけです。動き得る可能性が大きいということになり

ますが，とにかくそういうことであって，地震が起きないだとか，起きる

ことがあやふやだとかいうのではなくて，起きるときの確率の計算の値の

あやふやさが出ているだけであります。ですから，もちろん起きると思っ

てちゃんと対策をとる必要があります。 

問 発生確率の信頼度がＣだからといって，防災上の観点から無視していいと

は言えないということでしょうか。 

無視するなんていうのはとんでもありません。これは，ちゃんと備えな

いといけないということです。」 

エ 発生規模の評価の信頼度が「Ａ（高い）」であることについて 

さらに，「信頼度について」では，発生する地震の規模の評価の信頼度が「Ａ（高

い）」とされている。その意味は，想定地震と同様な地震が３回以上発生し，過去の

地震から想定規模を推定でき，地震データの数が比較的多く，規模の信頼度は高い

ということである（丙ロ５０島崎第１調書１９頁，丙ロ５２都司第１調書２１９，

２２０項）。 

島崎証人は，以下のとおり証言している。 

「問 規模の信頼度がＡだとすると，福島県沖の日本海溝沿いにはどのような

規模の津波地震を想定すべきだということになりますか。 

１８９６年の明治三陸と同様な規模の地震が起こり得ると想定すべき

だということです。」 

また，都司証人は以下のとおり証言している。 



139 

 

「問 規模の信頼度Ａとの評価によれば，福島県沖や宮城沖の日本海溝沿いに

どのような津波地震を想定すべきということになりますか。 

この三陸北部から房総沖の海溝寄りの長いゾーンの北のほうで，一番北

で明治三陸，一番南で延宝房総沖の地震が起きて，ともに非常に大きな人

的な被害，家屋の被害を出してるわけですね。こういうふうなものが既に

３つ知られているわけですが，それと同じようなものが福島県沖で起きる，

あるいは茨城県沖で起きる，構造的に全く同じ構造しておりますので，そ

こで起きると考えるのはちっとも不思議ではない。当然そういうことが起

きるものと想定しなければいけないということになります。」 

オ 小括 

これらの島崎証言および都司証言は，一審被告らの主張が，一方で「発生場所」

「発生確率」の評価「Ｃ（やや低い）」の意味を正解せず，他方で「発生規模」の評

価「Ａ（高い）」については無視することにより，２００２年「長期評価」の信頼度

を低めようとする恣意的なものであることを明らにしている。 

なお，既に確認したとおり，２００２年「長期評価」は，防災対策に生かすこと

を目的とした地震調査研究推進本部の判断であるところ，一審被告らに問われてい

るのは，万が一にも過酷事故を起こしてはならない原子力発電所における津波に対

する防護措置の確保である。従って，「発生場所」や「発生確率」が「Ｃ（やや低い）」

であることは，そもそも，２００２年「長期評価」に基づく津波対策やその前提と

なる調査（津波試算や原子力発電所の重要施設・重要機器への影響の調査等）を怠

ることを正当化する理由にはなり得ない。 

 

５ ２００２年「長期評価」公表以降にもその信頼性が確認されたこと 

（１）はじめに 

一審原告らは，これまでの主張により，２００２年「長期評価」が示した，１８

９６年明治三陸地震と「同様の地震は三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内の
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どこでも発生する可能性がある」（甲ロ１・９頁）との地震想定は，「長期評価」が

公表された２００２（平成１４）年時点においても，原子力発電所の津波防護対策

に際して，その前提として考慮されるべき高い信頼性を持つものであることを明ら

かにしてきた。 

本項においては，「長期評価」公表後においても， 

① 「長期評価」がその後の知見の進展を踏まえて検討・改訂がなされた過程にお

いても，日本海溝寄りの津波地震の発生可能性に関する２００２年「長期評価」の

見解が再確認され，維持されたこと， 

② 土木学会・津波評価部会におけるその後の検討においても日本海溝寄りに津波

地震を想定すべきであるとの見解が支持されるに至ったこと， 

などから，２００２年「長期評価」が示した「三陸沖北部から房総沖の海溝寄り

の領域内のどこでもＭ８クラスのプレート間の大地震（津波地震）が発生する可能

性がある」（甲ロ１・１０頁）との地震・津波想定の信頼性が，その後の経過によっ

ても，さらに確認されたことを整理する。 

（２）「長期評価」の地震想定がその後の改訂を通じても確認・維持されたこと 

ア 一審被告らの主張 

一審被告らは，２００２年「長期評価」の示す日本海溝寄りの津波地震の想定に

関して，２００２年（平成１４）年の「長期評価」公表後に，２００２年「長期評

価」に異を唱える見解も複数存在していたことなどを挙げて，２００２年「長期評

価」の信頼性が低いと主張している。 

イ 「長期評価」は知見の進展を踏まえて随時改訂されてきたこと 

しかしながら，「長期評価」は，地震防災対策特別措置法の目的に沿って，地震・

津波に関する最新の知見を踏まえて，これを防災計画に反映させることを目的とし

ているものであることから，当然のことながら，重要な知見の進展があれば，当然

にそれを盛り込む改訂がなされることが予定されているものである。 

よって，仮に一審被告らの主張を前提にすれば，最新の知見の取り入れが当然に
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予定されている以上，地震本部では，これらの異論や学者の見解を踏まえて，２０

０２年「長期評価」の従前の評価に対する見直しがなされているか，少なくともそ

のための議論がなされてしかるべきであろう。 

しかし，２００２年「長期評価」は，以下に述べるように，２００２（平成１４）

年の公表後も，引き続き，再検討及び改訂の作業が繰り返されてきたが，上記の２

００２年「長期評価」の津波地震の想定についての判断は，その後の再検討の過程

においても，変更されることなく維持され，再確認されてきたところである。 

ウ 「長期評価」の改訂においても津波地震の評価が維持されたこと  

２００２年「長期評価」については，２００９（平成２１）年から改訂作業が進

められており，地震調査委員会長期評価部会の会合が２００９（平成２１）年６月

から本件地震前まで１９回開かれ，約２０人の専門家が議論に参加しているが，津

波地震に対する否定的な意見は出されず，見直しがなされないどころか見直しのた

めに複数の見解が提起された形跡もない。 

（ア）２００９（平成２１）年３月の一部改訂 

すなわち，地震調査研究推進本部長期評価部会は，２００９（平成２１）年３月

に，２００２年「長期評価」について，これを一部改訂した（甲ロ６９号証）。 

改訂の主なポイントは，２００８（平成２０）年５月８日に茨城県沖で地震（Ｍ

７．０）が発生したことから，茨城県沖の地震の長期評価を見直すとともに，三陸

沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について，前回の公表から時間が経過

したため，地震発生確率等，記述の一部を更新したものである。 

この改訂に際しても，日本海溝寄りを陸寄りと区別される一つの領域とした上で

過去の地震の整理と将来の地震の予測を行っている。また，「三陸沖北部から房総沖

の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）」について，「１６１１年の三陸沖，１

６７７年１１月の房総沖，明治三陸地震と称される１８９６年の三陸沖（中部海溝

寄り）が知られて」いるとして，２００２年「長期評価」における評価を変えては

いない。 
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（イ）本件地震後の第２版においても津波地震の評価が維持されたこと 

さらに，地震調査研究推進本部長期評価部会は，２０１１（平成２３）年１１月

に，東北地方太平洋沖地震の発生を踏まえて，２００２年「長期評価」の改訂版と

して，「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二版）」（丙ロ３号証）

を公表した。 

この長期評価（第二版）では，東北地方太平洋沖地震の知見を踏まえて必要な改

訂がなされているが，その内容は，東北地方太平洋沖地震が津波地震の要素を含む

ものであることから，従前の３つの津波地震にこれを付加して評価するというもの

であり，「三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）」につ

いて，「１６１１年の三陸沖，１６７７年１１月の房総沖，明治三陸地震と称される

１８９６年の三陸沖（中部海溝寄り）が知られて」いるとの評価は，何ら変更され

ていない。 

（ウ）小括 

２００２（平成１４）年７月の「長期評価」公表後，三陸沖から房総沖にかけて

の日本海溝寄りの津波地震の予測については，その後，複数回の見直しの機会があ

ったものの，「長期評価」において，津波地震の評価については変更は一切なされて

いないのである。 

エ 「長期評価」の津波地震の地震想定がその後も維持されていることは専門家の

証言等によっても裏付けられること 

前記のとおり，２００２年「長期評価」における「三陸沖北部から房総沖の海溝

寄りの領域内のどこでもＭ８クラスのプレート間の大地震（津波地震）が発生する

可能性がある」との予測は，公表後に一切見直しがなされていないが，この点につ

いては，島崎証人も，２００２年「長期評価」公表後に異論が複数存在して，「もし

そのような異論に多くの人が賛成するのであれば，必ず長期評価をやり直せという

意見が出てくるはずですけれども，そのような意見は全くありませんでした。」と述

べているとおりである（丙ロ５０島崎第１調書２５頁上から７行目）。 
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さらに，本件事故後，２００８（平成２０）年当時，地震本部地震調査委員会の

委員長であった阿部勝征氏は，「長期評価は科学的には無理がない。三陸沖で明治三

陸津波が起きたなら，その隣でも起こるだろう，とその程度は誰でも思うわけです

よ。それは否定できないけれども，強く起こるとは言えないんです。僕もこれでお

かしくはないだろうと思っていた」と述べており（甲ロ９号証，添田孝史「原発と

大津波 警告を葬った人々」１５３頁），２００２年「長期評価」において「三陸沖

北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでもＭ８クラスのプレート間の大地震

（津波地震）が発生する可能性がある」の予測には科学的に無理がないとして，そ

の信頼性を肯定している。 

加えて，阿部氏は，１９９７（平成９）年の論文で「地震調査研究推進本部の広

報する情報は，行政的にも地震防災に活かされていくことになります。」と述べてお

り（甲ロ９８号証），２００２年「長期評価」は，公表当時から，そしてその後にも

地震防災のために取り入れられていくことが必要とされていたのである。 

（３）土木学会・津波評価部会における「長期評価」を踏まえた議論の進展 

佐竹証人の尋問により，２００２（平成１４）年２月に土木学会・津波評価部会

が作成した「津波評価技術」は過去の個別の地震を詳細に検討していないこと，波

源の設定については，過去の地震を調べてどの領域でどの程度の規模の地震が起き

るかを詳細に検討した同年７月の地震本部「長期評価」に依るべきことが明らかに

された（丙ロ４９佐竹第２調書５８～５９頁等，本書面「第６」において詳述する。）。 

以下では，土木学会・津波評価部会においても，２００２（平成１４）年以降，

２００２年「長期評価」の考え方を取り入れて議論が進展していったのであり，事

後的にも２００２年「長期評価」の信頼性が裏付けられていることを示す。 

ア 津波評価部会のその後の活動と津波地震の想定の見直し 

津波評価部会は，２００２（平成１４）年２月に「津波評価技術」を公表して，

第１期の活動を終えることとなった。その後，津波評価部会は，第２期（２００３

年～）及び第３期（２００７年～）においては，いわゆる確率論的な津波評価の手



144 

 

法の検討を進め，その成果を集約したものとして，２００９（平成２１）年６月に

「確率論的津波ハザード解析の方法（案）」が取りまとめられている。 

その後，津波評価部会の第４期（２００９〔平成２１〕年１１月２４日以降）に

おいては，決定論的手法に基づく津波波源の決定方法をどうバージョンアップして

いくかという検討を中心に進めて，決定論の波源モデルの見直しを行った（甲ロ７

０・松山昌史聴取結果書第２回・１４頁参照）。 

イ 日本海溝南部において延宝房総沖地震の波源を想定すべきとされたこと 

（ア）本件地震の直前における東京電力から保安院への報告 

一審被告東電は，本件地震の４日前，２０１１（平成２３）年３月７日に，原子

力安全・保安院に対して，「福島第一・第二原子力発電所の津波評価について」と題

する書面を提出して，福島第一原子力発電所等における津波想定についての報告を

行っている（甲ロ２８号証）。 

この報告に際しては，一審被告東電は，想定される津波による福島第一原子力発

電所等への影響について，３つの重要な推定結果を報告している。 

（イ）２００２年「長期評価」に基づくＯ.Ｐ.＋１５.７メートルの推計 

第１に，「地震調査研究推進本部の見解（２００２）」である「三陸沖北部から房

総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）」について「１８９６年の『明治三

陸地震』についてのモデルを参考にし，同様の地震は三陸沖北部から房総沖の海溝

寄りの領域内のどこでも発生する可能性があると考え」，明治三陸地震の波源モデル

を福島県沖に想定した「『１８９６年』明治三陸沖で評価した」推計である。 

推計結果は，福島第一原子力発電所の敷地南側でＯ.Ｐ.＋１５．７メートル，４

号機の立地点では同２．６メートルの浸水高となり，主要建屋敷地高さＯ.Ｐ.＋１

０メートルを大幅に超過することが報告されている（甲ロ２８号証の２枚目，真中

の上の推計）57。 

 
57 この推計は，一審被告東電が２００８（平成２０）年３月１８日に関連会社である東電設計

株式会社から報告を受けたものである。本訴訟において，一審原告は過失の争点に関する重
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（ウ）貞観地震モデルによる敷地高さを超える推計 

第２に，８６９年貞観地震に関して，石巻平野，仙台平野及び福島県における津

波堆積物を再現する断層モデルのうち，再現性の高い断層モデル（甲ロ２６号証・

佐竹ら）を用いて福島第一原子力発電所に到達する津波高さを推計した結果である。

これによれば，福島第一原子力発電所においては，Ｏ.Ｐ.＋８．７～９．２メート

ルの浸水高がもたらされるものとされている。 

また，「仮に土木学会の断層モデルが採用された場合，不確実性の考慮（パラメ

ータスタディ）のため，２～３割程度，津波水位が大きくなる可能性あり」（甲ロ２

８号証の２頁欄外の注３）とされている58。 

こうした可能性を考慮すれば，８６９年貞観地震の知見は，福島第一原子力発電

所において主要建屋敷地高さＯ.Ｐ.＋１０メートルを大幅に超過する津波の襲来が

あり得ることを示している。 

（エ）津波評価部会による延宝房総沖波源によるＯ.Ｐ.＋１３．６メートルの推計 

第３に，一審被告東電は，土木学会・津波評価部会の事務局を担う立場から，同

部会の第４期の検討において，決定論的手法により，津波地震を福島県沖日本海溝

寄りにも設定する波源モデルの見直しがなされていたことを報告している。 

報告内容から，土木学会・津波評価部会では，「三陸沖北部から房総沖の海溝寄

りのプレート間大地震（津波地震）」については，「北部では『１８９６年明治三陸

沖』，南部では『１６７７年房総沖』を参考に設定」することとされ，こうした判断

については「２０１０．１２．７ 津波評価部会にて確認」されていること（甲ロ

２８号証の１枚目），かつこの判断については部会内において異論がなかったこと

 
要な資料として繰り返し開示を求め，一審被告東電は提出を拒み続けた。そのため，一審原

告らにおいて，東京地方裁判所に係属する株主代表訴訟に提出されたものを入手し，本訴訟

に提出したものである（甲ロ４１号証・「新潟県中越沖地震を踏まえた福島第一・第二原子力

発電所の津波評価委託 第２回打合せ資料 資料２ 福島第一発電所 日本海溝寄りの想定

津波の検討）。 
58 さらに，この推計はあくまで既に判明している石巻平野から福島県までの津波堆積物の調査

結果に基づくものであり，北部（三陸海岸沿岸）及び南部（茨城県沿岸）の津波堆積物の調

査によってさらに大規模なものとなる可能性が留保されている。 
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（甲ロ２８号証の２枚目）が示されている。 

そして，延宝房総沖地震の波源モデルを福島県沖の日本海溝寄りに設定した場合

の津波水位の推計結果（２００８〔平成２０〕年８月２２日，東電設計による計算

結果）として，福島第一原子力発電所の敷地南部でＯ．Ｐ．＋１３．６メートルと

なることが報告されており，同発電所の主要建屋敷地が同様の津波によって浸水す

る可能性があることが示されている（甲ロ７１号証１２頁）。 

２００２年「津波評価技術」においては，将来の波源の設定を既往地震の範囲に

限定するとしていた土木学会・津波評価部会自身が，決定論に基づき津波想定の見

直しを行った結果，（１８９６年明治三陸地震か１６７７年延宝房総沖地震かの違い

はあれ）福島県沖日本海溝寄りに津波地震を想定するという２００２年「長期評価」

の考え方を受け入れたことは，極めて重要な事実である。 

ウ 当時の津波評価部会に参加した者による裏付け 

以上の議論がなされたことは，当時の津波評価部会の事務局を担っていた電力中

央研究所の松山昌史による政府事故調のヒアリング結果からも明らかにされている

（甲ロ７０号証）。すなわち，その内容によれば，第４期の部会で福島県沖の日本海

溝寄りの津波地震について，領域（三陸沖から房総沖にかけての日本海溝寄りの領

域）の北と南でどう考えるのかという議論があり，ある程度南に，つまり福島県沖

の日本海溝寄りに津波地震を置くというのは必要な項目だろうと述べているのであ

る。そして，この議論は，「決定論，波源の決定の仕方をどうバージョンアップして

いくかというのがメイン」とし，決定論における波源モデルの見直しとしての議論

だったと述べている（同上）。 

エ 佐竹証人も確定論による波源モデルの見直しの議論の存在を認めている 

これに対して，佐竹証人は，個別の地震の議論についての記憶が余りないと述べ

ながらも，「津波評価技術というのは確定論なんですけれども，その確定論をもうち

ょっとアップデートする必要があるよなという議論はしておりましたし，実際にや

っております」と述べ，前記松山の発言を肯定している（丙ロ４９佐竹第２調書３
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８頁上から２行目）。 

なお，佐竹証人は，前述のとおり，２００７（平成１９）年に１６７７年延宝房

総沖地震の波源について，痕跡高等の調査を踏まえて，福島県沿岸にまで及ぶ波源

モデルを公表している（甲ロ７４号証）。 

 

６ 日本海溝等専門調査会による防災対策の対象地震の限定は「長期評価」の地震

想定を否定するものではないこと 

（１）日本海溝等専門調査会での結論 

中央防災会議は，２００３（平成１５）年１０月に，災害対策基本法及び「日本

海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」（２

００４〔平成１６〕年）に基づいて，「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する

専門調査会」（以下，単に「日本海溝等専門調査会」という。）を設置し，同調査会

は，２００６（平成１８）年１月，その検討結果を「日本海溝・千島海溝周辺海溝

型地震に関する専門調査会報告」（丙ロ３９号証の１。以下，単に「日本海溝等専門

調査会報告」という。）として公表した。 

日本海溝等専門調査会においては，「防災対策の検討対象」とする地震について，

最終的に次のとおりに限定することとされた。 

すなわち， 

「防災対策の検討対象とする地震としては，過去に大きな地震（Ｍ７程度以上）

の発生が確認されているものを対象として考える。・・・・大きな地震が繰り返し発

生しているものについては，近い将来発生する可能性が高いと考え，防災対策の検

討対象とする。・・・・大きな地震が発生しているが繰り返しが確認されていないも

のについては，発生間隔が長いものと考え，近い将来に発生する可能性が低いもの

として，防災対策の検討対象から除外することとする。このことから，・・・福島県

沖・茨城県沖のプレート間地震は除外される。」（丙ロ３９号証の１・１３～１４頁） 

この決定は，たとえば東北地方を前提とすれば，歴史記録が残っている約４００
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年間で繰り返しが確認できた大きな地震・津波のみを検討対象とし，対象となる約

４００年間で繰り返しが確認できない「発生間隔が長い」地震・津波を一律に防災

対策の検討対象から除外することを意味する。 

地震調査研究推進本部の２００２年「長期評価」が日本海溝寄りの津波地震とし

て挙げた３つの地震・津波のうち，同調査会報告においては，１８９６年明治三陸

地震のみが検討対象とされるに留まり，１６１１年慶長三陸地震及び１６７７年延

宝房総沖地震は，留意事項に留めて検討対象から除外し，その結果として，福島県

沖及び茨城県沖におけるプレート間地震（津波地震）への対応は不要とされた。 

（２）福島地裁判決の判示 

この点について福島地裁判決は，「中央防災会議は，「防災基本計画を作成し，及

びその実施を推進すること」（災害対策基本法１１条２項１号），「強化地域に係る地

震防災基本計画を作成し，及びその実施を推進」すること（大規模地震対策特別措

置法５条１項），「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計画……を

作成し，及びその実施を推進」すること（日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係

る地震防災対策の推進に関する特別措置法５条１項）などをつかさどっており，時

間的・財政的制約のもとで広域的かつ一般的な防災対策を対象とするものである。 

したがって，中央防災会議において，既往地震が確認されている領域のみを検討

対象とすることとし，福島県沖海溝沿い領域を検討対象から除外したとしても，原

子力発電所の津波対策においても福島県沖海溝沿い領域の地震を想定しなくてよい

ということになるものではなく，中央防災会議の報告によって「長期評価」の信頼 性

が否定されるものではない。」と判示する。これは一審原告らの主張と軌を一にする

ものである。 

（３）一審被告国の控訴答弁 

 これに対して，一審被告国は，既にみたように，我が国の防災分野において科学

的知見に基づいた専門技術的判断を行う機関は中央防災会議であるとし，日本海溝

等専門調査会報告においては，その対象として原子炉施設の防災対策も対象に含ま
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れていたとした上で，同専門調査会報告，及び北海道ワーキンググループでの検討

内容に基づいて，国が中央防災会議において「長期評価の見解」について，理学的

根拠を伴わないという理由で地震および津波対策を検討する上で採用しないという

判断を下していた（控訴答弁書４９６～７頁）等と主張する。 

 しかし，一審被告国の主張はいずれも事実に反するものであり，失当というしか

ない。 

 以下，反論する。 

（４）地震調査研究推進本部と中央防災会議関係について 

ア はじめに 

 前提として，わが国の防災に関する法制上，特定の領域においてどのような地震

が発生すると想定することが相当であるかについて地震学等の専門的な知見に基づ

いて国としての判断を示す機関が地震調査研究推進本部であることは明らかである

にもかかわらず，一審被告国は，敢えて事実を歪め，「科学的知見に基づいた専門技

術的判断を行う機関は中央防災会議である」として，将来における地震の発生可能

性という本来地震学の知見に基づいて行うべき判断自体についても，中央防災会議

が専門技術的判断を行うかのように誤った主張を行っているので，以下，念のため

に反論する。 

イ 地震調査研究推進本部の設置とその活動 

（ア）地震調査研究推進本部の設置とその所掌事務 

地震防災対策特別措置法７条は，文部科学省に，地震調査研究推進本部を置くこ

とを定め，同本部の所掌事務として，以下を掲げる。 

すなわち 

一  地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進について総合的かつ基本

的な施策を立案すること。  

二  関係行政機関の地震に関する調査研究予算等の事務の調整を行うこと。  

三  地震に関する総合的な調査観測計画を策定すること。  
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四  地震に関する観測，測量，調査又は研究を行う関係行政機関，大学等の

調査結果等を収集し，整理し，及び分析し，並びにこれに基づき総合的な評価

を行うこと。  

五  前号の規定による評価に基づき，広報を行うこと。  

六  前各号に掲げるもののほか，法令の規定により本部に属させられた事務 

（イ）地震調査研究推進本部自身によるその性格と目標の整理 

地震調査研究推進本部自身は，自らの役割とその性格について，「地震に関する

調査研究の成果が国民や防災を担当する機関に十分に伝達され活用される体制にな

っていなかったという課題意識の下に，行政施策に直結すべき地震に関する調査研

究の責任体制を明らかにし，これを政府として一元的に推進するため，同法に基づ

き総理府に設置（現・文部科学省に設置）された政府の特別の機関です。」と規定し

ている。 

そして，自らの「基本的な目標」については，「地震防災対策の強化，特に地震

による被害の軽減に資する地震調査研究の推進」と整理している（甲ロ１）。 

（ウ）地震調査研究推進本部の構成と権限 

地震調査研究推進本部は，本部長（文部科学大臣）及び本部員（関係府省の事務

次官等）から構成され（８条），その下に関係機関の職員及び学識経験者から構成さ

れる「政策委員会」（９条）及び「地震調査委員会」（１０条）が設置されている。 

このうち，地震調査委員会は，「地震に関する観測，測量，調査又は研究を行う

関係行政機関，大学等の調査結果等を収集し，整理し，及び分析し，並びにこれに

基づき総合的な評価を行うこと」（７条２項４号）を目的としている。 

地震調査研究推進本部は，気象庁長官に対して，「地域に係る地震に関する観測，

測量，調査又は研究を行う関係行政機関，大学等の調査結果等の収集を行うことを

要請することができる」（１１条）とされており，また，そのほかにも「関係行政機

関の長その他の関係者に対し，資料の提供，意見の開陳その他の必要な協力を求め

ることができる。」（１２条）ともされていて，強力な情報収集及び調査研究の推進
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のための方策が確保されている。 

（エ）地震調査委員会の構成と具体的な活動 

 地震調査委員会は，前記のとおり，「地震に関する観測，測量，調査又は研究を行

う関係行政機関，大学等の調査結果等を収集し，整理し，及び分析し，並びにこれ

に基づき総合的な評価を行うこと」（７条２項４号）を目的としている。 

 この目的のために，同委員会の下には，それぞれの研究調査テーマに沿って，「長

期評価部会」，「強震動評価部会」，「地震活動の予測的な評価手法検討小委員会」，「津

波評価部会」及び「高感度地震観測データの処理方法の改善に関する小委員会」が

設置されている。 

このうち，長期評価部会は，「長期的な観点から，地域ごとの地震活動に関する

地殻変動，活断層，過去の地震等の資料に基づく地震活動の特徴を把握し明らかに

するとともに，長期的な観点からの地震発生可能性の評価手法の検討と評価を実施

し，地震発生の可能性の評価」を行っている。 

そして，同部会の下には，さらに専門的な調査研究を目的として，「活断層分科

会」，「活断層評価手法等検討分科会」及び「海溝型分科会」が設置されており，そ

れぞれ専門的な調査研究の推進を行っている。 

（オ）地震に関する調査研究の推進を担う機関としての地震調査研究推進本部 

こうした体制的な整備も踏まえて，地震防災対策特別措置法１３条は，地震に関

する調査研究の推進についての一審被告国の責任について，次のとおり定めている。 

「（調査研究の推進等）  

第十三条  国は，地震に関する観測，測量，調査及び研究のための体制の整備に努

めるとともに，地震防災に関する科学技術の振興を図るため必要な研究開発を推進

し，その成果の普及に努めなければならない。  

２  国は，地震に関する観測，測量，調査及び研究を推進するために必要な予算等

の確保に努めなければならない。  

３  国は，地方公共団体が地震に関する観測，測量，調査若しくは研究を行い，又
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は研究者等を養成する場合には，必要な技術上及び財政上の援助に努めなければな

らない。」 

 このように，地震防災対策特別措置法１３条に基づいて，地震に関する調査研究

を推進すべき責務を負わされているのは地震調査研究推進本部であることは明らか

である。 

ウ 中央防災会議の構成と活動 

 中央防災会議は，災害対策基本法に基づいて，内閣総理大臣を会長に全閣僚や学

識経験者などで構成され（同法１２条），防災対策の基本計画の作成など政府の防災

に関する指針を決める機関である。中央防災会議は国としての防災基本計画を作成

し，その実施を推進する役割をも担い（同法１１条第２項），その所掌事務について

地方公共団体に必要な協力を求め，勧告を行うこともできる（同法１３条）。そして，

この防災基本計画においては，総合的な計画だけでなく防災上必要な人員や物資，

運輸，通信等の資料を添付することとされ（同法３５条２項），これらに基づいて都

道府県，市町村は具体的な防災計画を作成することとされている（同法４０条等）。

このように，地方公共団体を通じた具体的な防災計画の策定と実施までを踏まえた

防災行政の推進が中央防災会議の任務である。そして，防災基本計画の策定に際し

ては，純粋に学問的知見だけから防災計画を立てることは予定されていない。すな

わち，国は自治体等との間で，「災害に係る経費負担の適正化を図らなければならな

い。」とされており（同法３条２項），財政上の考慮を含めた政策的な判断を踏まえ

て防災に関する施策の推進（防災基本計画の作成等）を進めることが予定されてい

るのである。 

エ 地震調査研究推進本部と中央防災会議との関係 

（ア）中央防災会議と地震調査研究推進本部が独立の関係にあること 

一審被告国は，地震調査研究推進本部が地震調査研究に関する総合的かつ基本的

な施策を立案する際には，中央防災会議の意見を聴かなければならないとされてい

るとも指摘する。 
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 しかし，これは地震調査研究推進本部が，中央防災会議の指示，監督を受けるよ

うな関係にあることを示すものではなく，両者の関係は，それぞれの設置法令の目

的に沿って，独立して権限を行使する関係に立つものであり，いわゆる「上下関係」

に立つものではない。 

すなわち，丙ロ１０６号証の１１頁「防災基本計画」によっても，「地震調査研

究推進本部は，地震に関する調査研究計画を立案し，調査研究予算等の事務の調整

を行う。」とされる。 

（イ）意見聴取は調査・研究の推進の基本施策の立案についてであること  

また，地震防災対策特措法が，地震調査研究推進本部に対して中央防災会議の意

見を聴くことを求めているのは，「地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進に

ついて総合的かつ基本的な施策を立案
．．．．．．．．．．．．．．

すること」（７条２項１号）という，行政的な

見地からの調査・研究の推進のための施策の立案についてであり，地震調査研究推

進本部の活動の核心部ともいうべき「地震に関する観測，測量，調査又は研究を行

う関係行政機関，大学等の調査結果等を収集し，整理し，及び分析し，並びにこれ

に基づき総合的な評価を行うこと」（同項４号），すなわち地震・津波についての専

門的な調査・研究自体についてではない。この分野については，地震調査研究推進

本部（地震調査委員会）の専門的な調査・研究が尊重されるべきは当然である。 

（ウ）意見聴取に留まり勧告の権限はないこと 

 また，中央防災会議は地方防災会議等に対しては「必要な勧告をすることができ

る」と勧告の権限があるとされているが（災害対策基本法１３条２項），これは，あ

くまで地方防災会議等についてであり，当然のことながら，対等で独立して権限行

使が予定されている地震調査研究推進本部に対しては，「勧告する」ことはできない

ものである。 

（エ）まとめ 

 以上より，地震調査研究推進本部の地震調査研究は，法令に基づいて行われる地

震防災行政の基礎をなす調査研究活動である以上，当然のことながら，中央防災会
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議の定める国全体としての防災行政の一環をなしている。しかし，地震防災対策特

別措置法の趣旨から明らかなように，地震本部の調査研究活動は，地震学の専門的

な知見を十分に踏まえて行われることが予定されているのであり，時間的・財政的

な制約を強く受ける中央防災会議における政策的な判断に従属する関係に立たない

ことは明らかである。 

地震調査研究推進本部の地震学の知見を踏まえた地震の発生可能性に関する長

期的評価等の専門技術的な判断が，実際の防災行政に生かされる過程においては，

その防災行政の領域（特に，一般防災か原子力防災かなど）に応じた，防災行政が

問題となる行政分野の特色に応じた政策的な判断に基づいて，地震調査研究の成果

をどのように活用するかが検討されることはありうるとしても，中央防災会議等に

よるそうした政策的な判断によって，地震調査研究推進本部の地震学に基づく専門

技術的な判断が歪められることがあってはならないことは当然である。 

よって，「我が国の防災分野において科学的知見に基づいた専門技術的判断を行

う機関は中央防災会議である」として，中央防災会議の政策的判断が，地震本部の

地震に関する専門技術的判断である「長期評価」の評価に優先するかのような一審

被告国の主張は誤りというしかない。 

（５）もっぱら時間的・財政的な制約を理由に審議の当初から検討対象が限定され

たこと 

ア 一審被告国の主張 

 前記のとおり，一審被告国は，日本海溝等専門調査会報告においては，その対象

として原子炉施設の防災対策も対象に含まれていたとした上で，同専門調査会報告，

及び北海道ワーキンググループでの検討内容に基づいて，中央防災会議において「長

期評価の見解」について，理学的根拠を伴わないという理由で地震および津波対策

を検討する上で採用しないという判断を下していたと主張する（控訴答弁書９６～

９７頁）。 

イ 原子炉施設については日本海溝等専門調査会において特別の検討対象とはされ
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ていないこと 

 日本海溝等専門調査会において原子炉施設の防災対策もその検討対象に含まれて

いたかのように主張する一審被告国の主張自体が不正確である。 

 この点，一審被告国は，日本海溝等地震特措法に基づいて，原子力発電所におい

ても同法に基づいた対策計画を策定することを前提に推進地域の指定がされること

となっていた等として，中央防災会議の検討対象とする地震・津波についての決定

が，原子炉施設の安全確保の観点も視野に入れて決定されたかのようにも主張する。 

そして，福島第一原子力発電所が，日本海溝等地震特措法の適用対象施設とされ

たにも関わらず，福島県沖海溝沿いの領域で発生する地震に伴う津波に対して防災

対策を検討することは日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する地震防災対策の

推進に関する特別措置法に基づくものとしては求められていなかった等と指摘して，

原子炉施設の安全性との関係においても，中央防災会議が，福島県沖海溝寄りの津

波地震を考慮する必要がないとの評価を下したかのようにも主張する。 

しかし，これらは，いずれも事実をゆがめて主張しているものである。 

たしかに，日本海溝等地震特措法７条は，同法の推進域内の特定の施設の管理・

運営者に対して，想定される津波に対する「対策計画の作成」を義務づけている。

そして，同法施行令３条１項７号は，発電用原子炉施設を対象施設として定めてい

る。よって，その限りでは，一審被告東電が福島第一原子力発電所について，同法

所定の津波対策計画を作成する義務を負うこととなる。 

しかし，同時に，同法８条１項５号は，発電用原子炉施設については，特例とし

て，電気事業法４２条１項が作成を義務づけている保安規程が作成されていれば，

これによって日本海溝等地震特措法上の津波対策計画が作成されているとみなすも

のとしている。そして，電気事業法に基づく上記保安規定の作成は，既に，電気事

業法の規定によって作成が義務づけられているのであるから，当然一審被告東電が

作成している。よって，日本海溝等地震特措法７条に基づく津波に対する防災計画

の作成義務は，少なくとも，発電用原子炉施設については，何ら新たな行為を義務
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づけるものではなく，全く実質を伴わない規制となっているといえる。この点は，

一審被告国も自覚しており，原審での主張において，「ただし同法８条１項５号の特

例がある」と言及しているところである。 

以上から，一審被告国が主張するように，一審被告東電が，日本海溝等地震特措

法に基づいて，福島第一原子力発電所について，福島県沖日本海溝沿いの地震・津

波ついての防災対策を検討することを求められなかったのは事実であるが，それは，

福島県沖日本海溝沿いで地震・津波が想定されるか否かにかかわらず，およそどの

ような地震・津波の想定がされようが，電気事業法所定の保安規定以上のものを作

成する義務を負う立場になかったからにほかならない。 

あたかも，福島県沖の海溝沿いの地震・津波に限って防災計画を作成することを

求められなかったかのような誤解を招きかねない一審被告国の主張は，少なくとも

表現において不適切といわざるを得ない。 

ウ 発生が確認されていない地震は当初から専門調査会の「審議の検討」対象とさ

れていなかったこと 

日本海溝等専門調査会においては，その検討の当初から，過去に発生が確認され

ていない地震については，「審議の対象」自体から除外されており，過去に発生が確

認できない福島県沖・茨城県沖等における津波地震については，そもそも同調査会

（及びその下部機関としての北海道ワーキンググループ）における「審議の対象」59

自体にもなっていないものである。 

よって，そこでの検討によって「理学的根拠を伴わないという理由」によって「長

期評価」の見解が排斥されたかのように言う一審被告国の主張は全く事実に反する

ものである。 

 
59 日本海溝等専門調査会の審議に関しては，同調査会において審議・検討の対象の俎上に乗せ

るという意味での同調査会における「審議の対象」と，審議の結果として，実際の防災対策

において地域防災計画等において取り上げるべき「防災対策の対象」ははっきり区別されて

おり，前者は審議の当初から「既往の大きな地震」に限定され，後者については審議の結果

として「繰り返しが確認されている大きな地震」とされたところである。両者は「対象」と

いう言葉は用いられているが，全く意味が異なるので注意が必要である。 
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一審被告国の主張が余りにも日本海溝等専門調査会の審議の経過を無視したも

のとなっているので，以下，やや長文とはなるが，審議の経過を具体的に説明する。 

日本海溝等専門調査会の第２回調査会においては，事務局側から，同調査会の「審

議の検討」対象について既往発生した地震に限定するとの提案がなされ，これに対

して阿部勝征氏，島﨑邦彦氏等の地震学の専門家から異論が示されたもの，最終的

に「調査会の審議の検討対象を既往発生が確認できる地震に限定する」という事務

局案に沿うまとめがなされた。以下，確認する。 

（ア）事務局が当初から調査会の審議における検討対象を過去に発生が確認できた

地震に限定するとの方針を提示したこと 

事務局は，「繰り返しが確認されている固有地震的な地震」を第１番目，繰り返

しが確認されていないが大きな地震が起きて被害が発生したことが確認された地震

が第２番目，他の地域で発生したのと同様の地震が外の地域でも起きるかもしれな

いが現在のところその地域では発生が確認されていない地震を第３番目」として，

「本専門調査会の検討対象とするのは１番目と２番目とする」という考え方を提案

している（調査会第２回議事録（甲ロ４０）３頁，同様の趣旨は１１頁上半分の事

務局の説明でも繰り返されている。）。 

（イ）阿部，島﨑氏らの地震学の専門家から疑義が示されたこと 

「過去に発生が確認されていない地震を専門調査会の検討対象からそもそも除

外する」とした事務局提案に対して，阿部勝征（東大地震研教授）は，すかさず疑

義を提起した。 

すなわち，阿部氏は「過去に記録のある地震を（防災対策の）対象にして考えて

いくというのはわかりやすいが，昭和三陸地震や明治三陸地震はそれぞれ特質があ

って過去に繰り返し起きた記録は見つかっていない。そういう地震は次に同じ場所

で起こるよりは，別の場所で起こるのではないか。（文部科学省地震本部の）地震調

査委員会はそういう考えをまとめた。日本海溝の長さ８００キロのうち，１回の地

震では２００キロぐらい割れるから，次には（同じ場所がまた割れるより先に）残
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りの地域で割れることを考えるべきではないかということである。そうなると，福

島県，茨城県の沖合でも明治の三陸津波のような巨大津波が発生することを考慮し

なければいけない。そこには地震本部と中央防災会議との間で違いがある。（今日の

事務局案に従うと）まれに起こる巨大災害を一切切ってしまうことになるのだから，

（後で問われることに対し）覚悟しなければいけないということですね。その確認

をしたい。為政者の考え方も分かるが，科学の立場からすると，起こる可能性があ

るものを排除してしまうことになる。予防対策とは何なのか」（甲ロ４０・２１頁最

後の発言（２２頁まで），２３頁最後の発言（２４頁まで），甲ロ８４・３１２頁で

発言者の特定と発言の要約がなされている。）として，過去に発生が確認されていな

い地震を検討対象から除外することに疑義を呈した。 

 この阿部氏の発言に続いて，同氏の発言に賛同する委員の発言が続いた。 

 すなわち，  

「今の話というのは，やはり地震の歴史というか，自然の長大な時間に対して人間

が見てきた時間が余りにも短いといことですね。何十万年，何百万年続いてきたこ

とに対して，人間はわずか１，２００～１，３００しか見ていないわけですから，

今，●●（阿部）先生の言われることはもっともだと私は思うのです。」（２４頁末

尾の委員の発言） 

 「私も同じ考えを持つのですね。まれに起こる現象というのはわかっていないだ

けで，今，●●委員が言われたように繰り返し間隔が長いので，見ていないだけと

いうふうに考えた方がよりリーズナブルだと私も思うのですね，サイエンスから見

たら。」（２５頁冒頭の委員の発言） 

 「歴史時代に起こったものをそのある地域だけの代表と見るものと，そうではな

くて，あるもう少し広いそういうプレートテクトニックな枠組みで見たら共通性が

あって，もっと広い範囲で評価すべきものと，その両方があるはずであって，それ

を同じように切ってしまうのはちょっと問題がある」「だから，推本（地震本部）の

やり方の方が私はむしろ無難だと思うのです」（２５頁末尾の委員の発言・該当箇所
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は２６頁） 

 さらに，島﨑邦彦氏も 

 「（事務局の）今の作業は後追いに私には見える。後手後手に回るのはまずいので

はないか。非常にまれな地震で（当面）繰り返すことはまずないものを対象として

しまって，むしろ隣の方が多分次に起こるだろうとみんな思っているものを見ない。

先手必勝でいくなら，むしろそっちを対象とした方がいいのではないか」（２９頁下

から２人めの発言・甲ロ８４による要約）として，阿部氏の発言に沿う意見を述べ

ているところである。 

 笠原稔委員も「今後の調査研究の成果を踏まえるよりも先手必勝で行くためには，

もっと積極的に必要な調査研究を推進すること」が重要であるとの意見を述べてい

る（３０頁下段）。 

（ウ）この第２回の調査会においては，阿部氏，島﨑氏，その他の専門家の意見に

ついて，地震学の見地からは反論はないものの，最終的には，時間的，財政的な制

約を理由として，事務局提案による集約がなされ，「過去に発生が確認されていない

地震を検討対象からそもそも除外する」とされることとなった。 

 すなわち， 

 ２９頁末尾の事務局からの発言においては， 

「●●（島﨑）先生のおっしゃることも十分その通りだと思います。ただ，防災対

策として人，時間，金を投資していくわけですから，その投資の一般的な合意を得

られやすいためだというのも，また事実です。いままで起こっていないところの方

が起こりやすいということについて，みんなが納得できるという理屈というのを，

ぜひ教えていただきたいと思っています。」 

 そして，３２頁中段以下の溝上座長による事務局案に沿う取りまとめとしては， 

「（事務局提案の考え方と阿部・島﨑教授らの考え方の）２つの戦略的な考え方とい

うものをそこに吸収してどう全体を組み立てるか，事務局で検討して頂きたい」と

して，実際は，事務局の提案に沿う取りまとめを行うに至り，実際は，事務局から
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の当初提案のとおり，同調査会の審議の検討としては，既に過去において発生が確

認されている地震に限定することとなった。 

（エ）専門調査会の審議の検討について報告書の取りまとめ 

「専門調査会の審議における検討対象」は実際にも，過去に発生が確認された地

震に限定され，福島県沖等の津波地震は「審議の対象」外とされた。 

 すなわち，同調査会の審議の経過と結果を取りまとめた報告書においても，「専門

調査会の審議における検討対象」の「整理にあたっては，過去に実際に発生した地

震に基づいて検討を行うことを基本とした。」（丙ロ３９の１・６頁）として，発生

が確認されている地震のみを同専門調査会における審議の検討対象とし，地震学的

には発生が想定されるもののいまだ発生の確認ができていない地震は，専門調査会

の審議の対象から除外するという事務局提案に沿うまとめがなされているところで

ある。 

（オ）「地震防災対策の検討対象」を「繰り返しが確認されている大きな地震」に限

定したこと 

さらに「地震防災対策の検討対象」とする地震については「大きな地震が繰り返

し発生しているもの」に限定され，繰り返しが確認できない大きな地震は「地震防

災対策の検討対象」から除外され，「留意」が求められるとされるにとどまった。 

 これは，原子炉施設の立地審査指針が，「大きな事故の誘因となるような事象が過

去においてなかったことはもちろんであるが，将来においてもあるとは考えられな

いこと。」とされており，既往最大を考慮することは当然とし，それに留まらず，既

往には事故の誘因がなくとも将来に想定されないことまで求めていることにも反す

るものである。 

よって，日本海溝等専門調査会の結論を，原子炉施設の防災対策において考慮す

ることは，立地審査指針に反して許されないものである。 

（６）北海道ＷＧは「長期評価」の評価を行っていないこと 

 本体ともいうべき日本海溝等専門調査会自体において，その第２回の会議におい
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て，「審議の対象」自体を既往の地震に限定したことから，同委員会のもとに補助機

関として設置された北海道ワーキンググループ自体も，その検討対象は既往最大の

地震に限定されるのであり，「長期評価」が示した，過去に発生したことが確認され

ていない福島県沖などにおける津波地震の発生可能に関する判断の適否は，そもそ

も設置の目的に含まれてはおらず，現に検討結果のとりまとめもなされてはいない

ものである。 

ア 北海道ＷＧの設置目的について 

 まず，北海道ワーキンググループの設置を決めた第２回専門調査会においては，

同ワーキンググループの課題について，次の２点が整理されている（甲ロ４０・１

６頁）。 

①「平成１５年９月２６日の十勝沖地震を地震学的にどうとらえていいのか」 

②「５００年間隔とされている十勝沖と根室沖の同時発生の地震について，津波の

痕跡等の実績を踏まえて確認する。 

 ここにおいては，日本海溝の津波地震の発生可能性の検討自体は設置目的に含ま

れていない。 

また，北海道ＷＧ自体においても，日本海溝等専門調査会から付託された検討事

項を次のとおりに整理している（北海道ＷＧ報告書60）。 

「○ 繰り返し発生が知られている千島海溝・日本海溝のプレート間地震の規模・

震源域 

○ 十勝沖地震と根室沖地震の連動による特に大きな津波を伴う地震（５００年間

隔地震）の取り扱い 

○ その他，北海道周辺で発生するプレート内地震の規模，震源域」 

後２点は，日本海溝の津波地震と関連がないことは明らかである。 

第１点は日本海溝のプレート間地震は対象となるものの，専門調査会本体からの

付託の際に「繰り返し発生が知られている」との限定が付されている。このことか

 
60 甲ロ１１７号証 
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ら，「過去に発生が確認されていない福島県沖，茨城県沖」における津波地震の発生

可能性については，委託の当初から検討対象とされていないことは明らかである。 

イ 実際の報告書の報告内容 

 以上から，報告書には，当然のことながら，福島県沖，茨城県沖を含む日本海溝

寄りのどこでも津波地震が起こりうるという「長期評価」についての検証の結果は

一切記載されていない。そもそも「津波地震」という言葉自体が，報告書に一切登

場していない。 

 後の７で個別に取り上げて検討する，谷岡勇市郎氏の意見書（丙ロ１１８号証）・

笠原稔氏の意見書（丙ロ１１９号証）は，北海道ＷＧにおける審議の過程で「長期

評価」についての意見集約がなされたかのように述べるが，その議事録は一切示さ

れていないし，津波地震や「長期評価」自体についての意見を集約した書面も添付

されていないのであり，これらの事項について審議を尽くしたかのように言う両意

見書は，この範囲では到底信用し難いものである。 

（７）中央防災会議は「長期評価」の地震学上の信頼性を否定していないこと 

 中央防災会議・日本海溝等専門調査会は，地震地体構造上の領域区分の在り方，

及び，慶長三陸沖地震及び延宝房総沖地震が日本海溝寄りの津波地震であるという

「長期評価」の主要な地震学上の論拠については，「長期評価」の見解を支持してい

るところである。 

ア 領域区分について 

 中央防災会議・日本海溝等専門調査会においては，当初は事務局から地震地体構

造論に基づく領域区分に関して，「長期評価」の示した「海溝寄りを一つの領域」と

する領域区分を基礎としつつ，海底地形等を理由に「海溝寄りの領域を南北に区分

する提案」がなされたものの，専門家の意見を踏まえて海溝寄りを一つとする「長

期評価」の領域区分が基本とされるに至り，「長期評価」の判断が事実上採用された

ものである。すなわち， 

（ア）当初，事務局が提示した領域区分図は，「海溝寄り」を「陸寄り」とは区別し
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てはいるものの，他方で，その海溝寄りの領域について，地震本部が一つの領域と

しているところについて，「青い点線が横（東西）に入って」，南北に区分するもの

となっていた。 

 この点について，専門家から，地震本部が一つの領域とした「海溝寄り」を東西

に点線を入れて南北で区分する考え方について疑義が呈示された。 

 これに対して，議論を踏まえ最終的に「調査会（の事務局）で引かれている（東

西の青点線による）境界というのは実際の現在のサイスミシティ（地震発生頻度。

引用注）であるとか海底地形であるとか，いろいろなことを加味して考えられたも

のでありますので，参考にはする。ただ，それにこだわるものではないと考えます。」

との見解の表明がなされ，専門家の意見とその討議を経て，最終的には，日本海溝

専門調査会報告においては，海底地形の違いなどを考慮して日本海溝寄りの領域を

南北で区分するという考え方は採用されず，「調査対象領域の分類については，地震

調査研究推進本部地震調査委員会の・・・「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の

長期評価」による分類を基本」とするとして，海溝寄りを一つの領域とする「長期

評価」の地震地体構造論上の領域区分が地震学上も合理性があることが確認された

（丙ロ３９の１・６頁）。 

イ 慶長三陸沖地震と延宝房総沖地震が津波地震であることの確認 

 なお，日本海溝等専門調査会においては，既にみたように，慶長三陸沖地震と延

宝房総沖地震が日本海溝寄りの津波地震であることも確認されている。 

（８）結論 

ア 中央防災会議は「長期評価」の信頼性を否定するものではないこと 

 以上より，中央防災会議・日本海溝等専門調査会（及びその下部機関である北海

道ワーキンググループ）において，「長期評価の見解」について，理学的根拠を伴わ

ないという理由で地震および津波対策を検討する上で採用しないという判断を下し

たとの一審被告国の主張は全く事実に反する。 

逆に，同専門調査会は，「長期評価」の地震地体構造論に基づく領域区分につい
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て，「長期評価」の領域区分を「基本とする」としてこれを採用しており，かつ「長

期評価」の地震学上の重要な論拠である延宝房総沖地震等が津波地震であるという

点についても，「長期評価」の地震学上の見解を支持しているところである。 

イ 大きな地震の繰り返しを求める中央防災会議の考え方は立地指針等の考え方に

も反し原子力防災の求める安全性の水準とは全く異なること 

 以上より，地震学による理学的な根拠については，日本海溝等専門調査会は，「長

期評価」の見解に沿う判断を示しているところであり，「長期評価」と同専門調査会

の判断が分かれているのは，同調査会自体が，その出発点において「調査審議の対

象」自体を「既往の大きな地震」に限定した際に考慮した時間的・財政的制約を考

慮するか否かという点にあることは明らかである。 

原子炉施設については，１９６４（昭和３９）年に策定された「原子炉立地審査

指針」においても，「大きな事故の誘因となるような事象が過去においてなかったこ

とはもちろんであるが，将来においてもあるとは考えられないこと。」とされており，

既往最大の考慮だけでは足りないとされているところである。 

これに対して，日本海溝等専門調査会は，海岸付近に設置された原子炉施設など

人の生命・身体に重要な影響がある施設の防災対策までは念頭におかれていない（丙

ロ５０島崎第１調書３１頁）。このように高度の安全性が求められる規制の権限と責

任を負う一審被告国，あるいは安全確保に直接の責任を負う事業者である一審被告

東電が，日本海溝等専門調査会の結論をもって本件で福島県沖の日本海溝寄りに津

波地震を想定しない根拠とするのは，牽強付会というほかない。 

なお，この点に関して，国会事故調査報告書は，日本海溝等専門調査会報告が，

防災対策の検討対象とする地震・津波を「繰り返し発生する大きな地震」に限定し

たことに関して，「中央防災会議は，地震本部の『長期評価』について『過去（文献

の残る数百年以内）に発生したことがない』ことを理由に，防災の対象とする津波

として想定しなかった。しかし高度なリスク対策が求められる原発における津波想

定と，一般市民レベルの津波想定を定める中央防災会議の決定とでは，要求される
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水準がそもそも異なる。」（甲ロ５号証，４７頁）と述べ，一般的な施設を対象とす

る一般市民レベルの防災のための地震・津波の想定と，高度な安全性が求められる

原子炉施設の防災対策としての地震・津波の想定では，求められる安全性の水準に

差があるとして，日本海溝等専門調査会報告の想定をもって，原子炉の安全確保の

ための想定を基礎づけることは相当でないと明言している。 

  

７ 一審被告国が援用する地震学者等の意見書によって「長期評価」の信頼性が否

定されるものではないこと 

（１）一審被告国の主張 

 一審被告国は，長期評価は「種々の見解が玉石混交の状態であり，地震本部も直

ちに規制に取り入れるべき知見として公表したものではな」く，「長期評価の見解」

も島﨑証人が証言したように研究者の見解を最大公約数的にまとめたものでもなけ

れば，有力な見解でもなく，多数の専門家からは十分な理学的根拠を伴わないもの

として懐疑的な評価がされていたとして，津村，松澤，今村，首藤，谷岡，笠原及

び佐竹氏らの「長期評価の見解」に対する評価・見解をその論拠として挙げている

（控訴答弁書６９～７８頁）。 

 その際に，一審被告国は，上記の地震学者等が地震調査研究推進本部の地震調査

研究の成果としての「長期評価」の策定過程に関与して，「長期評価」の津波地震の

想定について異論を述べていなかったとしても，それは理学者として可能性が完全

に否定できないものについては「理学的に否定できない」として異論を述べなかっ

たに過ぎないと主張するようである。 

（２）「長期評価」が地震行政の基礎に据えられることは十分に認識されていたこと 

 しかし，地震調査研究推進本部の地震調査委員会，長期評価部会，及び海溝型分

科会に参加した地震学の専門家は，当然のことながら，自らの意見も踏まえて取り

まとめられる「長期評価」がわが国の地震防災行政によって活用されることを十分

に認識してその作成に関与していた。そして，２００２年「長期評価」が地震防災
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対策において活用され，地震防災行政の基礎に据えることができる程度の地震学上

の信頼性が認められると各専門家が判断したからこそ，最終的な取りまとめに異論

が出なかったのである。 

「長期評価」の策定過程に関与した専門家が，純粋に理学的な観点から，長期評価

の知見が「理学的に否定できなかった」から異議を述べなかったかのように述べる

一審被告国の主張は失当というべきである。 

（３）専門家の意見書を検討する視点～「長期評価」の前提と論拠 

 すでに繰り返し指摘してきたとおり，２００２年「長期評価」に先だち， 

① 同様の地体構造のもとでは同様の地震が起こりうる（あるいはその逆）という

地震地体構造論の考え方が，防災行政（「７省庁手引き」等）で採用され， 

② 津波地震が海溝寄りの浅いプレート境界付近において固有に発生するという地

震学上の知見が確立していた。 

さらに， 

③ 「長期評価」を策定した海溝型分科会では，日本海溝寄りにおいて過去に発生

した津波地震の検討が行われ，近代的な観測データのある１８９６年明治三陸

地震だけでなく，古文書等の歴史記録に基づく検討によって１６１１年慶長三

陸地震及び１６７７年延宝房総沖地震も，津波地震であることが確認された。 

この先立つ知見をふまえて，２００２年「長期評価」は，同様の構造を持つ日本

海溝寄りの南北で，過去わずか４００年の間に３つの津波地震が発生しているとい

う地震学上の事実に基づいて，「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄り」を，一つの

領域に区分するに至ったのである。 

「長期評価」の津波地震に関する領域区分の考え方が，以上のような地震学上の

根拠を有することからすれば，「長期評価」の考え方についての各地震学者の見解を

検討する場合においては，「長期評価」の最終的な結論に懐疑的な意見を有していた

か否かを確認するだけでは不十分であり，「長期評価」を支える上記地震学上の前提

や論拠のうち，どの点に懐疑的な見解を表明しているのかをも検討し，その疑義が
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２００２年「長期評価」の信頼性を否定するものであるか否かの確認を行う必要が

ある。 

また，各専門家の意見を検討する場合には，その専門家が理学としての地震学を

専門とするのか，その成果の応用を目的とする工学を専門とするのかについて区別

する必要がある。さらに，各地震学者が，地震調査研究推進本部の委員として実際

に「長期評価」の判断にどのような対応を行っていたのか，土木学会のアンケート

などに対してどのような回答を行っていたかなどをも含めて，確認する必要がある。 

（４）佐竹健治氏の証言と他の専門家の意見書がその重要性が全く異なること 

ア 佐竹氏の専門家証人としての高い証拠価値について 

一審被告国は，「長期評価」の結論に対して専門家が懐疑的な評価を下していた

として７名の専門家を列挙し，その最後に佐竹健治氏の見解について触れている（控

訴答弁書７１～７８頁）。 

しかし，佐竹氏は，津波地震が海溝寄りの浅いプレート境界付近で固有に発生す

るという地震学上の知見を確立させた功績を持つ地震専門家である。 

また，一審被告国が原子力発電所における津波対策の「唯一の基準」であったと

主張してきた「津波評価技術」の作成と，地震本部の海溝型分科会の委員として２

００２年「長期評価」の津波地震に関する結論を導く議論の双方に参加した，唯一

の専門家である。 

さらに佐竹氏は，１８９６年明治三陸地震を素材として，津波地震が同領域にお

ける特殊な海底地形に基づいて発生するという仮説を提起した，いわゆる「谷岡・

佐竹論文」の共同執筆者でもある。同論文は，２００２年「長期評価」の公表の直

後に，原子力安全・保安院担当者の川原耐震班長から「長期評価」による津波シミ

ュレーションの実施を提起された東京電力が，それに抵抗した際の主な論拠とされ

た。その後東京電力は，佐竹氏への問い合わせの回答を踏まえて原子力安全・保安

院に対し福島第一原子力発電所の津波対策において「長期評価」を採用しないと述

べ，保安院の了解を取り付けている。 
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一審被告国によって（また一審被告東電にとっても）佐竹氏は，「長期評価」を

採用しなかったことを正当化する上で頼みの綱ともいうべき専門家であり，一審被

告らにとって，他の専門家が及ばない実績・経歴・重要性を有していた。 

イ 佐竹氏は一審被告国の主張を支える最良の証拠として証人申請されたこと 

一審被告国は，上記のような佐竹氏のもつ重要性を踏まえ，「津波評価技術」の

「既往最大」の地震想定が相当であり「長期評価」には防災対策の基礎に据えるだ

けの信頼性がないという自らの主張を立証するための最良の証拠として，千葉地方

裁判所において証人尋問を申請し，かつ採用されたのである。 

したがって，一審被告らにとっての佐竹尋問の成否がどうあれ，佐竹氏の証言こ

そ「長期評価」の信頼性についての評価を行う際に最も重視されるべきであり，他

の専門家の見解が佐竹証言を代替することなどできない。 

ウ 佐竹証言は反対尋問を経ている点でも他の意見書とは信頼性が全く異なること 

何より，一審被告国が意見書を提出した専門家の中で，反対尋問によりその証言

の信頼性と証拠価値を試されたのは佐竹氏のみである。 

一審被告国が援用する佐竹氏以外の専門家の意見は，いずれも反対尋問による信

用性の確認も，意見書の内容が持つ微妙なニュアンスの確認も経ていない。法廷で

の尋問を経て得られた佐竹氏の証言とは，その証拠価値において比べるべくもない。 

エ 佐竹氏の「長期評価」の前提と論拠に対する意見について 

 佐竹証言によっても，「長期評価」の信頼性が否定されないものであることについ

ては，これまで詳細に述べたところであるが，上述した「長期評価」の地震学上の

前提および論拠に即していえば，第１に，佐竹氏が一般論としての地震地体構造論

自体を承認していることは明らかである。第２に，津波地震は海溝付近のプレート

境界で発生するとの知見については，まさに佐竹氏自身が知見の確立に貢献した当

事者である。 

結局，佐竹氏が懐疑的な意見を述べているのは，第３の，慶長三陸沖及び延宝房

総沖地震が津波地震であるという点についてのみである。 
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しかし，この第３点については，佐竹氏自身が海溝型分科会において自己の意見

（慶長三陸地震の波源は千島海溝ではないか等）を述べつつ最終的には同分科会に

参加した地震学者の意見集約として，３つの津波地震の存在を確認しているところ

である（既に見たとおり，佐竹氏は，反対尋問に対して海溝型分科会において延宝

房総沖地震が日本海溝寄りの津波地震であることに賛成したことを認めている61。）。

佐竹氏自身が「長期評価」の最終的な結論について異議を述べず，その結論に賛同

をしたのであり，この事実は重い意味を持つ。 

（５）津村建四朗氏の意見書（丙ロ３０号証）に基づく一審被告国の主張に対する

反論 

ア 津村意見書の内容について 

津村氏はその意見書において，将来発生することを想定すべき地震・津波につい

て，「過去に津波地震の発生が確認されていない領域を含めて津波地震が発生する可

能性があるとする評価は，地震学の基本的な考え方にはなじまない」（意見①）と述

べている（４頁）。 

こうした考え方を前提として，さらに，三陸沖から房総沖の日本海溝寄りの過去

の地震データが乏しいことに関して，「『日本三代実録』と呼ばれる記録ぐらいしか，

地震に伴う津波による浸水域や被害状況などを把握する歴史資料が乏しいという問

題点があった」（意見②），それにも関わらず「日本海溝沿いの領域が単に陸側のプ

レートに太平洋プレートが沈み込んでいる点で構造が同じであるという極めて大ざ

っぱな根拠で，三陸沖から房総沖までの広大な日本海溝沿いの領域を一括りにして，

津波地震が発生する可能性があると評価した」（意見③）がこのような評価は地震学

の基本的な考え方からは異質である，とする。 

イ 津村氏自身が地震調査委員会の長として「長期評価」を取りまとめ公表した責

任者であること 

津村氏は，２００２年「長期評価」を策定・公表した当時の地震調査研究推進本

 
61 丙ロ４９佐竹第２調書１３頁 
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部・地震調査委員会の委員長であり，津村氏自身が，同委員会の長として，２００

２年「長期評価」の結論を了解し公表した責任者であったという事実が重要である。

津村意見書４頁においても，「地震調査委員会として…実際に了解し，公表するに至

りました」として自らの判断と行為を認めている。 

 島崎邦彦氏・都司嘉宣氏及び佐竹健司氏の３名の地震・津波専門家の証言でも示

されたとおり，地震本部の公表する「長期評価」等の見解は，地震学会における個々

の専門家の見解の公表とは異なり，一審被告国の防災施策に用いられることが当然

に予定された公的な判断である62。 

津村氏は，２００２年「長期評価」の内容，及び同委員会が２００２年「長期評

価」を了解し公表すれば，これが地震防災対策の基礎に据えられ，また，防災行政

に生かされることを予定されていることは，十分理解していた。その津村氏を長と

する地震調査委員会が，海溝型分科会から提出報告された「長期評価」を，津村氏

を含む多数の地震・津波の専門家の審議を経た上で了解・公表しているという事実

は，「長期評価」の妥当性を示すものである。 

ウ 津村氏の「既往最大」の見解が，７省庁手引き等が示した地震地体構造論等の

最新の知見に基づく地震想定の考え方に反すること 

 津村氏が，「過去に津波地震の発生が確認されていない領域を含めて津波地震が発

生する可能性があるとする評価は，地震学の基本的な考え方にはなじまない」とす

る点（意見①）は，これを字義どおり受け取れば，繰り返し発生することが確認さ

れている地震，少なくとも過去に発生したことが確認されている地震のみが，将来

発生することがあると評価できる地震であるということとなる。 

 しかし，津村氏が依拠する「既往最大の地震に基づいてのみ将来発生する地震を

想定することができる」という考え方は，既に１９９８（平成１０）年３月に，政

府の防災関係７省庁によって公表された７省庁手引き（甲ロ１８）等によって，一

般防災を前提としても既に乗り越えられていた考え方である。すなわち「７省庁手

 
62 一審原告原審最終準備書面（第２分冊）１０２頁以降。 
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引き」は，地域防災計画において想定すべき「対象津波の設定」に関して，以下の

ような重要な指摘をしている。 

 「従来から，対象沿岸地域における対象津波として，津波情報を比較的精度良く，

しかも数多く入手し得る時代以降の津波の中から，既往最大の津波を採用すること

が多かった。 

 近年，地震地体構造論，既往地震断層モデルの相似則等の理論的考察が進歩し，

対象沿岸地域で発生しうる最大規模の海底地震を想定することも行われるようにな

った。これに加え，地震観測技術の進歩に伴い，空白域の存在が明らかになるなど，

将来起こり得る地震や津波を過去の例に縛られることなく想定することも可能とな

ってきており，こうした方法を取り上げた検討を行っている地方公共団体も出てき

ている。」（３０頁） 

 津村氏の意見①は，既往最大の地震に縛られることなく将来発生し得る地震を踏

まえて予測・評価することが可能となっているという７省庁手引き等の見解に反す

るものであり，２００２年「長期評価」の前提である地震地体構造論等の最新の知

見を無視するものと言わざるを得ない。 

エ 津波地震が海溝寄りで発生するという確立した知見を踏まえていないこと 

 津村氏は，「単に陸側のプレートに太平洋プレートが沈み込んでいる点で構造が同

じであるという極めて大ざっぱな根拠で，三陸沖から房総沖までの広大な日本海溝

沿いの領域を一括りにした」（意見③）としている。 

しかし，「長期評価」は，佐竹氏らがその知見の確立に貢献した「津波地震が海

溝寄りの浅いプレート境界付近で固有に発生する」という知見を重要な一つの論拠

として，津波地震が発生し得る領域としての共通性にも着目して日本海溝寄りを南

北を通じて一つの地震地体構造論上の領域として設定したのであり，単に太平洋プ

レートが北米プレートに沈み込むという構造だけを理由に領域分けを行ったもので

はない。この点については，佐竹氏自身が「長期評価」の公表の直後の東京電力の

津波担当者からの照会に対して，「津波地震については，海溝よりの海底下浅部で起
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こるという点では谷岡・佐竹を採用しました」（丙ハ８号証・川原陳述書・添付資料

④）としているとおりである。 

よって，津村氏の上記意見③は，「長期評価」の重要な論拠を踏まえていない点

において，失当というしかない。 

オ 津村氏が海溝型分科会において３つの津波地震の発生が確認された意義を全く

理解していないこと 

 津村氏は，三陸沖から房総沖の日本海溝寄りの過去の地震データについて，「『日

本三代実録』と呼ばれる記録ぐらいしか，地震に伴う津波による浸水域や被害状況

などを把握する歴史資料が乏しいという問題点があった」（意見②）とする。 

 しかし，この点については，既にみたように，海溝型分科会において歴史地震の

第一人者である都司証人を含む地震学の専門家が，慶長三陸地震及び延宝房総沖地

震の発生位置について，異論の存在を含めて詳細な検討を行い，最終的に上記２つ

の地震がいずれも日本海溝寄りで発生した津波地震であるということが確認された

ことが，「長期評価」の重要な論拠の一つとされているところである。「日本三代実

録しかない」という見解は，海溝型分科会における歴史地震の検討結果を全く無視

している点において失当というしかない。 

カ まとめ 

 津村氏の「長期評価」の信頼性についての評価は，①自ら責任者として「長期評

価」を取りまとめ公表した立場と矛盾するものであり，また，②地震地体構造論な

どの最新の知見に基づいて過去に縛られることなく将来の地震の想定が可能になっ

ていたとの７省庁手引き等が示す地震学上の到達を無視し，③「長期評価」の基礎

とされた津波地震が海溝寄りで発生するという確立した知見を無視し，④さらに海

溝型分科会において日本海溝寄りで過去に３つの津波地震の存在が確認されたとい

う事実も踏まえないものである。 

以上より，津村氏の「長期評価」の信頼性についての評価は，「長期評価」の論

拠についての慎重な検討を経ないものであり，そうした不十分な認識を下にして疑
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義を呈しているに過ぎないものであり，同氏の意見は「長期評価」の信頼性を否定

するものとは到底いえない。 

（６）松澤暢氏の意見書（丙ロ３１号証）に基づく一審被告国の主張に対する反論 

ア 松澤意見書の内容について 

 松澤意見書においては，津波地震のメカニズムが未解明であったこと（意見①），

慶長三陸地震と延宝房総沖地震については津波地震であるか明らかになっていなか

ったこと（意見②），及び三陸沖・宮城県沖と福島県沖以南の海底地形が異なってい

ると考えられていたこと（意見③）を主要な論拠として，結論として，「調査委見解

（「長期評価」のこと。引用注。）が出たからと言って，これを新たな知見として取

り入れて，切迫性をもって対策を講じるべきとまでは考えていませんでした」と述

べている（意見書１８頁）。 

 以下，松澤氏の意見の①ないし③について順次検討する。 

イ 津波地震のメカニズムが解明されていなかったこと（意見①）は「長期評価」

の信頼性を否定する根拠たり得ないこと 

しかし，松澤氏自身が述べるように，津波地震のメカニズムは現在においても地

震学上解明されてはいない（意見書１４頁）。メカニズムの未解明を理由に津波地震

を防災対策上考慮する必要がないという松澤氏の見解（一審被告国の主張でもある）

は，津波地震への原子力施設の防災対策を未来永劫先送りするものである。かかる

見解は，「深刻な災害が万が一にも起こらないようにする」という原子炉施設の安全

性確保の観点と，およそ相容れない。 

そして，これも松澤氏自身が述べるように，発生メカニズムが解明されていない

状況でも，津波地震は海側プレートが陸側プレートに沈み込む海溝軸付近において

発生するという知見は，２００２年「長期評価」策定時において既に確立していた

（１４頁）。 

２００２年「長期評価」は，発生メカニズムを前提としない基準によって津波地
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震を定義63し，個々の地震の評価についての充実した議論を通じて，１６１１年慶

長三陸，１８９６明治三陸，１６７７年延宝房総沖の３つの津波地震が，同一の構

造をもつ日本海溝の北部及び南部において発生していると判断し，「三陸沖北部から

房総沖の日本海溝寄り」を津波地震の起こり得る一つの領域として設定したのであ

る。こうした領域設定を行うことの合理性は，津波地震のメカニズムが完全に解明

されていないことによって損なわれるものではない。 

また，松澤氏自身が「（津波地震のメカニズムは現在も）まだはっきりしたこと

はわかっていません」（意見書１４頁）と述べているように，津波地震のメカニズム

は現在においても地震学上解明されてはいない。津波地震のメカニズムが地震学上

解明されていなかったことをもって，２００２年「長期評価」を防災対策上も考慮

する必要がないという松澤氏及び一審被告国の見解は，結果として津波地震に対す

る原子力施設の防災対策を未来永劫にわたり先送りするものであり，「深刻な災害が

万が一にも起こらないようにする」という原子炉施設の安全性確保の観点からは到

底受け入れられない主張である。 

ウ 松澤氏が慶長三陸地震及び延宝房総沖地震が津波地震であると結論づけた海溝

型分科会の議論のプロセスを踏まえていないこと 

 松澤氏は，慶長三陸地震と延宝房総沖地震については津波地震であることに疑義

を示して，これを理由に「長期評価」の信頼性に疑問を示している（意見②）。 

 しかし，海溝型分科会においては，歴史地震の第一人者である都司証人を含む地

震学の専門家が，慶長三陸地震及び延宝房総沖地震の発生位置について，異論の存

在を含めて詳細な検討を行い，最終的に上記２つの地震がいずれも日本海溝寄りで

発生した津波地震であるということが確認されたことが，「長期評価」の重要な論拠

 
63 「津波地震」とは，断層が通常よりゆっくりとずれて，人が感じる揺れが小さくても，発生

する津波の規模が大きくなるような地震のことである。この報告書では，Ｍt の値がＭの値に

比べ 0.5 以上大きい（阿部，1988 参照）か，津波による顕著な災害が記録されているにも係

わらず顕著な震害が記録されていないものについて津波地震として扱うことにした。甲ロ

１・３頁の注２ 
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の一つとされているところである。松澤氏は，海溝型分科会の議論に参加しておら

ず，同分科会において，歴史地震についての詳細な議論を踏まえて慶長三陸地震及

び延宝房総沖地震が津波地震と判断されるに至ったプロセスに参加していないこと

から，この点についての疑義を払しょくしきれていないに留まるものと言える。 

なお，１６７７年延宝房総沖地震が津波地震であることについては，「長期評価」

に先立ち２００２年（平成１４）年２月に公表された，土木学会「津波評価技術」

においても確認されているところである（丙ロ８０号証「付属編」２－３０頁）。 

 ２００２「長期評価」公表後においても，２００６（平成１８）年の中央防災会

議・日本海溝等専門調査会，２００７（平成１９）年の佐竹，都司，今村氏らの専

門家による津波痕跡高の調査に基づく検証（甲ロ７４号証）によっても，延宝房総

沖地震が津波地震であることが繰り返し確認されていることについては，既に詳述

しているところである。 

松澤氏が長期評価部会に所属していた２００４（平成１６）年以降（同意見書２

頁）も，同部会の中で，延宝房総沖地震が津波地震であることについて見直しの議

論が出なかったことも，至極当然というべきである。  

エ 海底地形の違いは日本海溝南部において津波地震が発生することを否定する論

拠とはならないこと 

 松澤氏は，三陸沖・宮城県沖と福島県沖以南の海底地形が異なっていると考えら

れていたこと（意見③）をもって，「長期評価」が日本海溝南部において津波地震を

想定することの信頼性を否定する。 

 しかし，松澤氏自身，土木学会・津波評価部会のアンケート（丙ロ１２７号証・

２００９〔平成２１〕年２月）に対して，分岐②「活動域内のどこでも津波地震が

発生するが，北部領域に比べ南部ではすべり量が小さい」という選択肢に最も大き

な重み付け（０．６）を行い，かつ分岐③「活動域内のどこでも津波地震（１８９

６年タイプ）が発生し，南部でも北部と同程度のすべり量の津波地震が発生する」

との選択肢に０．２の重み付けを行っている。 
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要するに，南北における明治三陸地震と延宝房総沖地震の規模の違いを除けば，

「日本海溝沿いのどこでも津波地震が起こり得る」という考え方に８割の重みづけ

を行っているのであり，逆に分岐①「過去に発生例がある三陸沖（１６１１年，１

８９６年の発生領域）と房総沖（１６７７年の発生領域）のみで過去と同様の様式

で津波地震が発生する」という「既往最大」の考え方については２割の重み付けし

か与えていない（意見書１９～２０頁）。 

以上からすれば，松澤氏自身の見解に沿ったとしても，三陸沖・宮城県沖と福島

県沖以南の海底地形が異なっているとの指摘（意見③）については，仮にそれが事

実として確認されたとしても，それをもって日本海溝の南部においては津波地震は

発生しないということを示すものとは評価されないものである。 

さらに，この意見③に基づいて日本海溝南部では津波地震は発生しないという指

摘については，前項において確認した１６７７年延宝房総沖地震が津波地震である

と確認されたという海溝型分科会における結論によって事実をもって否定されてい

るところである。 

オ 松澤・内田論文「地震観測から見た東北地方太平洋下における津波地震発生の

可能性」（丙ロ４０号証）について 

 松澤氏は「長期評価」公表の直後に，「長期評価」の津波地震の想定をテーマと

した地震学の専門誌に上記論文を発表している。その中で，松澤氏は，「津波地震に

ついては，巨大な低周波地震であるとの考え方が多くの研究者によってなされてい

る」として，津波地震が低周波地震の一つの大きなものであるとの考えが研究者に

よって広く共有されていたことを示している。 

その上で，日本海溝についても， 

「実際，海溝軸近傍で低周波の地震が発生することはよく知られており，日本

海溝沿いにおいても同様の特徴が知られている」（３７０頁）として，日本海溝

の南北を問わずに海溝軸付近で低周波地震が発生しているとする。 

さらに，先にも引用したとおり，同論文は以下のように述べている。 
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「河野による解析では，低周波地
．．．．

震は三陸沖と福島・茨城県沖に多く
．．．．．．．．．．．．．．．．

，宮城県

沖には少ない」 

「この河野の求めた低周波地震が多い領域と図２で示した繰り返し地震の発生

率が高い領域はよく対応しており，前述の仮説が正しければ，福島県沖～茨城
．．．．．．．

県沖にかけての領域においても大規模な低周波地震が発生する可能性がある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

」

（３７３頁，傍点は引用者。） 

同論文は，海溝軸付近の未固結の堆積物の存在について着目して（３７０～３頁）

これをもって津波地震の発生メカニズムを説明し得るのではないかという考え方を

呈示してその検討を行っているが，松澤氏自身が「パラドックスが残っている」（３

７１頁），津波地震の「生成メカニズムについては，まだよく分かっていない」（３

６８頁）と述べているように，同論文で示された上記の考え方は一つの仮説の提示

に過ぎないものであり，これをもって津波地震の発生可能性について日本海溝の南

北において差異があるという結論を基礎づけることができるものではない。 

他方で，上記した通り，津波地震が海溝軸付近で発生する巨大な低周波地震であ

るという地震学上の事実については，広く認識が共有されていたところであり，こ

の低周波地震の起こり方につい
．．．．．．．．．．．．．

ては
．．

，
．
北（三陸沖）だけでなく南（福島県沖から茨
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

城沖）でも多いとしており
．．．．．．．．．．．．

，
．
南でも「大規模な低周波地震」すなわち「津波地震」
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

が発生する可能性があると認めている
．．．．．．．．．．．．．．．．．

のである。 

以上より，松澤・内田論文は，津波地震の発生メカニズムが解明の途上であるこ

とを示すものではあるものの，他方で，津波地震が海溝軸付近で発生する巨大な低

周波地震であり，かつ日本海溝の南北を通じて海溝軸付近において低周波地震の発

生が確認されているという点において，津波地震が日本海溝の南北を通じて発生す

る可能性を基礎づけるものと言えるのである。 

カ 松澤氏自身が長期評価部会の委員として「長期評価」の領域区分を正当なもの

としていること 

 松澤氏は２００４（平成１６）年４月から２０１６（平成２８）年３月まで地震



178 

 

本部の長期評価部会の委員を務めている。しかし，この間，地震本部の長期評価部

会において，日本海溝沿いの南北における海底地形の違いを理由として２００２年

「長期評価」における領域分けを見直すべきとの意見が述べられたことはない。 

同様に，日本海溝寄りにおいて発生した過去の３つの津波地震，特に１６７７年

延宝房総沖地震が津波地震であることを見直すべきとの意見が述べられたこともな

い。２００２年「長期評価」が公表された後においても，同「長期評価」は複数回

にわたって見直しの機会があったが，その都度，２００２年「長期評価」の領域分

けと３つの津波地震の評価については，その内容が確認されているところである（甲

ロ６９等）64。 

これに留まらず，貞観地震の津波堆積物調査の知見が進展したことを踏まえて，

地震調査委員会は，「宮城県沖の長期評価」と「三陸沖から房総沖にかけての地震活

動の長期評価」（すなわち２００２年「長期評価」等）を統合して，後者の長期評価

の改定版を２０１１（平成２３）年４月に公表する準備を進めていたところ，本件

地震の発生のために延期された経過がある（松澤意見書２０～２１頁）。すなわち，

２００２年「長期評価」の領域分けと津波地震についての長期評価は，松澤氏自身

が関与した長期評価部会においても，重ねてその結論が支持され，貞観地震の知見

をも包摂した新しい「長期評価」に引き継がれることが予定されていたところであ

る。 

２００２年「長期評価」の領域分けに地震学上の根拠がないかのように述べる，

松澤氏の意見はこうした経過にも反するものといわざるを得ない。 

キ 松澤氏が地震防災対策に生かされることを前提として「長期評価」の相当性を

認めていること 

 松澤氏がその意見書で２００２年「長期評価」に直接に言及しているのは，「５ 予

見可能性各論２（調査委見解について）」１２～２０頁の部分に限定される。そして，

この点に関して，松澤意見書で特に注目すべき点は，次の記載である。 

 
64 一審原告原審最終準備書面（第２分冊）１９５頁以降 
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すなわち，松澤氏は 

「私自身は，調査委が防災上の観点から，長期評価において，宮城県沖から福島

県沖にかけて津波地震は発生しないという評価を出すよりも，日本海溝沿いの領域

をひとまとめにして確率を評価したことは理解できますし，今でも，そうすべきで

あったと思っています。」（１７頁）としている。 

つまり，松澤氏は，２００２年「長期評価」の地震学的な根拠について疑義を述

べてはいるものの，他方で，地震調査研究推進本部が２００２年「長期評価」を公

表したこと自体についてはこれを肯定的に評価していることに留意が必要である。

つまり，松澤氏も２００２年「長期評価」の見解が，防災上の観点からは国民や防

災関係機関に向けて公表・周知され，防災対策に際して考慮されるだけの知見であ

ることを認めているのである。 

そして，留意すべきは，ここで松澤氏が想定しているのは，あくまで「長期評価」

が想定する一般防災の観点である。松澤氏は，地震学者としての専門性（限界性）

を踏まえて，原子炉施設に求められる安全性との関連については特段の言及はして

いないが，松澤氏が，一般防災の観点でも「長期評価」の判断が国民や防災関係機

関に周知されることが必要であったとしている以上，高度な安全性が求められる原

子炉施設の防災規制との関係において，その理はより強く妥当するものといえる。 

ク まとめ 

 以上より，松澤氏が「長期評価」に対する疑義を基礎づけるものとして挙げる，

①津波地震の発生メカニズムが解明されていないという点，②延宝房総沖地震等が

津波地震であるとの海溝型分科会の結論への疑義，③海底地形の違いによる津波地

震の発生可能性についての南北での差異の可能性，は，いずれも「長期評価」の信

頼性を否定する理由にはならないところである。 

松澤氏は海溝型分科会における延宝房総沖地震等についての歴史地震の詳細な

議論のプロセスを把握していなかったために，同分科会が延宝房総沖地震を津波地

震と判断するに至った論拠を十分に把握できなかった。そして，日本海溝の最南部
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でも津波地震の発生があったという地震学上の事実を踏まえないことから，海溝軸

付近の未固結の堆積物の存在による津波地震の発生メカニズムの基礎づけ，及びこ

のメカニズム論を前提として，日本海溝の南北において津波地震の発生可能性の差

異を基礎づけるという仮説に拘泥しているに過ぎないものである。しかし，松澤氏

自身が自認するように津波地震の発生メカニズム自体は未解明なものであるし，ま

たこの仮説は延宝房総沖地震の存在によって否定される関係に立つものである。 

よって，全体として，松澤意見書及び松澤・内田論文の存在は，「長期評価」の

信頼性を否定するものとはいえない。 

（７）日本海溝の南北における海底地形等の差異を指摘するその他の論文について 

ア 海底地形及び地震活動における特徴等において日本海溝の南北で差異があると

するいくつかの論文について 

 松澤・内田論文とは別に，一審被告国から，日本海溝の南北における海底地形及

び地震活動の差異を指摘する論文がいくつか提出され，一審被告国は，これらの論

文を根拠として，津波地震の発生メカニズムに関連して，日本海溝の南部と北部で

は，津波地震が発生するか否か（北部でのみ発生し南部では発生しないとするか），

又は南北で発生するとしてもその発生頻度等について結論を異にするので，（陸寄り

と区別される）海溝寄りの領域について南北を通じて一つの領域とした「長期評価」

の信頼性は低いと批判している。 

 この点，福島地裁判決は，その９４頁以下で，各論文の内容についてそれが「長

期評価」の信頼性を損なうものであるか否かについて個別判断を行っている。この

内，深尾・神定論文（甲ロ１３号証の１，２），谷岡・佐竹論文（丙ロ６１号証），

松澤・内田論文（丙ロ４０号証）については，いずれも重要なものであり，既に個

別に検討してこれらの論文が「長期評価」の信頼性を否定するものではないことを

示してきたところである。 

そこで，以下では，同判決の整理に沿って，日本海溝の南北の差異を論じる各論

文が津波地震の発生可能性についての南北差を地震学的に基礎づけるものであるの
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か否かを検討する。 

イ 河野論文（丙ロ３２号証）について 

同論文は，海溝沿い北部と南部の地震活動の相違を地形構造の差異に関連付けて

論じ，結論として「北緯３８．５度付近を境にして北側と南側の領域では，海洋プ

レートの沈み込みに伴うテクトニクスの違いを意味しているのではないか」とする。 

 この論文の著者は「北上地震観測所 河野俊夫」とされるのみであり，著者が地

震学上のどのような知見を有するのかも不明である。論文の発表時期も証拠説明書

で「昭和６３年」とされるのみであり，そもそも公表媒体も示されておらず，この

論文が公に公表されたものであるか否かも不明というしかない。 

 こうした外形的な不明確さは措くとしても，同論文は，そこで指摘されている地

震活動の相違や地形構造の差異が，津波地震の発生メカニズムに関連してその発生

可能性に関連するか否かという点については全く言及していないのであり，（津波地

震の発生可能性に基づいて陸寄りと区別されるのが相当とされる）日本海溝寄りの

領域について，同論文の示す地形構造の差異をもって，これを南北で区分する合理

性を基礎づけることはできない。 

ウ 西澤論文（丙ロ６０号証）について 

 同論文は，「海底地震観測による１９８７年６月の福島沖の地震活動」というタイ

トルが示すように，１９８７（昭和６２）年２月から４月にかけて北緯３７度，東

経１４２度付近を中心として特に地震活動が活発であったこと（４０４頁・図１）

から，これらの地震活動の性質を調べるために同年６月にＯＢＳアレイを用いた観

測を行った結果を報告するものである。 

 その報告の過程において，海溝沿い北部（三陸沖）と南部（福島沖）の海底地形

（カップリングの強弱）と地震活動の相違を関連付けて，「福島沖の方が三陸沖より

もカップリングが弱いために海溝近傍では地震がほとんどなく巨大地震を含む地震

活動が起こりにくいのではないか」（４１０頁）などの記載を行っている。 

 しかし，同論文が主な考察の対象としたのは，上記した通り，「北緯３７度，東経
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１４２度付近を中心として特に地震活動が活発であったこと」であり，これは典型

的なプレート間地震が発生する「陸寄り」の領域の地震であり津波地震の発生する

「海溝寄り」の領域についてではない。また，４１０頁の「結論」においても上記

地震が「水深２ｋｍの等深度線（海溝軸からおよそ１００ｋｍ）より陸側に限定さ

れ」としているように陸寄り領域につての考察に留まっている。そして，同論文の

趣旨からして当然のことであるが，同論文の考察の過程において津波地震の発生可

能性につての言及は一切ない。 

 以上より，同論文が海溝沿い北部（三陸沖）と南部（福島沖）の海底地形（カッ

プリングの強弱）と地震活動の相違を関連づけて論じているとしても，そこで指摘

されている地震活動の相違及び地形構造の差異が，津波地震の発生メカニズムに関

連してその発生可能性に影響するか否かという点については，全く論じられていな

いのであり，（津波地震の発生可能性に基づいて陸寄りと区別されるのが相当とされ

る）日本海溝寄りの領域について，同論文の示す地震活動及び地形構造の差異をも

って，これを南北で区分する合理性を基礎づけることはできない。 

エ 三浦論文（丙ロ５６，丙ロ１０１号証）について 

 三浦論文は，特に，海溝沿い北部（三陸沖）と南部（福島沖）を対比して地震活

動が一様ではないと指摘し，これに関連し地下の構造の解析の結果として陸寄りか

ら海溝軸付近までの広い領域において低速度領域の存在，及びプレート沈み込み角

度などにおいて違いがあることを指摘している（丙ロ１０１号証８８頁，１４６号

証１４６頁）。 

 しかし，同論文は，これらの地下構造における低速度領域の存在，及びプレート

沈み込み角度などにおける違いの存在を指摘するものの，これが海溝軸付近におい

て固有に発生することが確立した知見となっている津波地震の発生可能性にどのよ

うに関連するかについては全く検討を行っていないのであり，「津波地震」について

の言及自体も一切ない。 

よって，津波地震の発生メカニズム自体が解明されていない以上，同論文が指摘
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する地下構造の差異が日本海溝の南北における津波地震の発生可能性の有無，及び

程度を基礎づけるものであるかについても不明というしかないのであり，（津波地震

の発生可能性に基づいて陸寄りと区別されるのが相当とされる）日本海溝寄りの領

域について，同論文の示す地形構造の差異をもって，これを南北で区分する合理性

を基礎づけることはできないものである。 

 なお，同論文は，「長期評価」以前に公表されているものであり，「長期評価」自

体の策定過程においても，「プレート境界の形状については，・・・宮城県沖付近に

ついては，三浦(2001a，b)，Miura et al.(2001，2002)の海底下構造調査の解析結

果，・・・を参照し，気象庁震源の断面図(図４－１，２)も参考にして，図３のよう

に作成した」（甲ロ５０・３４頁の引用文献）とあるように，同論文の測定結果及び

考察の結論は，「長期評価」の策定の過程においても参照され，同論文の結論をも踏

まえて「長期評価」の判断が行われているところであり，同論文の存在によって「長

期評価」の信頼性が否定されるものではない。 

 また，１６７７年延宝房総沖地震が津波地震であると確認されていたことからす

れば，同論文の指摘をもって津波地震の発生する領域を日本海溝北部に限定し，又

は津波地震の発生可能性について南部と北部を区別する地震学上の合理性は認めら

れないと言わざるを得ない。 

オ 鶴論文（丙ロ５７号証の１，２）について 

（ア）鶴論文及びこれに関連する佐竹証言 

 鶴論文は，日本海溝の北部と南部の地質構造の差異をプレート境界地震（津波地

震）の発生可能性と関連付けて論じているものである。 

一審被告国は佐竹主尋問において，同論文（丙ロ５７号証の２）を詳細に引用し

た上で，「堆積物の厚さの違いがプレート境界へのカップリングの違いを示唆してい

るとして，このカップリングの違いによってプレート境界地震の発生の地域差を説

明できる可能性があるというふうな指摘をしているということ」を，佐竹証人に確

認させている（丙ロ４８佐竹第１調書２４～２７頁）。 
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鶴論文が２００２年「長期評価」の信頼性を否定する根拠たり得ないことについ

ては既に詳述したとおりであるが，一方で，一審被告国が鶴論文を重視した主張を

本控訴審および全国の類似の集団訴訟において繰り返していること，他方で，鶴論

文の仮説は今村文彦氏･佐竹健治氏・都司嘉宣氏らの１６７７年延宝房総沖地震につ

いての調査・シミュレーションを示した論文（甲ロ７４号証，２００７年）によっ

てその誤りが明らかであることから，一審被告国の主張が破綻していることを確認

するために，以下，重複をおそれず再論しておく。 

（イ） 鶴論文は仮説に過ぎず，かつその誤りがすでに明らかになっていること 

第１に，鶴氏らの論文は，日本海溝寄りの北部ではプレート境界に堆積物がくさ

び型に沈み込んでいるのに対し，南部では一様に堆積物が沈み込んでいることから，

「プレート境界地震の発生の地域差を説明できる可能性」，つまり北部では津波地震

が起こり南部では起こらないという「可能性」を述べる仮説に過ぎない（丙ロ５１

島崎第２調書３１頁）。この点は，既に指摘したとおりである。 

第２に，鶴論文の仮説は，１６７７年に延宝房総沖地震という日本海溝寄り南部

において津波地震が現に発生しているという事実を説明できず，およそ採用しえな

い仮説であった。 

一審被告国は，鶴論文の図表における線「１１」（福島沖）について，堆積物が

プレート深部まで入り込み凸凹が少ないとされていることを強調し，固着（カップ

リング）が弱く地震は起こりにくいと考えられていた，と主張する。 

しかし，もし鶴氏らの仮定するとおり，南部では北部と異なり海溝軸から少し入

ったところのプレート境界間に付加体が一様に分布していることにより固着（カッ

プリング）が弱くなるというのであれば，大きな地震になる以前にずれ，あるいは

すべりが生じることによって，そもそも日本海溝寄りの南部では津波地震は起こら

ないことになるはずである。しかし，現実には１６７７年に延宝房総沖で津波地震

が起こっており，鶴氏らの仮説はこれと整合しない。 
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この地震を津波地震と考えなければ，延宝房総沖地震の津波被害が北は宮城県岩沼

まで及んでいることを説明できないこと，２００２年「長期評価」のみならず同年

の土木学会「津波評価技術」でも，この地震を日本海溝寄りの津波地震と判断して

いることは，既に詳述したとおりである。さらに，佐竹健治氏，今村文彦氏，都司

嘉宣氏が茨城県・千葉県と共同して調査・検討の上２００７年初頭に発表した論文

「延宝房総沖地震津波の千葉県沿岸～福島県沿岸での痕跡高調査」（甲ロ７４号証）

では，シミュレーションによって得た延宝房総沖津波地震の波源を示している。同

論文は，１６７７年延宝房総沖地震に伴う津波の浸水高を史料に記載された建物被

害の記録から推定した結果，福島県沿岸では３．５～７ｍ，茨城県沿岸では４．５

～６ｍ，千葉県沿岸では３～８ｍとなったこと（５５頁右段）を踏まえ，これら浸

水高を説明できる波源をシミュレーションにより示したものである。 

以下，同論文において示された１６７７年延宝房総沖地震の波源の図と，一審被

告国の引用する鶴論文の図表とを，対比しつつ示す。 
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 → 丙ロ５７号証の２  

鶴論文 図表 

 

 

↓ 甲ロ７４号証 今村・佐竹・都司 

   千葉県・茨城県の共同調査論文 

 

 

両図を対比してみれば，鶴論文における線「１１」（福島沖）のプレート境界が，

今村氏・佐竹氏らが示した延宝房総沖地震による波源の領域に含まれていることが

明らかである。すなわち，鶴氏らの仮説によれば堆積物がプレート深部まで入り込

み凸凹が少なく，固着（カップリング）が弱いので地震は起こりにくいはずの線「１

１」のプレート境界でも，現に津波地震が起こっているのである65。 

 
65 なお，実際の津波は宮城県の岩沼まで達しているから，それをも考慮に入れれば波源はより

北側にまで拡大することになる。 
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今村・佐竹・都司ら専門家の１６７７年延宝房総沖津波地震についての具体的な

調査とシミュレーションにより，鶴論文に依拠した仮説（日本海溝より南部では津

波地震は起こりにくい）は明確に否定されている。 

（ウ） 鶴論文の見解は本件地震によって誤りが確認されていること 

鶴氏らの仮説は，東北地方太平洋沖地震の発生により，現在ではその誤りが明ら

かになっていること，佐竹健治証人も現在では鶴氏らの見解を支持していないこと

は，すでに指摘したとおりである。 

（エ） まとめ 

 以上にみたとおり，鶴論文は，津波地震発生メカニズムに関する一つの仮説を提

示したに過ぎず，津波地震の発生可能性についての日本海溝の南北を区別する地震

学上の合理性を基礎づけるものではない。かつ，「長期評価」策定時及び鶴論文の公

表時においても，既に延宝房総沖地震が津波地震であると海溝型分科会の議論を経

て確認されていることと相反するものであり，採用しえない見解であった。 

 鶴論文に依拠して２００２年「長期評価」の信頼性を覆そうとする一審被告国の

主張には，何ら根拠がない。 

（８）谷岡勇市朗氏の意見書（丙ロ１１８号証）に基づく一審被告国の主張に対す

る反論 

ア 谷岡意見書の内容 

谷岡氏は，その意見書において，「明治三陸地震と同じような津波地震が福島県

沖で発生すると考えることは少し無理があるのではないか」，「明治三陸地震のよう

な津波地震が・・・福島県沖でも発生するとは正直全く思えませんでした。」（１８

頁）とし，その論拠として，いわゆる谷岡・佐竹論文の「ホルスト・グラベン構造」

説を挙げて「明治三陸地震は，・・特殊な地形と堆積物の存在によって引き起こされ

たと考えられ，これらの知見に基づけば，津波地震は非常に稀な条件が整った場合

にのみ発生する」（１０頁），「明治三陸地震のような津波地震は，限られた領域や特

殊な条件がそろった場合にのみ発生しうるというものが大勢を占めていた」（１４頁）
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ことを挙げる。 

この論旨から明らかなように，谷岡意見書は，佐竹証人との共同論文である谷

岡・佐竹論文の「ホルスト・グラベン構造」説に地震学上の合理性があることを大

前提とするものであり，その見解も概ね佐竹証人と同一のものと言える。 

以下，念のために，谷岡意見書の批判を行う。 

イ 佐竹・谷岡論文の「ホルスト・グラベン構造」説は津波地震の発生メカニズム

に関する一つの仮説に過ぎないこと 

 津波地震が，海溝寄りのプレート境界の浅い部分で固有に発生することについて

は，「長期評価」公表以前に既に地震学上の確立した知見となっていたところであり，

かつこの知見が「長期評価」の津波地震に関する領域区分を地震学的に基礎づける

主要な論拠となっていることは既に繰り返し述べたところである。 

 これに対して，津波地震のメカニズム自体については，いまだ解明されていない

ことは，谷岡氏自身が繰り返し確認しているところである（２頁，１６頁）。 

谷岡氏は，その意見書においていわゆる谷岡・佐竹意見書が提起した「ホルスト・

グラベン構造」説に基づいて，「明治三陸地震は，・・特殊な地形と堆積物の存在に

よって引き起こされたと考えられ，これらの知見に基づけば，津波地震は非常に稀

な条件が整った場合にのみ発生する」（１０頁），「明治三陸地震のような津波地震は，

限られた領域や特殊な条件がそろった場合にのみ発生しうるというものが大勢を占

めていた」（１４頁）とする。しかし，津波地震の発生メカニズムが地震学において

不明とされている以上，自説によって「限られた領域や特殊な条件がそろった場合

にのみ発生しうる」という結論を地震学的に基礎づけることも，そもそもできない

はずである。 

この点については，谷岡意見書自身においても，谷岡・佐竹論文の「ホルスト・

グラベン構造」説は「仮説の段階」（１１頁）に留まっており，その「考え方を提唱

する」（９頁）段階に留まっていたと認めているところである。 

また，既にみたように，論文の共同執筆者である佐竹氏自身も，２００２（平成
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１４）年８月時点においても，一審被告東電からの照会に対して，「長期評価」の見

解と対比して，谷岡・佐竹論文について「これがどこまで一般的に成り立つかにつ

いては，可能性を述べ，今後の研究を待つ，と結論しました。」として一つの仮説で

あるに過ぎないことを認め，また同論文の基礎とした地震が過去１００年間に限定

されており，過去４００年を想定し慶長三陸地震及び延宝房総沖地震までをも検討

対象に含んだ「長期評価」に比して基礎情報が限定されたものであったことを認め

ているところである（丙ハ８６号証川原陳述書・資料④のメール）。 

ウ 佐竹・谷岡論文の「ホルスト・グラベン構造」説は海溝型分科会において延宝

房総沖地震が津波地震とされたことによって採用されなかったこと 

谷岡・佐竹の「ホルスト・グラベン構造」説によれば，そうした特殊な構造が見

られない房総沖では津波地震は起きないこととなる。これは，１６７７年延宝房総

沖地震が津波地震であることと完全に矛盾する。そのため，谷岡氏は，自説と論理

的に並存しえない事実である「延宝房総沖地震が津波地震である」ことを，同意見

書においても「現在でも争いがある」として否定する（５頁）。 

しかし，第５の４の（４）で詳述したとおり，延宝房総沖地震が津波地震である

ことは，海溝型分科会において，歴史地震の第一人者である都司証人を含めて第一

線の地震学者による集団的な検討によって確認されたところであり，その議論のプ

ロセスにおいては谷岡・佐竹論文の共同執筆者である佐竹証人自身も参加し自説を

述べる機会を与えられつつも，最終的には，延宝房総沖地震が津波地震であること

に賛同し，最終的な結論が確認されたものである。谷岡氏自身は，海溝型分科会に

おけるこの議論の過程には参加していないものの，谷岡氏の意見は佐竹氏の意見表

明及び議論への参加を通じて十分に考慮された上で，全体として上記の結論が導か

れた以上，同地震の評価について今でも争いがあるとして，これを最大の論拠とし

て「長期評価」の信頼性を否定する谷岡氏の意見には説得力は乏しいと言わざるを

得ない。 

エ 谷岡氏が地震調査委員会の委員として「長期評価」の判断に異議を述べていな
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いこと 

谷岡氏は，２００９（平成２１）年以降，地震調査委員会の委員として「長期評

価」の改訂に関与している。同委員会は，２０１１（平成２３）年１１月に，東北

地方太平洋沖地震の発生を踏まえて，２００２年「長期評価」の改訂版として，「三

陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二版）」（丙ロ３，丙ロ８７）を

公表した。 

この長期評価（第二版）では，東北地方太平洋沖地震の知見を踏まえて必要な改

訂がなされているが，その内容は，東北地方太平洋沖地震が津波地震の要素を含む

ものであることから，従前の３つの津波地震にこれを付加して評価するというもの

であり，「三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）」につ

いて，「１６１１年の三陸沖，１６７７年１１月の房総沖，明治三陸地震と称される

１８９６年の三陸沖（中部海溝寄り）が知られて」いるとの評価は，何ら変更され

ていない。谷岡氏は，この見解に異を唱えていない。 

谷岡氏は，意見書の冒頭（３頁）において，地震学者は間違ったことを書かない

ために，地震が発生する可能性がわずかでもあれば「この地域で地震は発生しない」

とは言わないという「冗談」を紹介しており，地震調査委員会において「長期評価」

の判断に異議を述べなかったのは，こうした考えに立ってのことであるかのように

弁明している。しかし，そもそも，谷岡氏は，地震調査委員会の一委員として，地

震調査研究推進本部という国家機関が地震防災行政の基礎に据えるための地震学上

の判断をまとめることを職責としていたのである。よって，当然のことながら，谷

岡氏は，「長期評価」が単なる「学問上の仮説の公表」に留まるものではなく，地震

防災行政において活用されることを本来の目的として作成されるものであることを

十分に認識した上で，そうした「地震防災行政に活用し得るだけの信頼性があるも

の」として「長期評価」の領域分けを支持し，又は異議を述べなかったものである。 

谷岡氏自身も，意見書で，地震防災行政に活用されることを前提とした上で，「地

震調査委員会の立場としてこの見解を出したこと自体は理解できます。」「防災行政
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上の警告をするため・・（この）見解を出す意義はある」（１８頁）と述べ，地震防

災行政に活用し得るだけの地震学上の根拠があったことを認めている。 

オ まとめ 

 以上より，谷岡意見書は「長期評価」の信頼性を否定するものとは到底言えない

ものである。 

（９）笠原意見書（丙ロ１１９号証）に基づく一審被告国の主張に対する反論 

ア 笠原意見書の内容 

 笠原氏は，意見書において，「長期評価」の判断について，「理学的に否定できな

い」レベルの知見であったとする（３頁）。 

また，笠原氏は，中央防災会議・日本海溝等専門調査会の北海道ワーキンググル

ープの座長を務めたところ，同ワーキンググループにおいては，「長期評価」につい

ては，「「理学的に否定できない」というものであることは間違いないものの，それ

以上の具体的な根拠があるものという意見は出されませんでした」と述べる（９頁）。 

イ 笠原氏は地震調査委員会の委員として「長期評価」を支持したこと 

しかし，笠原氏は，２００２年「長期評価」の策定・公表当時に，地震調査研究

推進本部の地震調査委員会の委員であり（２頁），さらには，「長期評価」を実際に

策定した海溝型分科会の委員でもあった（福島地裁判決（甲イ２０）９０頁。甲ロ

８７参考資料２頁）。笠原氏は，海溝型分科会の委員として「長期評価」の津波地震

についての判断を支持し，さらに地震調査委員会の委員としてその確定と公表を承

認したのである。 

地震防災対策特別措置法という法令に基づいて，公的機関による地震防災対策の

基礎に据えられることを想定して，最新の地震学の知見を取りまとめて公表する以

上，そこにおいては少なくとも（最終的な防災行政上の取扱いは当該防災行政を担

う機関によって判断されるとしても）「公的機関における地震防災対策の基礎に据え

るに足りるだけの地震学上の客観性と合理性があること」が最低限の条件となって

いたものである。そして，笠原氏は地震調査委員会の委員として，「長期評価」が単
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なる学術論文ではなく政府機関である地震調査研究推進本部が作成する公的な判断

であり，法令上，地震防災対策の基礎に据えられることが予定されていることを当

然に認識して「長期評価」の策定する職責を担っていた者である。 

よって，「長期評価」の結論が，「理学的に完全に可能性を否定することができな

い」という意味において「理学的に否定できない」に留まる見解として公表された

かのように述べる笠原氏の意見は誤りというしかない。 

ウ 北海道ワーキンググループは「長期評価」の評価を行っていないこと 

 谷岡氏及び笠原氏が関与した中央防災会議・日本海溝等専門調査会の北海道ワー

キンググループが「長期評価」について地震学上の合理性の検証を目的としたもの

ではないこと，及び現にその検証を行いその結果を取りまとめたものではないこと

については第５の６の（６）で述べたところである。  

（１０）今村文彦氏の意見書（丙ロ７８号証）及び首藤伸夫氏の意見書（丙ロ１１

１号証）に基づく一審被告国の主張に対する反論 

 今村氏及び首藤氏については，理学としての地震学を専門とするものではなく，

津波工学を専門とする工学者としての意見を述べている点が共通しており，以下，

一括して検討批判を行う。 

ア 今村意見書の内容について 

今村氏は，津波工学者として意見を述べており，その内容は，要旨以下のとおり

である。 

① 本件事故前は，陸寄りと海溝寄りを区別しない地震地体構造論上の領域区分が

なされており，「海溝寄りも含めて構造区分の分類をするのが当時の地震学に基づい

た考え方」であった（意見書２１～２３頁，控訴答弁書８３頁の図表７）。 

② プレート境界の固着の強弱の差異及び堆積物の有無において，地震学者が日本

海溝の三陸沖と福島沖・茨城沖に違いがあるとしていた（２０頁）。 

③ 「長期評価」は，「メカニズム的に否定できないという以上の理学的根拠を示し

て」おらず（２０頁），かつ「規模としてなぜ明治三陸地震と同規模のものが起こり
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うるのか具体的な根拠が示されていない」（２０頁）。 

とする。 

イ 首藤意見書の内容 

首藤氏は，「当時の福島沖に関する長期評価の見解は専門家の間でもコンセンサ

スが得られていなかったものですので，この見解は確定論に取り入れ，直ちに対策

を取らせるような説得力のある見解とは考えられていませんでした。」（同意見書２

３頁）とする。 

ウ 今村氏及び首藤氏は，津波工学の専門家であり，理学としての地震学上の専門

的な知見を有するものではないこと 

 今村氏も首藤氏もそれぞれ工学としての津波工学を専門とする者であり，理学と

しての地震学についての専門的な知見を有するものではないことは，両名とも認め

ているところである。両氏の意見書は，津波地震の発生可能性に関する地震学上の

評価に関する限り，自己の専門的な知見に基づく意見ではなく，隣接する科学（地

震学）の領域についての専門外からのコメントに過ぎないものである。 

 首藤氏は，「津波工学という学術分野を切り開き，これを発展させてきた」第一人

者である。その首藤氏によれば，「津波工学というのは，文字どおり，津波を対象と

した工学ですが，その中では，津波発生のメカニズムの解明や津波シミュレーショ

ンによる数値解析，構造物が津波の挙動に与える影響の解析などを前提にした，工

学的な設計に基づくハード面での津波対策から，防災教育や避難計画の策定などの

ソフト面での津波対策まで幅広い分野の研究を進めており，これらを統合すること

で津波防災・減災に役立てることを目的にしています。」（意見書３頁）とする。 

 今村氏も，理学と工学の関係について，「一般に，工学とは理学等の知見を用いて

社会的に有用なものや環境を構築することを目的とする学問です。特に，津波工学

は，津波に関する理学的知見を社会における物づくりや環境づくりに役立てるとも

に，津波災害の減災・防災対策を行うことを目的とする学問のことを言います。」と

している。 
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これらから明らかなように，将来発生する地震についての予測・評価は理学とし

ての地震学の領域であり，津波工学の対象ではない。 

 現に，首藤氏が土木学会・津波評価部会の主査として「津波評価技術」を策定す

る際にも，首藤氏は将来想定される地震についての専門的な知見を有しないことか

ら，「津波評価技術では，最新の地震学などで想定される最大地震による津波も考慮

するため，基準断層モデルの選定にあたっては地震学に基づく議論が必要になるこ

とから，地震学の権威である阿部勝征東京大学教授にも委員をしていただくなどし

ており」（意見書１４頁）と述べているところである。 

 また，政府事故調査報告書の聴取結果書（甲ロ３３号証の１）においても，津波

評価部会における想定すべき地震の検討状況については，次のとおり述べている。 

すなわち，津波評価部会のメンバーの中に「阿部勝征氏などの地震学者がおり，地

震については彼らでしっかり中防会議（中央防災会議のこと。引用注）の知見など

を採り入れろ，津波についてはこっちがやるから的な雰囲気だった」（４頁）という。 

 津波評価部会の主査として全体に責任を負う立場の首藤氏自身が，自身は津波工

学者であり，想定すべき地震の検討という地震学の領域については，地震学の専門

家にお任せ状態だったことを認めている。 

 今村氏の意見書においても，津波地震の発生可能性については，松澤氏の見解，

谷岡・佐竹論文の内容など，地震学者（理学者）の見解を引用して，工学者として

コメントを加えているに過ぎないものである。 

 よって，今村氏，首藤氏の意見書が「長期評価」の信頼性を否定する力がないこ

とは余りにも当然である。 

エ 地震地体構造論において陸寄りと海溝寄りを区別しない見解が定説であったか

のように言う今村意見書は不正確であること 

 今村氏は，「長期評価の発表後に発表
．．．．．．．．．．．

されている地震地体構造に関する論文」であ

るとして垣見氏らの論文である丙ロ５５号証を紹介し，同論文の示す「垣見マップ」

を論拠として（ここでも今村氏は他の専門領域である地震学者の論説を引用してい
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ることに留意されたい。）そもそも，「長期評価」が陸寄りと区別して海溝寄りの領

域の設定をしたこと自体が，「長期評価の発表時もその後も
．．．．

」（２３頁）地震学の到

達に反するかのように述べている。 

しかし，今村氏の上記の指摘は誤りである。 

まず，前提として，垣見氏らの論文は，２００２年「長期評価」公表後の知見で

はない。同論文は，時系列的に見れば，２００２（平成１４）年５月に学会に投稿

され，査読を経て同年１１月に受理された後，２００３（平成１５）年に「地震」

誌に掲載されたものである。よって，同論文は，２００２（平成１４）年７月に公

表された「長期評価」の領域区分の考え方が提起される以前の知見しか前提にして

いないことは明らかである（１枚目）。また，同論文は，参考文献として，２００１

（平成１３）年公表の地震調査研究推進本部の「南海トラフの地震の長期評価」を

参照しているところであり（４０５頁），仮に，２００２年「長期評価」が同論文の

投稿以前に公表されていれば，その知見は，垣見氏らの領域区分に影響を与えた可

能性があるといえる。 

また，地震学の知見の進展の観点からは，地震地体構造論を理論的な枠組みとし

て前提とした上で，２００２（平成１４）年までに，津波地震が海溝寄りのプレー

ト境界の浅い部分において固有に発生するという地震学上の知見が確立していたも

のであり，これを重要な根拠として，「長期評価」は，陸寄りの領域と海溝寄りの領

域を区別する考え方を採用したものである。この考え方自体には，当然のことなが

ら佐竹健治氏も賛同しているところである。 

さらに，陸寄りと海溝寄りを区別する領域分けの考え方は，中央防災会議・日本

海溝等専門調査会（２００６（平成１８）年）においても領域区分の基本として採

用されている。また，土木学会津波評価部会によるアンケート（丙ロ１２７号証・

２００８（平成２０）年）においても，主に津波地震の発生し得る領域を念頭に置

いて，陸寄りと海溝寄りを区別することは，当然の前提とされているところである。 

なお，垣見氏らの論文においては海溝寄りと陸寄りを区別せずに一つの領域とし
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ているが，その領域区分の根拠を詳細に検討すると，日本海溝の「海溝陸側大陸斜

面領域」を「８Ａ」とした上で，「地震の密度・発震機構などに顕著な差がある場合」

等にさらに細分して亜区を設けるとして，４つの領域に区分している（３９０頁）。

その内，三陸沖の「８Ａ２」領域における既往地震としては，一連の宮城県沖地震，

１８９６年の明治三陸地震，１９３３年の昭和三陸地震をまとめて列挙して，陸寄

りから海溝寄りまでを一つの領域としてまとめている。しかし，これらの地震は，

それぞれ陸寄りの固着の強い領域における「典型的なプレート間地震」，「津波地震」，

及び沈み込む「海洋プレート内部の正断層型地震」であり，地震の発生メカニズム

が全く異なるものである66。その発生領域も，それぞれ，陸寄り，海溝寄り，及び

海溝軸寄り東側と異なっている。垣見氏らの論文は，地震の発生メカニズムと発生

領域を異にする別種の地震について，その差異を無視して同列に取り扱い，それを

前提として陸寄りと海溝寄りを一つの領域としているものであり，陸寄りと海溝寄

りを区別しない考え方には，合理性があるとは評価できないものである。 

以上より，地震地体構造論上も，陸寄りと区別して海溝寄りの領域を想定するこ

とは地震学で広く支持された考え方であり，陸寄りと海溝寄りを区別しない考え方

が定説であったかのように述べる今村氏の意見は誤りというしかない。 

オ 津波地震が海溝寄りで発生するという確立した知見が「長期評価」の論拠とな

っていることを今村氏が理解していないこと 

今村氏は，「長期評価」の津波地震の判断に関して，「メカニズム的に否定できな

いという以上の理学的根拠を示していませんでした。」という。 

しかし，日本海溝がその南北を通じて同じような地体構造となっていることを前

提としつつ，津波地震が，世界的にみても固有に海溝軸付近で発生するという２０

０２（平成１４）年頃までに既に確立するに至っていた地震学の知見，及び日本海

 
66 経産省・原子力安全保安院・平成１８年９月２０日「『発電用原子炉施設に関する耐震設計

審査指針』等の改訂に伴う既設発電用原子炉施設等の耐震安全性の評価等の実施について」

１８頁の地震の分類，及び佐竹意見書（丙ロ２８号証）４頁及び３６頁の地震の分類を参照。 
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溝については海溝寄りにおいて３つの津波地震が発生しているとの知見こそが，「長

期評価」の主要な論拠となっていたのである。今村氏は，津波地震の発生領域に関

する知見が確立しており，かつ日本海溝の南北で津波地震が発生していることが「長

期評価」の判断を支える重要な論拠となっていたことを理解しないまま意見を述べ

ているものである。 

カ 延宝房総沖地震についての海溝型分科会の結論を今村氏は正しく理解していな

いこと 

今村氏は，１６７７年延宝房総沖地震について，津波地震であることについて疑

義を呈している（２０頁）。 

しかし，この点に関しては，既にみたように，今村氏は津波工学者であり地震学

者ではないことから，延宝房総沖地震が地震学上，津波地震と評価されるか否かに

ついては，そもそも専門的な知見を有する者ではなく，隣接領域である地震学者の

到達を踏まえる立場にあるに過ぎない。 

そして，当然のことながら，今村氏は海溝型分科会の議論に参加しておらず（そ

もそも地震学者でないのでその資格自体がない），歴史地震の第一人者である都司証

人による歴史資料の解明を含め，地震学者による集団的な討議を踏まえて延宝房総

沖地震が津波地震と判断されるに至った過程をフォローできていないに過ぎない。 

この点においても，今村氏は，「長期評価」の重要な論拠の一つを理解していな

いのである。 

なお，延宝房総沖地震が津波地震であることについては，今村氏も，２００７（平

成１９）年に，茨城県等との共同調査に参加し，佐竹証人及び都司証人などの地震

学者との共同を通じて，延宝房総沖地震が津波地震であることを明示しこれを当然

の前提として報告書を作成するに至っているところである（甲ロ７４号証）。 

キ プレートの固着の強弱と堆積物の差異を理由として福島沖・茨城沖では津波地

震が起こらないとする指摘に理由がないこと 

 今村氏は，①三陸沖・房総沖ではプレートの固着が強いのに対して福島沖・茨城
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沖では固着が弱いこと，②三陸沖は堆積物の厚みがあるのに対して福島沖・茨城沖

では堆積物に厚みが余りない，という点を理由にして，福島沖・茨城沖では津波地

震が起こらないと考えられていたとしている（１８～１９頁）。 

 しかし，今村氏も認めているように津波地震は「海溝寄りの比較的固着が弱い領
．．．．．．

域で発生
．．．．

する低周波地震である」との知見が示されていたのであるから，「太平洋プ

レートの沈み込みが深くなる陸寄り」の領域における固着の強弱（同意見書１８頁

下から７行目以下）によって，津波地震が発生する可能性を否定することはできな

いものである。 

 また，堆積物の厚さの違いについては，福島沖・茨城沖と同様に，堆積物の厚さ

が見られないより南部の房総沖において，１６７７年延宝房総沖地震という津波地

震が発生していることを説明できないのであり，今村氏の指摘は合理性に欠ける。 

 なお，前述の茨城県等の共同調査においては，今村氏自身も，堆積物の厚さが見

られない茨城県沖の日本海溝寄りも延宝房総沖地震の発生領域に含めているところ

である。よって，堆積物の厚さが見られないから福島沖・茨城沖では津波地震は発

生しないとする今村氏の指摘は，今村氏自身の上記論文とも矛盾する。 

ク 今村氏の津波評価部会アンケートへ回答 

今村氏は，土木学会・津波評価部会のアンケート67に対して，分岐②「活動域内

のどこでも津波地震が発生するが，北部領域に比べ南部ではすべり量が小さい」（北

部で発生した明治三陸津波地震ほどの規模ではないが，南部でも延宝房総沖地震に

相当する津波地震が発生し得る）という選択肢に最も大きな重み付けの０．６，分

岐③「活動域内のどこでも津波地震（１８９６年タイプ）が発生し，南部でも北部

と同程度のすべり量の津波地震が発生する」との選択肢に０．１の重み付けを行っ

ており，「日本海溝沿いのどこでも津波地震が起こり得る」という考え方に全体とし

て７割の重みづけを行っているが，逆に分岐①の過去に発生した領域でのみ津波地

震が想定されるといういわゆる「既往最大」の考え方については３割の重み付けし

 
67  丙ロ１２７号証・２００８（平成２０）年 
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か与えていない（意見書２７～２８頁）。 

このアンケートは津波地震を想定して陸寄りと海溝寄りを区別することを当然

の前提として分岐項目が設定されていることは前述のとおりであり，地震学上の地

体構造論としては，陸寄りと海溝寄りを区別することは既に専門家の共通認識とな

っていることが示されている。 

ケ 「長期評価」の津波地震を想定したＧＰＳ波浪計設置の合理性を今村氏が承認

していること 

 この点は，後に詳述するが，２００６（平成１８）年３月に国土交通省が津波地

震による津波の早期把握を目的の一つとして，「東北における沖合津波（波浪）観測

網の構築検討調査報告書」を作成した際に，今村氏は専門家の一人として参画して

いるが，このＧＰＳ波浪計の設置に際しては，「長期評価」の津波地震に関する判断

を前提として，福島県沖を含む日本海溝寄りにＧＰＳ波浪計を設置することとされ

ており，今村氏も「長期評価」の判断を前提として津波地震対策を講じることの合

理性を認めているところである。 

コ 今村氏は津波防護措置が不要であると進言した当事者であり中立性に欠けるこ

と 

今村意見書を評価する際に留意すべき点として，今村氏自身が，一審被告東電に

対して２００２年「長期評価」の地震想定に基づく津波防護措置を講じる必要はな

いと進言した本人として，本件訴訟の最大の争点に関して当事者的な立場にあり，

中立的な第三者専門家として意見を述べる適格性に欠けるという点がある。 

すなわち，一審被告東電は２００８（平成２０）年に２００２年「長期評価」の

地震想定に基づいて敷地南部でＯ.Ｐ.＋１５．７メートルの津波推計を得て，これ

を今村氏に報告した（意見書３２頁）。 

一審被告東電によるこの検討は，耐震設計審査指針の改訂を踏まえて行われるこ

ととなった，原子力安全・保安院による耐震バックチェックの審査に向けてのもの

であった。そして今村氏自身は，耐震バックチェック審査を担当する委員の一人で
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あった（３０頁）。他方，一審被告東電は，今村氏を含む委員会によって審査を受け

る立場にあった。そうした審査の主体・客体という関係があったにもかかわらず，

今村氏は，原子力安全・保安院を通じての正規の手続きを経ることなく，一審被告

東電からの（個人的な関係に基づく）直接の照会に応じて，２００２年「長期評価」

を踏まえた津波対策は考えなくてもよいとアドバイスを行った。 

この今村氏の一審被告東電に対する「アドバイス」は，要するに本件の最大の争

点である２００２年「長期評価」に基づく２００８年推計を前提とした津波防護措

置の要否という点について，今村氏が，一審被告東電との間の私的な接触を通じて，

２００８年推計に基づく津波防護措置を行わないという一審被告東電の方針決定に

直接に影響を及ぼしたということを意味する。そして，今村氏のアドバイスを受け

て，一審被告東電は敷地高さを超える津波に対する防護措置を講じないこととした

ものであり，今村氏のアドバイスは，本件津波に起因する本件事故を招来させたこ

とに密接に関与したもの評価されるべきものである。その意味で，今村氏は，本件

の最大の争点について，いわば当事者的な立場に立つものであり，本件訴訟につい

て，中立的な第三者専門家として意見を述べる適格性に疑義があるものといわざる

を得ない。 

（１１）まとめ 

 一審被告国は，長期評価は玉石混交であるとし，専門家７名の意見書に基づいて，

「長期評価の見解」は多数の専門家から十分な理学的根拠を伴わないものとして懐

疑的な評価がされていたとして「長期評価」の信頼性を論難している。しかし，以

上みたように，各専門家の意見を仔細に検討すれば，これらの専門家の意見は，「長

期評価」の信頼性を否定するようなものではないことは明らかである。 
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８ 土木学会・津波評価部会が行った津波地震に関するアンケートの結果は「長期

評価」の地震想定を否定するものではないこと 

（１）福島地裁判決のアンケート結果に関する判示 

 一審原告らの主張に加え，福島地裁判決は，土木学会・津波評価部会が，「長期評

価」の見解を確率論的な評価手法の中で取り扱うこととしたこと，および同部会が

２００４（平成１６）年に行った確率論的津波ハザード解析に関するアンケートの

結果について，「地震学者グループにおいては，「津波地震は（福島県沖海溝沿いを

含む）どこでも起きる」とする方が，「福島県沖海溝沿い領域では起きない」とする

判断より有力であった。」（１１０頁）と判示した。また，２００８（平成２０）年

のアンケートについても，「福島県沖海溝沿い領域で津波地震が発生するとする②と

③の合計は０．６で，同領域では津波地震が起きないとする①の重み（０．４）を

上回っている」（１１１頁）として，結論として，「土木学会においても，「長期評価」

の合理性，信頼性を否定するような知見が得られたとはいえない」と判示している。 

（２）アンケートの結果に対する評価 

ア アンケートの結果が「長期評価」の信頼性・合理性を否定するものではないこ

と 

 土木学会・津波評価部会における上記アンケートは，その対象者の選定，及びア

ンケートの回答項目の設定，さらには添付された基礎資料についての信頼性に乏し

いといわざるを得ないものである。また，利害関係のある電力会社関係者と中立的

な地震学者の意見が混在していること，特に２００８（平成２０）年のアンケート

においては地震学者の意見がその他と区分して集計されていないなどの限界のある

ものである。 

しかし，こうした限界を踏まえたとしても，地震学者の回答を含む２度にわたる

アンケートの集計結果において，過去に発生が確認されていない福島県沖の日本海

溝寄りの領域で津波地震が起こるという見解（地震の規模を問わず）が，同領域で

は津波地震が起こらないという見解を，いずれも凌駕していることは，「長期評価」
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の見解が地震学者の間において相当広く支持されていたことを推測させるものであ

る。少なくとも，このアンケート結果は土木学会においても，「長期評価」の合理性・

信頼性を否定されていないことを示すものであることは福島地裁判決が判示すると

おりである。 

イ 一審被告国の主張はその前提を誤っていること 

 この点，一審被告国は福島地裁判決の判示を論難するが，その理由は，アンケー

ト結果を評価する前提の視点において誤っているものである。すなわち，一審被告

国は，原審において，一般論として「通説的見解として確立した知見」すなわち実

質的に異論のない知見のみが決定論を基礎づけるとの前提を立てている。そしてこ

の前提に基づいて，「長期評価」が確率論で扱われたことは，逆に「長期評価」に異

論があり通説ではないことを示すものであるとの批判をしていたのであり，この一

審被告国の立場からすれば，決定論で扱われない以上，確率論の中で，回答分岐の

結果を合算すること自体は意味がないということとなる。 

 しかし，福島地裁判決が正当に判示しているように，原子炉施設の防災対策の基

礎に据えるに足りる予見可能性のある知見とは，「規制権限が付与された趣旨，目的

や規制権限の性質に照らし，規制権限の行使を義務付ける程度に客観的かつ合理的

根拠を有する科学的知見」であれば足り，「通説的見解として確立した知見」はこの

要件を満たすことの一資料に留まるものである。つまり，異論があることは決定論

に基づいて規制の基礎に据えることを妨げる要因ではなく，その見解が地震学の観

点から合理的なものであるとともに，それを基礎づける客観的なデータがあり，か

つ主観的（個人的）な意見に留まらず相対的に有力な意見として相当程度支持され

ていれば足りるものである。 

 「長期評価」は，福島地裁判決が判示するように，「地震防災対策特別措置法とい

う法律上の根拠に基づき，想定される地震の長期評価を行う使命をもって組織され

た地震本部地震調査委員会が，同委員会長期評価部会海溝型分科会での専門的研究

者・・による議論を経て取りまとめたものであるから，特にその信頼性を疑うべき
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根拠が示されない限り，研究会での議論を経て，専門的研究者の間で正当な見解で

あると是認された知見」と判断されるものである。よって，その信頼性の程度を確

認する観点から，専門家が「長期評価」の見解をどの程度支持しているかを量的に

把握するために，確率論的安全評価の検討の過程で行われた専門家に対する意見分

布調査の結果を参照することは合理的といえるのである。 

 よって，一審被告国の批判はその前提を誤るものとして失当である。 

 

９ 耐震バックチェック中間報告書の審査に際して「長期評価」に基づく検討が要

求されなかったとの一審被告国の指摘に対する反論  

（１）福島地裁判決の判示 

耐震バックチェック中間報告書の審査に際して，その審査を担当した合同ワーキ

ンググループにおいて，「長期評価」に基づく検討が必要であるとの意見が出されな

かったことについては，同判決は，「そもそも津波安全性の評価は耐震バックチェッ

ク中間報告の対象となっていなかったのであるから，・・・そのような中間報告の評

価についての議論で「長期評価」に基づく検討の必要性が専門家から出なかったか

らと言って，津波対策として「長期評価」に基づく津波想定の検討が不要であると

も，「長期評価」の信頼性が否定されるものともいえない。」（１１２頁）と判示する。 

（２）一審被告国の主張 

福島地裁判決のこの判示については，一審被告国は批判していない。 

「原子力規制の分野における「長期評価の見解」の評価について」の項目（控訴

答弁書５６頁）において，前記「合同ＷＧにおいて「「長期評価の見解」に基づく検

討が必要であるとの意見は出されなかった」との事実を指摘するのみである。 

（３）中間報告で「長期評価」に基づいて正断層型の地震が考慮されたこと 

この点については，一審原告らとしては，特に追加を付加する必要は認めないと

ころである。ただし，耐震バックチェックの中間報告書については，地震動の評価

を対象として，一審被告東電自身が「長期評価」の正断層型地震の想定を前提とし
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て，１９３３年昭和三陸型の正断層型地震が福島県沖の日本海溝寄りで発生すると

いう地震を想定して，地震動を評価しており，「長期評価」の海溝型地震の想定を（地

震動対策の範囲に限られるものの）受け入れている点が重要である。 

（４）保安院による情報収集を通じて「長期評価」の評価を経たとの主張について 

なお，この点に関連して一審被告国は，２０１０（平成２２）年１２月１６日付

の「原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び

評価への反映のための取り組みについて（平成２１年度）」と題する報告書（丙ハ１

３８号証）において，地震調査研究推進本部の２００２年「長期評価」を含む「全

国地震動予測地図」について評価を行っており，「長期評価」について直ちに津波対

策に反映すべき知見ではないと判断していたと主張する。 

しかし，同報告書による調査対象の情報は，２００９（平成２１）年度以降に発

表された文献等に限定されている（１，３，６，７頁）。 

また，地震調査研究推進本部「全国地震動予測地図」（甲ロ１１８号証）は，全

国の地震動を概観したものであり，原子力安全・保安院の整理も，原子力施設の各

施設サイトの地震動評価に地震本部の地震調査研究の成果を考慮するものとしてい

る。地震動による被害はほとんどないにもかかわらず，津波による被害が甚大なも

のとなる津波地震を想定したものとはなっていない。 

なお，一審被告国は，同報告書が２００９（平成２１）年３月９日の「三陸沖か

ら房総沖にかけての地震活動の長期評価」の一部改訂を考慮したが，その結果は，

最低ランクの「参考情報」に留まったと主張する。しかし，同年の改訂（甲ロ８５

号証）は，津波地震についての改訂ではなく，保安院自身が「活断層」についての

知見に分類しているのであり，津波地震について検討しているものではない。 

以上より，一審被告国が地震動に関する情報を収集し「長期評価」の津波地震の

判断についても評価を経たとする主張は牽強付会も甚だしい。 

 

１０ 一審被告国は，海溝型分科会における日本海溝沿いの３つの津波地震の認定
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を批判することができないこと 

（１）福島地裁判決の３つの津波地震に関する認定とその重要性 

 同判決は，その判決書の１０２～１０６頁において「長期評価」において「３つ

の地震を津波地震としていることについて」という項を立てて，津波地震であるこ

とについて争いのない１８９６明治三陸地震のみならず，１６１１年慶長三陸地震

及び１６７７年延宝房総沖地震が，いずれも日本海溝寄りにおいて発生した津波地

震であると判断された論拠にまで遡って詳細に認定を行っている。 

既にみたように，「長期評価」の津波地震に関する領域分けは，１６１１年慶長

三陸地震及び１６７７年延宝房総沖地震が，いずれも日本海溝寄りにおいて発生し

た津波地震であるという事実を地震学上の決定的論拠として行われているものであ

る。とりわけ，日本海溝の最南部で発生した延宝房総沖地震が津波地震であると判

断されたことは，「長期評価」の領域区分の地震学上の合理性を支える決定的な論拠

である。そうであればこそ，「長期評価」に疑義を呈する専門家の多くは，延宝房総

沖地震の評価に疑念を留保し，それを根拠として「長期評価」の領域区分の合理性

に疑問を呈示しているのである。 

（２）延宝房総沖地震が津波地震とされたことへの反論がないこと 

一審被告国は，控訴答弁書において，縷々，一審原告らの主張及び福島地裁判決

の判示を論難するが，１６１１年慶長三陸地震及び１６７７年延宝房総沖地震が，

いずれも日本海溝寄りにおいて発生した津波地震であると判断された点に関する判

示については，特段の批判や反論がなされていない点は，特に留意が必要である。  

上記した通り，「長期評価」の信頼性に疑義を呈する専門家は，いずれも，１６

７７年延宝房総沖地震が津波地震であるとの「長期評価」の論拠に疑義を呈して「長

期評価」の信頼性に疑問を呈示しているものである。しかるに，一審被告国の控訴

答弁においてこの点について特段の反論がないとすれば，同地震が津波地震である

とは判断されないことに基礎を置く専門家の意見も，その前提を欠くこととなるの

である。 
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１１ 「想定される最大規模の津波」の想定が一審被告国自身によって一般防災や

その他の原子力発電所の設置，耐震バックチェックにおいても津波対策として一審

被告ら自身により採用されてきたこと 

これまで述べてきたとおり，「長期評価」は，規制権限の行使を義務づける程度

に客観的かつ合理的根拠を有する知見であり，その信頼性を疑うべき事情は存在し

ない。そして，現実においても，その信頼性を論難する一審被告国や一審被告東電

自身によって，「長期評価」の知見は，本件事故前から防災行政や原子力発電所の

津波対策に採用されていたものである。この点については，一審原告らの控訴審で

の第２準備書面１６頁以降にて詳述したとおりであり，省略する。 

 

１２ 結論 「長期評価」の信頼性についての福島地裁判決の判示及び一審原告ら

の主張が相当であること 

以上より，福島地裁判決が「『長期評価」の信頼性についてのまとめ」として，「「長

期評価」は，研究会での議論を経て，専門的研究者の間で正当な見解であると是認

された，『規制権限の行使を義務付ける程度に客観的かつ合理的根拠を有する知見」

であり，その信頼性を疑うべき事情は存在しなかったのであるから，「長期評価」か

ら想定される津波は，省令６２号４条１項で想定すべき津波として津波安全性評価

の対象とされるべきであったといえる。」と結論づけたこと及び当該判決に基づいた

一審原告らの主張には，十分な理由があるというべきである。 

 

第６ 「津波評価技術」の既往最大の想定による対応で足りるとして「想定される

最大規模の津波」に対する考慮を怠った経済産業大臣の対応が著しく合理性を欠く

こと 

はじめに 

「第６」においては，経済産業大臣（原子力安全・保安院。以下，単に「保安院」
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という。）及び一審被告東電が，「津波評価技術」の本来の策定目的から来る限界を

踏まえずに「津波評価技術」が前提とする「既往最大の地震・津波」の想定による

対応で足りるとして，「７省庁手引き」等及び２００２年「長期評価」が示した客観

的かつ合理的な根拠をもって「想定される最大規模の地震・津波」に対する考慮を

怠ったことが，著しく合理性を欠くことを明らかにするものである。 

本準備書面の検討に際しては，原子力発電所における津波対策の歴史的な経過を，

時系列に沿って， 

① 「客観的かつ合理的な根拠をもって想定される最大規模の地震」を考慮すると

いう考え方に基づくもの， 

② 「既往最大の地震」を想定すれば足りるという考え方に基づくもの， 

③ 「繰り返しが確認されている巨大地震」を想定すれば足りるという考え方に基

づくもの， 

の３つに区分して整理した別表を参照されたい。 

一審被告国・同東電は，原子炉施設の津波対策については土木学会・津波評価部

会策定に係る「津波評価技術」が津波波源の設定を含めて唯一の基準であったので

あり，かつ「津波評価技術」の「既往最大の考え方」は合理的なものであったと主

張している。 

しかし，別表を時系列に沿って確認すれば，「既往最大の地震・津波」の考え方

が正当なものとして採用されたのは，地震学の進展が未熟であった福島第一原発の

当初の設置許可時を除けば，２００２（平成１４）年２月の「津波評価技術」公表

後における保安院及び一審被告東電の福島第一原発における津波対策においてのみ

であり，それ以外の局面においては，（原子力発電所の）地震動・津波対策において

は，「客観的かつ合理的な根拠をもって想定される最大規模の地震・津波」を考慮す

べきものとされてきたことが一目瞭然である。 

すなわち， 

ⅰ 原子力安全委員会が策定した指針類の当初からの考え方 
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ⅱ １９９７（平成９）年以降の「４省庁報告書」「７省庁手引き」等の一般防災に

おける考え方 

ⅲ これを受けた１９９７（平成９）年の電事連「対応方針」及び１９９８（平成

１０）年一審被告東電の１９９８年推計 

ⅳ ２００２年「長期評価」公表後の東北電力の女川原子力発電所の津波対策 

ⅴ ２００２年「長期評価」公表後の国土交通省等による一般防災としての一連の

津波対策 

ⅵ ２００６（平成１８）年の一審被告東電による東通原子力発電所の設置許可申

請 

ⅶ ２００８（平成２０）年３月の一審被告東電による福島第一原発５号機の地震

動に関する耐震バックチェック中間報告 

ⅷ ２０１０（平成２２）年１２月の土木学会・津波評価部会における決定論的津

波評価の見直し 

の全てにおいて，（原子力発電所の）地震動・津波対策においては，「客観的かつ

合理的な根拠をもって想定される最大規模の地震・津波」を考慮すべきものとされ

てきたところである。 

これら一連の経過を踏まえれば，２００２（平成１４）年２月の「津波評価技術」

公表後において，保安院と一審被告東電が，福島第一原発についてのみ「既往最大

（パラメータスタディによる「プラスアルファ」を含む。）の地震想定が合理的であ

る」として，「想定される最大規模の地震・津波」についての考慮は不要という考え

方に固執し続けた対応は，特異なものというしかない。 

また，２００６（平成１８）年に，中央防災会議・日本海溝等専門調査会が，防

災上の考慮対象として，「既往最大の地震」についての考慮をも不要とし「繰り返し

が確認された巨大地震」に限定したことが，少なくとも，原子力発電所の地震・津

波に対する安全性の観点からは参考にならないことも了解されるところである。 

以下，保安院及び一審被告東電が，「津波評価技術」による「既往最大の考え方」
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に固執して，原子力発電所の津波に対する安全性の確保を怠るに至った経過を，整

理する。 

 

１ 「津波評価技術」に関する福島地裁判決の判示と一審被告国の控訴答弁 

（１）「津波評価技術」に関する福島地裁判決の判示 

 福島地裁判決は，本件で一審被告国及び同東電が津波対策における唯一の基準で

あったとする「津波評価技術」について，以下のとおり判示している。 

「土木学会原子力土木委員会津波評価部会は，同部会における議論を経て，平成

１４年２月，「原子力発電所の津波評価技術」を作成した。「津波評価技術」は，プ

レート境界付近の想定津波については，①プレート境界付近に将来発生することを

否定できない地震に伴う津波を想定津波の評価対象とする，②同じ海域でこれまで

に発生した津波の痕跡高を説明できる断層モデルを基準として基準断層モデルを設

定する，③基準断層モデルに基づいて，波源の不確定性や数値計算上の誤差，地形

データ等の誤差を考慮するため，基準断層モデルの諸条件（パラメータ）を合理的

範囲内で変化させた数値計算を多数実施し（パラメータスタディ），評価対象地点に

対して最も影響が大きくなる断層モデルを選定し，想定津波を計算する，④想定津

波の計算結果が既往津波の再現計算結果及び痕跡高を上回ることを確認する，とい

った手法をとっている。「津波評価技術」は，既往津波の痕跡高を説明できる基準断

層モデルを基準としているため，大きな既往津波のない福島県沖海溝沿い領域に波

源の設定領域を設けておらず（その海域を波源とする） 津波を評価できるようには

なっていなかった。」 

要するに，「津波評価技術」が津波シミュレーションの「出発点」にあたる波源

モデルの設定に際して，同じ海域で過去に発生した地震の基準断層モデルを基準と

しているため，大きな既往津波のない領域に波源を設定しない考え方に立つことを

判示しているものである。 
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（２）一審被告国の控訴答弁 

 これに対して，一審被告国は，控訴答弁書において「平成１４年２月から本件地

震発生に至るまでの間において，原子力発電所における津波の想定は，津波評価技

術によって行われていた。」という争いのない事実を踏まえた上で，「津波評価技術

は，いわゆる４省庁報告書及び７省庁手引きにおける「既往最大津波のみならず，

地震学的知見に基づき最大規模の地震から発生し得る津波も考慮する」という考え

方を取り入れ」（６１頁）たものであるとする（この点は，一審被告国が，「津波評

価技術の既往最大の地震想定で合理的であった」という原審からの一貫した主張を

微妙に修正しているものと解される。）。 

 そして，「津波評価技術は，理学的根拠をもった津波対策の中で最も安全寄りに波

源の設定を行っている」（６９頁）とする。その実例として，中央防災会議・日本海

溝等専門調査会においては，防災対策の対象地震が「繰り返し発生が確認された地

震・津波」に限定されていたのに対して，「津波評価技術」においては，「繰り返し

が確認されていない既往最大地震」である，延宝房総沖地震や塩屋崎沖地震を考慮

したとして，既往最大の想定（と「津波評価技術」によるパラメータスタディ）を

もって「最も安全寄りに波源の設定」としている。 

（３）「津波評価技術」が既往最大の想定によることが合理的であったとの一審被告

国の主張 

 しかし，一審被告国は，原審では，「津波評価技術」が，波源モデルの設定に関し

ては，既往最大の想定に基づくものであり，かつそうした既往最大の地震想定に基

づく波源モデルの設定が合理的であると繰り返し主張してきたところである。 

 すなわち，一審被告国は，「津波評価技術」について，「平成１４年から本件地震

発生に至るまでの間において，被告国が把握していた限り，津波の波源設定から敷

地に到達する津波高さの算定までにわたる津波評価を体系化した唯一のものであ」
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ると主張してきた68。 

また「津波評価技術」における断層モデル（波源モデル）の設定について，「既

往最大の津波」の想定に留まっていたことについても，原子力発電所の津波対策に

ついては精緻な計算が求められることから，過去の記録から客観的に明らかになっ

ている情報に基づいて基準断層モデルを設定する必要があり，過去の記録から客観

的に明らかになっている「既往最大の津波」に基づき設計津波水位を求めることは

不合理ではないとして，「津波評価技術」における「既往最大の津波」の想定が正当

なものであるとして，これを合理化してきた。 

控訴答弁書における一審被告国の主張は，これまで繰り返し行ってきた「既往最

大の地震」想定で合理的であったという主張を変更したものとは思われないが，念

のために，これまでの一審被告国の主張を確認すると，一審被告国は「津波評価技

術は原子力施設における具体的な設計津波水位を求めるための評価手法を取りまと

めたものであり，精緻な計算が必要である」として，「信頼性の高い算定結果を得る

ためには，信頼性の高い断層モデル（波源モデル）の設定が極めて重要となるので

あり，歴史上の地震については，信頼性の高い断層モデル（波源モデル）のデータ

を得ることができなければ，これを取り上げて精緻な津波評価は行うことはできな

い。仮に，過去の記録から客観的に明らかになっていない地震・津波をも考慮せよ

という場合，具体的にどの程度の規模の地震・津波をも考慮すべきかを定めること

はできないから，精緻な基準断層モデルを設定することができず，これを設計条件

として用いることはできない。したがって，津波評価技術において過去の記録から

客観的に明らかになっている既往最大の地震・津波に基づき設計津波水位を求めた

ことは，原子力発電所の設計想定津波を定めるという津波評価技術の目的に照らし

て不合理であるとはいえない。」としてきた。 

さらに，一審被告国は，「地震は過去に起きたものが繰り返し発生するという考

 
68 なお，一審被告東電の主張も同旨であり，「被告東京電力以外の原子力事業者も含めて，規

制当局へ提出する際の評価にも用いられてきている」とする。 
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え方が地震学者の一般的な考え方であった」として，この点からも，「既往最大の津

波」想定に留まる「津波評価技術」を合理的なものであるとしてきた 。 

さらに原審における一審被告国の主張を集大成した最終準備書面においても，

「津波評価技術」が，「断層モデルのデータを得ることができない歴史上の地震を考

慮しないこと」としており「既往最大の地震」想定に留まることを確認しつつ，そ

うした地震想定は不合理ではないと繰り返し明示的に主張をしてきたところである。 

このように「想定される最大規模の地震」を考慮すべきであったという一審原告

の主張に対して，一審被告国は，これまでの主張や最終準備書面で繰り返し，「既往

最大の地震想定に加えてパラメータスタディを行うことで合理的である」と主張し

てきたところである。 

なお，土木学会は，２０１６（平成２８）年に「津波評価技術」の改訂を行った。

その改訂のポイントの一つが地震の想定についてである。２００２年「津波評価技

術」においては，「既往最大を基本」としてきたのに対して，改訂版においては，地

震の想定を既往最大に「限定しない」ものと改訂した。 

よって，「津波評価技術」が地震断層モデル（波源モデル）の設定において，既

往最大の考え方に立っていたというのは一審被告国も繰り返し主張してきたところ

であり，かつ土木学会によっても確認されているところである。 

（４）「津波評価技術」の地震想定が安全寄りであるとの主張が失当であること 

 一審被告国は，控訴答弁において，「津波評価技術」の「既往最大＋パラメータス

タディ」の波源の設定に関して，「波源の設定においても安全寄りの見地」から行っ

ているとして，その実例として，中央防災会議・日本海溝等専門調査会においては，

防災対策の対象地震が「繰り返し発生が確認された地震・津波」に限定されていた

のに対して，「津波評価技術」においては，「繰り返しが確認されていない既往最大

地震」である，延宝房総沖地震や塩屋崎沖地震を考慮したとして，既往最大の想定

（とパラメータスタディ）をもって「最も安全寄りに波源の設定」しているとする

（同３３頁以降及び同第１準備書面２８～２９頁）。 
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しかし，中央防災会議の「繰り返しが確認された巨大地震」のみを防災行政の対

象として考慮するという判断は，日本の国土の全域，全ての市町村，全ての事業所

や住民を対象とする一般防災を前提とすることから，財政的・時間的制約により対

象とする地震を限定せざるを得ないという限りにおいて合理性を認め得るものであ

る。原子炉施設の安全性の確保においては，「深刻な災害が万が一にも起こらないよ

うにする」という高度な安全性が求められるものであり，原子炉施設をもっぱらの

評価対象とする「津波評価技術」の地震想定と，日本の全域を対象とする一般防災

の中央防災会議の地震想定を，同一の水準で対比すること自体，前提を誤るもので

ある。 

 

２ 指針類の求める安全水準と「津波評価技術」の既往最大の想定が乖離すること 

しかし，そもそも原子炉施設においては，原子力安全委員会の定める安全に関す

る指針類によっても高度な安全性が要求されるのであり，既往最大の想定に留める

「津波評価技術」の波源モデルの設定の考え方は，この指針類の求める安全性の水

準に届かないものであり，到底合理的なものとはいない。 

（１）指針類が最新の地震学の知見に基づいて想定される最大規模の地震をも考慮

することを求めていること 

原子炉施設の安全性の基準を示す各種指針類は，原子力発電所の開発の当初から，

既往最大に留まらない想定される最大規模の自然現象をも考慮すべきものとしてい

るところである。 

すなわち，１９６４（昭和３９）年に策定された原子炉立地審査指針は，原子炉

施設の「原則的立地条件」として，「大きな事故の誘因となるような事象が過去にお

いてなかったことはもちろんであるが，将来においてもあるとは考えられないこと，

また，災害を拡大するような事象も少ないこと。」と定めている。 

また，１９７７（昭和５２）年改訂の安全設計審査指針においては，「指針２ 自

然現象に対する設計上の考慮として，「２ 安全上重要な構築物，系統および機器は，
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地震以外の自然現象に対して，寿命期間を通じてそれらの安全機能を失うことなく，

自然現象の影響に耐えるように，敷地および周辺地域において過去の記録，現地調

査等を参照して予想される自然現象のうち最も苛酷と考えられる自然力およびこれ

に事故荷重を適切に加えた力を考慮した設計であること。」とされており，この指針

の内容は１９９０（平成２）年の改訂によっても基本的に維持されている。 

さらに，１９７８（昭和５３）年に策定された発電用原子炉施設に関する耐震設

計審査指針（「旧耐震設計審査指針」）においても，「発電用原子炉施設は想定される

いかなる地震力に対してもこれが大きな事故の誘因とならないよう十分な耐震性を

有していなければならない。」としている。 

 以上より，原子炉施設においては，その内包する巨大な危険性を踏まえて，わが

国における開発の当初（１９６４（昭和３９）年の立地審査指針）から，高度な安

全性が求められており，過去に発生したことが確認される自然現象（既往最大）に

留まらず，自然科学等によって客観的かつ合理的根拠をもって想定される最大規模

の自然現象に対する安全性を確保することが求められてきたところである。 

（２）「津波評価技術」の既往最大の想定に合理性があるとの一審被告国の主張が失

当であること    

一審被告国及び同東電が，「津波評価技術」の地震想定について，津波について

は精緻な推計が求められるとして既往最大の想定に留めることに合理性があるとす

ることは，原子力安全委員会の指針類にも反するものであり失当というしかない。 

この点，福島第一原子力発電所の設置許可に際しては，確かに，既往最大の津波

であるチリ沖津波によるＯ.Ｐ.＋３．１２２ｍ（小名浜港での観測値）に基づきＯ.

Ｐ.＋３．５ｍが基準とされた。しかし，これは，設置許可当時の地震学の知見の水

準として，これを超える津波の襲来の可能性を示す客観的かつ合理的な根拠のある

地震学上の知見がなかったことによって，やむを得ず採用された基準に過ぎない。

立地審査指針，安全設計審査指針によって，既往最大に留まらず想定される最大規

模の地震等も考慮すべきとされている以上，最新の地震学の水準への相応性を確保
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する観点から，２００２年「長期評価」等によって，地震学上の客観的かつ合理的

な根拠を有する知見が示されれば，それを速やかに安全規制に取り入れるべきこと

は，規制権限を定めた法令の趣旨，目的からして当然に求められるものである。 

 

３ 地震学の進展によって津波に関しても想定される最大規模の地震を考慮するこ

とも可能となり一審被告東電力もその想定をいったんは受入れたこと 

（１）地震学の進展を踏まえて７省庁手引き等が公表されたこと 

その後，地震地体構造論などの地震学の進展によって既往最大に留まらず「想定

される最大規模の地震」の長期的評価を合理的に想定し得るに至った。そうした地

震学の進展を踏まえて「７省庁手引き」（１９９８（平成１０）年３月）（甲ロ１８）

は，将来起こり得る地震や津波につき過去の例に縛られることなく想定することが

可能となったことを前提に，「既往最大津波」と「現在の知見に基づいて想定される

最大地震による津波」を比較し，より大きい方を対象津波として設定することを求

めるに至り，現に４省庁報告書はそうした地震想定による津波シミュレーションを

実施している。 

（２）電事連「対応方針」がいったん想定最大の地震を考慮するという方針をとっ

たこと 

７省庁手引き等による，既往最大の地震・津波想定に留まらない「想定される最

大規模の地震・津波」をも考慮すべきという津波防災対策の考え方の提起に対して，

電気事業連合会（以下「電事連」という。）は，当初は「「太平洋沿岸部地震津波防

災計画手法調査」への対応について（津波対応ＷＧ）」（甲ロ２０号証）により，抵

抗を示したものの，最終的には，「７省庁津波に対する問題点及び今後の対応方針」

（甲ロ４７号証・１９９７（平成９）年１０月）によって，７省庁手引き等が提起

した，既往最大を超える，地震学に基づいて「想定される最大規模の地震・津波」
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をも考慮するという方針を受け入れるところとなった69。 

そして，一審被告東電もこの電事連「対応方針」に沿って，１９９８（平成１０）

年３月には，過去に巨大地震が発生していない福島県沖に明治三陸地震及び延宝房

総沖地震の波源モデルを設定して詳細な津波シミュレーションを実施して，津波に

対する安全性の確認を行うに至ったところである（「太平洋沿岸部地震津波防災計画

手法調査に対する発電所の安全性について」甲ロ８１号証）。 

なお，このシミュレーションにおいては，明治三陸地震及び延宝房総沖地震の波

源を福島県沖に移動はさせたものの，その波源位置を海溝寄りと陸寄りの中間に想

定したことから，推計結果の津波高さはＯ．Ｐ．１０ｍを超えることはなかった。

この点，２００２年「長期評価」に基づく２００８年推計においては，佐竹証人の

功績に係る「津波地震は海溝寄りのプレート境界が浅い領域（水深の深い領域）で

発生する」という知見を踏まえて，これらの津波地震の波源を陸寄りとの中間地点

ではなく，海溝寄りに設定することとなり，その結果として，福島第一原発に到達

する津波高さは，明治三陸地震の波源モデルでＯ．Ｐ．＋１５．７ｍ，延宝房総沖

地震の波源モデルでＯ．Ｐ．＋１３．６ｍとなっている。１９９８年推計と２００

８年推計は，明治三陸地震等の津波地震が福島県沖においても発生し得るとする点

においては全く同一の考え方に立つものであり，両者の違いは，上記した佐竹証人

の功績に基づく津波地震の発生領域の知見に基づき，「長期評価」のように，津波地

震の波源を「海溝寄り」の領域に設定するか否かという点のみである（この点につ

いては，一審被告東電の主張によっても，震源域の水深が深ければ深いほど津波も

大きくなることは既に述べたとおりである。 

 

４ 「津波評価技術」は津波推計における誤差・バラツキへの対応を目的としてお

り「想定される最大規模の地震」の検討を目的とするものではないこと 

 ７省庁手引き等への対応として，電事連が「対応方針」によって「想定される最

 
69 甲ロ４７号証２頁の３．ａ「想定し得る最大規模の地震津波の取り扱い」参照 
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大規模の地震・津波」をも考慮に入れることにした。それととともに，電事連が課

題としたのは，津波シミュレーションの推計計算における誤差・バラツキへの対応

であった。この点は，「津波評価技術」が策定された本来の目的に関連することから，

以下，詳述する。 

（１）７省庁手引き等の提起した２つの課題への電事連「対応方針」が示した評価 

 １９９７（平成９）年電事連「対応方針」は，７省庁手引き等の示す津波対策を

分析し，原子力（事業者）の考え方との大きな相違点を，以下のとおり，①「対象

とする津波の想定」の問題と，②「津波推計における誤差」の問題という，２つに

区別して整理している。すなわち， 

「① 対象とする津波 

 従来，原子力では安全設計審査指針に基づき，歴史津波
．．．．

及び活断層による地震津

波を対象としてきたのに対し，７省庁の検討ではこれらに加え，地震地体構造的見
．．．．．．．．

地から想定される
．．．．．．．．

最大規模の地震津波
．．．．．．．．．

を考慮している。 

② 誤差・バラツキ 

７省庁の検討では，現状の津波予測手法には限界があり，予測結果には誤差があ

ることが示されている。また，地震地体構造的見地から想定される最大規模の地震

津波に対しても波源における断層パラメータのバラツキを考慮することが参考とし

て示されている。」 

 この記載から明らかなように，電事連「対応方針」においては，「① 対象とする

津波」においては，波源モデルの設定に関して「地震地体構造的見地から想定され

る最大規模の地震津波」を考慮することが求められていること，また「② 誤差・

バラツキ」においては，①で対応を求められる「想定される最大規模の地震津波」

を前提とした場合でも，さらに，断層パラメータのバラツキの考慮が求められてい

ることが，明確に区別して確認されているところである。 
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（２）電事連が計算誤差，バラツキの課題にも対応する方針をとり「津波評価技術」

の策定に進んだこと 

ア 計算誤差，バラツキについての電事連の「考え方の方向性」 

 電事連は，「想定される最大規模の地震津波」の問題と並んで検討対象とされた第

２の問題である「津波評価に際しての計算誤差，バラツキの取り扱い」については，

さらに，①計算誤差と，②断層パラメータのバラツキ，の２つの問題に区分した上

で，その考え方をまとめている。 

すなわち，①計算誤差については「原子力の計算では各サイト毎に実際の海底地

形，海岸地形等を正確に再現するため格子サイズを細かくするなど詳細な検討を実

施して」（３頁）いるとし，「原子力においては数値解析上対処可能または低減可能

な項目は既に採用してきており十分な精度で予測している」（２頁）として，追加的

な対応は不要としている。 

また，「最大規模の地震津波を想定した上で更に（断層パラメータの）バラツキ

を考慮すること」については，「その発生の可能性は小さく工学的には現実的ではな

いと考えられる」（２頁）として，一応は，これに対する対応は不要という考え方を

示している。 

イ 通商産業省顧問の認識を踏まえて中長期的対応を定めたこと 

 その上で，電事連は，上記の「考え方の方向性」に対して，原子力の安全性評価

に影響を及ぼすと考えられる通商産業省顧問（首藤伸夫氏と推定される。）の意見を

聞いている。  

 同顧問は，「現状の学問レベルでは自然現象の推定誤差は大きく，予測し得ないこ

とが起こることがある」としつつ，「どの程度の余裕高さを見込んでおけばよいかを

合理的に示すことはできない」との意見であった。 

 同顧問の意見を踏まえて，電事連は「今後の対応」として「（２）中長期的対応（３

年程度）」についての対応方針を示している。 

すなわち，「通産省顧問から合理的な評価が難しいと言われているバラツキや安
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全余裕の議論をすることが必要であることから，電力共通研究70を実施することに

より技術的検討を行っていきたい」との対応方針を確認するに至っている。そして，

この「バラツキや安全余裕を考慮するための技術的検討」が，土木学会に委託され

ることとなり，その検討結果が，後に「津波評価技術」に取りまとめられるに至っ

たのである。この点は，「津波評価技術」が策定された目的とその限界に関して重要

な点であるので，項を改めて詳述する。 

（３）誤差やバラツキを考慮した津波評価の手法の体系化が委託されたこと 

 前述したとおり，電事連は１９９７（平成９）年「７省庁津波に対する問題点と

今後の対応方針」（甲ロ４７号証）において，「想定し得る最大規模の地震津波の取

り扱い」の問題と，「津波評価に際しての計算誤差，バラツキの取り扱い」を明確に

区別して，それぞれの問題についての「原子力の考え方の方向性」を取りまとめて

いるところである。そして，電事連から土木学会に委託されたのは，後者の「津波

評価に際しての計算誤差，バラツキの取り扱い」の課題の検討であり，前者の「想

定される最大規模の地震津波の取り扱い」ではなかった。 

電事連「対応方針」は，３年程度を見込んだ「中長期的対応」として，「津波評

価に際しての計算誤差，バラツキの取り扱い」について電力共通研究を実施するこ

ととしており，この「誤差，バラツキ」に関する研究テーマが，後に土木学会に委

託されることとなり，（７省庁手引きが公表された翌年である）１９９９（平成１１）

年に土木学会に津波評価部会が設置され，その検討結果が，２００２（平成１４）

年２月に「津波評価技術」として取りまとめられたのである（酒井俊朗意見書・丙

ロ１２４号証３～５頁）。 

土木学会に委託され，後に「津波評価技術」にまとめられることとなった「断層

パラメータのバラツキや安全余裕の議論をするための技術的検討」という問題は，

あくまでも推計計算の誤差や断層パラメータのバラツキを考慮するという要請に応

 
70  「電力会社が共同して自主的に行う研究で，コンサルタント会社等への研究委託及びその

成果を踏まえた土木学会への研究委託を併せて行うもの」をいう。 
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えるためのものであり，「現在の知見により想定される最大規模の地震津波を検討す

る」ということを前提とした上で，この「波源モデルの想定」の問題とは全く別の

論点として検討されていることに留意する必要がある。  

 以上みたように，電事連が土木学会に津波評価の手法の体系化を委託した経過か

らしても，「津波評価技術」の目的は，津波浸水予測計算のための手法・技術の高度

化にあるのであり，地震学の最新の知見を踏まえて「想定される最大規模の地震津

波を検討する」ということは，そもそも津波評価部会の目的には含まれていなかっ

たのである。 

（４）事務局を担った電力中央研究所担当者も波源の検討は対象外であったと説明

していること 

津波評価部会の事務局を担った電力中央研究所の松山昌史氏及び大友敬三氏は，

政府事故調査委員会からの聴取に対して，次のとおり述べている（甲ロ６５号証）。 

 

問「津波評価部会が立ち上がる前に，電力共通研究『「津波評価技術」の高度化に関

する研究』が行われているが，それを開始した経緯如何」 

「１９９３年に北海道南西沖津波災害があり・・・国において津波防災の考え方に

変わり，過去最大の津波から，過去最大をベースに想定しうる津波に対して備える

というものになった。これを踏まえ，電力でも津波評価の考え方を検討することと

なった。」 

「電力共通研究は２件あり，１つはさまざまな波源の調査やそれに基づく数値計算

を行う『高度化研究』で，電力９社から（塗りつぶし）や（塗りつぶし）等に委託

して行われた。もう一つは，高度化研究の成果を踏まえ，学術的見地から審議する

『体系化研究』で，こちらが土木学会に委託された。津波評価部会を作り，学識経

験者と電力事業者が入って，いわゆる学会活動として行われた。」 

 

この説明に明らかなように，「さまざまな波源の調査やそれに基づく数値計算」
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は別途に「高度化研究」と銘打って電事連（の委託により土木学会とは別途の機関）

において検討がなされたのであり，土木学会津波評価部会は，あくまでこの「高度

化研究の成果を踏まえ」て，誤差やバラツキを考慮した津波評価の手法の体系化を

検討したのである。電事連自体が，そうした役割分担を明確に意識した上で，土木

学会に検討を委託したことからすれば，土木学会津波評価部会において，「さまざま

な波源の調査」が詳細にはなされなかったことは，その委託の趣旨からしても当然

のことといえよう。 

（５）首藤伸夫主査も地震想定について独自の検討を予定していないこと 

 土木学会津波評価部会の主査を務めた首藤伸夫氏は，政府事故調査委員会の聴取

に対して，次のとおり述べている（甲ロ３３号証の１）。 

 「電気事業連合会が土木学会に地震等の研究を依頼したのが，（津波評価）部会の

できたきっかけだと思う。・・・部会の実際の運営は電力側が行った。・・・（電力中

央研究所の）松山氏（上記の松山昌史氏のこと。引用注）や東電が事務局をやって

いた。」 

 また，津波評価部会における想定すべき地震の検討状況については，次のとおり

述べている。 

すなわち，津波評価部会のメンバーの中に「阿部勝征氏などの地震学者がおり，

地震については彼らでしっかり中防会議（中央防災会議のこと。引用注）の知見な

どを採り入れろ，津波についてはこっちがやるから的な雰囲気だった」という。 

 津波評価部会の主査として全体に責任を負う立場の首藤氏自身が，想定すべき地

震の検討については，他の委員（阿部勝征氏）にお任せ状態だったことが示されて

おり，かつその検討も，津波評価部会自体で独自に検討することは想定されておら

ず，中央防災会議などの他の機関の検討結果を「採り入れる」こととし，津波評価

部会において独自の検討をすることはそもそも予定もされず，実際にも行われなか

ったことが示されている。 
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（６）佐竹健治氏が「津波評価技術」の目的と限界を明らかにしたこと 

ア 「津波評価技術」と「長期評価」は目的が異なるとの証言 

 この点に関して，佐竹健治証人は，「津波評価技術」と２００２年「長期評価」と

は，その目的が全く異なると証言している。 

 すなわち，佐竹証人は，「津波評価技術は，原子力発電所における設計水位を求め

るための評価手法を検討するというのが目的」であると証言し，「津波評価技術」の

主たる目的が，評価の「手法」の確立にあるとする（丙ロ４８佐竹第１調書１６頁。

なお，同第２調書１３頁においても「設定津波の評価をするという方法を策定した」

としている。）。 

 また，「津波評価技術」と２００２年「長期評価」を対比して，その目的は「全く

違います。津波評価技術といいますのは，先ほど申しましたが，原子力発電所にお

ける設計津波水位を評価するための検討をしたものであります。一方，長期評価と

いいますのは，各地域における地震の発生可能性，規模について評価したものです

から，目的は全く違います。」（同２２頁）と強調する。 

イ 佐竹証人は，津波評価部会では過去及び将来想定される地震の詳細な検討はさ

れなかったこと，本来それを目的とするのは長期評価であることを証言したこと 

この点について，佐竹証人は，さらに次のとおり証言する。 

 「津波評価技術といいますのは，前回もお話をしましたが，原子力発電所のため

の設定津波の評価をするという方法を策定したことでございまして，個別の地震が

どうかというのは，少なくとも本編には入ってございません。後書きの後ろにある

付表の参考資料というところには入っているかもしれませんが，津波評価技術，要

するに土木学会の津波評価部会で個別の地震がどうだという議論はしておりませ

ん。」 

 「津波評価技術の中の参考のものとしてそういうものは入っているかもしれませ

んが，津波評価部会で個別の地震について議論するというようなことはなかったと

思います。」（以上，丙ロ４９佐竹第２調書１３～１４頁） 
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 さらに，２００２年「長期評価」との関係にも言及して次のとおり証言する。 

「そもそも土木学会の津波評価部会では，個別の地域で地震発生可能性というよ

うなことを議論はしておりません。それは（地震調査研究推進本部の）長期評価部

会でやっていることで，そこが長期評価部会と土木学会の津波評価部会の大きな違

いでございます。」（同２３頁。括弧内は引用者）とする。 

この「津波評価技術」と２００２年「長期評価」の目的の違い，ないし両者の相

互関係は本件の重要な論点であることから，原告側からは，次のとおり，佐竹証人

の証言の趣旨を確認した（同５８～５９頁）。 

 

「これは大きく聞きたいんですけれども，津波評価技術と長期評価という２つ，目

的が違うと先生は主尋問でもおっしゃって，私もそう思うんですね。 

先ほどの先生の御証言ですと，津波評価技術の策定過程では，個々の地震につい

て詳細な検討はしていないとおっしゃいましたよね。」 

「はい。」 

「そうすると，過去の地震について詳細な検討をしないと，将来どこでどういう地

震ないし津波が起きるかというのも，詳細な検討はできないですよね。」 

   「はい。」 

「それをやったのはまさに長期評価。推進本部の長期評価というのは，過去の地震

を調べて，どの領域でどのくらいの規模の地震が起きるかということを決めるのが

正にメインテーマですから，津波評価技術はどこにどういう波源を置くかというこ

とについて詳細に検討してないけれども，起きたものを先ほど先生がおっしゃった

ように計算する技術としては，当時の最高度の技術を集約したものだと。」 

「はい。」 

「ただし，どこでどんな地震が起きるかということに関しては，同じ年の７月に発

表された長期評価の方が優れた，要するにそれを主に目的とした知見だと，そうい

うふうに区分けできるということでいいんですか。」 
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「はい，そうです。」 

 

 一審被告東電は，津波評価部会における波源モデルの設定に関しては，「専門家に

よる既往津波や地震地体構造等の知見の入念な検討の結果，『津波評価技術』におい

ては，福島県沖海溝沿い領域には大きな地震・津波をもたらす波源の設定領域を設

けて」いないと主張しているが，「専門家による入念な検討」がなされていないこと

は，佐竹証言からして明らかである。 

ウ 「津波評価技術」「本編」では個別の地震についての検討がされていないこと 

なお，佐竹証人は，先に見たとおり，「個別の地震がどうかというのは，少なく

とも本編には入ってございません。後書きの後にある付表の参考資料というところ

には入っているかもしれませんが・・」として，津波評価部会において責任をもっ

て検討してまとめられたのは「本編」に限られるのであり，本編「第６章 あとが

き」（１－５８頁）の後ろにつけられた「付属編」（２－１頁以下）（丙ロ８０）は参

考資料に留まるとして，明確に区別して証言していることにも留意が必要である。 

実際に，「津波評価技術」の内容を「本編」と「付属編」に区別して確認すると，

「本編」の第２章「評価対象とする津波の発生源および津波現象」の項は１頁にと

どまり，しかもその内容は，要するに火山噴火などを原因とする津波は評価対象か

ら除外し「原則として断層運動が直接の原因で生じる津波による水位変化を評価の

対象とする」との検討しかおこなわれていないものである（「津波評価技術」・本編

１－２頁参照）。 

エ 「津波評価技術」は地震学の最新の知見を踏まえて将来想定される地震につい

て検討することを目的とするものではないこと 

以上要するに，「津波評価技術」の策定過程においては，過去の地震・津波につ

いての詳細な検討がされたことはなく，その結果として当然のことながら，将来ど

の地域でどういう規模の地震・津波が発生するかについて，地震学の最新の知見を

踏まえた詳細な検討はなされてはいないのである。他方で，地震調査研究推進本部



225 

 

の海溝型分科会等は，将来における地震発生の想定（長期評価）の検討自体を主た

る目的として，過去の地震の詳細な検討を含め，地震学の最新の知見を踏まえた集

団的な検討を行ったものであり，将来における地震の発生の想定，すなわち波源モ

デルの設定については，「長期評価」こそがより優れた知見であることは，佐竹証言

によっても確認されたところである。 

佐竹証人は，土木学会・津波評価部会においては，過去の地震・津波について詳

細な検討はなされなかったと証言するが，電事連が土木学会に対して研究成果の取

りまとめを委託した目的（委託内容）が，「津波浸水予測計算の誤差・バラツキの精

度の向上」にあったことからすれば，同部会において，地震学の最新の知見を踏ま

えた「想定すべき地震・津波の設定のあり方」が検討されることがなかったという

ことは，電事連による研究委託の当初から当然に予定されていたのである。 

 

５ 一審被告国・東電が「津波評価技術」に「波源の設定」の正当化まで求めるこ

とは「津波評価技術」の目的を逸脱していること 

（１）地震地体構造論等の地震学の知見の進展が「想定される最大規模の地震・津

波」の考慮を可能としたこと 

 福島第一原発の設置許可当時の地震学においては，既往最大の地震を超える地

震・津波を予測することは困難であった。しかし，その後，地震学の知見が進展し，

１９９０年代には，「７省庁手引き」等が示すように，「地震地体構造論，既往地震

断層モデルの相似則等の理論的考察が進歩し，・・・・将来起こりうる地震や津波を

過去の例に縛られることなく想定することも可能となってき」たとされた（甲ロ１

８号証３０頁）。 

 「７省庁手引き」において，地震地体構造論は，既往最大を超える「想定される

最大規模の地震・津波」を考察する地震学上の基礎とされているところ，この地震

地体構造論に基づいて，類似の地体構造であって既往最大の地震と同様の地震が起

こり得るとされる領域を示すものとして，（地震学の最新の知見を踏まえて）いわゆ
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る地震地体構造区分図が作成されるところとなった。 

このうち，萩原編（１９９１）の地震地体構造区分図は，（２００２年「長期評

価」によって津波地震に着目した海溝寄りの領域区分の考え方が提起されるまで）

地震学会において，代表的な領域区分を示すものとして広く参照されていたもので

ある。 

「想定される最大規模の地震・津波」を考慮すべきことを示すに至った「４省庁

報告書」においても，上記の萩原の地震地体構造区分図が採用されていた（甲ロ１

７号証・１４，１６０，１６２頁）。 

また，電事連「対応方針」を踏まえて，一審被告東電が福島第一原発等を対象と

して実施した詳細な津波シミュレーションである１９９８年推計（甲ロ８１号証）

においても，萩原の地震地体構造区分図が波源モデル設定の基準として採用され，

現に「Ｇ２」（日本海溝北部）及び「Ｇ３」（日本海溝南部）の各領域内の特定の場

所で発生した既往最大の地震は，同じ領域内のどこでも発生することが前提とされ，

さらに隣接領域との境界にまたがっても波源モデルを設定すべきものとされ，その

結果として，１８９６年明治三陸地震の波源モデルが宮城県沖から福島県沖に想定

され，また，１６７７年延宝房総沖地震の波源モデルが福島県沖に想定されたとこ

ろである。 

（２）「津波評価技術」が萩原編の地震地体構造区分図を基本としたとしつつ実際の

波源モデルの設定に際しては既往最大の地震想定に限定をしたこと 

 「津波評価技術」も，一般論としては，「プレート境界付近に想定される地震に伴

う津波の波源の設定」について整理し，波源設定のための領域区分は地震地体構造

の知見に基づくものとするとし，具体的には，「海域まで区分され，津波評価にも適

用しうるものとして，萩原編（１９９１）の地震地体構造区分図がある」として，

萩原の地震地体構造区分図を引用する（丙ロ７・１－３２頁・甲ロ２００号証）。 

 しかし，「津波評価技術」は，上記したように一応は萩原らの地震地体構造区分図

を基本とするとはしたものの，それに続いて，以下のとおり，具体的な波源モデル
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の設定に際しては，既往最大の考え方に沿う領域の細分化と限定を行うに至ってい

る。  

すなわち， 

「過去の地震津波の発生状況を見ると，各構造区の中で一様に特定の地震規模，

発生様式の地震津波が発生しているわけではない。そこで，実際の想定津波の評価

にあたっては，基準断層モデルの波源位置は，過去の地震の発生状況等の地震学的

知見等を踏まえ，合理的と考えられるさらに詳細に区分された位置に津波の発生様

式に応じて設定することができるものとする。各基準断層モデルの波源位置を本編

参考資料１～２に示す。」とする（１－３２～３頁）。 

 そして，日本海溝沿いの基準断層モデルの波源位置を示す本編参考資料１（１－

５９頁）においては，「波源設定法の基本的考え方」として「既往津波の痕跡高を最

もよく説明する断層モデルをもとに位置とＭwに応じた基準断層モデルを設定する」

とし，実施の波源モデルの設定についても，過去に大きな地震が発生した位置に波

源モデルを設定した上で（中段の図），波源モデルの各種パラメータを一定の範囲で

変動させパラメータスタディを実施するものとしている。 

 この本編参考資料１は，波源モデルの各種パラメータを一定の範囲で変動させパ

ラメータスタディを実施することによって，津波シミュレーションの推計計算にお

ける誤差・バラツキに対応するものとはなっているものの，推計計算の出発点をな

し計算結果に大きな影響を与える71とされる波源モデルの設定については，「７省庁

手引き」等が求めるに至った地震学の最新の知見を踏まえて「想定される最大規模

の地震・津波」という考え方に反して，実質的に「既往最大の地震」想定に留まる

ものであることは明らかである。 

（３）「津波評価技術」に十分な検討もなく既往最大の限定が盛り込まれたこと 

しかし，そもそも，上記３において詳述した通り，電事連が土木学会・津波評価

 
71 甲ロ１９号証「津波災害予測マニュアル」５０頁は，「推算結果の良否は初期に与えた海面変

動すなわち波源モデルの表現・・・に大きく依存する」とする。 
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部会に委託したのは電事連「対応方針」（甲ロ４７号証）で確認された２つの課題，

すなわち「想定される最大規模の地震・津波」の考慮の取り入れ及び津波シミュレ

ーションの推計過程における誤差・バラツキのうち，後者の課題を検討して津波シ

ミュレーションの推計手法を精緻にするというものであり，前者の「想定される最

大規模の地震・津波」の考慮は，目的外であった。 

そして，この目的からして当然のことであるが，津波評価部会においては，佐竹

証人が証言するように，過去の地震についての詳細な検討を行っておらず，その結

果として将来どこにどのような地震を想定するかということについても，詳細な検

討は行われていないことも前述のとおりである。 

しかるに，最終的に取りまとめられた「津波評価技術」においては，「津波評価

技術」の策定の目的を超えて，波源モデルの設定についての想定すべき基準を示す

ことまでが盛り込まれ，かつ十分な検討もないまま「想定される最大規模の地震・

津波」ではなく「既往最大の地震」想定で足りるという判断が書き込まれるに至っ

たのである。 

（４）一審被告国・東電が「津波評価技術」の「波源の設定」を唯一の基準とした

ことに合理性がないこと 

 しかるところ，一審被告国及び同東電は，「津波評価技術」について，「『原子力発

電所の設計基準としていかなる津波を想定すべきか』という観点から策定された津

波評価手法を体系化した唯一の基準」（東京電力），「平成１４年から本件地震発生に

至るまでの間において，被告国が把握していた限り，津波の波源設定から敷地に到

達する津波高さの算定までにわたる津波評価を体系化した唯一のもの」として，原

子炉施設の津波対策において波源モデルの設定についてもこれを基礎とするに至っ

たものである。 

 しかし，以下のとおり，一審被告国と同東電の対応は著しく合理性を欠くもので

ある。すなわち， 

ア 波源モデルの設定の基準は「津波評価技術」策定の目的とするところではなか
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ったこと 

 既に述べたとおり，「津波評価技術」は，津波シミュレーションの推計計算の誤差・

バラツキに対応して推計手法を精緻なものとすることを目的としたものであり，波

源モデルの設定方法，すなわちどこでどのような地震が発生すると想定することが

合理的であるかという点については，佐竹証人が証言するように，その目的とした

ものではなかったのであり，「津波評価技術」は，本来的に波源モデルの設定の基準

とはなりえないものである。  

イ 将来起こりうる地震についての地震学的な詳細な検討を経てないこと 

 「津波評価技術」の目的が上記アのとおりであったことから，佐竹証人が明確に

証言するとおり，津波評価部会においては，過去の地震についての詳細な検討も行

われず，その結果として当然のことながら，将来において，どこでどのような地震

を想定することが地震学的に合理性があるかについての詳細な検討も行われていな

いものである。 

ウ 既往最大の地震想定が指針類の求める安全水準と乖離し，かつ最新の地震学の

知見にも反すること 

 さらに「津波評価技術」の波源モデルの設定は，既往最大の地震の想定に留まる

ところ，この想定は，原子力安全委員会の指針類が求める自然現象の想定の基準に

も達しないものである。また，既に７省庁報告書等において一般防災を前提として

も，地震地体構造論等の地震学の知見の進展によって，既往最大に縛られることな

く「想定される最大規模の地震・津波」の想定が可能になっていたとされているに

もかかわらず，より高度の安全性が求められる原子炉施設の地震・津波想定におい

て，それを下回る想定をする点で逆転現象ともいうべき不合理を来たすものとなっ

ている。 

エ 地震動について既往最大ではなく想定される最大規模の考慮が既に取り入れら

れていたことに反すること 

 電事連１９９７（平成９）年「対応方針」（甲ロ４７号証２頁）は，既に地震動評
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価について「地震地体構造上最大規模の地震」が採り入れられていることを踏まえ

て，地震随伴事象である津波についても地震地体構造上の最大規模の地震・津波を

も考慮する方向で検討するという方針を出した。 

この電事連「対応方針」から４年以上経過してその間にも地震学の進展があった

にもかかわらず，「津波評価技術」がこれを踏まえず，既往最大の地震想定で足りる

としたことは，地震動の基準と対比しても合理性があるとはいえない。 

（５）津波評価技術には原子炉の安全規制基準としての適格性がないこと 

 原子炉施設に対する原子炉等規制法及び電気事業法等に基づく安全規制を適切に

行うためには，安全規制の基準が適正に策定され，それに基づいて規制権限が適切

に行使されることが必要である。原子力安全委員会が策定する各種の安全指針類は，

原子炉施設の安全規制の基準である。ただし，実際の安全規制に際しては，安全設

計審査指針等の抽象的な定めに留まらず，より詳細な内容を定めた規制基準が求め

られることとなる。 

 この点，一審被告国及び同東電は，「津波評価技術」が，原子炉施設の安全規制の

唯一の基準であり，それに基づく安全対策及び安全規制を行ってきたことに合理性

があると主張している。 

 しかし，「津波評価技術」は，土木学会・津波評価部会において，何らの法的な裏

付けもないまま任意に策定された一民間規格に留まるものであり，当然のことなが

ら，それをもって直ちに原子炉施設の安全規制の基準として適用し得るものではな

い。それに留まらず，以下に詳述するように，「津波評価技術」は，その具体的な内

容においても規制基準としての適格性を欠き，またそれが土木学会において策定さ

れ法規制に参照されるに至る手続きにおいても適正な手続きを経ておらず，原子炉

施設の安全規制基準としての適格性を欠くものである。 

ア 民間規格を法規制に活用する際に最低限求められる条件 

保安院は，２００２（平成１４）年ころから，原子力の安全規制に関して，従来

の「仕様規定」による安全規制を改め「性能規定」による規制に移行する方針を示
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した。 

保安院が定めた「原子力発電施設の技術基準の性能規定化と民間規格の活用に向

けて」（２００２〔平成１４〕年７月・甲ロ２１号証）においては，「原子力発電設

備に係る技術基準には，設備の構造，材料等に関して要求される詳細かつ具体的な

仕様が規定されているもの（所謂「仕様規定」）があ」るが，これについては，「要

求される性能を中心とした規定（性能規定）とし，それを実現するための仕様には

選択の自由度を与える」とし，その際に「民間規格の活用」を行うという方針が示

されている。 

そして，民間で策定した技術基準を，原子力安全の法規制に用いるためには，以

下の要件が必要であるとしている。 

すなわち，第１に，当該民間規格の策定プロセスにかかわる要件として，「産学

会から偏りのないメンバー選定を行うとともに，公衆審査を経るなど公正，公平，

公開を重視した」ものであることが求められるとしている（「公開された場での公平

なメンバー構成による検討」要旨１～２頁）。 

また，第２に，その技術基準の内容においても，「規制基準で要求される性能と

の項目上の対応が取れること」（すなわち，当該民間規格の条件を満たすことによっ

て法が求める性能規定の条件を満たす関係にあることが技術的に確認されているこ

と）など，技術的な事項についての３つの項目が要求されるとしている。 

さらに，「規制当局が民間規格の規制基準への充足性を確認した場合，行政手続

法上の審査基準や規制基準を満たす規格の例として告示するなどの方法で公示する

ことが必要である」（要旨２頁）とされている。 

これに対して，「透明でない，あるいは，透明性に欠けたプロセスで策定された

規格（具体的には，事業者が独自に策定した規格がこれに相当する）」は，規制基準

に活用しうる「学協会規格」とは区別される，としており，「従来の民間規格は，こ

うした策定プロセスに基づく分類はできない」（＝すなわち，直ちに規制に援用し得

る「学協会規格」と取り扱うことはできない）とされている。 
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 以下では，「津波評価技術」が，原子炉の安全規制の基準としての適格性が認めら

れるか否かという観点から，その内容及びその策定手続きを検討する。 

イ 津波評価技術が原子炉の安全規制基準としての適格性を持たないこと 

以下では，津波評価技術が，原子炉の安全規制の基準としての適格性が認められ

るか否かという観点から，その策定手続き及びその内容を検討する。 

結論としては，津波評価技術は，後述する原子力安全・保安院の「原子力発電施

設の技術基準の性能規定化と民間規格の活用に向けて」（甲ロ２１号証）が民間規格

を法規制に参照するために求められるとした条件に照らしても，原子力の安全規制

の基準としての適格性が認められないものである（国会事故調査報告書９０～９１

頁）。 

（ア）メンバーが公正に選抜されていないこと 

 津波評価技術の策定にあたった当時の土木学会・津波評価部会の委員・幹事等の

構成は，３０人のうち，１３名が原子力事業者（電力会社），３名が電力中央研究所，

１名が電力会社のグループ会社の所属であり，電力業界に偏っており，その構成自

体において，法規制を受ける対象である事業者の構成員が多数を占めている。また，

津波評価部会の事務局も原子力事業者が担っている。 

（イ）活動資金を全て原子力事業者が負担していたこと 

 津波評価部会の研究費の全額（１億８３７８万円），津波推計手法の審議のために

土木学会に委託した費用の全額（１３５０万円）は，被規制者である電力会社が負

担しており，公平性に疑いがある（国会事故調査報告書９０頁。２０１２〔平成２

４〕年５月３１日付の同調査委員会への一審被告東電からの回答文書による）。 

（ウ）策定手続きが公開されなかったこと 

 津波評価部会における津波評価技術の策定に向けての作業は，一般には公開され

ることはなかったのであり，その策定過程における公開性を欠くものである。当然

ながら，適格性の要件とされる策定過程の公衆審査（パブリックコメント）も実施

されていない。  



233 

 

（エ）原子力事業者の見解をオーソライズするという目的があったこと 

津波評価技術が策定されるに至る経過についても，被規制者である，一審被告東

電ら原子力事業者の意向が強く反映している。 

この点は，既に詳述したところであるが，「想定される最大規模の地震・津波」

を考慮すべきとする７省庁手引き（甲ロ１８号証）等に対する電事連による修正要

求が容れられないという事態に対して，電事連が，自らの控えめ
．．．

な（安全確保上は

極めて問題のある）地震・津波想定を正当化するために駆け込んだ場が，民間であ

る土木学会の津波評価部会である。 

この経過については，電事連の内部資料自体において，「津波評価に関する電力

（会社）の共通研究成果をオーソライズする場
．．．．．．．．．

として，土木学会原子力土木委員会

内に津波評価部会を設置し，審議を行っている」と，その目的があけすけに語られ

ているところである72）。つまり，土木学会・津波評価部会は，その設置の段階から，

一審被告東電が中心的存在となっていた電事連により，原子力事業者の考え方を正

当化するための場として設置されたのである。 

こうした位置付けからすれば，構成メンバーに多数の電力関係者が含まれること，

資金はすべて原子力事業者が負担したこと，事務局も原子力事業者が担ったこと，

審議過程が公開されず批判的な見解にさらされることもなかったことなども，全て

電事連の意向に沿う一連の事態であることは容易に理解されよう。 

ウ 「津波評価技術」を規制の前提とするとの正規の決定はないこと 

一審被告国及び同東電は，「津波評価技術」を原子炉施設の津波対策の唯一の基

準としてきたとする。 

しかし，そもそも，経済産業大臣（保安院）において，原子炉施設の津波に対す

る安全性の確保に関して，「津波評価技術」をその基準として用いることについて，

正規の手続きを経て決定をしたという事実はない。 

 
72 甲ロ５号証，国会事故調・参考資料１－２－１，４２頁，２０００（平成１２）年の電事連

部会への報告の添付資料 
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この点に関しては，保安院も，本件事故後において，国会事故調査委員会による

ヒアリングに対して，「土木学会手法を規制基準として用いていないとしている」の

であり，現実の運用実態は別として，公式には，「津波評価技術」に基づいて津波想

定をすることによって技術基準の要請が満たされる関係には立たないことを認めて

いるところである73。 

以上の経過をみれば，土木学会「津波評価技術」については，原子炉の安全規制

に用いるための基準としての適格性の確認を経ないままに，なし崩し的に，事実上，

保安院によって，原子炉の安全規制の前提として取り扱われるという不正常な状況

にあったといえる。 

エ 参照される民間規格に「津波評価技術」が含まれていないこと 

 保安院は，原子炉の安全に関する技術基準に関して参照されている民間規格の例

として，たとえば日本電気協会技術指針（４６０２）「原子炉冷却材圧力バウンダリ，

原子炉格納容器バウンダリの定義」などを挙げており，現に，同指針は技術基準省

令６２号２条９号などの解説において法規制に参照されている。 

 これに対して，「津波評価技術」については，こうした参照を示す告示等は一切な

されていない。 

かえって，「民間規格の整備に関する学協会の活動状況」のなかで，「土木学会で

は，活動成果を日本電気協会に提供し，民間規格化していくことによって，基本方

針を達成する方策をとっている」とされている（同付録１３頁）。そして，「土木学

会原子力土木委員会の活動状況」として，「津波評価技術」について触れており，こ

れについては，将来，「ＪＥＡＧ」（日本電気協会技術指針）に反映するというプロ

セスを経ることを予定していると整理されている。 

 また，保安院がまとめた「学協会規格の規制への活用の現状と今後の取組につい

て」（２００９〔平成２１〕年１０月・甲ロ１８５号証）によれば，「学協会規格（学

協会において透明なプロセス（公開された場での公平なメンバーによる検討）で策

 
73  甲イ１号証・国会事故調査報告書９１頁の注９６ 
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定された規格）の策定段階において，規格を策定する委員会（日本機会
ママ

学会，日本

原子力学会，日本電気協会）に，原子力安全・保安院及び原子力安全基盤機構の職

員が専門家として参画している」ことが紹介されている。そして，「これまでに行っ

た原子力安全に係る学協会規格の技術評価の実績は，（別紙１）のとおり」であると

され，「（これまでに）４４件の学協会規格を引用（エンドース）してきている（平

成２１年１０月２９日現在）。」とされている。 

 上記の「別紙１」には，「日本機械学会，日本原子力学会，日本電気協会」の４４

件の学協会規格が整理されているが，「津波評価技術」は，技術基準によって引用の

対象とされている４４件には含まれていない。 

 また，原子力安全に関する学協会規格についての「当面の技術評価計画」におい

ても，「津波評価技術」は，技術基準によって引用の対象とすることも予定されては

いない。 

 以上より，「津波評価技術」自体は民間の土木学会が定めた規格に過ぎず，しかも，

これを原子力安全の観点から規制に参照することが認められる「学協会規格」とし

て採用するか否かという適格性の審査の対象にさえ挙げられていなかったものであ

ることがわかる。  

オ 小括 

 以上より，津波評価技術は，原子炉施設の安全規制の際に参照されるべき「学協

会規格」としての適格性を備えていないことは明らかである。それにもかかわらず，

原子力安全・保安院は，正式な適格性の確認を経ないままに，事実上，土木学会・

津波評価技術を安全規制に用いるための基準として取り扱ってきたのであり，その

対応は不正常というしかない。 

（６）一審被告国はＩＡＥＡへの報告書において「既往最大」のみを考慮しうたこ

とは適切でなかったと認めていること 

 本件事故後に一審被告国が国際原子力機関（ＩＡＥＡ）に提出した報告書におい

ても，一審被告国自身が，既往最大の考え方は不十分なものであったと自認してい
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る。  

 すなわち，一審被告国（原子力事故対策本部）は，２０１１（平成２３）年６月

に，ＩＡＥＡに対して提出した本件事故に関する報告書（甲ロ３９号証の１及び２）

において，「津波評価技術」について，「土木学会の『津波評価技術』は，ＩＡＥＡ

の津波技術基準ＤＳ４１７にも反映されている。しかしながら，この評価法は，津

波の再来周期を特定していない。」74と評価している。 

 さらに，同報告書の「ⅩⅡ．現在までに得られた事故の教訓」（甲ロ３９号証の２）

において，「津波の発生頻度や高さの想定が不十分であり，大規模な津波の襲来に対

する対応が十分なされていなかった。設計の考え方の観点からみると，原子力発電

所における耐震設計においては，考慮すべき活断層の活動時期の範囲を１２～１３

万年以内（旧指針では５万年以内）とし，大きな地震の再来周期を適切に考慮する

ようにしており，さらにその上に，残余のリスクも考慮することを求めている。こ

れに対し，津波に対する設計は，過去の津波の伝承や確かな痕跡に基づいて行って

おり，達成するべき安全目標との関係で，適切な再来周期を考慮するような取組み

とはなっていなかった。」（同２頁）とその不十分性を指摘している。 

（７）一審被告国の安全規制が既往最大の考え方に留まったことへのＩＡＥＡの評

価 

 ＩＡＥＡは，２０１５（平成２７）年に，「福島第一原子力発電所事故 事務局長

報告書」を公表した。その中で，ＩＡＥＡは，わが国の原子炉施設における津波な

どの「外部事象に対する発電所の脆弱性」に対する安全規制の在り方についての評

価を明らかにしている（甲ロ４２号証４４～４６頁）。 

すなわち，ＩＡＥＡの 安全基準においては，津波等の「外部事象の評価に付随

する高レベルの不確実性」に対処するためには，十分な安全裕度を見込むことが必

要とされ，そのためには，歴史上記録された最大の地震強度等を更に増加させ，ま

 
74  甲ロ３９号証の１・同報告書「Ⅲ．東北地方太平洋沖地震とそれによる津波の被害」２９

頁 
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たは，最大地震等が（実際には発生が記録されていない場所である）当該サイトか

ら最も近い距離で起こると想定することが求められるとされていた。こうした「既

往最大の地震・津波」等を超える想定は，「比較的短期の観測では潜在的最大値が得

られないかもしれない」という可能性を踏まえて行われるものであるとする。 

これに対して，「福島第一原子力発電所の１号機と２号機の設計に対する地震ハ

ザード評価は，主として地域の歴史上の地震データに基づいて実施され，上記の安

全裕度の増大は含まれなかった」と評価している。 

また，ＩＡＥＡの安全基準においては，「プラントの供用期間中に新たな情報・

知見が得られた結果としての変更の必要性を特定するため，サイト関連ハザードも

定期的に再評価する必要がある」とされていたところ，「日本では，地震ハザードと

津波ハザードの再評価を実施する規制要件がなかった」とも評価されている。 

これに対して，２００２年「長期評価」については，最新の情報を使用し検討し

た発生源モデルを想定し「福島県の沿岸沖合の日本海溝が津波を引き起こす潜在性

を検討した」ものであり，「地質構造沈み込み帯のこの部分に関する津波の歴史上の

記録のみに頼ったものではなかった」としている。そして，２００２年「長期評価」

による「新しいアプローチは，福島県の沿岸沖合でマグニチュード８．３の地震が

起こることを想定」するものであり，「このような地震は，福島第一原子力発電所に

おいて（２０１１年３月１１日の実際の津波高さと同様の）約１５ｍの津波遡上波

につながる可能性があり，その場合主要建屋は浸水することとなる」と指摘してい

るところである。 

以上から，ＩＡＥＡの示す原子炉施設の外部事象に対する国際的な安全基準と対

比しても，「津波評価技術」の「既往最大」の考え方は不十分なものといわざるを得

ない。 

（８）まとめ 

 以上より，「津波評価技術」は民間の土木学会の一つの見解に留まること，波源モ

デルの設定を目的としていないがゆえに詳細な地震学的な検討を経ないまま「既往
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最大の地震」想定で足りるとしているものであり，また，原子炉施設に求められる

安全性の水準の観点からしても原子力安全委員会の指針類にも反するものである。 

そして，民間規格を規制に援用するにあたって求められる条件を満たしておらず，

現に援用するための決定手続きも経ていない。しかるに，原子炉施設の規制当局で

ある一審被告国（経済産業大臣）が，地震調査研究推進本部の２００２年「長期評

価」など他の防災関係省庁の定めた地震・津波防災に関する指針についてはこれを

検討することもせず，他方で，被規制者である原子力事業者が自らの立場を正当化

（オーソライズ）するために設置した津波評価部会の検討結果（「津波評価技術」）

を，その適正さの検証も行わないままに，事実上，安全規制の基礎に据えてきたと

いう事態は，本末転倒というしかなく，まさに「規制の虜」（甲イ１号証４７６頁以

下）と表現されるべき事態である。 

 

６ 津波の予見義務，津波予見可能性を通じた結論 

津波の予見義務及び津波の予見可能性に関する一審被告国の主張については，こ

れまで一審原告ら控訴理由書や本書面をもって主張してきたとおり，その理由がな

いことは明らかである。 

この点で，津波の予見義務及び津波の予見可能性についての一審被告国の主張に

理由がないことについては，福島地裁判決（甲イ２０）の以下の判示が，そのまま

簡潔な結論として援用し得るものである。 

「平成１４年７月３１日の「長期評価」の公表から平成２３年３月１１日の本件

事故に至るまで，被告東電から「長期評価」に基づく想定津波に対する対策は全く

示されていなかったのであるから，本件で問題となっている「長期評価」に基づく

想定津波に対する安全性に関する限り，一審被告国は，津波安全性を欠いた福島第

一原発に対する規制権限を，規制権限の行使が可能であった平成１４年末から８年

以上の間，全く行使していなかったものである。 

この規制権限の不行使は，技術基準への適合性を通じて安全性を審査し，技術基
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準に適合しない原子炉施設には技術基準適合命令を発することによって，原子炉施

設の事故等がもたらす災害により直接的かつ重大な被害を受けることが想定される

範囲の住民の生命，身体の安全等を保護するという，経済産業大臣に技術基準適合

命令を発する規制権限を付与した電気事業法の趣旨，目的，最新の科学的知見等を

踏まえて，適時にかつ適切に行使されるべきという技術基準適合命令の性質等に照

らし，本件の具体的事情の下において，許容される限度を逸脱して著しく合理性を 

欠いていたと認めるのが相当である。」（１３６頁）。 

                                  以上 


